
平成２３年度 評 価 書Ⅳ

政策事前評価（７４事業）１

※福岡県総合計画における１０の事項ごとに掲載

【【【【活力活力活力活力にあふれにあふれにあふれにあふれ成長力成長力成長力成長力にににに富富富富んだんだんだんだ経済経済経済経済とととと雇用雇用雇用雇用のののの創出創出創出創出】】】】

（１） グリーンアジア国際戦略総合特区推進事業・・・・・・・・・・ ４２

（２） 有機光エレクトロニクス産学連携実用化基盤センター

運営事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４５

（３） 海外企業誘致センター事業・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４８

（４） 農商工連携強化事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５１

（５） 新生活産業創出・育成事業・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５４

（６） 農林水産物ブランド確立対策事業・・・・・・・・・・・・・・ ５７

（７） 県産材競争力強化事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６０

（８） 若者の農業参入定着支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・ ６３

（９） 女性農業者活動支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６６

（10） 地域特産物振興対策事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６９

（11） ６次産業化推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７２

（12） 総合的な鳥獣被害対策の強化・・・・・・・・・・・・・・・・ ７５

（13） 誘致企業即戦力人材育成事業・・・・・・・・・・・・・・・・ ７９

（14） 福岡近郊地域活性化事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８３

（15） 筑豊地域活性化事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８６

（16） 都市計画基本方針策定事業・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８９

（17） 北九州空港対策事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９２

（18） 三池港利用促進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９５
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災害災害災害災害やややや犯罪犯罪犯罪犯罪、、、、事故事故事故事故がなくがなくがなくがなく、、、、安全安全安全安全でででで安心安心安心安心してしてしてして暮暮暮暮らせることらせることらせることらせること】】】】【

（１） 災害時要援護者避難支援事業・・・・・・・・・・・・・・・ ９８

（２） 防災人材育成・活用事業・・・・・・・・・・・・・・・・・１０１

（３） 津波総合対策事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０４

（４） 避難所備蓄物資点検事業・・・・・・・・・・・・・・・・・１０７

（５） 原子力災害教育訓練対策事業・・・・・・・・・・・・・・・１１０

（６） 放射能測定体制強化事業・・・・・・・・・・・・・・・・・１１３

（７） 「暴力団の存在しない福岡県」実現事業 ・・・・・・・・・・１１６

（８） 犯罪の起きにくい社会づくり推進事業・・・・・・・・・・・１１９

（９） 交番ネットワーク整備事業・・・・・・・・・・・・・・・・１２２

（10） 飲酒運転撲滅運動推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・１２５

（11） アルコール依存症支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・１２８

（12） 飲酒運転撲滅対策事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３１

（13） 食の安全対策推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３４

高齢者高齢者高齢者高齢者やややや障害者障害者障害者障害者がががが安心安心安心安心してはつらつとしてはつらつとしてはつらつとしてはつらつと生活生活生活生活できることできることできることできること】】】】【

（１） 高齢者子育て支援推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・１３７

（２） 宅老所支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４０

（３） 訪問介護員等認知症対応力向上研修事業・・・・・・・・・・・１４３

（４） 介護技術向上事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４６

（５） 障害のある子どもの居住地校交流事業・・・・・・・・・・・・１４８

（６） 障害者虐待防止対策事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５１
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女性女性女性女性がいきいきとがいきいきとがいきいきとがいきいきと働働働働きききき活躍活躍活躍活躍できることできることできることできること】】】】【

（１） ふくおか女性いきいき事業・・・・・・・・・・・・・・・・・１５４

（２） 配偶者からの暴力被害者支援体制強化事業・・・・・・・・・・１５７

（３） 女性・子どもの安全・安心まちづくり推進事業・・・・・・・・１６０

（４） 子どもと女性の安全対策事業・・・・・・・・・・・・・・・・１６３

安心安心安心安心してしてしてして子育子育子育子育てができることてができることてができることてができること】】】】【

（１） 出会い・結婚応援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６６

（２） 待機児童解消先取りプロジェクト事業・・・・・・・・・・・１６９

（３） ひろげよう！にこにこ子育ての輪事業・・・・・・・・・・・１７２

（４） 里親委託推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７５

（５） 施設退所児童等自立支援促進事業・・・・・・・・・・・・・１７８

子子子子どもどもどもども・・・・若者若者若者若者がががが夢夢夢夢をををを抱抱抱抱きききき、、、、将来将来将来将来にににに向向向向かってはばたけることかってはばたけることかってはばたけることかってはばたけること】】】】【

（１） 高校生知の創造力育成セミナー事業・・・・・・・・・・・・１８１

（２） 次世代の科学技術を担う人材育成事業・・・・・・・・・・・１８４

（３） 英語で世界にチャレンジする小中学生育成事業・・・・・・・１８７

（４） 教育力向上福岡県民運動推進事業・・・・・・・・・・・・・１９０

（５） 子どもの社会力育成推進事業・・・・・・・・・・・・・・・１９４

（６） アンビシャス広場学生ボランティア派遣事業・・・・・・・・１９７

（７） アンビシャス体験フェスティバル事業・・・・・・・・・・・２００

（８） 高校生自助と共助を学ぶ宿泊体験事業・・・・・・・・・・・２０３

（９） 高等学校不登校・中途退学防止支援事業・・・・・・・・・・２０６

（10） 非行少年等の自立促進事業・・・・・・・・・・・・・・・・２０９
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（11） 保護者と学ぶ児童生徒の規範意識育成事業・・・・・・・・・２１２

（12） 「非行少年を生まない社会づくり」推進事業 ・・・・・・・・２１５

誰誰誰誰もがもがもがもが元気元気元気元気でででで健康健康健康健康にににに暮暮暮暮らせることらせることらせることらせること】】】】【

（１） 県民健康づくり支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・２１８

（２） がん検診受診率向上対策事業・・・・・・・・・・・・・・・２２１

（３） 在宅重症難病患者レスパイト入院事業・・・・・・・・・・・２２４

（４） 適正受診指導事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２７

【【【【心心心心のぬくもりとのぬくもりとのぬくもりとのぬくもりと絆絆絆絆をををを実感実感実感実感できるできるできるできる社会社会社会社会であることであることであることであること】】】】

（１） 地域コミュニティ活性化支援事業・・・・・・・・・・・・・２３０

環境環境環境環境とととと調和調和調和調和しししし、、、、快適快適快適快適にににに暮暮暮暮らせることらせることらせることらせること】】】】【

（１） 再生可能エネルギー導入促進事業・・・・・・・・・・・・・２３３

（２） 営農用電力自給モデル事業・・・・・・・・・・・・・・・・２３６

（３） 中小水力発電導入促進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・２３９

（４） 交通連携推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４２

（５） 長期優良住宅普及促進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・２４５

（６） 大気汚染対策事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４８

豊豊豊豊かなかなかなかな文化文化文化文化をををを楽楽楽楽しみしみしみしみ、、、、幅広幅広幅広幅広いいいい分野分野分野分野のののの国際交流国際交流国際交流国際交流をををを実感実感実感実感できることできることできることできること】】】】【

（１） 海外福岡県人会子弟招へい交流事業 ・・・・・・・・・・・・２５１

（２） アジアンビート推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５４
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【【【【計画推進計画推進計画推進計画推進のののの基盤基盤基盤基盤づくりづくりづくりづくり】】】】

（１） 高額滞納事案対策強化事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５７

（２） 暴力団関与事案対策事業 ・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・２６０

（３） 個人住民税捜索推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６３
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状



３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
なしなしなしなし

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

500人 普通

113,832千円

24,000千円

0千円

27,000Ｈ

普通

137,832千円
H26 H27 H28 合　　計

0千円

【事業の内容】
　・「グリーンアジア国際戦略総合特区」シンポジウムの開催　1,000千円
　・特区「福岡」の海外へのトップセールス　900千円
　・国と地方の協議会の開催　2,000千円
　・「グリーンアジア国際戦略総合特区地域協議会」の運営　2,100千円
  ・特区効果の公表、事業への反映　2,000千円

8,000千円 8,000千円 8,000千円

－

現　　在　　値 目　　標　　値

24,000千円

人件費
9,000Ｈ

37,944千円
従事時間 9,000Ｈ

37,944千円37,944千円

〇県、両政令市、経済界が一体となって推進する「グリーンアジア国際戦略総合特区」の取組・成果を広く発信し、特区
　 事業への参画企業の拡大や企業誘致の促進が目標であるため、「シンポジウムの参加数」を指標として設定する。
〇地域一丸となって特区を推進するため、特区の取組主体である地方自治体と民間の事業主体が一体となった「地域
　 協議会」の「開催件数」を指標として設定する。

8,000千円
H24年　度

指　　標　　名

－－

財
源

8,000千円8,000千円見込額

H26

－

県内の産学官を中心に組織した「グリーンアジア国際戦略総合特区地域協議会」を核に、「国と地方の協議会」への対
応、特区事業の評価、シンポジウムやアジアへのトップセールス等の情報発信を実施し、より効果的に特区事業を推進
する。
これにより、県経済の更なる活性化を図るとともにわが国の成長を牽引する。

－

地域協議会の開催
件数

－ －

H26シンポジウムの参加
者数

－ － －

9,000Ｈ

6回

H25

県

両政令市

グリーンアジア国際戦略総合特区地域協議会
　【事務局：商工政策課内】
　会長　　　　　　　　　 ：福岡県知事　小川洋
　副会長兼事務局長　：北九州市長　北橋健治
　副会長　　　　　　　　：福岡市長　　　高島宗一郎

　【実施事業】
　〇シンポジウムの開催
　〇海外へのトップセールス
　〇国と地方の協議会への対応
　〇特区事業の実施状況の評価

負担金

　・事業を実施するうえで必要な規制改
革、税制上の措置、財政・金融上の支援
措置の制度化を実現

グリーンアジアグリーンアジアグリーンアジアグリーンアジア国際戦略総合特区国際戦略総合特区国際戦略総合特区国際戦略総合特区のののの推進推進推進推進
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　特になし

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
なし

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

特区による効果を大きなものとするため、法律に基づく「国と地方の協議会」への対応や事業の評価、また、特区事業へ
の参画企業の拡大や企業誘致を促すため、シンポジウム、トップセールス等の情報発信を行う必要があるため。

37,767千円

7,943千円
7,943千円

8,958Ｈ

45,710千円

普通H26

H24

－

－

指　　標　　名
シンポジウムの参加
者数

【事業の内容】
　・「グリーンアジア国際戦略総合特区」シンポジウムの開催　633千円
　・特区「福岡」の海外へのトップセールス　805千円
　・国と地方の協議会の開催　1,420千円
　・「グリーンアジア国際戦略総合特区地域協議会」の運営　1,385千円
  ・特区効果の公表、事業への反映　1,800千円
　・事務経費　1,900千円

－ －－ －

人件費

財
源

年　度

従事時間

当初予算額

現　　在　　値 目　　標　　値

500人

－ 普通

〇県、両政令市、経済界が一体となって推進する「グリーンアジア国際戦略総合特区」の取組・成果を広く発信し、特区
　 事業への参画企業の拡大や企業誘致の促進が目標であるため、「シンポジウムの参加数」を指標として設定する。
〇地域一丸となって特区を推進するため、特区の取組主体である地方自治体と民間の事業主体が一体となった「地域
　 協議会」の「開催件数」を指標として設定する。

－ － H26 6回地域協議会の開催
件数

－

県

両政令市

　・事業を実施するうえで必要な規制改
革、税制上の措置、財政・金融上の支援
措置の制度化を実現

グリーンアジアグリーンアジアグリーンアジアグリーンアジア国際戦略総合特区国際戦略総合特区国際戦略総合特区国際戦略総合特区のののの推進推進推進推進

グリーンアジア国際戦略総合特区地域協議会
　【事務局：商工政策課内】
　会長　　　　　　　　　 ：福岡県知事　小川洋
　副会長兼事務局長　：北九州市長　北橋健治
　副会長　　　　　　　　：福岡市長　　　高島宗一郎

　【実施事業】
　〇シンポジウムの開催
　〇海外へのトップセールス
　〇国と地方の協議会への対応
　〇特区事業の実施状況の評価

負担金
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

   総合計画
　での位置づけ

活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出

国際戦略の推進

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

アジアのビジネス拠点をつくる

グリーンアジア国際戦略総合特区の推進

政策事前評価書（有機光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ産学連携実用化基盤ｾﾝﾀｰ運営事業）

有機光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ産学連携実用化基
盤ｾﾝﾀｰ運営事業

商工部
新産業・技術振興課

事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称
Ｈ２６

次回評価予定年度

○ 有機光エレクトロニクスは、有機EL照明、ディスプレイなどの応用が期待される次世代産業分野であり、
　 有機ELデバイス関連の市場規模は2015年から2020年にかけては5兆円を突破する見込。
○ 高い発光効率や消費電力が極めて少なく、省エネを指向しており、低炭素社会・低環境負荷の実現に
　 必要不可欠な技術。
○ 大型照明、テレビや産業用モニター等ディスプレイパネルで現在主流となっているLEDや液晶等に替わる
　 ディスプレイ製品及び太陽光発電へ応用し、これらの機器の普及により、環境に調和した省エネルギー社会
　 の実現が可能となる。
○ 照明にした場合、低コスト・大面積・フレキシブルで自然光に近い照明になるなど、従来製品とは異なる新しい
　 用途展開が開ける。

○ 当分野において、日本は韓国を中心とする新興国から大きく出遅れている状況であるが、有機光エレクトロニ
   クスを研究している九州大学研究グループは、原料にレアメタル （イリジウムや白金等の高価な希少金属）
   を使用しない世界最高の発光効率を有する第３世代の有機ＥＬ素材を発見し、現在、九州大学を中心とする
   国家プロジェクトを実施中。

○ 福岡県では、世界レベルの先端半導体開発拠点の構築を目指す「シリコンシーベルト福岡プロジェクト」や、
　 今後の産業の共通基盤技術となるナノテク産業の振興を目指す「ナノ福岡21プロジェクト」を推進している。
　 その結果、県内には300を超える半導体関連企業、250を超えるナノテク関連企業が集積している。
○ これらの企業が有する技術は、製造プロセス、材料開発等において有機光エレクトロニクスとの共通部分が
   多く、当市場への参入が大きく期待されることから、将来、有機光エレクトロニクス関連産業の研究開発・試作
　 ・評価における一大集積拠点となることを目指し、九州大学近隣の元岡サイエンスパークに「有機光エレクトロ
　 ニクス産学連携実用化基盤センター（仮称）」を整備中。

○ 有機光エレクトロニクス産学連携実用化基盤センター運営費は、本来、共同研究等の収入によって賄うが、センター立ち上げ
　  時は、 関連企業の集積が進んでいないことから、その収入だけでのセンター運営は困難。
○ 有機光エレクトロニクス関連産業の研究開発・試作・評価における一大集積拠点を構築するには、当センターが集積の
　　中核としての役割を果たす必要があるが、そのためには地元自治体（福岡市）との連携が不可欠。

実用化基盤センターを有機光エレクトロニクス産業の集積拠点に有利な九州大学近隣の元岡サイエンスパーク（福岡市）に
設置する。
県と福岡市で連携し、運営費の負担を分担することで効率的に事業を推進する。
実用化基盤センターでは、材料開発からプロセス技術の開発、構成材料の開発・評価・検証を実施し、国等のプロジェクト獲得
に加えて、共同研究、受託試験・分析等の形態で実用化のための共同研究を推進し、１０年後には研究開発での自立化を図
る。

＜有機光エレクトロニクス産学連携実用化基盤センター概要＞
先端技術実証・評価設備整備費等補助事業を活用（経済産業省）
○事業主体：（財）福岡県産業・科学技術振興財団
○連携機関：九州大学、九州工業大学、熊本大学、崇城大学
○参加企業（予定）：東京ｴﾚｸﾄﾛﾝ、ＥＬﾃｸﾉ、ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ
○福岡市が216,000千円で土地購入。
○施設運営費負担：県１／２　福岡市１／２
○建設場所：元岡ｻｲｴﾝｽﾊﾟｰｸ（専有面積3,600m２）
○施設規模：２階建　延床面積　2,158m２
○施設機能：①実用化研究及び試作・性能評価　②有機ELﾃﾞﾊﾞｲｽ関連の地元企業の育成
○施設内容：クリーンルーム、製膜、物性評価室、交流室、会議室、事務室など
○スケジュール：
H23年9月～H24年3月　設計委託
H24年4月～12月　建設工事、機器設備
H25年1月　オープン（開所式）
○ 「有機光エレクトロニクス研究会（仮称）」を設置。
・ セミナーによる最新の技術情報、市場動向の提供（年４回）
・ 会員による共同開発のプロジェクト化検討会
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
なし

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

H25 H26

指　　標　　名

-共同研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ数

年　度

現　　在　　値 目　　標　　値

-

H24
36,913千円見込額

従事時間
人件費

財
源

合　　計

116,475千円
0千円

46,042千円 44,992千円 127,947千円
H27 H28

158,304千円

11,472千円
2,400Ｈ 2,400Ｈ 7,200Ｈ

10,119千円
2,400Ｈ

25,441千円 46,042千円 44,992千円

○原料にレアメタルを使用せず、高い発光効率を有する第3世代の有機EL素材の製品化を迅速に進めるため、
   「有機光エレクトロニクス産学連携実用化基盤センター（仮称）」を整備し、設計から製品化までを一貫して
　 支援し有機光エレクトロ二クス関連産業の研究開発・試作・評価における一大集積拠点を構築する。

困難

30,357千円10,119千円10,119千円

7

○ 事業主体　（財）福岡県・産業科学技術振興財団

有機光エレクトロニクス産学連携実用化基盤センターが有効に機能していることを測るため、共同研究プロジェクト数
を指標として設定する。

Ｈ２３ 0 - H２６

11,472千円

運営費負担割合運営費負担割合運営費負担割合運営費負担割合

県県県県　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１１１／／／／２２２２

福岡市福岡市福岡市福岡市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１１１／／／／２２２２

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

独自独自独自独自のののの材料技術材料技術材料技術材料技術熊本大学熊本大学熊本大学熊本大学、、、、崇城崇城崇城崇城大学大学大学大学

ナノテクノロジーナノテクノロジーナノテクノロジーナノテクノロジー分野分野分野分野のののの産学官産学官産学官産学官によるによるによるによる技術振興推進技術振興推進技術振興推進技術振興推進ナノナノナノナノ福岡福岡福岡福岡２１２１２１２１プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト

最最 最最
先先 先先

端端 端端
基基 基基

礎礎 礎礎
研研 研研

究究 究究
実実 実実

用用 用用
化化 化化

基基 基基
盤盤 盤盤

研研 研研
究究 究究

応応 応応
用用 用用

技技 技技
術術 術術

開開 開開
発発 発発

材料材料材料材料・・・・周辺技術周辺技術周辺技術周辺技術のののの産業化産業化産業化産業化推進推進推進推進
熊本県産業技術熊本県産業技術熊本県産業技術熊本県産業技術センターセンターセンターセンター

くまもとくまもとくまもとくまもと有機薄膜技術高度化支援有機薄膜技術高度化支援有機薄膜技術高度化支援有機薄膜技術高度化支援センターセンターセンターセンター

半導体分野半導体分野半導体分野半導体分野のののの産学官産学官産学官産学官によるによるによるによる技術振興推進技術振興推進技術振興推進技術振興推進シリコンシーベルトプロジェクトシリコンシーベルトプロジェクトシリコンシーベルトプロジェクトシリコンシーベルトプロジェクト

有機光有機光有機光有機光エレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクスのののの実証実証実証実証・・・・量産試作量産試作量産試作量産試作
九州先端科学技術研究所九州先端科学技術研究所九州先端科学技術研究所九州先端科学技術研究所（（（（ISITISITISITISIT））））
有機有機有機有機エレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクス研究特別室研究特別室研究特別室研究特別室

有機光有機光有機光有機光エレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクス産学連携実用化産学連携実用化産学連携実用化産学連携実用化
基盤基盤基盤基盤センターセンターセンターセンター（（（（仮称仮称仮称仮称））））
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
有機光エレクトロニクスは、有機EL照明、ディスプレイなどの応用が期待される次世代産業分野である。　
また、有機光エレクトロニクスを研究している九州大学研究グループは、原料にレアメタル（イリジウムや白金等の高価
な希少金属）を使用しない世界最高の発光効率を有する第３世代の有機ＥＬ素材を発見し、現在、九州大学を中心とする
国家プロジェクトを実施中であることからも、北部九州は有機光エレクトロニクス関連産業の一大研究拠点となる大きな
ポテンシャルを持っている。
北部九州を有機ELデバイス関連産業の一大研究開発拠点にするためには必要不可欠な施設であることから実施。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　特になし

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
なし

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

困難

現　　在　　値 目　　標　　値

人件費

財
源

Ｈ２３

2,400Ｈ
11,472千円

従事時間
10,119千円

25,441千円

共同研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ数

当初予算額
H24年　度
36,913千円

指　　標　　名

47,032千円

-0 - H２６ 7-

○ 事業主体　（財）福岡県・産業科学技術振興財団

有機光エレクトロニクス産学連携実用化基盤センターが有効に機能していることを測るため、共同研究プロジェクト数を
指標として設定する。

運営費負担割合運営費負担割合運営費負担割合運営費負担割合

県県県県　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１１１／／／／２２２２
福岡市福岡市福岡市福岡市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１１１／／／／２２２２

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

独自独自独自独自のののの材料技術材料技術材料技術材料技術熊本大学熊本大学熊本大学熊本大学、、、、崇城崇城崇城崇城大学大学大学大学

ナノテクノロジーナノテクノロジーナノテクノロジーナノテクノロジー分野分野分野分野のののの産学官産学官産学官産学官によるによるによるによる技術振興推進技術振興推進技術振興推進技術振興推進ナノナノナノナノ福岡福岡福岡福岡２１２１２１２１プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト

最最 最最
先先 先先

端端 端端
基基 基基

礎礎 礎礎
研研 研研

究究 究究
実実 実実

用用 用用
化化 化化

基基 基基
盤盤 盤盤

研研 研研
究究 究究

応応 応応
用用 用用

技技 技技
術術 術術

開開 開開
発発 発発

材料材料材料材料・・・・周辺技術周辺技術周辺技術周辺技術のののの産業化産業化産業化産業化推進推進推進推進
熊本県産業技術熊本県産業技術熊本県産業技術熊本県産業技術センターセンターセンターセンター

くまもとくまもとくまもとくまもと有機薄膜技術高度化支援有機薄膜技術高度化支援有機薄膜技術高度化支援有機薄膜技術高度化支援センターセンターセンターセンター

半導体分野半導体分野半導体分野半導体分野のののの産学官産学官産学官産学官によるによるによるによる技術振興推進技術振興推進技術振興推進技術振興推進シリコンシーベルトプロジェクトシリコンシーベルトプロジェクトシリコンシーベルトプロジェクトシリコンシーベルトプロジェクト

有機光有機光有機光有機光エレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクスのののの実証実証実証実証・・・・量産試作量産試作量産試作量産試作
九州先端科学技術研究所九州先端科学技術研究所九州先端科学技術研究所九州先端科学技術研究所（（（（ISITISITISITISIT））））
有機有機有機有機エレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクス研究特別室研究特別室研究特別室研究特別室

有機光有機光有機光有機光エレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクス産学連携実用化産学連携実用化産学連携実用化産学連携実用化
基盤基盤基盤基盤センターセンターセンターセンター（（（（仮称仮称仮称仮称））））

有機光有機光有機光有機光エレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクス
国際研究拠点化国際研究拠点化国際研究拠点化国際研究拠点化

独立独立独立独立したしたしたした研究開発組織研究開発組織研究開発組織研究開発組織
国内外企業国内外企業国内外企業国内外企業からのからのからのからの委託研究委託研究委託研究委託研究
海外海外海外海外とのとのとのとの積極的積極的積極的積極的なななな研究交流研究交流研究交流研究交流
産業化産業化産業化産業化にににに貢献貢献貢献貢献するするするする知財運用知財運用知財運用知財運用

産学官連携による高度人材育成プログラム＿＿＿

材料材料材料材料・・・・プロセスプロセスプロセスプロセス・・・・デバイスデバイスデバイスデバイス
世界最先端基礎研究世界最先端基礎研究世界最先端基礎研究世界最先端基礎研究九州大学九州大学九州大学九州大学OPERAOPERAOPERAOPERA

事事 事事
業業 業業

化化 化化
・・ ・・
産産 産産

業業 業業
形形 形形

成成 成成

装置事業装置事業装置事業装置事業（（（（ドライプロセスドライプロセスドライプロセスドライプロセス／／／／ウェットプロセスウェットプロセスウェットプロセスウェットプロセス））））
東京東京東京東京エレクトロンエレクトロンエレクトロンエレクトロン等等等等

部材事業部材事業部材事業部材事業
有機薄膜太陽電池有機薄膜太陽電池有機薄膜太陽電池有機薄膜太陽電池：：：：リンテックリンテックリンテックリンテック等等等等

材料事業材料事業材料事業材料事業
有機半導体有機半導体有機半導体有機半導体：：：：大電等大電等大電等大電等

ベンチャーベンチャーベンチャーベンチャー企業育成企業育成企業育成企業育成
封止封止封止封止フィルムフィルムフィルムフィルム等等等等

ベンチャーベンチャーベンチャーベンチャー企業育成企業育成企業育成企業育成
有機有機有機有機ELELELEL照明照明照明照明：：：：ELELELELテクノテクノテクノテクノ

デバイスデバイスデバイスデバイス・・・・パネルパネルパネルパネル事業事業事業事業：：：：パナソニックパナソニックパナソニックパナソニック、、、、ソニーソニーソニーソニー、、、、正興電機製作所等正興電機製作所等正興電機製作所等正興電機製作所等

研研研研
究究究究
員員員員
・・・・
設設設設
備備備備

知知知知
識識識識
・・・・
ノノノノ
ウウウウ
ハハハハ
ウウウウ

有機光有機光有機光有機光エレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクス産学連携実用化基盤産学連携実用化基盤産学連携実用化基盤産学連携実用化基盤センターセンターセンターセンター（（（（仮称仮称仮称仮称））））のののの将来構想将来構想将来構想将来構想

H23             H24            H25            H26            H27            H28            H29            H30
H31
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（様式　１号）
事業所管
部課名

10の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
単位：10億米ドル

○世界の対外投資の活発化

【世界の対外直接投資流入額の推移】　（出典：UNCTAD World Investment Report 2011）

○本県の誘致活動

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

政策事前評価書（海外企業誘致センター事業）

海外企業誘致センター事業
商工部
国際経済観光課

事業開
始年度

H２４　事業名称 H２６次回評価予定年度

・世界の対外直接投資や国を超えた企業の合併統
合は、グローバル化の進展や新興国の経済力上
昇により、再び増加の傾向を示している。
・現在、国を挙げて対日投資促進に取り組んでお
り、外国企業の日本拠点設立に注力している。
・しかしながら、対日直接投資の大部分は市場や
人材などが集積する東京に集中しており、地方へ
投資を誘導するために地域間で熾烈な競争が行
われている。

○中国をはじめ東アジアの台頭、内需の伸び悩み、急激な円高の進行などにより産業の空洞化が懸念される中では、
積極的に海外企業誘致活動を行い、産業集積、地域産業の活性化を図っていく必要がある。
○本県の海外における知名度はまだまだ低く、海外企業の進出先として候補に挙がっているとは言えない状況にある。
○また、東日本大震災や福島原子力発電所事故の多方面への影響から、海外企業の日本進出の動きについて鈍化が
予想される中、従来以上に効果的な情報発信が求められている。
○これまで、海外企業誘致プロモーターを東京オフィスに配置し、プロモーターが有する知見、人脈、情報に基づいた誘
致活動を行ってきたが、誘致対象企業の業種や企業からのニーズが多岐に渡っていることから、特定の分野に特化した
人材を継続的に配置する事の効果については限界が感じられる。

・本県では平成１４年度に海外企業誘致協議会を設立。
・アジア展開を目指す欧米企業や日本進出を狙うアジア企業、県のプロジェクト関連企業を主な誘致対象として、投資環
境のＰＲやマーケット情報の提供等を行い、また、会社設立までの諸手続きなどのサポートも行っている。

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

○ 本県への企業進出・投資を喚起するため、海外における知名度向上を図る広報活動を継続的に行う。
○ 多様な企業ニーズに対応できる体制を構築した上で、効果的な情報発信、広報活動、誘致活動、進出サポートと交
流基盤を構築する。

  総合計画
　での位置づけ

活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出 アジアのビジネス拠点をつくる

国内外企業誘致の推進 戦略的企業誘致の推進

-48-



３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業内容】

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

現　　在　　値

23,000千円

3,354Ｈ
14,141千円

3,354Ｈ
14,141千円14,141千円人件費

H27 H28

　海外企業誘致センターが有効に機能していることを示す指標として「海外企業誘致数」を設定する。

H24 H25 H26
111,423千円

指　　標　　名

69,000千円

0千円

0千円 0千円
合　　計年　度

海外企業誘致数

23,000千円

10,062Ｈ

0千円

42,423千円

69,000千円

3,354Ｈ

目　　標　　値

普通 普通H28 15社

○ 海外企業誘致活動を行い、高付加価値産業の集積・拠点化を推進し、県内産業の活性化と雇用の創出を図る。
○ 本県の海外における知名度向上を図るべく、積極的で効果的な広報活動を継続的に行い、誘致案件を増加させる。

H23 11社 H26 15社

23,000千円 23,000千円
23,000千円

見込額

財
源

23,000千円

・海外企業の誘致　　・雇用の創出　　・地場企業や関連産業への波及　　・消費者利益の増大、地域の国際化
・福岡県の知名度向上

従事時間

【福岡県海外企業誘致協議会】

会長：福岡県知事

会員：自治体・団体・企業等

事務局長：国際経済観光課長

【海外企業誘致センター】

福岡オフィス
（国際経済観光課）

東京オフィス
（福岡県東京事務所）

運営

福岡県　　会員自治体

会員自治体
(福岡市、北九州市、久留米、飯塚市、大牟田市)

負担金

委託

関係強化

【グローバル企業】

世界120カ国　450拠点

【海外事務所】

5カ所

連
携

○海外企業誘致センターによる支援活動　　　　　１３，０００千円（市負担金５，０００千円含む）
　対日投資には言葉の問題や各種規制、商習慣、生活習慣など海外企業にとって様々な困難を伴うが、海外企業誘
致センターにおいて市場調査、法務相談、税務相談、人材採用、ビザ取得、ビジネスマッチング関連など一貫してサ
ポートすることにより、県内への海外企業誘致を促進する。

○新たな誘致手法の創設　　　　　　　　　　　　　　１５，０００千円
　世界各国にネットワークを持つグローバル企業を活用し、ターゲットとなる企業に対し、現地化した情報発信を行うこ
とにより、福岡県の知名度を上げ、さらに海外企業誘致に関する情報収集の質を向上させ、誘致実績の向上を目指
す。
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
  特になし

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業内容】

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

15社

22,275千円

指　　標　　名

海外企業誘致数

36,416千円

現　　在　　値 目　　標　　値

H23 11社 H26 15社 普通普通 H28

　海外での福岡県の知名度向上は、効果的で継続的な情報発信によって達成されるものであり、海外企業誘致の成功
を左右する重要な要件である。
　このため、知名度向上に実績のあるグローバル企業を活用し、福岡県を積極的にアピールすることにより多くの誘致
案件を発掘していくことは効果的な手法である。

H24 年　度

従事時間
14,141千円人件費

財
源

当初予算額

3,354Ｈ

22,275千円

　海外企業誘致センターが有効に機能していることを示す指標として「海外企業誘致数」を設定する。

・海外企業の誘致　　・雇用の創出　　・地場企業や関連産業への波及　　・消費者利益の増大、地域の国際化
・福岡県の知名度向上

○海外企業誘致センターによる支援活動　　　　　１２，８４０千円（市負担金３，７００千円含む）
　対日投資には言葉の問題や各種規制、商習慣、生活習慣など海外企業にとって様々な困難を伴うが、海外企業誘
致センターにおいて市場調査、法務相談、税務相談、人材採用、ビザ取得、ビジネスマッチング関連など一貫してサ
ポートすることにより、県内への海外企業誘致を促進する。

○新たな誘致手法の創設　　　　　　　　　　　　　　１３，１３５千円
　世界各国にネットワークを持つグローバル企業を活用し、ターゲットとなる企業に対し、現地化した情報発信を行うこ
とにより、福岡県の知名度を上げ、さらに海外企業誘致に関する情報収集の質を向上させ、誘致実績の向上を目指
す。

【福岡県海外企業誘致協議会】

会長：福岡県知事

会員：自治体・団体・企業

事務局長：国際経済観光課長

【海外企業誘致センター】

福岡オフィス
（国際経済観光課）

東京オフィス
（福岡県東京事務所）

運営

福岡県　　会員自治体

会員自治体
(福岡市、北九州市、久留米、飯塚市、大牟田市)

負担金

委託

関係強化

【グローバル企業】

世界120カ国　450拠点

【海外事務所】

5カ所

連
携
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
　

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

次回評価予定年度

○　農林漁業者と商工業者とのマッチングの場を活用し、相互の強みを生かした連携による商品開発の取り組み支援
　　 が必要。

○　開発段階から消費者や取引先のニーズを踏まえた商品の開発・改良に関する支援が必要。

○　商品開発段階での公設研究機関の研究成果の活用を図る必要がある。

○　中小企業振興センターにアドバイザー(2名)を配置、以下の取り組みにより課題を解決。
　　・　中小企業者と農林漁業者との連携体構築を支援。
　　・　当該連携体による商品開発、マーケティング、販路開拓を支援。
　　・　消費者や取引先のニーズを把握、試作品開発に活用。
　　・　大学、公設試験研究機関と連携し、中小企業者、農林漁業者にその活用を促す。

○　農商工連携の県単独補助金を創設、商品開発、生産技術開発等を促進。

   総合計画
　での位置づけ

活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出 発展力のある中小企業をつくる

政策事前評価書（農商工連携強化事業）

中小企業総合支援事業
（農商工連携強化事業）

商工部
中小企業経営金融課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26

新商品開発・販路拡大の支援

○　食品加工の県内総生産は9,170億円、製造業では1位。

○　食品産業では、研究開発を行う企業割合はその他製造業とほぼ同率であるが、研究者数、研究費と売上げに
     占める割合はともに低い。

○　農業総合試験場、生物食品研究所、機械電子研究所などの公設試験研究機関や大学の研究成果には、試作品
　　 段階のものや実用化されたものの別の商品開発に活用できるものなど事業化の可能性が高い有益なシーズが
　　 多数ある。

○　これまでにも農商工連携による商品開発例は多数あるものの、その成果が中小企業者に広がり地域産業化の
　 　レベルにまで達したものはない。

　　　【製造業の県内総生産　H20】　　　　　　　　　　　　　　　　【研究・技術開発体制　H22】

総合的な中小企業支援

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

業種 構成比

食料品 31.2

金属製品 19.8

一般機械 8.9

電気機械 6.4

化学・石油製品 6.2

窯業・土石 4.9

輸送用機械 4.7

その他 17.9

2兆9,393億円

全製造業 食品製造業

従業員一人あたり研究者数 1,050人 353人

１企業当たり社内使用研究費 99,302万円 23,614万円

社内使用研究費(売上高比率） 4.09% 1.03%

研究を行っている会社割合 7.4% 6.3%

総務省「科学技術研究調査報告」
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標
農商工連携の支援体制強化を示す指標として、農林漁業者と中小企業者が連携して事業化を達成した件数を設定する。
目標値は次のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 106,617千円

一般財源
国庫支出金

その他

33,785千円 33,785千円 101,355千円33,785千円

0千円

H24
33,785千円

416Ｈ 416Ｈ 1,248千円416Ｈ

合計

財
源 0千円

1,754千円 5,262千円

33,785千円 33,785千円 101,355千円

人件費
従事時間

1,754千円1,754千円

　農林漁業者と中小企業者が連携して行う新商品・新サービスの開発を促進するため、事業計画策定、試作品開発、量
産化、販路開拓までを一貫して支援する体制の強化を図る。

見込額

現　　在　　値

H23 23件 H28 250件H26 困難

H25 H26

指　　標　　名

困難

目　　標　　値

150件
農商工連携
事業化件数

年　度

農商工連携支援体制強化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 33,785千円
①　アドバイザーの設置
　　　商品企画・マーケティングに関して知識と経験を有する民間経験者２名を 福岡県中小企業振興センターに
　　　配置
②　業務内容
　　　・公設研究機関の研究成果の収集・分析
　　　・商品企画・マーケティング
　　　・新商品開発のための農林漁業者と中小企業者とのマッチング
　　　・事業計画策定支援
　　　・首都圏バイヤー等新規取引先の開拓・斡旋、商談会・展示会への出展支援
③　農商工連携事業化補助金の創設
　　　　上限：3,000千円　補助率：１／２　10件程度／年
　　　　対象：市場調査、販路開拓、生産ライン見直し、設備導入　等

農
林
漁
業
者

中
小
企
業
者

協同体

商品開発

（農林水産物等
地域資源を活用）

商談会等

（県内、首都圏等で
の販路拡大支援）

公設研究機関
（農総試・生食研

・機電研等）
研究成果

商工部と農
林水産部の
連携による
中小企業の
販路開拓・
経営安定・
農林水産業
の振興、地
域経済の活
性化を図る農林漁業者との共同体構築支援 商品開発指導 マーケティング指導研究成果収集・活用

    福岡県中小企業振興福岡県中小企業振興福岡県中小企業振興福岡県中小企業振興センターセンターセンターセンター（（（（農商工連携農商工連携農商工連携農商工連携アドバイザーアドバイザーアドバイザーアドバイザー））））福岡県福岡県福岡県福岡県
補助

補助金
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質 H24当初予算額

補完 39,332千円

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
農商工連携の支援体制強化を示す指標として、農林漁業者と中小企業者が連携して事業化を達成した件数を設定する。
目標値は次のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

13,785千円
13,785千円

H28 250件

 「あまおう」など県農産品を活用した新商品開発・販路開拓に
 要する経費を助成
 補助額等の要求額(補助上限額：1,000万円　助成率：1/2）
 5件、2,500万円

15,539千円

　　　　地域のブランドとなる新商品開発のためには農林水産部との連携により、農商工連携の支援体制を強化する必
要がある。

23件

６次産業化推進費

目　　標　　値
指　　標　　名

事業概要事業名

　　　　補助金は、農林水産部「６次産業化推進費」の農商工連携支援補助金を活用。

農商工連携事業化
件数 困難

現　　在　　値

困難

当該事業との相違点

農林業者と商工業者の連携による
商品開発の補助金
商品化・事業化に関するアドバイス
は行わない。

150件

当初予算額

従事時間
人件費

財
源

H26

年　度

H23

H24

416Ｈ
1,754千円

農商工連携支援体制強化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 13,785千円
①　アドバイザーの設置
　　　商品企画・マーケティングに関して知識と経験を有する民間経験者２名を 福岡県中小企業振興センターに
　　　配置
②　業務内容
　　　・公設研究機関の研究成果の収集・分析
　　　・商品企画・マーケティング
　　　・新商品開発のための農林漁業者と中小企業者とのマッチング
　　　・事業計画策定支援
　　　・首都圏バイヤー等新規取引先の開拓・斡旋、商談会・展示会への出展支援

農
林
漁
業
者

中
小
企
業
者

協同体

商品開発

（農林水産物等
地域資源を活用）

商談会等

（県内、首都圏等で
の販路拡大支援）

公設研究機関
（農総試・生食研

・機電研等）
研究成果

商工部と農
林水産部の
連携による
中小企業の
販路開拓・
経営安定・
農林水産業
の振興、地
域経済の活
性化を図る農林漁業者との共同体構築支援 商品開発指導 マーケティング指導研究成果収集・活用

    福岡県中小企業振興福岡県中小企業振興福岡県中小企業振興福岡県中小企業振興センターセンターセンターセンター（（（（農商工連携農商工連携農商工連携農商工連携アドバイザーアドバイザーアドバイザーアドバイザー））））福岡県福岡県福岡県福岡県
補助
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
　〇県内の新生活産業分野の従業員数は増加（平均年３％程度の増）

H13 H18 H21 増減数 増減率（年平均） 増減数 増減率（年平均）

228,971 277,412 300,531 48,441 4.2% 23,119 2.8%
140,985 145,939 162,649 4,954 0.7% 16,710 3.8%
38,741 47,316 51,399 8,575 4.4% 4,083 2.9%

408,697 470,667 514,579 61,970 3.0% 43,912 3.1%408,697 470,667 514,579 61,970 3.0% 43,912 3.1%408,697 470,667 514,579 61,970 3.0% 43,912 3.1%408,697 470,667 514,579 61,970 3.0% 43,912 3.1%

2,255,314 2,216,448 2,421,726 △38,866 △0.3％ 205,278 3.1%
※H13,H18は総務省事業所統計調査、H21は総務省経済センサスのデータで比較。増減率は期間中の増減率を年数で除した平均年率。

　○新生活産業くらぶＦＵＫＵＯＫＡ会員の増加
年度 H17.3.31 H18.3.31 H19.3.31 H20.3.31 H21.3.31 H22.3.31 H23.3.31 H24.3.31

会員数 150 184 240 273 315 370 440 572
増減数 － 34 56 33 42 55 70 132

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））
　　新生活産業は今後も成長が見込まれる分野であり、更なる雇用の創出と拡大を図る取り組みが必要
　　
　　

１　新生活産業くらぶＦＵＫＵＯＫＡ支援事業
（１）情報交換会等開催、企業間連携及び産学連携事業の支援
　　　交流会やグループワーク等の開催、産学連携のマッチング支援等新サービスの創出を促進するための運営経費を補助
（２）研究プロジェクト事業支援
　　　会員企業間の連携や会員企業と大学研究者の連携による新サービス開発及びその実用化の経費を補助
（３）販路拡大支援
　　　販路開拓に積極的な会員企業を対象に大規模展示会への出展を助成
（４）人材確保支援事業
　　　新生活産業分野の事業者を積極的にＰＲし、両者のマッチングの場を提供

２　新生活産業多店舗展開支援事業
（１）フランチャイズによる多店舗展開を目指す県内事業者の人材育成支援
　　　フランチャイズに特有の仕組みや法律知識等を学ぶ経営者向け講座及びスーパーバイザーを育成する講座を実施
（２）フランチャイズへの加盟を目指す県内の個人や事業者に対する教育
　　　フランチャイズ加盟の留意点等に関して県内の個人や事業者に対する教育を行う講座と個別相談を実施
（３）フランチャイズ展開企業と加盟希望者とのマッチングイベント
　　　フランチャイズ本部と加盟希望者をマッチングするフランチャイズ展示会を開催
（４）他団体フランチャイズ展示会出展補助
　　　県内のフランチャイズ本部を支援するため、大規模フランチャイズ展示会への出展経費を補助

　　　

   総合計画
　での位置づけ

活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出

総合的な中小企業支援

発展力のある中小企業をつくる

新生活産業の育成・振興

政策事前評価書（新生活産業創出・育成事業）

新生活産業事業創出・育成事業
新雇用開発課

事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称 次回評価予定年度 H２６

　　　　　　　　
従業員数 H13→H18 H18→H21

全産業合計全産業合計全産業合計全産業合計

高齢者ケア、健康・安心
子育て、くらし・べんり
その他のサービス

新生活産業合計新生活産業合計新生活産業合計新生活産業合計

　

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

【これまでの取組】

　①企業・新規参入支援
　②連携



３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
　　連携による新サービス創出の支援に加え、事業拡大に意欲的な事業者を積極的に支援することで、県内の新生活産業分
　野における新たな雇用を創出する。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
　　なし

④④④④目標目標目標目標

目的は新生活産業の育成・振興と県内の新生活産業分野における新たな雇用の創出であり、
指標については、事業拡大・新規参入事業者数と新生活産業分野における新規雇用者数とする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

合　　計

一般財源
国庫支出金

その他

H28 1200人 困難

H28

101,943千円

229,422千円

127,479千円
127,479千円

0千円
0千円

24,180Ｈ

新規雇用者数

H23 － H26

H23 － H26

事業拡大・新規参入
事業者数

人件費 33,981千円

H24

42,493千円
年　度
見込額

従事時間

42,493千円 42,493千円 0千円 0千円

H27H25 H26

困難720人

42,493千円 42,493千円 42,493千円

33,981千円33,981千円
8,060Ｈ 8,060Ｈ 8,060Ｈ

財
源

120社 困難 H28 200社 困難

指　　標　　名
現　　在　　値 目　　標　　値

【【【【新生活産業多店舗展開支援事業新生活産業多店舗展開支援事業新生活産業多店舗展開支援事業新生活産業多店舗展開支援事業】】】】【【【【新生活産業新生活産業新生活産業新生活産業くらぶくらぶくらぶくらぶＦＵＫＵＯＫＡＦＵＫＵＯＫＡＦＵＫＵＯＫＡＦＵＫＵＯＫＡ支援事業支援事業支援事業支援事業】】】】

《新生活産業くらぶＦＵＫＵＯＫＡ》 県

（
新
生
活
産
業
創
出
・
育
成
事
業

）

〈連携支援〉
　○企業同士や企業と大
　　学とのマッチング
　○研究プロジェクト事業
　　等の県への推薦

くらぶ会員

〈研究プロジェクト事業〉
　○企業間連携・産学連携によるサービス開発等

〈〈〈〈 人材確保支援人材確保支援人材確保支援人材確保支援〉〉〉〉
　　　　○○○○合同会社説明会等開催及合同会社説明会等開催及合同会社説明会等開催及合同会社説明会等開催及びびびび求職者求職者求職者求職者へのへのへのへの情報提供情報提供情報提供情報提供

ＦＣ本部（県内）

〈ＦＣ〈ＦＣ〈ＦＣ〈ＦＣマッチングイベントマッチングイベントマッチングイベントマッチングイベント〉〉〉〉
　　　　○○○○50505050 ブースブースブースブース規模規模規模規模
　　　　○○○○基調講演等同日開催基調講演等同日開催基調講演等同日開催基調講演等同日開催

助成

出展

応募

活用

参加
助成

助成

委託

委託

連携連携連携連携によるによるによるによる新新新新サービスサービスサービスサービス開発開発開発開発 起業起業起業起業やややや異業種異業種異業種異業種からのからのからのからの参入参入参入参入新事業展開新事業展開新事業展開新事業展開・・・・ 事業拡大事業拡大事業拡大事業拡大 リーディングリーディングリーディングリーディング企業企業企業企業のののの輩出輩出輩出輩出

主な事業効果

新生活産業分野新生活産業分野新生活産業分野新生活産業分野におけるにおけるにおけるにおける新新新新たなたなたなたな雇用雇用雇用雇用のののの創出創出創出創出

参加 相談 出展

〈情報交換会等〉
　○講演会
　○異業種交流会
　○勉強会等

〈〈〈〈 販路等拡大支援販路等拡大支援販路等拡大支援販路等拡大支援〉〉〉〉
　　　　○○○○西日本西日本西日本西日本トータルリビトータルリビトータルリビトータルリビ
　　　　　　　　ングショーングショーングショーングショー・・・・西日本西日本西日本西日本
　　　　　　　　国際福祉機器展国際福祉機器展国際福祉機器展国際福祉機器展へへへへ
　　　　　　　　のののの出展助成出展助成出展助成出展助成

ＦＣ加盟希望者

〈ＦＣ〈ＦＣ〈ＦＣ〈ＦＣ本部人材育成講座本部人材育成講座本部人材育成講座本部人材育成講座〉〉〉〉
　　　　○○○○経営者経営者経営者経営者、、、、加盟店支援担当者加盟店支援担当者加盟店支援担当者加盟店支援担当者

〈ＦＣ〈ＦＣ〈ＦＣ〈ＦＣ活用講座活用講座活用講座活用講座・・・・ 個別相談個別相談個別相談個別相談〉〉〉〉
　　　　○○○○県内県内県内県内４４４４地区地区地区地区でででで開催開催開催開催

〈県制度融資〉
　○新規創業資金、経営革新支援資金

〈〈〈〈 他団体展示会出展助成他団体展示会出展助成他団体展示会出展助成他団体展示会出展助成〉〉〉〉
　　　　○○○○フランチャイズフランチャイズフランチャイズフランチャイズ・・・・ ショーショーショーショーへのへのへのへの出展経費出展経費出展経費出展経費をををを助成助成助成助成

応募

紹介

出展

受講

受講

来場

Ｆ
Ｃ
本
部

（
県
外

）

主な事業効果
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
　なし

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
目的は新生活産業の育成・振興と県内の新生活産業分野における新たな雇用の創出であり、
指標については、事業拡大・新規参入事業者数と新生活産業分野における新規雇用者数」とする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

69,431千円

H28

指　　標　　名

困難

現　　在　　値 目　　標　　値

　新生活産業分野における更なる雇用の創出と拡大を図るため、新たなサービスの創出支援に加え、事業拡大に意欲的
な事業者への積極的な支援は必要。ただし、平成２４年度については、人材確保支援事業は実施せず、新生活産業就職
支援事業（緊急雇用創出基金事業）の継続実施で対応。また、他団体フランチャイズ展示会への出展補助については、
企業の経営判断で行うべきものであることから、実施しないことが適当。

　新生活産業くらぶ支援事業のうち、人材確保支援事業の全部と販路拡大事業の一部、新生活産業多店舗展開支援事
業のうち、他団体フランチャイズ展示会出展補助の全部は、実施しないこととした。

H26H23

人件費

財
源

新規雇用者数

当初予算額

H23 H26

年　度

従事時間

困難120社－

H24

事業拡大・新規参入
事業者数

720人 困難－

33,981千円

35,450千円
35,450千円

8,060Ｈ

200社 困難

H28 1200人

【【【【新生活産業多店舗展開支援事業新生活産業多店舗展開支援事業新生活産業多店舗展開支援事業新生活産業多店舗展開支援事業】】】】【【【【新生活産業新生活産業新生活産業新生活産業くらぶくらぶくらぶくらぶＦＵＫＵＯＫＡＦＵＫＵＯＫＡＦＵＫＵＯＫＡＦＵＫＵＯＫＡ支援事業支援事業支援事業支援事業】】】】

《新生活産業くらぶＦＵＫＵＯＫＡ》 県

（
新
生
活
産
業
創
出
・
育
成
事
業

）

〈連携支援〉
　○企業同士や企業と大
　　学とのマッチング
　○研究プロジェクト事業
　　等の県への推薦

くらぶ会員

〈研究プロジェクト事業〉
　○企業間連携・産学連携によるサービス開発等

ＦＣ本部（県内）

〈ＦＣ〈ＦＣ〈ＦＣ〈ＦＣマッチングイベントマッチングイベントマッチングイベントマッチングイベント〉〉〉〉
　　　　○○○○50505050 ブースブースブースブース規模規模規模規模
　　　　○○○○基調講演等同日開催基調講演等同日開催基調講演等同日開催基調講演等同日開催

出展

応募

助成

助成

委託参加 相談 出展

〈情報交換会等〉
　○講演会
　○異業種交流会
　○勉強会等

〈〈〈〈販路等拡大支援販路等拡大支援販路等拡大支援販路等拡大支援〉〉〉〉
　　　　○○○○西日本西日本西日本西日本トータルリビトータルリビトータルリビトータルリビ
　　　　　　　　ングショーングショーングショーングショー・・・・西日本西日本西日本西日本
　　　　　　　　国際福祉機器展国際福祉機器展国際福祉機器展国際福祉機器展へへへへ
　　　　　　　　のののの出展助成出展助成出展助成出展助成

ＦＣ加盟希望者

〈ＦＣ〈ＦＣ〈ＦＣ〈ＦＣ 本部人材育成講座本部人材育成講座本部人材育成講座本部人材育成講座〉〉〉〉
　　　　○○○○経営者経営者経営者経営者、、、、加盟店支援担当者加盟店支援担当者加盟店支援担当者加盟店支援担当者

〈ＦＣ〈ＦＣ〈ＦＣ〈ＦＣ 活用講座活用講座活用講座活用講座・・・・ 個別相談個別相談個別相談個別相談〉〉〉〉
　　　　○○○○県内県内県内県内４４４４地区地区地区地区でででで開催開催開催開催

出展

受講

受講

来場

Ｆ
Ｃ
本
部

（
県
外

）
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

（（（（１１１１））））品質向上品質向上品質向上品質向上・・・・生産拡大対策生産拡大対策生産拡大対策生産拡大対策
　　　　○○○○「「「「雪姫雪姫雪姫雪姫」」」」

・ 「雪姫」を栽培していない産地でのモデル農家育成。

　　　　○○○○「「「「はかたはかたはかたはかた地地地地どりどりどりどり」」」」
・ ホテル、レストランのニーズに合った食味となる飼養方法を確立。

（（（（２２２２））））認知度向上対策認知度向上対策認知度向上対策認知度向上対策
　　　　○○○○　「　「　「　「とよみつひめとよみつひめとよみつひめとよみつひめ」」」」

・  若い世代が集まる場所で、消費者が手軽に果実を購入できるステーションを、期間限定で設置。
・ 「とよみつひめ」の果実の機能性等について、ファッション・美容業界誌を通し、情報発信。
・ 「とよみつひめ」に関する情報を、若い世代の視聴が多いテレビ番組を通して発信。
・ 若い世代に身近な果物として認知してもらうための「とよみつひめ」祭りなどのイベントを開催。

　　　　○○○○　「　「　「　「ラーラーラーラー麦麦麦麦」」」」
・ 観光名所でもある「屋台」への「ラー麦」サンプル麺の提供及びキャンペーンの開催。
・ 「ラー麦」未使用ラーメン店に対する「ラー麦」のＰＲと使用促進。
・ イベントでのＰＲ。

　　　博多和牛販売促進協議会（構成員：県、生産者、全農ふくれん、福岡食肉市場、福岡県畜産協会等）によるPR活動に助成。
・ 「博多和牛まつり」などのPRイベントを開催。
・ 車体側面に博多和牛のロゴを掲載した列車の運行、博多駅構内での広告掲示。

政策事前評価書（農林水産物ブランド確立対策事業）

農林水産部
園芸振興課、水田農業振興課、畜産課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度
農林水産物ブランド確立対策事業

・これまで県は、①県独自品種の開発、②品質向上・生産拡大、③認知度向上の三本柱で農産物のブランド化を進めてきた。そ
の結果、「あまおう」、「夢つくし」のブランド化が図られた。

①独自品種開発　：　優れた特性を持つ品種を開発。

②品質向上・生産拡大　：　普及指導センターによる技術指導や省力機械・施設整備を実施。

   総合計画
　での位置づけ

活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創
出

ブランド化を通じた県産農林水産物の競争力の
強化

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

③認知度向上　：　積極的なＰＲ・販売促進活動を実施。

対象の明確化による消費者の認知度向上対策

・農家経営の安定を図るためには、今後とも、「あまおう」「夢つくし」に続く、ブランド品を育成することが必要である。

足腰の強い農林水産業をつくる

・「とよみつひめ」、「ラー麦」、「博多和牛」については、消費者の認知度が低いことから、認知度を向上させることが必要。

・「雪姫」は、実需者の要望量に対して安定的に供給がなされていないため、ブランドとしての評価が高まっていない。
・「はかた地どり」は、ホテル・レストラン向けの品質のものが供給できていない。

　　　　○○○○　「　「　「　「博多和牛博多和牛博多和牛博多和牛」」」」
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
　県産農林水産物のブランドを確立し、生産農家の経営安定を図る。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要
「雪姫」、「はかた地どり」の生産拡大を進める。
　いちじく「とよみつひめ」、ラーメン用小麦「ラー麦」、「博多和牛」については、認知度を向上させる。

○○○○「「「「雪姫雪姫雪姫雪姫」」」」

○○○○「「「「はかたはかたはかたはかた地地地地どりどりどりどり」」」」

○○○○　「　「　「　「とよみつひめとよみつひめとよみつひめとよみつひめ」」」」

○○○○　「　「　「　「ラーラーラーラー麦麦麦麦」」」」

 　

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
性質 Ｈ23年当初予算額

補完

補完

補完

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

397,830千円
0千円

0千円 0千円

「ラー麦」の認知度 H23

H26 困難

132,610千円 132,610千円 132,610千円

H27 合　　計
397,830千円

6,872千円6,872千円

80%

「ふくおかのひと味ちがう畜産
物」推進事業費

「はかた地どり」の生産量 H23 31万羽

「雪姫」の生産量 H23 2,300万本

H26

0千円
1,630Ｈ 1,630Ｈ 1,630Ｈ 4,890Ｈ

6,872千円

132,610千円見込額

従事時間

財
源

人件費

H24

5,000万本

困難

困難

失業者を雇用し、店頭で試食宣伝活動を
行う。

県産ブランド「博多和牛」の販売店舗拡
大のための広告宣伝活動

477
千円

109,358
千円

(22年度1月補
正)

H26 40万羽

生産者が店頭で試食宣伝活動を行い、消
費者に直接PRする。

・PR効果を図るため、「とよみつひめ」、「ラー麦」、「博多和牛」は、消費者の認知度を指標とする。目標値は、以下のとおりとす

現　　在　　値
指　　標　　名

H23 18%「とよみつひめ」の認知度

・「雪姫」、「はかた地どり」は、生産量を指標とする。

48%

80% 困難

目　　標　　値

H26

H26

困難

H25
418,446千円

20,616千円

132,610千円
H26

132,610千円
H28年　度

ふくおか県産農林水産物販売
強化費

県産農林水産物の認知度向上と消費
拡大対策

事　　業　　名 事業概要

博多和牛の認知度 H23 33%

8%

当該事務事業との相違点

県

○○○○　「　「　「　「博多和牛博多和牛博多和牛博多和牛」」」」

ふくおか農林水産物販売促進
事業費

大都市圏や県内での県産農林水産物
の認知度向上と販路拡大対策

17,315
千円

県産ブランド主要農林水産物について、引
き続き有利販売を行うために実施。

県県県県
○フルーツステーションの設置

○ファッションや美容業界への情報発信
　

農業団体農業団体農業団体農業団体

1/2助成

「とよみつひ
め」の認知度

「とよみつひめ」
のブランド確立

◯「屋台」への導入推進
　「屋台」への「ラー麦」サンプル麺の提供及びキャンペーンの開催
◯ラーメン店向け導入促進
　「ラー麦」未使用ラーメン店に対する「ラー麦」のＰＲと使用促進
◯消費者認知度向上対策
   イベントでのPR

「ラー麦」
の認知度向上

「ラー麦」
のブランド確立

県県県県

○テレビ情報番組への企画書提案
　○PRイベントの実施
　

◯消費促進対策
　イベントでのＰＲ

県県県県 1/2助成

1/2助成

　

「博多和牛」
のブランド確立

「博多和牛」
の認知度向上

○広告強化月間の設定
　　・博多和牛まつりの開催
　　・県内のＪＲ主要路線で博多和牛列車を運行
　　・博多駅に広告掲示

博多和牛販売促進協議会博多和牛販売促進協議会博多和牛販売促進協議会博多和牛販売促進協議会

農業団体農業団体農業団体農業団体

県県県県

県県県県

県県県県

「はかた地ど
り」の生産拡大

「はかた地どり」
のブランド確立

○新飼養体系用実証施設の設置
○生育状況及び販路調査

○現地検討会の開催

○花き実証ほの設置

○生産拡大研修会の開催

県県県県

「雪姫」
の生産拡大

「雪姫」
のブランド確立
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　「　「　「　「雪姫雪姫雪姫雪姫」」」」 ：主産地での生産拡大が進んでいることから、既存事業の中で対応することが適当。
　「　「　「　「はかたはかたはかたはかた地地地地どりどりどりどり」」」」 ：小売店舗向け販売が好調なことから、生産拡大の方向を絞って促進することが適当。

　「　「　「　「とよみつひめとよみつひめとよみつひめとよみつひめ」」」」

　「　「　「　「ラーラーラーラー麦麦麦麦」」」」

　「　「　「　「博多和牛博多和牛博多和牛博多和牛」」」」 ：パブリシティの活用により経費を削減。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　「　「　「　「雪姫雪姫雪姫雪姫」」」」 ：実証ほの設置カ所数を削減し、既存事業の中で対応。
　「　「　「　「はかたはかたはかたはかた地地地地どりどりどりどり」」」」
　「　「　「　「とよみつひめとよみつひめとよみつひめとよみつひめ」」」」 ：フルーツステーションの設置、ファッションや美容業界への情報発信に限定して取り組みを実施。
　「　「　「　「ラーラーラーラー麦麦麦麦」」」」 ：より高い効果が見込まれる取組（「屋台」への導入推進等）に限定して取り組みを実施。
　「　「　「　「博多和牛博多和牛博多和牛博多和牛」」」」 ：「博多和牛まつり」は配布物を必要最小量に絞る。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要
○○○○　「　「　「　「とよみつひめとよみつひめとよみつひめとよみつひめ」」」」

○○○○　「　「　「　「ラーラーラーラー麦麦麦麦」」」」

②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
性質 Ｈ24年当初予算額

補完

補完

補完

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
　PR効果を測るため「とよみつひめ」、「ラー麦」、「博多和牛」の認知度を指標とする。目標値は、以下のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

20,170千円

80% 困難

困難

：効果が一過性で、認知度向上にどの程度効果があるか不明確なのものは、実施しないことが適当。

困難H26

H26

80%33%

目　　標　　値

H26 48%18%

4,216千円

15,954千円
15,954千円

1,000Ｈ

年　度

従事時間

事　　業　　名

H24

「博多和牛」の認知度

県産農林水産物の認知度向上と消費
拡大対策

H23

H23

事業概要

：不特定多数に情報を発信するﾃﾚﾋﾞやPRｲﾍﾞﾝﾄは、効果が一過性で、認知度向上にどの程度効果
があるか不明確であるので、実施しないことが適当。

○○○○　「　「　「　「博多和牛博多和牛博多和牛博多和牛」」」」

人件費

財
源

「とよみつひめ」の認知度

指　　標　　名

当初予算額

現　　在　　値

「ふくおかのひと味ちがう畜産
物」推進事業費

ふくおか県産農林水産物販売
強化費

県産ブランド「博多和牛」の販売店舗拡
大のための広告宣伝活動

：現在の生産体制での生産拡大を推進するため、新飼養体系の取り組みは今後の検討事項とする。

県

「ラー麦」の認知度 H23 8%

生産者が店頭で試食宣伝活動を行い、消
費者に直接PRする。

当該事務事業との相違点

失業者を雇用し、店頭で試食宣伝活動を
行う。

64,576
千円

477
千円

ふくおか農林水産物販売促進
事業費

大都市圏や県内での県産農林水産物
の認知度向上と販路拡大対策

16,765
千円

県産ブランド主要農林水産物について、引
き続き有利販売を行うために実施。

県県県県 ○フルーツステーションの設置

○ファッションや美容業界への情報発信
　

農業団体農業団体農業団体農業団体

1/2助成

「とよみつひめ
の認知度向

上

「とよみつひめ」
のブランド確立

◯「屋台」への導入推進
　「屋台」への「ラー麦」サンプル麺の提供及びキャンペーンの開催
◯ラーメン店向け導入促進
　「ラー麦」未使用ラーメン店に対する「ラー麦」のＰＲと使用促進
◯消費促進対策
　イベントでのＰＲ

「ラー麦」
の認知度向上

「ラー麦」
のブランド確立

県県県県

1/2助成

「博多和牛」
のブランド確立

「博多和牛」
の認知度向上

○広告強化月間の設定
　　・博多和牛まつりの開催
　　・県内のＪＲ主要路線で博多和牛列車を運行
　　・博多駅に広告掲示

博多和牛販売促進協議博多和牛販売促進協議博多和牛販売促進協議博多和牛販売促進協議
会会会会
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
（（（（原木生産原木生産原木生産原木生産））））
○　本県林業は、原木生産が県内製材工場の需要に十分対応できていないため、県産材シェアが25％と低位。
（（（（製材加工品製材加工品製材加工品製材加工品））））
○　東日本大震災や公共建築物等木材利用促進法の影響により、品質･性能が証明されたＪＡＳ製品等の需要増加が見込まれ
　るが、県内のＪＡＳ認定工場は極めて少ない。今後、他県産のＪＡＳ製品の流入が懸念される。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

（（（（原木生産原木生産原木生産原木生産））））
○　県内の森林所有は小規模で生産性が低く、木材価格も低迷する中、採算性の悪化などから森林所有者の生産意欲は低下。
○　原木生産の中核を担う森林組合は、下刈等の森林の育成も担っていることから、今以上の木材生産を行う余力がない。一方、
　民間事業体は経営規模が小さく機械化が遅れているため、生産性が低い。
（（（（製材加工品製材加工品製材加工品製材加工品））））
○　県内製材工場は経営規模が零細であり、新たな需要に対応するための施設整備が立ち後れ、今後の需要に対応した体制が
　整っていない状況。

１　原木の供給力強化
（１）森林作業の集約化の推進
　・効率的な木材生産を行うための集約化に必要な森林調査、所有者への説明会などの活動を支援。(別途国庫事業にて対応)
（２）民間事業体の技術力向上
　・高性能林業機械の導入に必要な技術研修の開催や、初期投資が少ないリースによる高性能林業機械の導入を支援。

２　製材加工品の供給力強化
（１）製材工場の再編等
　・県内製材工場の再編に向けた協議を支援
　・県木材組合連合会が中心となって行う住宅メーカーやゼネコン等に対する販促活動を支援。
（２）品質･性能が証明された製材加工品の供給拡大
　・製材工場のＪＡＳ認定取得に向けた研修会の開催や申請費用を支援。
　・ＪＡＳ製品の生産に必要な人工乾燥施設等の整備を支援。

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

政策事前評価書（県産材競争力強化事業）

県産材競争力強化事業
農林水産部
林業振興課

事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称 Ｈ２６次回評価予定年度

足腰の強い農林水産業をつくる

木材需要に対応した供給体制の整備

   総合計画
　での位置づけ

活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出

多様な流通･消費に応じた県産農林水産物の生
産と販売対策の推進

九州各県の構造用製材JAS認定工場数(H23年8月)

供給の別

供給量

（千ｍ
３
）

割合
（％）

県産材 91 25

他県産材 213 58

外材 61 17

計 365 100

県内製材工場への産地毎の木材供給量H22)

福岡 1 159

佐賀 1 68

長崎 0 68

熊本 13 176

大分 7 180

宮崎 19 169

鹿児島 4 184

合計 45 1,004

九州各県
人工乾燥

構造用製材

JAS工場数
全工場数

出典：農林水産省｢木材統計｣

出典：林業振興課調べ

（原木生産）
　森林所有者に代わり森林組合等が経営まで行う「集約化」を促進するとともに、低コストで効率的な原木生産が行え
る民間事業体の育成を行い原木の供給力を強化する必要がある。

（製材加工品）
　県内製材工場の協業化や大型化を進めるとともに、今後需要が見込まれるＪＡＳ製品の供給体制と販売力を強化す
る必要がある。
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

○　森林組合による森林作業の集約化と民間事業体における機械化を進め、原木の供給力を強化
○　ＪＡＳ認定工場の増加と販促活動を進め、品質･性能が確かな製材加工品の供給体制を強化

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

　　【事業の内容】
　　　　・民間事業体育成対策 9,776千円
　　　　・ＪＡＳ製品供給拡大対策 14,151千円
　　　　・製材工場再編 1,068千円

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質 H23当初予算額

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 91,377千円

一般財源
国庫支出金

その他

指　　標　　名

H22
県内製材工場の需要に
占める県産材シェア

目的は、原木及び製材加工品の供給力強化であるため、県内製材工場の需要に占める
県産材のシェア、ＪＡＳ認定工場数を指標とする。また、目標値は以下のとおりとする。

事業概要事業名 当該事業との相違点

森林調査等活動支援費
集約化の促進に必要な経費（別途国
庫補助事業）

H23 1工場

困難

10工場JAS認定工場の数

0千円
年　度
見込額

従事時間

0千円

25% 40%

24,469千円

H26

人件費 8,226千円

現　　在　　値

森林調査等の活動
を支援

補完 92,732千円

目　　標　　値

73,933千円
0千円

73,933千円
合　　計H27 H28

H26

H26

0千円
1,951Ｈ 1,093Ｈ 1,093Ｈ 4,137Ｈ

17,444千円4,609千円4,609千円

H24
24,995千円
24,995千円 24,469千円

24,469千円
H25

財
源

24,469千円

困難

民間事業体

支援

【民間事業体育成対策】
・技術研修の実施
・高性能林業機械のリース

原木生産現場

製材工場

支援

【JAS製品供給拡大対策】
・制度説明会の開催
・JAS認定の取得
・JAS認定に必要な機械
　の導入

  【製材工場再編】
・再編に向けた協議
・販促活動

製材現場

原木の供給力

を強化
製材加工品の
供給力を強化

県内の木材需要
に対応
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　・国の事業の活用により、製材工場への施設整備助成が可能であるため。
　・製材工場が個々に販促活動を実施する中、更に連携した販促活動の効果が不明であるため。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　・JAS関連施設の整備については、国の事業を活用する。
　・販促活動については、再編協議の中で今後の販促活動のあり方についても検討していく。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　【事業の内容】
　　　　・民間事業体育成対策 9,003千円
　　　　・ＪＡＳ製品供給拡大対策 1,392千円
　　　　・製材工場再編   143千円

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質 H24当初予算額

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 17,040千円

一般財源
国庫支出金

その他

40%25%
県内製材工場の需要に
占める県産材シェア

森林整備加速化・林業再生事業
（木材産業・木質ﾊﾞｲｵﾏｽ関連事業）

森林調査等活動支援費

指　　標　　名

事業名

H23

H22

目　　標　　値

困難10工場

人件費

H24
10,538千円
10,538千円

1,542Ｈ
6,502千円

従事時間

年　度

1工場

当初予算額

JAS認定工場の数

財
源

H26

H26

製材工場等の施設
整備を支援

補完 314,371千円 ＪＡＳ認定に必要な施設整備を支援

困難

現　　在　　値

目的は、原木及び製材加工品の供給力強化であるため、県内製材工場の需要に占め
る県産材のシェア、ＪＡＳ認定工場数を指標とする。また、目標値は以下のとおりとする。

事業概要 当該事業との相違点
森林調査等の活動
を支援

補完 92,719千円
集約化の促進に必要な経費（別途国
庫補助事業）

民間事業体

支援

【民間事業体育成対策】
・技術研修の実施
・高性能林業機械のリース

原木生産現場

製材工場

支援

【JAS製品供給拡大対策】
・制度説明会の開催
・JAS認定の取得

  【製材工場再編】
・再編に向けた協議

製材現場

原木の供給

力

を強化

製材加工品の

供給力を強化
県内の木材需要

に対応
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

１　広く農外からの参入を促進
（１）県内で活躍する農業者の事例紹介・手引書を作成し、県内外の参入希望者に周知
（２）県内外での就農セミナーの拡充、広報・周知の充実

２　農外からの参入者の定着支援
（１）新規参入の支援体制づくり
　　市町村が中心となり生活面も含めた就農支援をワンストップで対応できる支援組織の設置・運営への助成

（２）着実な就農のための支援
　①就農前後の生活を支える青年就農給付金を給付
　②農大研修科の充実強化で技術習得を支援

政策事前評価書（若者の農業参入定着支援事業）

若者の農業参入定着支援事業
農林水産部
農林水産政策課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

   総合計画
　での位置づけ

活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出

若者や女性が活躍する農業経営の推進

足腰の強い農林水産業をつくる

新規就農者の農外からの参入促進

後継人材育成室調べ
　→ 農外からの参入が増加し、新規学卒就農は減少

　

項　　目

農地の確保 62% （28人）

技術の習得 50% （22人）

生活費の確保 50% （22人）
Ｈ２３ 相談会アンケート 45人／上位３つ

割合（人）

新規参入希望者の課題

　近年、３０歳代のサラリーマン経験者を中心に農外からの参入
者が増加しており、農業就業人口の減少・高齢化が顕在化するな
かで、本県農業の担い手を安定して確保するためには、こうした
新規参入者をさらに増やしていくことが重要。（a）

a．

b．

c．

　農外からの参入希望者を増やすため、より積極的な広報・情報
発信などの取組が必要。

　新規参入者の定着と早期の経営安定を図るためには、営農上
の問題のほか、子どもの教育や医療など生活面の相談までを一
体的に対応する必要があり、窓口となる市町村ごとに受入体制
を整備することが必要。(ｂ)

　新規就農に際しては、技術習得はもちろんのこと、資金確保に
加え農地や住宅の手当が必要となるが、とりわけ子育て世代が
農外から就農する場合、当面の生活費など家族の生活をどう維
持できるかが大きな課題。(ｃ)
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
　農外からの意欲ある参入希望者を着実に就農させ、担い手の拡大を図る。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業内容】
　１　広く農外からの参入を促進するための情報発信　　　１４，０００千円
　２　農外からの参入者の定着支援　　　３４５，０００千円
　（１）　新規参入の支援体制づくり
　　　・農外からの参入希望者を対象に生活面まで含むワンストップ支援組織を設置・運営する市町村への助成
　　　・市町村等による新規就農のための研修施設整備への助成
　（２）　着実な就農のための支援　
　　　・就農前後の生活を支える青年就農給付金
　　　・農大研修科の充実強化
　　　・関係団体による農業法人等を対象とした地域定着研修事業

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当なしなしなしなし））））

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　②②②②　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　　広広広広くくくく県内外県内外県内外県内外にいるにいるにいるにいる就農希望者就農希望者就農希望者就農希望者へへへへ向向向向けたけたけたけた情報発信情報発信情報発信情報発信、、、、情報提供情報提供情報提供情報提供のののの取組取組取組取組をををを工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（（（（追加拡充追加拡充追加拡充追加拡充））））
　　　　市町村市町村市町村市町村によるによるによるによる研修施設整備研修施設整備研修施設整備研修施設整備、、、、関係団体関係団体関係団体関係団体によるによるによるによる農業法人等農業法人等農業法人等農業法人等のののの研修事業研修事業研修事業研修事業はははは実施見送実施見送実施見送実施見送りりりり

1,899,474千円

　　　　近年増加近年増加近年増加近年増加しているしているしているしている農外農外農外農外からのからのからのからの参入希望者参入希望者参入希望者参入希望者をををを着実着実着実着実にににに地域地域地域地域へへへへ定着定着定着定着させるためにはさせるためにはさせるためにはさせるためには、、、、営農上営農上営農上営農上のののの課題課題課題課題はもちろんはもちろんはもちろんはもちろん、、、、生活面生活面生活面生活面のののの
相談相談相談相談までをまでをまでをまでを一体的一体的一体的一体的にににに対応対応対応対応するするするする必要必要必要必要がありがありがありがあり、、、、市町村市町村市町村市町村ごとにごとにごとにごとに受入支援受入支援受入支援受入支援のののの体制体制体制体制をををを整備整備整備整備することはすることはすることはすることは有効有効有効有効なななな手法手法手法手法であるであるであるである。。。。
　　　　都市都市都市都市でででで生活生活生活生活するするするする転職希望者転職希望者転職希望者転職希望者などをなどをなどをなどを対象対象対象対象にににに、、、、広広広広くくくく本県農業本県農業本県農業本県農業についてについてについてについて情報発信情報発信情報発信情報発信しししし、、、、農業農業農業農業へのへのへのへの関心関心関心関心やややや就農意欲就農意欲就農意欲就農意欲をををを高高高高めるよめるよめるよめるよ
うなうなうなうな工夫工夫工夫工夫もももも重要重要重要重要であるであるであるである。。。。

H24
359,000千円

年　度
見込額

40,474千円12,648千円12,648千円
3,600Ｈ 3,000Ｈ

0千円
9,600Ｈ3,000Ｈ

1,640,000千円
119,000千円 50,000千円 50,000千円

700,000千円 700,000千円240,000千円

1,859,000千円
219,000千円

合　　計
750,000千円 750,000千円

200人 困難

H28 170人 困難

15,178千円
従事時間
人件費

指　　標　　名

うち他産業からの就
農者数

財
源

H22

現　　在　　値

困難

　目標は、農外からの参入希望に対し市町村等が積極的な支援の取り組みを行い、意欲ある参入希
望者が県内各地域に定着することであり、新規就農者数及び他産業からの就農者数を指標とする。
また、目標値は以下のとおりとする。

180人

目　　標　　値

H28

H25 H26

新規就農者数
148人 H26

H22 120人 H26 150人 困難

 

 早期の 

 経営確立 

 
新規就農者数 

150 人／年 → 

目標200人／年 

 

 情報発信 

・就農の手引き等 

・セミナー・相談会、 

 就農フェア 

 青年就農給付金 

・準備型、経営開始型 

・年間150万円 
就 

農 

希 

望 

者  営農から生活面までの一体的な支援 

[市町村単位で支援体制を構築〕 

[ 研修施設整備助成 ] 

 技術習得支援 

・農大研修科の充実強化 

・定着に向けた研修事業 

-64-



５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業内容】
１　広く農外からの参入を促進するための情報発信

　新農林漁業者就業促進事業 ７，５２３千円
　　・農林漁業の就業セミナー・相談会等を開催

　就農情報発信強化事業 ３，１２０千円
　　・就農の手引き、事例集を制作・配布

　Ｕターン就農拡大促進事業 ４，２９２千円
　　・就農への興味・関心を高めるための広告

２　農外からの参入者の定着支援

（１）新規参入者の支援体制づくり

　地域就農支援体制構築促進事業１３，７６１千円
　　・農外からの参入希望者を対象に生活面まで含むワンストップ支援組織を設置・運営する市町村への助成

（２）着実な就農のための支援

　青年就農給付金事業 ５３１，７４１千円
　　・就農前後の生活を支える青年就農給付金

　農大研修科緊急設備整備事業 ２９，２２８千円
　　・農大研修科の充実強化により農外からの参入者等の早期技術習得を支援

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当なしなしなしなし））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

43,310千円
546,355千円

H26H22

180人 困難

H28 170人 困難

　目標は、農外からの参入希望に対し市町村等が積極的な支援の取り組みを行い、意欲ある参入希
望者が県内各地域に定着することであり、新規就農者数及び他産業からの就農者数を指標とする。
また、目標値は以下のとおりとする。

H24

うち他産業からの就
農者数

指　　標　　名

H28 200人

120人

従事時間
人件費

財
源

新規就農者数

当初予算額

15,178千円

589,665千円
年　度

3,600Ｈ

604,843千円

H22

目　　標　　値

困難

現　　在　　値

150人

148人 H26

困難

 

 早期の 

 経営確立 

 
新規就農者数 

150 人／年 → 

目標200人／年 

 

 情報発信 

・県外在住者向け発信 

・就農の手引き等 

・セミナー・相談会、 

 就農フェア 

 青年就農給付金 

・準備型、経営開始型 

・年間 150 万円 就 

農 

希 

望 

者  営農から生活面までの一体的な支援 

[市町村単位で支援体制を構築〕 

 技術習得支援 

・農大研修科の 

 充実強化 
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

　○　家族経営が中心であるいちごなどの園芸農家は収穫や調製作業において女性の果たす役割は大きく、経営のなかで
　　重要な位置を占めているが、近年、女性の農業就業人口は大きく減少している。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

　○　女性農業者は農作業以外に家事・介護等の負担が大きく、この状況が続けば本県園芸農業の主流である家族経営の
　　維持に影響を及ぼすため、女性農業者の負担軽減に繋がる環境整備を行うことが必要。

１．基本計画及びアクションプログラムの策定
　　農協中央会において女性農業者の負担軽減のための基本計画を策定し、これに基づき各農協毎に女性農業者の負担軽
 減策を計画的、効率的に進めるためのアクションプログラムの策定、実践を支援する。

２ 営農ヘルパー制度の導入
　　家族のケガや病気などで、労働力が不足した時に派遣する営農ヘルパー制度を導入することで
　　女性農業者の介護の負担を軽減する

３ あんしんの広場の設置
　　高齢者を日中定期的に預かる｢あんしんの広場｣を設置し、女性農業者が農作業・地域の会議・研修会等に
　　参加しやすい環境を整える

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

   総合計画
　での位置づけ

活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出

若者や女性が活躍する農業経営の推進

足腰の強い農林水産業をつくる

女性農業者の負担軽減と能力開発の促進

政策事前評価書（女性農業者活動支援事業）

女性農業者活動支援事業
農林水産部
団体指導課

事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称 Ｈ２６次回評価予定年度

園芸農家の推移

(単位：戸)

H17 H22

15,389 13,897

うち家族経営 14,593 12,714

家族経営の割合 94.8% 91.5%

(資料：農林業センサス)

販売農家

女性

女性

女性

男性

男性

男性

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H12 H17 H22

(人）

44.8%

55.2%

46.9%

53.1%

50.1%

49.9%

農業就業人口の推移

（資料：農林業センサス）

110,607

95,023

68,091
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

  女性農業者の営農及び家庭上の負担を軽減し、その能力を発揮することにより、園芸農業の維持・発展を図る。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標
　○　農協による支援が女性農業者の負担軽減に繋がるため、実施農協数を指標として設定する。
　○　県内全域での取組とするため、平成26年度までに、県内全農協（21農協）について、アクションプログラムの策定及び女性
　　　農業者相談窓口の設置を完了させ、アクションプログラムを実践させることを目標値とする。目標値は以下のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

44,761千円
H25 H26

指　　標　　名

営農ヘルパー制度
導入

アクションプログラム
策定・実践

現　　在　　値

Ｈ２３ －

目　　標　　値

人件費 15,346千円
3,640Ｈ

H24
8,668千円

年　度
見込額

従事時間

合　　計
3,830千円 3,830千円 0千円 0千円

0千円

16,328千円
H27 H28

16,328千円

6,744Ｈ1,552Ｈ 1,552Ｈ
6,543千円6,543千円

Ｈ２３ －

Ｈ２６ 21農協 普通

Ｈ２６ 21農協

財
源

8,668千円 3,830千円 3,830千円

普通

28,433千円

0千円

あんしんの広場設置 Ｈ２３ － 普通Ｈ２６ 21農協

　　　提示

　支援・指導

  

  

県県県県

    
県県県県
農農農農
協協協協
中中中中
央央央央
会会会会

　　　　

農農農農　　　　　　　　協協協協

 

　
 

　

　

園芸農家等園芸農家等園芸農家等園芸農家等

女女女女
性性性性
農農農農
業業業業
者者者者
のののの
負負負負
担担担担

        基本計画基本計画基本計画基本計画のののの策定策定策定策定
    

　　　　・女性農業者負担
　 軽減のための基本
   計画策定

     アクションプログラム アクションプログラム アクションプログラム アクションプログラム策定策定策定策定

　　　　　　　　・女性農業者負担軽減のための
  　　プログラムを農協毎に策定・実践

        営農営農営農営農ヘルパーヘルパーヘルパーヘルパー制度制度制度制度

　　　　　　　　・生産部会相互の応援体制
　　・農業者以外の近隣住民を活用した
  　　応援体制

        高齢者高齢者高齢者高齢者をををを預預預預かるかるかるかる
     『     『     『     『あんしんのあんしんのあんしんのあんしんの広場広場広場広場』』』』のののの運営運営運営運営
　　　　

　　　　　　　　・高齢者（親）を日中預かる

農作業等農作業等農作業等農作業等のののの
負担負担負担負担

家庭内家庭内家庭内家庭内のののの
負負負負　　　　担担担担

指 導

助　　成
支援・指導

負 担
軽 減

反映

補助

負 担
軽 減

実践
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

・女性農業者に対する聞き取り調査及び国の調査によると、高齢の親と同居し世話をすることが、女性農業者が
　抱える共通で最大の負担であることが浮き彫りになったため、計画策定と並行して、県下一斉に早急に取組む

　　　具体的施策が必要との結論に至った。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
・一時的に営農活動に支障を来した場合等の営農活動を支援する農協におけるシステムづくりを支援する。
・高齢者を日中預かる『あんしんの広場』を定期的に開催し、女性農業者の負担軽減を図る取組みを支援する。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
　○　農協による支援が女性農業者の負担軽減に繋がるため、実施農協数を指標として設定する。
　○　県内全域での取組とするため、平成26年度までに、県内全農協（21農協）について、アクションプログラムの策定と実践、
　　　営農ヘルパー制度の創設及び「あんしんの広場」の設置を完了させることを目標値とする。目標値は以下のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

「あんしんの広場」の
設置

Ｈ２３ － Ｈ２６ 21農協 普通

普通

現　　在　　値 目　　標　　値
指　　標　　名

人件費

財
源

アクションプログラム
策定・実践

当初予算額

Ｈ２３

－

－

15,347千円

8,668千円
8,668千円

H24

営農ヘルパー制度
の創設

3,640Ｈ

年　度

Ｈ２３

従事時間

24,015千円

Ｈ２６ 21農協 普通

Ｈ２６ 21農協

女性農業者の能力発揮に必要な施
策

事業名 事業概要 H24年当初予算 当該事業との相違点
女性農業者能力発
揮事業

経営管理、起業に関する研
修の支援

補完 5,509千円

　　　提示

　支援・指導

  

  

県県県県

    
県県県県
農農農農
協協協協
中中中中
央央央央
会会会会

　　　　

農農農農　　　　　　　　協協協協

 

　
 

　

　

園芸農家等園芸農家等園芸農家等園芸農家等

女女女女
性性性性
農農農農
業業業業
者者者者
のののの
負負負負
担担担担

        基本計画基本計画基本計画基本計画のののの策定策定策定策定
    

　　　　・女性農業者負担
　 軽減のための基本
   計画策定

     アクションプログラム アクションプログラム アクションプログラム アクションプログラム策定策定策定策定

　　　　　　　　・女性農業者負担軽減のための
  　　プログラムを農協毎に策定・実践

        営農営農営農営農ヘルパーヘルパーヘルパーヘルパー制度制度制度制度

　　　　　　　　・生産部会相互の応援体制
　　・農業者以外の近隣住民を活用した
  　　応援体制

        高齢者高齢者高齢者高齢者をををを預預預預かるかるかるかる
     『     『     『     『あんしんのあんしんのあんしんのあんしんの広場広場広場広場』』』』のののの運営運営運営運営
　　　　

　　　　　　　　・高齢者（親）を日中預かる

農作業等農作業等農作業等農作業等のののの
負担負担負担負担

家庭内家庭内家庭内家庭内のののの
負負負負　　　　担担担担

指 導

助　　成
支援・指導

負 担
軽 減

反映

補助

負 担
軽 減

実践
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
　〇中山間地域では集落の高齢化・過疎化が進行している。
　〇地域伝統産業である木ろう産業は、原料であるハゼ実の生産者の減少より、その原料確保が困難となっている。
　〇ハゼ栽培は、粗放栽培が可能であり、中山間地域の高齢農家でも取組が可能。

農林水産省林野庁「特用林産基礎資料」

農林水産省林野庁「特用林産物生産動向」

　〇福岡県は木ろう製造全国１位。
　〇木ろうの需要は今後も見込める。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

　○ハゼ及び木ろうは、近年多様な用途が見出され、需要が高まっているものの、ハゼ植栽面積の減少→木ろう生産の減少→
　　木ろう工場の閉鎖→ハゼ生産意欲の減退→ハゼ植栽面積の減少のスパイラル状態に陥っている。

○ハゼ植栽面積を拡大するため、ハゼ生産者支援を行う。
　・ハゼ植栽について、県下全域において、モデル的に３年間で全５ｈａの支援を実施。
　・低木化技術による農作業省力化など栽培技術支援。

○地域特産物振興のため農商工連携を促進し、６次産業化を推進する。
　・県内産「ハゼ実」の安定供給により、木ろうを活用した地域特産物の加工・販売、新規商品開発などの導入支援を実施。

政策事前評価書（地域特産物振興対策事業）

地域特産物振興事業
農林水産部
農山漁村振興課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

   総合計画
　での位置づけ

活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出

女性の活躍、地域資源の活用による農林水産
業・農山漁村の活性化

足腰の強い農林水産業をつくる

地域資源を活用した６次産業化の取組支援

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

【木ろう】
・日本製の木ろうは「JAPANWAX」として既に欧州でブランド化。
・木ろうは多様な工業用途（化粧品、文房具、塗料、トナー剤など）。

全国の木ろう生産量の推移
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

　 　農林産業者の所得向上につなげる。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要
　
　〇「木ろう」産業へ原料を安定供給するためのハゼ生産者支援

ハゼ栽培支援・事業推進 ハゼ栽培支援

（５ha）

ハゼ栽培技術支援　６次産業化推進
　

　　【事業の内容】
　　　・ハゼ栽培支援：集落単位で行うハゼ植栽に要する経費 2,850 千円
　　　・推進事業 ：ハゼ収穫省力化のための低木仕立試験、ハゼ植栽の推進と６次産業化検討に要する経費 3,528 千円

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業

     該当なし

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

6,378千円 2,912千円 2,273千円
0千円 0千円

　〇地域資源を活かした農林水産業の６次産業化を進めることで、地域産業の活性化を図り、雇用機会の創出や

県 市町村
農家

（集落）

24,796千円7,539千円8,293千円

0千円

0千円
2,126Ｈ 1,967Ｈ 1,788Ｈ 5,881Ｈ

0千円

2,912千円 2,273千円 0千円
合　　計
11,563千円

H27 H28

11,563千円
0千円

H24
6,378千円

年　度
見込額

従事時間
人件費 8,964千円

財
源

0千円 0千円

現　　在　　値 目　　標　　値

- 困難H23 H26 5ha

0千円

H25 H26

指　　標　　名

　〇地域資源であるハゼ・木ろうを活かした農林水産業の６次産業化を進めることで、地域産業の活性化を図ることが目的であ
　　　ハゼの植栽新規面積を指標とする。目標値は以下のとおりとする。

36,359千円

-ハゼ植栽新規面積 0ha -

集落単位で行うハゼ
植栽に要する経費
補助

集落単位で行うハゼ
植栽に要する経費
補助

低木化技術による農作業省力化など栽培技術支援
６次産業化推進検討委員会の設置
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　・集落の植栽計画の見直し（「初年度H24;５haのみ、その後は育成管理」→費用の平準化のため、３年間に分けること）。
　・生産振興、６次産業化の推進体制の整備について、それぞれ専門性が異なるため、再考。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　・集落の植栽計画面積の変更（初年度H24;５ha→２haに変更）。
　・栽培技術及び営農指導については、農林林業センター、学識経験者等からなる生産部会で推進。
　・用途拡大６次産業化検討については、化学繊維研究所、学識経験者、製蝋業者等からなる加工開発部会で推進。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】
　・対策交付金：集落単位で行うハゼ植栽に要する初期経費 1,170 千円
　・推進事業 ：ハゼ収穫省力化のための低木仕立試験、ハゼ・木ろうの用途拡大、栽培技術指導 1,686 千円

②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業

     該当なし

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

H24

1,588Ｈ
0千円

年　度

従事時間
6,696千円

2,856千円
2,856千円

0千円

- -0ha - H26 5ha

人件費

財
源

ハゼ植栽新規面積

当初予算額

H23

目　　標　　値
指　　標　　名

困難

現　　在　　値

9,552千円

　〇地域資源であるハゼ・木ろうを活かした農林水産業の６次産業化を進めることで、地域産業の活性化を図ることが目的であ
　　　ハゼの植栽新規面積を指標とする。目標値は以下のとおりとする。

【【【【推進事業推進事業推進事業推進事業】 】 】 】 

○○○○栽培技術指導栽培技術指導栽培技術指導栽培技術指導・・・・支援 支援 支援 支援 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 地域産業地域産業地域産業地域産業；；；；木木木木ろうろうろうろう業者業者業者業者、ＪＡ、、ＪＡ、、ＪＡ、、ＪＡ、企業企業企業企業など など など など 

 

【生産部会】 

○ 栽培技術指導 

○ 営農指導 

【加工開発部会】 

○ 用途拡大 

○ ６次産業化検討 

【【【【対策交付金対策交付金対策交付金対策交付金】 】 】 】 

○ ハゼハゼハゼハゼのののの木木木木のののの植栽植栽植栽植栽にににに要要要要するするするする経費支援 経費支援 経費支援 経費支援 

    

 

ハゼハゼハゼハゼ営農集団営農集団営農集団営農集団    

支援内容支援内容支援内容支援内容    

農商工連携 農商工連携 農商工連携 農商工連携 

 

支 援 

○ ハゼハゼハゼハゼのののの植栽 植栽 植栽 植栽 

    

○ ６６６６次産業化次産業化次産業化次産業化にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組 
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題
①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

政策事前評価書（６次産業化推進事業）

６次産業化推進事業
農林水産部
園芸振興課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

　商品性を高めた新商品開発を進めるとともに、その販路を開拓するための手立てを支援する。
今後は、県内商工業者と連携し新たな商品づくりを進める６次産業化に取り組む。
　このために、まず、農業者（産地）と商工業者のマッチングを進め、両者が連携した協同体での新たな商品開発を推進す
る。
　また、農業者等が加工品を開発する際に必要な経費について支援するとともに、加工品の販路開拓を行うための商談
会や商習慣等を習得するためのセミナーを開催する。

　 県産農産物を使った商品開発については、主に商工業者が主体で行っており、農業者（産地）が商工業者に積極的に
働きかける場面が少ない。
   また、農業者（産地）が主体的に商品開発をしている場面においても、商品形態や販売方法など専門的な知識に欠ける
ため、商品性が低い。
　 さらに、個々の農業者（産地）が自らの商品の販路拡大を行いたくても、どのように行って良いのかが分からない状況で
ある。

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

   総合計画
　での位置づけ

活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出

女性の活躍、地域資源の活用による農林水産
業・農山漁村の活性化

　本県は、食品製造業の事業所及び飲食店が多く、これら事業者は、従来、国産原料を利用してきたが、大量生産・コスト
削減のため、大量かつ低価格仕入れが可能な輸入原料の比重が高い。
　しかし、近年、消費者の安全安心志向の高まりや自社製品の優位性確保から、国産原料を増やそうとする動きがある。

　一方、全国ベースでは、食の国内最終消費額（加工品としての消費、飲食店消費、生鮮品としての消費すべて）のうち、
農業者等へはわずか１３％しか還元されていないのが実態である。
　
 一部の農業者やＪＡ等農業者団体のなかには自らの農産物を加工して、直売所で販売する取組がみられるが、小さな取
組にとどまっており、十分な所得・売上を得る活動となっていない。

足腰の強い農林水産業をつくる

地域資源を活用した６次産業化の取組支援

農産物仕入額に占める国産の割合(全620社 売上高規模別)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計50
億

円
未

満

50
～

30
0億

円
未

満

30
0～

10
00

億
円

未
満10

00
億

円
以

上

10％未満

10～50％未満

50～80％未満

80％以上

資料：農林水産省「食品産業動態調査」

国産主要原料の利用拡大意向（全620社 売上高規模別）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計50
億

円
未

満

50
～

30
0億

円
未

満

30
0～

10
00

億
円

未
満10
00

億
円

以
上

増やす

やや増やす

変わらない

やや減らす

減らす

資料：農林水産省「食品産業動態調査」
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

１　新商品開発対策

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

６次産業化の取り組みにより、開発された新商品数を指標とする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

人件費

財
源

0千円
3,000Ｈ 3,000Ｈ 3,000Ｈ 9,000Ｈ

204,936千円
0千円

68,312千円 68,312千円 68,312千円

合　　計
68,312千円 68,312千円 0千円 0千円

H24
68,312千円

年　度
見込額

従事時間
37,944千円12,648千円 12,648千円 12,648千円

　地域資源を活かした農林水産業の６次産業化を進めることで、地域産業の活性化を図り、雇用機会の創出や農林漁業
者の所得向上につなげる。

【事業内容】

１　新商品開発対策
（１）地域協同体を活用した新商品の開発
　 ・ 農業者団体等と商工業者等が連携した協同体を公募し、青果販売との相乗効果が期待できる「あまおう」など認知度
    の高い県産品を使った新商品を開発。商品企画から試作、市場調査、商品化までの計画を公募。

（２）農業者支援
   ・ 農業者等が主体的に、その生産物を活用した加工品を開発する際の、試作品開発やパッケージデザイン開発、商談
    会、アンケート調査、販路確保を県が支援。

(1)地域協同体を活用した新商
品の開発

204,936千円
H27 H28H25 H26

指　　標　　名

普通新商品開発数 普通

242,880千円

(2)農業者支援

目　　標　　値

H2830件 50件H23 - H26

支援

現　　在　　値

県
ＪＡ、認定
農業者等

補助金
市町村等県 地域協同体

委託
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてして



（様式　１号）
事業所管
部課名

10の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
○
○
○

○

（環境部自然環境課、農林水産部園芸振興課調べ） （環境部自然環境課、農林水産部園芸振興課調べ）

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））
○ 農業者による箱わなを活用した捕獲を強化する必要がある。
○
○

○

○

1 地域ぐるみの有害鳥獣対策推進
・　地域ぐるみの取組支援のための研修会の開催や県外先進地視察の実施
・　安全、技術講習会の開催
　　　モデル地区において捕獲補助者に対する安全指導や関係法令、猟具の取扱い等必要な知識の講習会を開催
・　捕獲活動の支援
　　　捕獲補助活動費や狩猟者団体による技術指導経費を助成

2 捕獲鳥獣回収処理体制整備
・　市町村の捕獲獣回収処理体制の構築
　　　市町村や衛生組合単位に回収及び焼却処分場への運搬体制を構築
・　回収に必要な機材の整備
　　　捕獲獣を搬出する際に必要な積込機材を整備

3 獣肉等利活用推進
・　獣肉処理施設の広域的利用の検討
・　獣肉の品質確保と販路拡大
　　　衛生的で均一な肉質の獣肉を提供する解体技術者の育成
　　　獣肉利用拡大のための需要調査や試食フェアを実施

狩猟の担い手を確保するとともに、より効果的な捕獲のため、農地周辺におけるわなによる捕獲を推進し、地域自ら、農地周辺
で、加害個体を効率的に捕獲する必要がある。

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

捕獲した鳥獣は埋設処理や自家利用しているが、狩猟者の減少や高齢化により処理が困難になっている。

捕獲対策の強化により捕獲数の増加が予想されるため、捕獲獣の適正な処理を進めるとともに、獣肉の資源としての有効活用を
推進し、捕獲意欲の向上を図ることで農林水産物の被害軽減を図る。

併せて、捕獲獣の増加に伴い大半が埋設されている捕獲獣の処分方法を改善する必要がある。

  総合計画
　での位置づけ

これまでの取組としては、鳥獣被害防止総合支援事業（国庫）を活用した生息環境管理、侵入防止柵整備等の防止対策、捕獲機
材の整備に対する支援を実施。

足腰の強い農林水産業



３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
1 地域ぐるみの有害鳥獣対策推進

・　モデル地区への支援を通じ、県内における地域ぐるみでの総合的な鳥獣被害対策の取組みを推進する。
・　農林業者自らによる集落ぐるみの総合的な鳥獣被害対策の推進により、被害金額を軽減する。

2 捕獲鳥獣回収処理体制整備
・　モデル市町村において捕獲獣回収処理体制を実証し、全県的な取組に波及させることで、被害金額の軽減を目指す。

3 獣肉等利活用推進
・　解体技術の向上と販路開拓によって獣肉利用を推進し、捕獲意欲向上を図る。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

1 地域ぐるみの有害鳥獣対策推進
・　地域ぐるみの取組支援のための研修会等を開催
・　捕獲補助者に対する安全、技術講習会の開催
・　捕獲補助活動や技術指導の支援

＜研修会の実施＞ ＜モデル地区支援＞

参加

2 捕獲鳥獣回収処理体制の構築
・　捕獲機材の整備（別途国庫事業で対応）
・　市町村や衛生組合単位に、回収及び焼却処分場への運搬体制を構築
・　捕獲獣を搬出する際に必要な積込機材を整備

3 獣肉等利活用推進
・　処理加工施設の整備（別途国庫事業で対応）
・　獣肉処理施設の広域利用に向け、搬入方法・収集範囲・コスト等について検証する。
・　安全な獣肉を提供する解体技術者の育成
・　獣肉の利用拡大のため、需要調査や試食フェアを実施

回収ポイント

焼却処理施設

廃棄物回収業者によ
る回収・運搬

市町村に数か所の回収ポイントを設置し、受
託廃棄物回収業者により回収。

農業者等により積込機材
を活用し捕獲したと体を
回収ポイントまで搬出

県
市町村等

軽トラック

箱わな

回収ポイント

回収ポイント

助成

委託

積込機材
リース

獣肉処理
施設

市場調査の実施

県

飲食業
等関係
団体

委託 県民

商品開発の検討

解体技術講習会の実施

品質・衛生関連調査の実施

福岡県鳥獣被害対策協議会獣肉等利活用推進作業部会の開催

一部委託

委託

品質確保

１　広域的利用の検証



③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質 H24当初予
算額 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

④④④④目標目標目標目標
・　集落ぐるみでの有害鳥獣捕獲対策への機運醸成を示す指標として、地域ぐるみの有害鳥獣対策研修会参加者数を設定する。
・　県内における地域ぐるみの総合的な鳥獣被害対策の進捗度合いを測る指標として、モデル地区数を設定する。
・　捕獲鳥獣回収処理体制のモデルケースを確立することが目的であるため、「モデル実証市町村数」を指標とする。
・　獣肉処理施設（２施設）における広域的利用の効果を検証する指標として、施設における「処理頭数」を設定する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

H23 0人 H26 1,800人 普通

H23 0地区 H26 12地区 普通
H23 0市町村 H26 12市町村 普通
H23 115頭 H26 600頭 困難

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 232,623千円

一般財源
国庫支出金

その他

４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
（地域ぐるみの有害鳥獣対策推進）

（捕獲獣回収処理体制整備）

　・　施設の広域的利用の検証に際し、捕獲獣の買取経費については獣肉の販売による施設の収益から支出す
　　　べき。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
（捕獲獣回収処理体制整備）

　・　積込機材については、初年度（24年度）にモデル市町村すべてに整備する。

　・　施設の広域的利用の検証に係る捕獲獣の買取経費を削減

地域ぐるみの有害鳥獣
対策啓発研修参加者

地域ぐるみモデル地区数

  ・   これまでの取組みにより、捕獲数は順調に増加しているものの農林業被害額は高い水準で推移しており、地域での
総合対策を推進して被害額を減少させる方策が必要。地域ぐるみでの捕獲対策を推進することにより、農地に被害を与え
る加害個体の効率的な捕獲と被害額の軽減が期待できる。

H25

現　　在　　値 目　　標　　値

H28
0千円

　・　得られた成果を、県内に普及させる方法が不十分であるため。

6,608Ｈ従事時間

160,993千円
0千円

27,649千円人件費

0千円

処理頭数

27,859千円
6,558Ｈ

事　　業　　名 事業概要

侵入防止柵の整備
補完

箱わな等の捕獲機材の導入 717,855
千円

指　　標　　名

63,931千円
33,131千円
H26

63,931千円見込額

財
源

H24
63,931千円

年　度

63,931千円 33,131千円

16,122千円
3,824Ｈ 16,990Ｈ

　・　モデル市町村で回収処理体制の実証を３年間実施する。

(獣肉等利活用推進)

(獣肉等利活用推進)

モデル実証市町村数

農林水産物鳥獣害防止対策費

71,630千円

合　　計
160,993千円

H27

0千円
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５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要
1 地域ぐるみの有害鳥獣対策推進

＜研修会の実施＞ ＜モデル地区支援＞

参加

2 捕獲鳥獣回収処理体制の構築

3 獣肉等利活用推進

②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業

性質 H24当初予
算額 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

　　　　 ③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
・　集落ぐるみでの有害鳥獣捕獲対策への機運醸成を示す指標として、地域ぐるみの有害鳥獣対策研修会参加者数を設定する。
・　県内における地域ぐるみの総合的な鳥獣被害対策の進捗度合いを測る指標として、モデル地区数を設定する。
・　捕獲鳥獣回収処理体制のモデルケースを確立することが目的であるため、「モデル実証市町村数」を指標とする。
・　獣肉処理施設（２施設）における広域的利用の効果を検証する指標として、施設における「処理頭数」を設定する。
指　　標　　名

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

H23 0人 H26 1,800人 普通

H23 0地区 H26 12地区 普通

　　　　 ④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 60,665千円

一般財源
国庫支出金

その他

717,855
千円

困難

12市町村 普通

600頭H26処理頭数 H23 115頭

現　　在　　値

モデル実証市町村
数

補完

地域ぐるみの有害鳥獣
対策啓発研修参加者

地域ぐるみモデル地区数

6,608Ｈ

事業概要

0市町村

農林水産物鳥獣害防止対策費
箱わな等の捕獲機材の導入

侵入防止柵の整備

当初予算額
H24

事　　業　　名

人件費

財
源

27,859千円

32,806千円
32,806千円

従事時間

年　度

目　　標　　値

H26H23

回収ポイント

焼却処理施設

廃棄物回収業者によ
る回収・運搬

市町村に数か所の回収ポイントを設置
し、受託廃棄物回収業者により回収。

農業者等により積込機材
を活用し捕獲したと体を
回収ポイントまで搬出

県
市町村等

軽トラック

箱わな

回収ポイント

回収ポイント

助成

委託

積込機材

リース

獣肉処理
施設

市場調査の実施

県

飲食業等
関係団体

委託
県民

商品開発の検討

解体技術講習会の実施

品質・衛生関連調査の実施

一部委託

委託

品質確保

１　広域的利用の検証

	û1ñ�”.$



（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
・リーマンショック後、県の企業誘致件数は、平成１８年度４４件に対し、平成２２年度は２１件と減少傾向【表１】
・東日本大震災による事業所損壊や原発事故による不安などにより企業の国内移転や製造拠点の分散化の動き、
　さらに電力不足や円高などの影響により海外移転の動きも見られるようになっている。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））
・本県の企業誘致活動では、整備されたインフラ、理工系大学等から輩出される豊富で優れた人材、立地交付金等をＰＲ
　することによって一定の成果を上げてきたが、企業が移転の動きを見せている今、本県に誘致するための魅力ある
　誘致策が必要

・商工部では、『日本復興』企業応援ワンストップセンターを設置し、企業活動に必要な情報の総合的な提供を行っている。
　また、企業誘致を促進するため、交付基準の緩和や対象業種の拡大等、企業立地促進交付金の見直し等が検討されている。
・労働局では、全国有数の規模で実施している公共職業訓練の中で、誘致企業の要望に応じたオーダーメイド訓練を
　行えることを、企業を誘致するうえでの武器とする。【表２、３】

   総合計画
　での位置づけ

活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出

職業能力の向上

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

雇用対策を充実し、いきいきと働ける環境をつくる

企業ニーズに沿った人材育成

政策事前評価書（誘致企業即戦力人材育成事業）

誘致企業即戦力人材育成事業
福祉労働部労働局
職業能力開発課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

年度 H18 H19 H20 H21 H22
29 30 18 5 14

1,991 1,597 1,029 140 449
3 2 1 1 3
55 20 200 38 10
6 5 1 2

1,650 1,470 200 850
6 4 2 2 4

363 183 33 86 136
44 41 22 10 21

4,059 3,270 1,462 1,114 595
合計

製造業

物流業

コールセンター業

ＩＴ・ソフトウェア業　等

【表１】　県内の誘致実績(県関与分のみ)

※上段：企業数、下段：雇用人員数

【表２】　全国の公共職業訓練修了者数

(平成22年度上位10都道府県)

順位

1 東京 4,559 東京 5,666

2 大阪 1,038 北海道 5,439

3 神奈川 918 愛知 5,023

4 福岡 778 大阪 4,851

5 愛知 671 福岡 4,345

6 埼玉 631 埼玉 3,762

7 北海道 606 兵庫 2,514

8 広島 504 新潟 2,183

9 沖縄 484 静岡 2,155

10 富山 437 神奈川 2,125

※修了者には中退就職者を含む。

施設内訓練 委託訓練

【表３】　平成22年度　訓練生の就職率

順位

1 埼玉 83.4% 新潟 68.1%

2 北海道 81.0% 福岡 66.7%

3 福岡 80.4% 埼玉 66.7%

4 神奈川 79.3% 北海道 65.6%

5 沖縄 79.3% 神奈川 65.1%

6 富山 74.8% 兵庫 58.7%

7 愛知 70.8% 愛知 57.8%

8 広島 68.3% 静岡 55.1%

9 大阪 63.9% 大阪 53.9%

10 東京 61.2% 東京 44.9%

全国平均 75.1% 全国平均 62.4%

※修了者数上位10都道府県の就職率

施設内訓練 委託訓練
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
　高等技術専門校の施設内訓練や委託訓練において、誘致企業のオーダーに応じた
人材育成の仕組みを構築することで、企業誘致の強化及び求職者の早期就職を図る。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要
　本県への進出を検討している企業に対し、高等技術専門校の職業訓練を紹介する
とともに、オーダーメイド訓練により、新人教育に係る初期コストの削減や即戦力人材
の確保ができることをＰＲし、企業の誘致を促進する。

（１）ものづくり即戦力人材育成（施設内訓練）
　　高等技術専門校の施設内訓練において、誘致企業の採用内定者を対象に、基礎訓練
終了後、当該企業の要望に応じたオーダーメイド訓練を実施し、即戦力の人材を育成
○対象企業　　
　誘致企業（製造業）
○オーダーメイド訓練に対応できる訓練科目
　機械科、メカトロニクス科、溶接科、建築科【表４】
○実施手順
　　①高等技術専門校が、誘致企業と訓練生をマッチング
　　②誘致企業が採用したい訓練生を内定
　　③採用内定者に対し、誘致企業が求める能力や人物像に基づき、オーダーメイド訓練を実施
　　④採用内定者が誘致企業に就職
○訓練期間・訓練対象者数
　　訓練期間：１年
　　基礎訓練  ：９～１０か月
　　オーダーメイド訓練 ：２～３か月
　　訓練対象者数：１００名程度
　　※　１社１名からオーダーメイド訓練可能

（２）サービス業即戦力人材育成（委託訓練）
　　民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、誘致企業の要望に応じたオーダーメイド訓練を実施し、即戦力の
人材を育成
○対象企業
　　誘致企業（コールセンター業、物流業、IT・ソフトウェア業等）
○オーダーメイド訓練に対応できる訓練科目
　　テレコミュニケーション実践科・パソコンビジネス科・ＯＡ事務科　等
○実施手順
　　①誘致企業と職業能力開発課で、誘致企業の意向に沿った３か月間の訓練仕様を作成
　　②訓練仕様に基づき、誘致企業の進出予定地域の民間教育訓練機関等を対象に２０名単位で企画を公募
　　③選定された民間教育訓練機関等において職業訓練を実施
　　④高等技術専門校又は民間教育訓練機関等が、誘致企業と訓練生をマッチング
　　⑤誘致企業が採用したい訓練生を内定（誘致企業は訓練状況を確認、必要に応じ訓練内容強化）
　　⑥採用内定者が誘致企業に就職
　
　※　採用内定の得られなかった訓練生には通常の訓練と同様に、高等技術専門校の巡回就職支援等指導員
　　　による求人情報提供や民間教育訓練機関等による求人開拓など就職支援を実施
○訓練期間・訓練対象者数
　　訓練期間  ：３か月
　　訓練対象者数 ：１００名程度
　　※１社５名からオーダーメイド訓練可能
　

【スキーム図】

福岡県福岡県福岡県福岡県

誘 致 企 業誘 致 企 業誘 致 企 業誘 致 企 業

③ 訓 練

   ｵ ｰﾀﾞｰ提 示

高等技術専門校高等技術専門校高等技術専門校高等技術専門校

基 礎 訓 練
4月 ～1 2月
（採 用 内 定 前 ）

訓練生訓練生訓練生訓練生

誘 致 企 業 か ら の オ ー
ダ ー メイドの 訓 練
1月 ～ 3 月 （内 定 後 ）

内定者内定者内定者内定者

① マ ッ チ ング ② 内 定 ④ 就 職

職業能力開発課職業能力開発課職業能力開発課職業能力開発課

訓練 Ｐ Ｒ

商工部商工部商工部商工部

誘致 活 動

誘 致 活 動 の 一 環 として 、高 等 技 術 専 門 校の 訓 練 内 容
や 訓 練 生 、オ ー ダ ー メ イド訓 練 を宣 伝

情報

訓練
情報

企業
情報

進 出進 出進 出進 出 をををを 検 討検 討検 討検 討 し て い るし て い るし て い るし て い る 企 業企 業企 業企 業 (((( 製 造 業製 造 業製 造 業製 造 業 ))))
進 出
決 定

【スキーム図】

③委託

進出進出進出進出をををを検討検討検討検討しているしているしているしている企業企業企業企業((((サービスサービスサービスサービス業業業業))))

福岡県福岡県福岡県福岡県

誘致企業誘致企業誘致企業誘致企業

①訓練

 ｵｰﾀ゙ｰ提示

民間教育訓練機関等民間教育訓練機関等民間教育訓練機関等民間教育訓練機関等

誘致企業からのオー
ダーメイドの訓練

訓練生訓練生訓練生訓練生

④マッチング ⑤内定

職業能力開発課職業能力開発課職業能力開発課職業能力開発課・・・・高等技術専門校高等技術専門校高等技術専門校高等技術専門校

⑥就職訓練PR

誘致企業と打合せ
仕様書を作成

商工部商工部商工部商工部

誘致活動の一環として、オーダーメイド訓練を宣伝

誘致活動

情報

進出
決定

②公募
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③③③③目標目標目標目標
　・誘致企業のオーダーに応じた人材育成の仕組みを構築することで、企業誘致の強化及び求職者の早期就職を図る。
　・その仕組みが有効に機能していることを測る指標として、「ものづくり即戦力人材育成訓練の受講者数」、
　　「サービス業即戦力人材育成訓練の受講者数」と設定する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

④④④④担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

＠4,216 ＠4,216 ＠4,216 ＠4,216 ＠4,216

４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　　　・・・・企業企業企業企業がががが移転移転移転移転のののの動動動動きをきをきをきを見見見見せているせているせているせている今今今今、、、、本県本県本県本県にににに誘致誘致誘致誘致するためのするためのするためのするための魅力魅力魅力魅力あるあるあるある誘致策誘致策誘致策誘致策がががが必要必要必要必要なためなためなためなため、　、　、　、　当該事業当該事業当該事業当該事業をををを
　　　　　　　　実施実施実施実施することはすることはすることはすることは妥当妥当妥当妥当であるであるであるである。。。。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　　・・・・特特特特になしになしになしになし。。。。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要
　本県への進出を検討している企業に対し、高等技術専門校の職業訓練を紹介する
とともに、オーダーメイド訓練により、新人教育に係る初期コストの削減や即戦力人材
の確保ができることをＰＲし、企業の誘致を促進する。

（１）ものづくり即戦力人材育成（施設内訓練）
　　高等技術専門校の施設内訓練において、誘致企業の採用内定者を対象に、基礎訓練
終了後、当該企業の要望に応じたオーダーメイド訓練を実施し、即戦力の人材を育成
○対象企業　　
　誘致企業（製造業）
○オーダーメイド訓練に対応できる訓練科目
　機械科、メカトロニクス科、溶接科、建築科【表４】
○実施手順
　　①高等技術専門校が、誘致企業と訓練生をマッチング
　　②誘致企業が採用したい訓練生を内定
　　③採用内定者に対し、誘致企業が求める能力や人物像に基づき、オーダーメイド訓練
　　　を実施
　　④採用内定者が誘致企業に就職
○訓練期間・訓練対象者数
　　訓練期間：１年
　　基礎訓練  ：９～１０か月
　　オーダーメイド訓練 ：２～３か月
　　訓練対象者数：１００名程度
　　※　１社１名からオーダーメイド訓練可能

H25 H26

指　　標　　名

－

ｻｰﾋﾞｽ業即戦力人材育
成訓練の受講者数

ものづくり即戦力人材育
成訓練の受講者数

現　　在　　値

－ － －

目　　標　　値

－ －

－

18,900千円 18,900千円 18,900千円

人件費 13,053千円

H24
22,010千円

年　度
見込額

従事時間

合　　計
22,010千円 22,010千円 66,030千円

H27 H28

9,330千円

9,288Ｈ

56,700千円

3,096Ｈ 3,096Ｈ 3,096Ｈ
13,053千円13,053千円

－ － －

H26 １００名 困難

H26 １００名

財
源

3,110千円 3,110千円 3,110千円

105,189千円

困難

39,159千円

0千円

【スキーム図】

福岡県福岡県福岡県福岡県

誘 致 企 業誘 致 企 業誘 致 企 業誘 致 企 業

③ 訓 練

   ｵｰ ﾀﾞー 提 示

高等技術専門校高等技術専門校高等技術専門校高等技術専門校

基 礎 訓 練
4月 ～12 月
（採 用 内 定 前）

訓練生訓練生訓練生訓練生

誘 致 企 業 か ら のオ ー
ダ ーメ イド の 訓 練
1月 ～ 3月 （内 定 後 ）

内定者内定者内定者内定者

① マ ッチ ン グ ② 内 定 ④ 就 職

職業能力開発課職業能力開発課職業能力開発課職業能力開発課

訓 練 ＰＲ

商工部商工部商工部商工部

誘 致活 動

誘 致 活 動 の 一 環 として 、高 等 技 術 専 門 校の 訓 練 内 容
や 訓 練 生 、オ ー ダ ーメ イド訓 練 を宣 伝

情 報

訓 練
情 報

企 業
情 報

進 出進 出進 出進 出 をををを 検 討検 討検 討検 討 し て い るし て い るし て い るし て い る 企 業企 業企 業企 業 (((( 製 造 業製 造 業製 造 業製 造 業 ))))
進 出
決 定
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（２）サービス業即戦力人材育成（委託訓練）
　　民間教育訓練機関等を活用した委託訓練において、誘致企業の要望に応じたオーダーメイド訓練を実施し、即戦力の
人材を育成
○対象企業
　　誘致企業（コールセンター業、物流業、IT・ソフトウェア業等）
○オーダーメイド訓練に対応できる訓練科目
　　テレコミュニケーション実践科・パソコンビジネス科・ＯＡ事務科　等
○実施手順
　　①誘致企業と職業能力開発課で、誘致企業の意向に沿った３か月間の訓練仕様を作成
　　②訓練仕様に基づき、誘致企業の進出予定地域の民間教育訓練機関等を対象に２０名単位で企画を公募
　　③選定された民間教育訓練機関等において職業訓練を実施
　　④高等技術専門校又は民間教育訓練機関等が、誘致企業と訓練生をマッチング
　　⑤誘致企業が採用したい訓練生を内定（誘致企業は訓練状況を確認、必要に応じ訓練内容強化）
　　⑥採用内定者が誘致企業に就職
　
　※　採用内定の得られなかった訓練生には通常の訓練と同様に、高等技術専門校の巡回就職支援等指導員
　　　による求人情報提供や民間教育訓練機関等による求人開拓など就職支援を実施
○訓練期間・訓練対象者数
　　訓練期間  ：３か月
　　訓練対象者数 ：１００名程度
　　※１社５名からオーダーメイド訓練可能
　

　　　　②②②②実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
　・誘致企業のオーダーに応じた人材育成の仕組みを構築することで、企業誘致の強化及び求職者の早期就職を図る。
　・その仕組みが有効に機能していることを測る指標として、「ものづくり即戦力人材育成訓練の受講者数」、
　　「サービス業即戦力人材育成訓練の受講者数」と設定する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　③③③③事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

＠4,216

－

目　　標　　値
指　　標　　名

困難

現　　在　　値

従事時間
人件費

財
源

ものづくり即戦力人材育
成訓練の受講者数

当初予算額

－－

－ －－ －

－－ －

13,053千円

21,699千円
2,799千円

18,900千円

H24

ｻｰﾋﾞｽ業即戦力人材育
成訓練の受講者数

3,096Ｈ

年　度
34,752千円

H26 １００名 困難

H26 １００名

【スキーム図】

③委託

進出進出進出進出をををを検討検討検討検討しているしているしているしている企業企業企業企業((((サービスサービスサービスサービス業業業業))))

福岡県福岡県福岡県福岡県

誘致企業誘致企業誘致企業誘致企業

①訓練
 ｵｰﾀ゙ｰ提示

民間教育訓練機関等民間教育訓練機関等民間教育訓練機関等民間教育訓練機関等

誘致企業からのオー
ダーメイドの訓練

訓練生訓練生訓練生訓練生

④マッチング ⑤内定

職業能力開発課職業能力開発課職業能力開発課職業能力開発課・・・・高等技術専門校高等技術専門校高等技術専門校高等技術専門校

⑥就職訓練PR

誘致企業と打合せ
仕様書を作成

商工部商工部商工部商工部

誘致活動の一環として、オーダーメイド訓練を宣伝

誘致活動

情報

進出
決定

②公募
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

○　宗像・糟屋北部地域は、豊かな自然と農水産資源に恵まれ、また、福岡・北九州両政令都市という大消費地が近くにあると
　いう地域特性を持っている。
○　当地域は、宗像市が「むなかた季良里」、古賀市が「ほしか」、福津市が「福津の極み」と、地域の豊かな農水産資源等を用
　いた地域特産品ブランドを持っているが、その認知度は低い。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

○　地域特産品ブランドや地域資源を活用した商品が数多くあるが、そのブランド力の弱さや商品の魅力が地域内外に充分に
　伝えることができていないため、その認知度は低く、販路も限定されたものとなっている。

１　シンポジウムの開催
　　地域内の特産品生産者等を対象とし、当プロジェクトの概要説明や商品開拓の専門家等の講演会・パネルディスカッション等
　を実施し、ビジネスチャンスや販路拡大に向けて参加者の意識を高揚させるとともに、商品磨きの研修会等への参加を募る。

２　商品磨き研修会等の実施
　　シンポジウムに参加した意欲的な事業者を対象にバイヤー、デザイナー、IT技術者等の専門家を講師とした基本的研修会や　
　実践型の研究会を実施し、商品の魅力を向上させる。

３　当地域の市町連携による一体的な広報活動の実施
　　２５年度以降予定している求評会、商談会、物産展などの広報活動を一体的に実施することにより、当地域の商品及び魅力を
　強くアピールする。

   総合計画
　での位置づけ

活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出

広域地域振興圏域ごとの地域づくりの推進

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

地域のそれぞれの特色を活かして魅力ある地域をつくる

広域連携プロジェクトの推進

政策事前評価書（福岡近郊地域活性化事業）

福岡近郊地域活性化事業
（宗像・糟屋北部地域）

企画・地域振興部
広域地域振興課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

むなかた季良里 14人 11.7% 89人 74.2%

福津の極み 9人 7.5% 94人 78.3%

古賀ほしか 5人 4.2% 99人 82.5%

＊「宗像・糟屋北部うまかもん市」（平成23年5月実施）アンケート

知っている 知らない

■ 本地域の特産品ブランドの認知度
むなかた季良里 古賀ほしか 福津の極み

認定数
（食品加工品）

29 7 5

・テンペあられ等
　テンペ加工食品
　*テンペ＝大豆の発酵食品

・ねーぶるたまねぎ
　ドレッシング

・あんずジャム

・むなかた豆乳プリン
・季節のジャム
 (あまおうジャム等)

・トマトドレッシング

・大島甘夏饅頭 ・にわとりごはんの具
・まるごとにんにく
  餃子

■ 地域特産品ブランド（例）

主
な
品
目

充分に認知されていない当地域のブランド特産品等をバイヤー、デザイナー、IT技術者等の専門家の手を
借りて磨き、当地域の市町が連携し一体的に広報活動を行うことで、地域の特産品の販路拡大を図る。

地域商品の販路拡大・地域内の消費拡大・交流人口増大

宗像・糟屋北部地域の振興・活性化
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

○　豊かな自然に恵まれ、また、両政令市に挟まれ大消費地を近くに持つという地域の特性を活かし、本地域が広域的に連携し、
　地域の特産品の販路拡大に取り組み、地域内の産業の振興と地域の活性化を図る。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】
・シンポジウムの開催 228 千円
・商品磨き研修会等の実施 892 千円

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

○　目的は、地域内の意欲のある事業者が関わる地域特産品の商品磨き・販路拡大であり、参加事業者数と対象商品数を指標
　とする。また、目標値は以下のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

18,385千円
H25 H26

求評会、物産展等
参加事業社数

商品磨き研修会等
対象商品数

H23 － H26 40社 普通

人件費 3,373千円 11,805千円

H24
1,645千円

年　度
見込額

従事時間
1,686千円

合　　計
1,645千円 1,645千円 1,645千円 0千円 6,580千円

H27 H28

6,580千円
0千円

1,645千円 1,645千円 1,645千円 1,645千円

800Ｈ 400Ｈ 2,800Ｈ
3,373千円3,373千円

H23 －

H27 60社 普通

H26 100商品

財
源

0千円
800Ｈ 800Ｈ

指　　標　　名
シンポジウム
参加事業者数 H23 － 100人 普通

現　　在　　値 目　　標　　値

H24

普通

県

関係市町
（宗像市・古賀市
・福津市・新宮町）

負担金（1/2）

負担金（1/2）

宗像・糟屋北部広域連携推進会議

県、宗像市、古賀市、福津市、新宮町

販路拡大プロジェクト実行委員会

・県、関係市町
・関係団体
（商工会、JA、漁協等）

販路拡大シンポジウム
(平成24年度当初実施)

商品磨き研修会等
(平成24～26年度)

地域内外への情報発信
広報活動

地
域
内
の
意
欲
的
な

事
業
者

関係市町連携した
求評会、商談会、
物産展等
（平成25年度以降
実施検討）

地域内の産業まつ
り・農業まつり等、
既存イベントの
活用

地域内の道の駅、
農水産物直売所等
の活用

販路拡大・消費拡大
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
･特になし

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

○　目的は、地域内の意欲のある事業者が関わる地域特産品の商品磨き・販路拡大であり、参加事業者数と対象商品数を指標
　とする。また、目標値は以下のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

－ H26 普通40社 普通 H27 60社

・当地域が連携して実施することにより、マスコミの注目度等PR効果が高まることが期待される。
・当プロジェクトの取り組みを実施・継続していく仕組みを構築するため、地域の組織づくり、中心となる人材
の育成を図る必要がある。

目　　標　　値
指　　標　　名

現　　在　　値

人件費

財
源

シンポジウム
参加事業者数

当初予算額

求評会、物産展等
参加事業社数

－H23

－H23

H24

商品磨き研修会等
対象商品数

800Ｈ

年　度

従事時間

H23

3,373千円

1,645千円
1,645千円

H26 100商品 普通

H24 100人 普通

5,018千円

県

関係市町
（宗像市・古賀市
・福津市・新宮町）

負担金（1/2）

負担金（1/2）

宗像・糟屋北部広域連携推進会議

県、宗像市、古賀市、福津市、新宮町

販路拡大プロジェクト実行委員会

・県、関係市町
・関係団体
（商工会、JA、漁協等）

販路拡大シンポジウム
(平成24年度当初実施)

商品磨き研修会等
(平成24～26年度)

地域内外への情報発信
広報活動

地
域
内
の
意
欲
的
な

事
業
者

関係市町連携した
求評会、商談会、
物産展等
（平成25年度以降
実施検討）

地域内の産業まつ
り・農業まつり等、
既存イベントの
活用

地域内の道の駅、
農水産物直売所等
の活用

販路拡大・消費拡大
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

・人口減少の歯止めがかからず、高齢化も進展
・炭鉱閉山により作り上げられた疲弊した地域イメージの転換
・地域経済の活性化や雇用の場の確保
・地域活性化に主体的、一体的に関わる意識の醸成
・教育環境と教育力の向上

【【【【田川田川田川田川まるごとまるごとまるごとまるごと博物館博物館博物館博物館プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト】】】】
（１）イメージ定着のための情報発信

イ　地域住民のプロジェクトへの参画の機運を醸成するため、シンポジウムを開催する。
（２）地域資源の整備
ア　既存の地域資源の磨き上げ
　イベントや施設情報などのチラシデザインやプログラム作りなどのブラッシュアップ講座を開催する。
イ　シンボルイベント「田川まるごと博」の開催
　体験プログラムや特典付きプログラムを発掘、整備し、期間限定で約1カ月、集中的に実施する。
（３）まるごと博物館を支える人づくり

【【【【田川田川田川田川・・・・人財力育成人財力育成人財力育成人財力育成プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト】】】】
（１）「田川飛翔塾」事業

（２）「田川いきいき学舎」事業

（３）人材育成プログラム活動事例集の作成

　地域住民一人ひとりが博物館の「学芸員」としてプロジェクトを推進していくために、推進体制（行政、民間等）のメンバーを対象とした
勉強会、サービス向上のためのおもてなし講座、地域住民を対象としたガイド養成講座、Ｗｅｂによる魅力発信者養成講座を開催す
る。

　地域住民へのプロジェクのPRツールとして、本事業のプログラムや市町村等が実施しているプログラムの活動事例集を作成する。

　　田川地域の将来を担う中学生が、トップリーダーとしての様々な分野で活躍できる資質を身につけるため、福岡県立大学と連携
して、田川地域に縁のある各界著名講師による人材育成プログラムを実施する。

　　田川地域の子供たちが、地域団体や異世代との交流を通して社会性を身につけるため、地域づくり団体や福岡県立大学の学　生
等の幅広い参画による固有の地域資源を活用した3種類の人材育成プログラムを実施する。

○　山本作兵衛氏の炭坑記録画、石炭関連の近代化遺産をはじめ、自然や伝統行事、温泉や道の駅・直売所など多種多様な地域資
源が存在しているが、観光入込客数は少なく、これらの魅力ある資源の潜在力を活かしきれていない。

○　田川地域を含む筑豊教育事務所管内の学力・学習状況調査の結果は県内で最も低く、学校のみならず、家庭、地域を含めた教
育力向上の取組が必要である。

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

ア　田川地域外に向けた情報発信として、「田川地域全体がまるごと博物館」という統一コンセプトの元で、リーフレット、Web、ガイド
ブック、博物館だより、統一サインの制作、配布、掲示等を行う。また、博物館のオープニングセレモニーを開催する。

政策事前評価書（筑豊地域活性化事業）

筑豊地域活性化事業（田川地域）
企画・地域振興部
広域地域振興課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

地域のそれぞれの特色を活かして魅力ある地域をつくる

広域連携プロジェクトの推進

   総合計画
　での位置づけ

活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出

広域地域振興圏域ごとの地域づくりの推進

　　（修験の道プログラム、遠賀川活用プログラム、親子学び体験プログラム）

■観光入込客
H22（千人） H22割合（%）

福岡県 100,126 100.0
筑豊地域 9,875 9.9
田川地域 3,765 3.8
嘉飯地域 3,541 3.5
直方・鞍手地域 2,569 2.6
（福岡県観光入込客数推計調査）
■平成23年度進学率（%）

高等学校等 大学等
福岡県 97.4 53.3
筑豊地域 96.9 40.4
田川地域 96.5 31.7
嘉飯地域 96.3 47.7
直方・鞍手地域 98.2 37.5
(平成23年度学校基本調査）

■平成22年度全国学力・学習状況調査　全国平均との差異

A B A B A B A B
福岡県 -0.3 -2.2 -1.4 -0.5 0.0 2.7 -1.7 0.4
筑豊教育事務所管内 -4.0 -8.7 -5.3 -6.1 -6.8 -6.4 -12.1 -10.0
（平成22年度全国学力・学習状況調査）
A：主として「知識」に関する問題
B：主として「活用」に関する問題

中学校・数学小学校・国語 小学校・算数 中学校・国語

・自然、歴史、産業などポテンシャルの高い、バラエティ
に富んだ地域資源を活用して地域のイメージを構築し、
交流人口の拡大を図ることにより、地域経済を活性化
する。

・地域団体等との協働により、地域住民が主体的に地
域の活性化に関わる機運を醸成するとともに、その前
提条件である地域を支える人材を育成する。

-86-



３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

【【【【田川田川田川田川まるごとまるごとまるごとまるごと博物館博物館博物館博物館プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト】】】】

【【【【田川田川田川田川・・・・人財力育成人財力育成人財力育成人財力育成プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト】】】】

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

【【【【田川田川田川田川まるごとまるごとまるごとまるごと博物館博物館博物館博物館プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト】 【】 【】 【】 【田川田川田川田川・・・・人財力育成人財力育成人財力育成人財力育成プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト】】】】

【事業の内容】
　・田川まるごと博物館プロジェクト 4,192千円
　・田川・人財力育成プロジェクト 2,432千円
　・田川広域連携プロジェクト推進会議の開催 551千円

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標
　・田川地域の観光入込客数の増加率を県全体と同程度まで引き上げる。
　・「田川まるごと博」参加者は、単年度参加者を200人と見込み、年100人ずつの増加を見込む。
　・魅力発信者は、受講者数が年60人であるため、3年間の累計として180人を見込む。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額

　　　総見込額（人件費含む） 71,967千円

一般財源
国庫支出金

その他

平均
90％以
上 普通

指　　標　　名

「田川まるごと博」参加者

魅力発信者

（１）田川飛翔塾事業
参加者の将来の夢や目標に向かっ
ての意識の変化の度合い

田川・人財
力育成プ
ロジェクト （２）田川いきいき学舎事業

参加者の参加後における自主性、協
調性の向上が認められる者の率

田川まる
ごと博物
館プロジェ
クト

観光入込客数

-

平均
90％以
上- H26 普通

400人 普通
（累計）
180人 容易

現　　在　　値 目　　標　　値

3,209千人 3,352千人 困難H26H21

財
源

H26

50,442千円16,814千円16,814千円人件費 16,814千円

0千円
3,988Ｈ 3,988Ｈ 3,988Ｈ 11,964Ｈ

21,525千円
0千円

7,175千円 7,175千円 7,175千円

合　　計

7,175千円 7,175千円 0千円 0千円 21,525千円

H27H25 H26 H28H24

7,175千円
年　度
見込額

従事時間

　田川地域全体を一つのバーチャルな博物館になぞらえて、「田川地域全体がまるごと博物館」という統一コンセプトの元で、地域資
源を広域に繋げていくことにより、地域内の回遊性を高め、交流人口の拡大を図る。

　地域のリーダーとしての資質や生きていくためのたくましさ、地域への愛着・誇りを持った地域に貢献する人材育成プログラムを実施
する。

　また、これらの取組に多様な主体が参画する機会を数多く創出することにより、地域内で人材力育成が自主的に進められる機運を
醸成していく。

- -

H23 H26

H26

-

　・「田川・人財力育成プロジェクト」については、青少年アンビシャス運動推進事業の指標をもとに、以下のとおり設定す
る。参加者、教員、保護者へのアンケートを実施し、その効果を測る。

H23 -

田川地域外

■イメージ定着のための情報
発信（ＰＲツールの制作、配
布、掲示等、オープニングセレ
モニー）
■地域資源の整備（「田川ま
るごと博」）

田川地域内

■イメージ定着のための情
報発信（オープニングシンポ
ジウム）
■地域資源の整備（既存の
地域資源の磨き上げ）
■まるごと博物館を支える
人づくり

・統一コンセプトによる地域イメージの発信・定着
・地域全体での地域活性化への取組の機運醸成、推進体制の構築

田川地域の小中学生

■田川飛翔塾事業

田川地域の地域づく
り団体、住民、行政

■田川地域人材育成プログラ
ム活動事例集の作成

■田川いきいき学舎事業

・地域のリーダーとしての資質やたくましさを身に着け、地域への
愛着・誇りを持った人材の育成
・地域全体で将来を担う人材の育成、地域住民が主体的に地域
活性化に関わる機運を醸成
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　　・交流人口の拡大を図り、地域経済を活性化する必要があるため。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　・特になし

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

【【【【田川田川田川田川まるごとまるごとまるごとまるごと博物館博物館博物館博物館プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト】 【】 【】 【】 【田川田川田川田川・・・・人財力育成人財力育成人財力育成人財力育成プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト】】】】

【事業の内容】
　・田川まるごと博物館プロジェクト 4,192千円
　・田川・人財力育成プロジェクト 2,432千円
　・田川広域連携プロジェクト推進会議の開催 551千円

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

　・田川地域の観光入込客数の増加率を県全体と同程度まで引き上げる。
　・「田川まるごと博」参加者は、単年度参加者を200人と見込み、年100人ずつの増加を見込む。
　・魅力発信者は、受講者数が年60人であるため、3年間の累計として180人を見込む。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 23,989千円

一般財源
国庫支出金

その他

普通

平均
90％以
上 普通

（２）田川いきいき学舎事業
参加者の参加後における自主性、協
調性の向上が認められる者の率 - -

容易

田川・人財
力育成プ
ロジェクト

（１）田川飛翔塾事業
参加者の将来の夢や目標に向かっ
ての意識の変化の度合い - -

平均
90％以
上

H26
（累計）
180人

H26

H26

普通

魅力発信者 H23 -

3,352千人 困難

「田川まるごと博」参加者 H23 - H26 400人

H26

指　　標　　名
現　　在　　値 目　　標　　値

16,814千円

7,175千円
7,175千円

3,988Ｈ

観光入込客数 H21 3,209千人

年　度 H24

田川まる
ごと博物
館プロジェ
クト

従事時間
人件費

財
源

当初予算額

　・「田川・人財力育成プロジェクト」については、青少年アンビシャス運動推進事業の指標をもとに、以下のとおり設定す
る。参加者、教員、保護者へのアンケートを実施し、その効果を測る。

田川地域外

■イメージ定着のための情報
発信（ＰＲツールの制作、配
布、掲示等、オープニングセレ
モニー）
■地域資源の整備（「田川ま
るごと博」）

田川地域内

■イメージ定着のための情
報発信（オープニングシンポ
ジウム）
■地域資源の整備（既存の
地域資源の磨き上げ）
■まるごと博物館を支える
人づくり

・統一コンセプトによる地域イメージの発信・定着
・地域全体での地域活性化への取組の機運醸成、推進体制の構築

田川地域の小中学生

■田川飛翔塾事業

田川地域の地域づく
り団体、住民、行政

■田川地域人材育成プログラ
ム活動事例集の作成

■田川いきいき学舎事業

・地域のリーダーとしての資質やたくましさを身に着け、地域への
愛着・誇りを持った人材の育成
・地域全体で将来を担う人材の育成、地域住民が主体的に地域
活性化に関わる機運を醸成
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

政策事前評価書（都市計画基本方針策定事業）

都市計画基本方針策定事業
建築都市部
都市計画課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

地域の特色を活かして魅力ある地域をつくる

街なか再生の推進

   総合計画
　での位置づけ

活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出

地域再生の推進

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

5,0505,0505,0505,050 5,0345,0345,0345,034
4,9774,9774,9774,977

4,8844,8844,8844,884

4,7594,7594,7594,759

4,6094,6094,6094,609

4,4404,4404,4404,440

19.919.919.919.9 22 .422 .422 .422 .4
26.126.126.126.1 28 .828 .828 .828 .8 31 .231 .231 .231 .2 32.632.632.632.630 .130 .130 .130 .1

4,000

4,200

4,400
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4,800
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5,200

H17 H22 H27 H32 H37 H42 H47

0.0
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20.0

30.0

40.0
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70.0

80.0

90.0

100.0

百人 ％

国立社会保障・人口問題研究所
『日本の都道府県別将来推計人口』（平成19年5月推計）

〔背景・要因〕
高度成長の過程で、都市への急速な人口・諸機能が集中した結果、
高度な土地利用がなされていない都心部を残しまたまま、郊外部へ
の開発が進められた
◆ モータリゼーションの進展による生活圏の拡大
◆ 中心部の地価高騰による郊外部への商業・業務機能の移転　等

【現状】
拡散型都市構造
都市機能が、郊外部に無秩序に
拡散し、低密度な都市的土地利
用が薄く広く形成

＜ブレーキ＞
◆　都市計画区域外における無秩序な土地利用を防止するため、『準都市計画区域』を指定
◆　広域的影響を及ぼす大規模集客施設は立地を一旦制限し、立地に当たっては都市計画手続きを経ることで適正な
立地を図るため、県の方針を示した『大規模集客施設の立地ビジョン』を策定し、法定図書である『都市計画区域マ
スタープラン』に反映

＜アクセル＞
◆　空洞化により衰退した中心市街地を活性化させるため、『街なか活性化促進事業』等による市町村の支援を実施
◆　庁内横断組織として『福岡県街なか活性化推進協議会』を設置し、市町村の指導・助言を実施

〔集約型都市構造への転換〕
都市の無秩序な拡大に歯止め（ブレーキ）をかけ、都市活動の場である空間のコンパクト性を確保（コンパク
トな都市）するとともに、土地利用密度を高めるために多様な都市機能を中心部に集積（アクセル）し、中心
市街地の活性化を図る。

（１）これまでの都市計画行政は人口増加基調を前提としており、人口減少が予測される社会には対応していな
い。

◆ 人口減少に対応した都市を形成するためには、郊外部の縮小をいかに進めるかが重要であり、『都市機能等の中
心部への集積』と併せて、『低密度化が進行する郊外市街地の計画的な縮退（スマートシュリンク）』という新た
な視点を加えた街づくりが必要。
◆ 中心市街地の活性化をより確実なものとするためには、これまで行ってきた施策の効果を検証し、新たに効果的
な方策を検討することが必要。

（２）市町村合併が進んだことによって生活圏域が大きく変化しているが、広域的観点から都市構造について検討
がなされていない。

◆ 市町村合併によって拡大した行政区域と都市計画区域の乖離の解決が必要。

【福岡県将来人口及び高齢化率の推移】
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業

類似する既存の事業

性質

④④④④目標目標目標目標

・・・・都市計画基本方針及都市計画基本方針及都市計画基本方針及都市計画基本方針及びびびび運用方針運用方針運用方針運用方針についてはについてはについてはについては平成平成平成平成２６２６２６２６年度年度年度年度までにまでにまでにまでに改定改定改定改定することをすることをすることをすることを目標目標目標目標とするとするとするとする。。。。
・・・・コンパクトシティコンパクトシティコンパクトシティコンパクトシティのののの形成推進形成推進形成推進形成推進をををを示示示示すすすす指標指標指標指標としてとしてとしてとして飯塚市中心市街地歩行者数飯塚市中心市街地歩行者数飯塚市中心市街地歩行者数飯塚市中心市街地歩行者数をををを設定設定設定設定するするするする。。。。なおなおなおなお目標値目標値目標値目標値はははは以下以下以下以下のののの通通通通りとするりとするりとするりとする。。。。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

※飯塚市の中心市街地活性化基本計画では活性化事業を行わなかった場合、H26の中心市街地歩行者数は２２，１１１人と推計されている。

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

16,864千円16,864千円
4,000Ｈ 4,000Ｈ

25,000千円
年　度
見込額

現　　在　　値

H15 策定

従事時間 4,256Ｈ

財
源

25,000千円

人件費 17,944千円

飯塚市中心市街地
歩行者数（人） H23 25,361

策定

指　　標　　名

都市計画運用方針
策定

都市計画基本方針
策定

１４，９５０千円

目　　標　　値

５８，００６千円

25,326

改定

23,000千円 19,000千円

H26

23,000千円

事業概要
都市計画基礎調査

福岡県街なか活性化促進事業

事業名

中心市街地活性化基本計画
の認定を目指す及び受けた
市町村への補助

補完

補完

H14

都市計画区域内における人
口規模等の現況及び将来の
見通しについての調査

H25 H26H24
19,000千円 0千円 0千円

67,000千円

合　　計H27

12,256Ｈ
51,672千円

118,672千円

調査場所

支援内容、支援団体

67,000千円
H28

普通

困難

0千円

H23年当初予算 当該事務事業との相違点

H26 改定 普通

H26

0千円

Step2【平成25・26年度】
◆ 県総合計画との整合
◆ 長期展望に立った将来都市構造を検討

県土全体を見据えた都市のあり方を示す『都市計
画基本方針』及び都市計画制度を活用する際の基
本的運用を示す『都市計画運用方針』を新たに改
定

コンパクトシティ実現へ向けた展開
◆ 都市計画区域マスタープランへの反映
◆ 公・民がそれぞれ果たすべき役割を自
覚し、協働して各種施策を実施

Step１【平成24年度】
◆ 地域実情の調査、現状把握、分析
◆ これまで行った施策の効果を検証

コンパクトシティ実現に向けた支援（平成24～２６年度）
◆ 庁内協議会による市町村の指導、助言
◆ 中心市街地の活性化に資する調査の実施、都市機能の集積に寄与する事業への支援

アクセル
の継続

新たな
取り組み

『都市計画基本方針』及び
『都市計画運用方針』を改定
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　　　事業内容事業内容事業内容事業内容にあるにあるにあるにある、、、、コンパクトシティコンパクトシティコンパクトシティコンパクトシティのののの推進推進推進推進についてについてについてについて、、、、県県県県のののの都市構造都市構造都市構造都市構造としてとしてとしてとして、、、、コンパクトシティコンパクトシティコンパクトシティコンパクトシティありきではなくありきではなくありきではなくありきではなく、、、、ありとあらゆありとあらゆありとあらゆありとあらゆ
るるるる都市構造都市構造都市構造都市構造についてについてについてについて検証検証検証検証しししし、、、、県県県県のののの目指目指目指目指すすすす都市構造都市構造都市構造都市構造をををを示示示示すべきすべきすべきすべき。。。。
　　　　そのそのそのその際都市計画基礎調査際都市計画基礎調査際都市計画基礎調査際都市計画基礎調査（（（（関連事業関連事業関連事業関連事業））））についてもについてもについてもについても併併併併せてせてせてせて予算予算予算予算をををを計上計上計上計上することすることすることすること。。。。
　　　　２６２６２６２６年度法定計画化年度法定計画化年度法定計画化年度法定計画化（（（（都市計画区域都市計画区域都市計画区域都市計画区域マスタープランマスタープランマスタープランマスタープランにににに反映反映反映反映））））をををを目標目標目標目標とすることとすることとすることとすること。。。。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
２４２４２４２４年度予算年度予算年度予算年度予算についてについてについてについて
事業予算事業予算事業予算事業予算にににに都市計画基礎調査費用都市計画基礎調査費用都市計画基礎調査費用都市計画基礎調査費用をををを組組組組みみみみ入入入入れたれたれたれた。。。。
工期工期工期工期についてについてについてについて
２６２６２６２６年度法定計画化年度法定計画化年度法定計画化年度法定計画化（（（（都市計画区域都市計画区域都市計画区域都市計画区域マスタープランマスタープランマスタープランマスタープランにににに反映反映反映反映））））

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

・・・・都市計画基本方針及都市計画基本方針及都市計画基本方針及都市計画基本方針及びびびび運用方針運用方針運用方針運用方針についてはについてはについてはについては平成平成平成平成２６２６２６２６年度年度年度年度までにまでにまでにまでに改定改定改定改定することをすることをすることをすることを目標目標目標目標とするとするとするとする。。。。
・・・・集約型都市構造集約型都市構造集約型都市構造集約型都市構造のののの形成推進形成推進形成推進形成推進をををを示示示示すすすす指標指標指標指標としてとしてとしてとして飯塚市中心市街地歩行者数飯塚市中心市街地歩行者数飯塚市中心市街地歩行者数飯塚市中心市街地歩行者数をををを設定設定設定設定するするするする。。。。なおなおなおなお目標値目標値目標値目標値はははは以下以下以下以下のののの通通通通りとするりとするりとするりとする。。。。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

※飯塚市の中心市街地活性化基本計画では活性化事業を行わなかった場合、H26の中心市街地歩行者数は２２，１１１人と推計されている。

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

普通

普通

H26

年　度

従事時間

飯塚市中心市街地
歩行者数（人） H23

4,256Ｈ

策定

人件費

財
源

当初予算額

17,944千円

57,406千円
57,406千円

H24

指　　標　　名
都市計画基本方針
策定 H14 H25 改定

現　　在　　値 目　　標　　値

75,350千円

25,326 困難

都市計画運用方針
策定 H15 策定

25,361

H26 改定

【平成25・26年度】

◆施策効果の検証による、より効果的な支援

◆庁内協議会による指導・助言

【平成24年度】

◆低未利用地調査（県事業）

◆久留米市、飯塚市の支援

【平成25・26年度】

◆県総合計画との整合

◆長期展望に立った将来都市構造を検討

【平成24年度】

◆地域実情の調査、現状把
握、分析

◆施策の効果を検証

基
本
方
針
等
策

市
町
村
の

支
援
等

都市計画区域マスター

プランへの位置付け

（法定計画化）

『都市計画基本方針』及び

『都市計画運用方針』を改定
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

【【【【現状現状現状現状①①①①】】】】北九州空港北九州空港北九州空港北九州空港のののの取組取組取組取組みみみみ状況状況状況状況
　○これまでの北九州空港の取組みとして、貨物取扱重量に応じて助成を行う貨物拠点化推進事業のほか、路線誘致支援
     事業、広報事業、要望活動等を行っている。

【【【【現状現状現状現状②②②②】】】】北九州空港北九州空港北九州空港北九州空港のののの旅客路線旅客路線旅客路線旅客路線
　○開港以来、国内・国際で４路線が運休したため、現在運航している旅客路線は国内１路線（羽田）、国際１路線（ｿｳﾙ）と
     なっている。（ソウル路線については、H24.4から運休のため、国際路線は０になる。）

◆北九州空港の就航状況（H18.3開港～H24.3現在）

H18.3 H19.3 H20.3 H21.3 H22.3 H23.3
開港

（名古屋路線：H18.3～H19.3の期間、ｼﾞｪｲｴｱｰによる運航。）

（那覇路線：H18.3～H22.5の期間、日本ﾄﾗﾝｽｵｰｼｬﾝ航空による運航。）

（羽田路線：H18.3～H24.3現在、ｽﾀｰﾌﾗｲﾔｰ、日本航空、ｽｶｲﾏｰｸによる運航。）

（上海路線：H18.3～H20.5の期間、中国南方航空による運航。）

（ウラジオストク路線：H18～H20の夏季期間のみ運航。）

（ソウル路線：H21.3～H24.3現在、済州航空による運航。）

【【【【現状現状現状現状③③③③】】】】航空業界航空業界航空業界航空業界をををを取取取取りりりり巻巻巻巻くくくく状況状況状況状況
　○ＬＣＣ（Low Cost Carrier）が、欧米だけでなくｱｼﾞｱ地域においても急成長。本邦においても国が新規航空会社の参入
     促進に向けた環境整備を図る方針に転換し、国内大手航空会社が、国内ＬＣＣを立ち上げることを決定。
　○ＬＣＣのビジネスモデルは、都市中心部の混雑空港を避け、着陸料が低廉な地方空港や主要都市の第２空港を利用する
     など、コストの徹底的な削減を図っている。

◆日本に就航しているLCCと主な就航路線（H24.3現在）
  平成19年3月にｼﾞｪｯﾄｽﾀｰ航空が成田、関西に就航したのを皮切りに、この3年余りで以下9社が成田、関西、中部、千歳、
　福岡、北九州、茨城、羽田、高松の計9空港21路線に就航している。

済州航空 北九州・関西・中部－ソウルなど
エアプサン 成田・関西・福岡－プサン
ジンエアー 千歳－ソウル
イースター航空 成田・関西－ソウル

中国 春秋航空 茨城・高松・佐賀－上海
シンガポール ジェットスター・アジア 関西－シンガポール（台北経由）
フィリピン セブパシフィック航空 関西－マニラ
マレーシア エアアジアＸ 羽田・関西－クアラルンプール
オーストラリア ジェットスター航空 成田・関西－ケアンズ・ゴールドコースト

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

【課題】LCC等航空会社の北九州空港への誘致
○航空業界の主役になりつつある国内・海外ＬＣＣをはじめとした旅客便の北九州空港への誘致が喫緊の課題である。

○着陸料、航行援助施設利用料等で他の空港と競合しうる魅力的なインセンティブを提示し、路線誘致につなげることが
　必要である。

韓国

就航路線

   総合計画
　での位置づけ

活力にあふれた成長力に富んだ経済と雇用の創出

アジアの拠点空港化・中枢港湾化の推進

アジアとつながり、地域が密接に連携し発展するための社会資本を整備する。

航空会社

国内線
（旅客便）

国際線
（旅客便）

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

政策事前評価書（北九州空港対策事業）

北九州空港対策事業
企画・地域振興部
空港整備課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

○近年、急速に勢力を拡大しつつある国内外のＬＣＣ等旅客便を北九州空港に誘致することによって、北九州空港発着
　　路線の拡大を実現し、人・物の交流拠点となる空港の活性化、利便性の高い航空ネットワークの県民への提供を図る。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

○運航経費助成：新規就航路線の運航経費（着陸料、航行援助施設利用料（以下、航援料）等）の助成を航空会社に対して
　　行う。

国際線

国内線

合計

◆事業スキーム図

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

○北九州空港の国内・国際航空路線を維持・拡充することが目的であるため路線数を指標とする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

※国際線路線数はH24.4以降、現行路線運休のため「0」
※国内線は現在羽田路線だけが就航している。国内線の目標値は羽田路線以外の路線数。

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額 108,000千円

一般財源
国庫支出金

その他

※H25以降の事業見込み額については、路線就航状況を見極めながら設定予定。
※北九州空港利用促進協議会職員は県職員との兼務。

指　　標　　名
国内・国際航空路線
数

現　　在　　値

１５６百万円

７８百万円

２３４百万円

事業費

人件費 0千円

H24

108,000千円
年　度
見込額

従事時間

合　　計

108,000千円

H28

108,000千円
0千円

108,000千円

0千円
0Ｈ

0千円

H26

財
源

H23
国内１
国際１

H25

目　　標　　値

H27

H26
国内1～2
国際1～2

困難

県

苅田町

北九州市

他自治体

経済界等

事業参画のみ

負担金及び事業参画

北
九
州
空
港
利
用
促
進
協
議
会

支 援

航空会社 国

着陸料、
航行援助施設利用料等

航空会社にとって負担
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　　国内線の誘致対象２社のうち、１社は年度後半からの就航を見込んでいるため

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　国内線の誘致対象２社のうち、１社分は年度後半からの助成に縮小

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要
○運航経費助成：新規就航路線の運航経費（着陸料、航行援助施設利用料（以下、航援料）等）の助成を航空会社に対して
　　行う。

合計

◆事業スキーム図

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

  ○北九州空港の国内・国際航空路線を維持・拡充することが目的であるため路線数を指標とする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

※国際線路線数はH24.4以降、現行路線運休のため「0」
※国内線は現在羽田路線だけが就航している。国内線の目標値は羽田路線以外の路線数。

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額 99,000千円

一般財源
国庫支出金

その他

※北九州空港利用促進協議会職員は県職員との兼務。

指　　標　　名

困難

現　　在　　値

２１４．５百万円

国際線

国内線

１５６百万円

５８．５百万円

人件費

財
源

国内・国際航空路線
数

当初予算額

H23

年　度

従事時間

国内１
国際１

H26
国内1～2
国際1～2

0千円

99,000千円
99,000千円

H24

目　　標　　値

事業費

県

苅田町

北九州市

他自治体

経済界等

事業参画のみ

負担金及び事業参画

北
九
州
空
港
利
用
促
進
協
議
会

支 援

航空会社 国

着陸料、
航行援助施設利用料等

航空会社にとって負担
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

○　三池港への集荷拡大及び中国・韓国航路の誘致の実現に向け、福岡県、大牟田市、大牟田商工会議所、三池貿易振興会、
　三池港物流株式会社及び九州地方整備局博多港・空港整備事務所で構成するマイポートみいけ利用促進協議会において、
　三池港の優位性、荷主助成制度及び港費助成制度を活用し、積極的なポートセールスを展開していく。

○　中国からの輸入が多い大川家具（貨物量約３万ＴＥＵ）をはじめ、多くのコンテナ貨物は、中国・韓国航路が
　就航している伊万里港や博多港を利用しており、三池港利用の割合は、まだまだ少ない。
○　三池港は、航路が狭く、入出港の際は、タグボートの航行補助及び水先人による水先が必要であり、曳船料・水先
　料が船社の負担となっている。
○　航路の誘致・維持に繋がる船社の港費負担軽減のためのインセンティブがない。

○　昨年８月に、航路浚渫工事が完了したことにより、１２,０００トン級の大型コンテナ船の入出港が可能となると
　ともに、公共埠頭の拡張、臨港道路の整備など港湾施設機能の強化が進んでいる。

○　そのほか、三池港周辺では、昨年３月に九州新幹線の全線開通による新大牟田駅の開業、本年、１月２９日には、
　有明海沿岸道路三池港ＩＣの供用など、周辺インフラの充実に伴い、三池港の一層の発展が期待されている。

《《《《三池港及三池港及三池港及三池港及びびびび周辺周辺周辺周辺のののの整備状況整備状況整備状況整備状況》》》》

   総合計画
　での位置づけ

活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出

地域の活力を支える道路・港湾の整備・利用促進

アジアとつながり、地域が密接に連携し発展
するための社会資本を整備する

県営港湾の整備・利用促進

《《《《外貿外貿外貿外貿コンテナコンテナコンテナコンテナのののの状況状況状況状況》》》》
○　韓国航路が週２便で運航している。（平成２２年１１月１５日から週２便化）
○　平成２２年度のコンテナ貨物取扱量は、対前年度比３．８倍の８,７１５ＴＥＵ
　（１ＴＥＵ＝２０フィートコンテナ１個分）と大幅に増加、今年度も飛躍的に伸張。
○　マイポートみいけ利用促進協議会を中心に、荷主助成、埠頭拡張、荷役クレーン増設（平成２４年４月供用
　予定）及び有明海沿岸道路三池港ＩＣ（平成２４年１月２９日供用）の利点を組み合わせた戦略的なポートセ
　ールスを展開している。

政策事前評価書（三池港利用促進事業）

三池港利用促進事業
県土整備部
港湾課

事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称 Ｈ２６次回評価予定年度

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

有明海沿岸道路
三池港ＩＣ
(Ｈ24．1．29供用）

荷役クレーン増設
（Ｈ２４．４供用予定）

航路浚渫工事(－１０ｍ)
（Ｈ２３．８完了）

埠頭拡張
(Ｈ23～Ｈ24)

荷役クレーン増設
（Ｈ２４．４供用予定）

コンテナ船タグボー タグボー

荷役クレー
ン

　【曳船中（離岸作業）の写真】 　　荷役クレーン

　タグボート
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業
性質

④④④④目標目標目標目標
　　新たな外貿コンテナ定期航路の拡大が目標であり、指標として定期便数及び取扱貨物量を設定する。目標値は以下のとおり
　とする。

年度 数　値 目標年度 目標値 困難度

※Ｈ２３年度の取扱貨物量の数値は、2011.11月末現在の目標値である。

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 19,203千円

一般財源
国庫支出金

その他

指　　標　　名

困難

取扱貨物量（ＴＥＵ）

定期便数

Ｈ２３ 11,000

目　　標　　値

H26

現　　在　　値

Ｈ２３ 小型：週２ Ｈ２６

Ｈ２６ 19,400

1,801千円

困難

大型：週１
小型：週１

H24
4,600千円

年　度
見込額

従事時間
人件費 5,403千円

4,600千円 4,600千円 13,800千円
合　　計

427Ｈ 427Ｈ 427Ｈ 1,281Ｈ

13,800千円

H25

1,801千円1,801千円

○　大川家具企業をはじめ、三池港背後圏企業から要望が強い大型コンテナ船による中国・韓国航路を誘致するため、船社に
　対する港費助成【曳船料・水先料】を設け、伊万里港に就航している同航路の誘致及び航路増便を目指す。

○　外貿コンテナ定期航路を開設する船社に対し、マイポートみいけ利用促進協議会から、三池港への入出港に
　必要な港費【曳船料・水先料】全体の１/２を助成する。

事業概要 当該事務事業との相違点Ｈ２３当初予算額事業名

財
源

0千円
0千円

4,600千円 4,600千円 4,600千円

補完 ２６,１７０千円
　三池港へ近隣取扱貨物をシフトする
ことにより、取扱貨物量の増加を図る
もの。

三池港外貿コンテナ
定期航路集荷拡大事
業

　三池港を利用する荷主に対
し、輸出入に要する経費の一
部助成を行う。

県

４,６００千円

・大牟田市

・三池港物流㈱

・大牟田商工会議所

４,６００千円

・航路開設

・維持

船社
誘致活動

・取扱貨物量の増加

・県南地域経済発展

効果

各構成団体

負担

【 港費助成 】

助成額９,２００千円

助成
〔関連事業〕

・荷主助成

・ポートセミナー

・韓国船社訪問（ソウル）

マイポートみいけ
利用促進協議会
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

　　　　　　　　　　　　

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　　　　　　　　　　　　　　該当該当該当該当なしなしなしなし。。。。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業
性質

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
　　新たな外貿コンテナ定期航路の拡大が目標であり、指標として定期便数及び取扱貨物量を設定する。目標値は以下のとおり
　とする。

年度 数　値 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
1,801千円

一般財源
国庫支出金

その他

指　　標　　名

Ｈ２６Ｈ２３ 困難

Ｈ２３

19,400

事業名

　　　　　　　　　　　　事業事業事業事業のののの実施実施実施実施によりによりによりにより、、、、国際物流拠点国際物流拠点国際物流拠点国際物流拠点としてのとしてのとしてのとしての三池港三池港三池港三池港のののの競争性競争性競争性競争性がががが高高高高まりまりまりまり、、、、県南地域振興県南地域振興県南地域振興県南地域振興にににに寄与寄与寄与寄与することがすることがすることがすることが期待期待期待期待できできできでき

目　　標　　値

当該事務事業との相違点

三池港外貿コンテナ
定期航路集荷拡大事
業

　三池港へ近隣取扱貨物をシフトする
ことにより、取扱貨物量の増加を図る
もの。

人件費

財
源

定期便数

当初予算額

15,427

　三池港を利用する荷主に対
し、輸出入に要する経費の一
部助成を行う。

補完 ２４,０００千円

大型：週１
小型：週１

困難小型：週２ Ｈ２６

事業概要 Ｈ２４当初予算額

現　　在　　値

○　外貿コンテナ定期航路を開設する船社に対し、マイポートみいけ利用促進協議会から、三池港への入出港に
　必要な港費【曳船料・水先料】全体の１/２を助成する。

1,801千円

4,093千円
4,093千円

H24

取扱貨物量（ＴＥＵ）

427Ｈ

年　度

従事時間

　総事業額（人件費含む）

県

４,０９３千円

・大牟田市

・三池港物流㈱

・大牟田商工会議所

４,０９３千円

・航路開設

・維持

船社
誘致活動

・取扱貨物量の増加

・県南地域経済発展

効果

各構成団体

負担

【 港費助成 】

助成額８,１８６千円

助成
〔関連事業〕

・荷主助成

・ポートセミナー

・韓国船社訪問（ソウル）

マイポートみいけ
利用促進協議会
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

　　　　　　　　　　　　　　　　 【個別計画の策定状況（H23.4.1現在）】

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

　○個別計画策定実務研修会の開催

　○要援護者避難支援推進員養成研修会の開催

　○個別計画策定促進事業の実施

　○避難支援の促進・啓発

個別計画策定率

８８８８．．．．３３３３％％％％

２ ２ ． ０ ％

　　　　　　　　　　　　　 ４　１　位

   総合計画
　での位置づけ

災害や犯罪、事故がなく、安全で安心して暮らせること

災害に強いまちの構築

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

災害に強いまちをつくる

防災危機管理体制の強化

政策事前評価書（災害時要援護者避難支援事業）

災害時要援護者避難支援事業
総務部防災危機管理局

消防防災指導課
事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称 H26次回評価予定年度

区　　　 分

　市町村職員に対して、有識者による講演や先進事例の紹介、計画策定上の課題及びその解決策を紹介する。

　地域における避難支援者の確保・要援護者とのマッチングに関するノウハウを自主防災組織に提供する。

　自主防災組織や市町村等と連携し、要援護者の把握・情報整理から計画策定までの作業を実践する。成果は報
告書等にまとめ、他の地区へ波及させる。

　要援護者の避難支援に関する意識啓発を目的に、パンフレットやポスターを作成し、自主防災組織や県内の指定
避難所、福祉施設等へ配布する。（パンフレット　２５，０００部　、　ポスター　３，５００部）

　　○自主防災組織の避難支援者確保・要援護者とのマッチングに関するノウハウの不足

本本本本　　　　　　　　　　　　県県県県

全　　　 国

順　　　 位

　　○先進的な個別計画策定事例が身近にない

　　○市町村職員の個別計画策定におけるノウハウの不足

○大災害時における被害状況
　 今回の東日本大震災や平成７年の阪神大震災では、高齢者や障害者等の災害時要援護者が被害者の半数以
上を占めている。いざという時に、自力で避難することが困難な災害時要援護者を迅速かつ安全に避難所まで避難
誘導するためには、自主防災組織や消防団など地域が一体となって避難支援する体制を確立する必要がある。

○災害時要援護者避難支援計画の策定率の低迷

　 避難支援体制を確立するためには、災害時に、要援護者を誰が、どのような手段・方法を用いて避難所まで誘導
するのか等を予め定めた「災害時要援護者避難支援計画」（個別計画）の策定が必要となる。
　 そのためには要援護者一人ひとりに避難支援者２～３人を張り付ける必要があることや市町村が自主防災組織や
消防団など関係団体と連携する必要があり、策定には長期間を要する。
　 しかし県内では、個別計画策定に着手したばかりの市町村が多いため、策定率は８．３％と低く、全国的に見ても
４１位と低迷している。
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

　 ○計画策定に係る市町村職員のノウハウ習得

　 ○自主防災組織における避難支援推進員の養成

　 ○市町村の個別計画策定支援による計画の早期策定

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業
　 ※該当なし

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

H25 H26

指　　標　　名

個別計画策定率

現　　在　　値 目　　標　　値

7,378千円

H24
27,087千円

年　度
見込額

従事時間
0千円

困難

81,261千円
0千円

0千円
合　　計
81,261千円

H28
0千円

H27

90%

5,250Ｈ1,750Ｈ 1,750Ｈ 1,750Ｈ
22,134千円7,378千円7,378千円

27,087千円
27,087千円
27,087千円

人件費

財
源

27,087千円 27,087千円

103,395千円

　地域における災害時要援護者の避難支援体制を確立するためには、「災害時要援護者避難支援計画」（個別計画）の
策定が必要であるため、その策定率を指標とする。

H23 8.3% Ｈ26

避難支援個別計画策定避難支援個別計画策定避難支援個別計画策定避難支援個別計画策定

要援護者避難支援
推進員養成研修会

個別計画策定
実 務 研 修 会

避難支援啓発用ポス
ター、パンフレット

個別計画策定
支援モデル事

委　託

作成

県県県県



４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　市町村の個別計画の策定を前倒しし、地域における災害時要援護者の避難支援体制を早期に確立できる
　ようにすること。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業
　※該当なし

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

現　　在　　値

　地域における災害時要援護者の避難支援体制を確立するためには、「災害時要援護者避難支援計画」（個別計画）の
策定が必要であるため、その策定率を指標とする。

従事時間
人件費

財
源

個別計画策定率

当初予算額

H23 困難

年　度

8.3% Ｈ26 90%

11,067千円

42,090千円
42,090千円

H24

2,625Ｈ

目　　標　　値
指　　標　　名

53,157千円

避難支援個別計画策定避難支援個別計画策定避難支援個別計画策定避難支援個別計画策定

要援護者避難支援
推進員養成研修会

個別計画策定
実 務 研 修 会

避難支援啓発用ポス
ター、パンフレット

個別計画策定
促進事業

委　託

作成

県県県県

実施 実施実施

計画策定専門機関計画策定専門機関計画策定専門機関計画策定専門機関

地域での
取組促進

計画策定スキル
習得

避難支援者
登録推進

先進事例
実践導入

受領 受講

市市市市　　　　　　　　町町町町　　　　　　　　村村村村

受講 参加

地地地地　　　　　　　　域域域域
（（（（自主防災組織自主防災組織自主防災組織自主防災組織））））

市町村と地域が協力

　「個別計画策定促進事業」において支援を行う市町村数を拡充した。
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（様式　１号）

・ ・ 震災を教訓とした新たな知識が必要

・ 複合的な災害（津波、原子力）

行政機能喪失

想定外への備え

・ 災害ボランティアコーディネーターの不足

・ 人材紹介に対応できていない

・ ・

　福岡地区 （会場：那珂川町）

　北九州地区 （会場：豊前市） ・

　筑豊地区 （会場：飯塚市）

　筑後地区 （会場：久留米市）

・ ・

・

○ 地域での防災活動の中核を担う『防災士』のスキルアップを図る。

○ 全国から集まるボランティアと被災者の調整等を図る『災害ボランティアコーディネーター』を新たに養成する。

○ 防災に優れた知識・技能を有する人材バンクを整備する。

○ 県災害ボランティア本部と市町村災害ボランティア本部間の連携体制を構築する。

○ 同じ市町村内で活動ノウハウを学習できるモデル的な自主防災組織組織を整備する。

地域での防災活動の中核を担う人材として『防災士』を養成

大規模災害発生時、全国から集まるボランティアと被災者
の調整等を図る『災害ボランティアコーディネーター』を養
成

訓練実施
（各２日間）

東日本大震災を踏まえた平成２３年度の取組により、本県
の自主防災組織率が大幅に上昇する見込み

政策事前評価書（防災人材育成・活用事業）

事業開始
年度

H26

解決しようとする課題（原因）

事業所管
部課名

災害に強いまちをつくる

防災危機管理体制の強化施策

次回評価予定年度

現　　状

人
材
育
成
・
活
用

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
体
制

自
主
防
災
組
織

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

　災害ボランティアコーディネーター

平成２３年度、訓練実施により市町村側（現地災害ボラン
ティア本部）の体制整備を支援

　防災士 ５２５名

５１３名

　事業名称

   総合計画
　での位置づけ

１０の事項

小項目

ふくおか防災人材育成・活用事業
（細事項名称：防災人材育成・活用事業）

災害や犯罪、事故がなく、安全で安心して暮らせること

災害に強いまちの構築

総務部防災危機管理局

消防防災指導課

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

区分

中項目

Ｈ２４

県災害ボランティア本部による人材派遣（災害ボ
ランティアコーディネーター）を迅速かつ円滑に機
能させるための、県と市町村間の連携が不十分

持続的な防災活動を行うためのノウハウが不足
（特に、新規設立の自主防災組織）

身近に視察できる先進的な自主防災組織が存在
しない（特に、元々組織率が低い市町村）

全ての市町村において災害ボランティア本部体
制の整備が必要

これらの知識
が不足

【自主防災組織率の推移】

本県 74.9

本県 62.0
本県 63.1

全国平均 74.4
全国平均 75.5

60

65

70

75

80

22.4.1 23.4.1 24.4.1予定

%

%

ボランティア体制

人材育成・活用



①①①① 事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

○

○

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業
※該当なし

④④④④目標目標目標目標

人材バンクの整備と県・市町村災害ボランティア本部の対応力強化を示す指標として、防災士、模範自主防災組織、

災害ボランティアコーディネーターの人材バンクへの登録数及び災害ボランティア本部連携訓練実施ブロック数を設定する。

目標値はそれぞれ以下のとおりとする。

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額

　　　総見込額（人件費含む）
H24年　度

0

H23

H23

模範自主防災組織

24,032千円人件費

16,834千円

1,750Ｈ

0千円

5,93816,834千円

その他

1,750Ｈ

一般財源

国庫支出金

従事時間

財
源

16,834千円

現　　在　　値

数　値

0

H23

見込額

３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

年度

普通

H28

防災士

普通

普通
4ブロック

（60市町村）

災害ボランティア
コーディネーター

56,440千円



事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性

　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施

　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
・

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

特になし

①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業
※該当なし

③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

人材バンクの整備と県・市町村災害ボランティア本部の対応力強化を示す指標として、防災士、模範自主防災組織、

災害ボランティアコーディネーターの人材バンクへの登録数及び災害ボランティア本部連携訓練実施ブロック数を設定する。

目標値はそれぞれ以下のとおりとする。

④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用

　　総事業額（人件費含む）

513人 H26

H270 H26
3ブロック

（45市町村）

1,000人 普通 H27

4ブロック
（60市町村）

普通

普通1,200人

H26 23組織 普通

H26

数　値 困難度

0

災害ボランティア本部連
携訓練実施ブロック

H23

年度

財
源

一般財源
国庫支出金

その他

525人 普通

育成した人材を活用できる仕組づくりを行うことにより、地域防災の要である自主防災組織や災害ボランティア体制を効
果的に維持しながら質の向上が期待できる。

指　　標　　名

防災士 H23 0

現　　在　　値

1,750Ｈ

災害ボランティア
コーディネーター

H23

模範自主防災組織

中間目標年度

年　度
当初予算額

7,378千円

普通

４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

目　　標　　値

中間目標値 困難度 目標年度 目標値

H23

人件費

H24
16,834千円
16,834千円



（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
・　津波による浸水が想定される市町では、具体的な津波対策の例として、津波ハザードマップの作成が努力目標とされている。
・　県が年度内を目途に示す津波の浸水想定区域図を受け、対象市町におけるハザードマップの策定及び見直しが求められる。
　また、津波浸水想定区域内の市町では、地域における避難計画を策定する必要がある。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

　・　対象市町のうちハザードマップを作成しているのは１５％（２０市町中３市町）にすぎない。

　・　津波浸水想定区域内の市町で、津波に対する具体的な避難計画を策定しているところはない。

策定済み：３（下線の市町）、未策定：１７

　・　対象市町における津波ハザードマップの作成

　・　地域住民の津波避難計画の策定

福岡地区 　福岡市、宗像市、古賀市、福津市、糸島市、新宮町

北九州地区 　北九州市、行橋市、豊前市、芦屋町、水巻町、岡垣町、遠賀町、苅田町、吉富町、築上町

筑豊地区

政策事前評価書（津波総合対策事業）

津波総合対策事業
総務部防災危機管理局

消防防災指導課
事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称 H26次回評価予定年度

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

　（対象なし）

筑後地区 　大牟田市、柳川市、大川市、みやま市

   総合計画
　での位置づけ

災害や犯罪、事故がなく、安全で安心して暮らせること

災害に強いまちの構築

災害に強いまちをつくる

防災危機管理体制の強化
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

　・　対象市町における津波ハザードマップの作成支援
　・　地域住民の津波避難計画の策定支援
　・　津波避難ビル指定支援

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業

④④④④目標目標目標目標
　対象市町村の津波対策を示す指標として、津波ハザードマップの策定支援市町数及び地域津波避難計画策定支援市町数
の整備状況をそれぞれ次のとおり設定する。
　なお、目標値はそれぞれ以下のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 98,951千円

一般財源
国庫支出金

その他

　　　　東日本大震災東日本大震災東日本大震災東日本大震災をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、津波浸水想定区域津波浸水想定区域津波浸水想定区域津波浸水想定区域のののの対象対象対象対象となっているとなっているとなっているとなっている市町市町市町市町とととと連携連携連携連携してしてしてして、、、、津波津波津波津波ハザードマップハザードマップハザードマップハザードマップのののの整備整備整備整備をををを図図図図るとるとるとると
ともにともにともにともに、、、、防災職員防災職員防災職員防災職員のののの能力強化能力強化能力強化能力強化やややや地域住民地域住民地域住民地域住民のののの津波避難計画津波避難計画津波避難計画津波避難計画のののの策定策定策定策定をををを支援支援支援支援することによりすることによりすることによりすることにより、、、、万一万一万一万一のののの津波襲来時津波襲来時津波襲来時津波襲来時におけるにおけるにおけるにおける
人命人命人命人命のののの安全確保安全確保安全確保安全確保をををを図図図図るるるる。。。。

H23
3市町
（15%）

困難

財
源

6,071千円2,024千円2,024千円

0千円
480Ｈ 480Ｈ 480Ｈ 1,440Ｈ

0千円
30,960千円 30,960千円 30,960千円

92,880千円
H27 H28

92,880千円

合　　計
30,960千円 30,960千円 0千円 0千円

H24
30,960千円

年　度
見込額

従事時間
人件費 2,024千円

目　　標　　値

困難H26
20市町
（100%）

H26
9市町
（45%）

H25 H26

指　　標　　名

地域津波避難計画
の策定支援市町数

津波ハザードマップ
作成支援市町数

現　　在　　値

H23
1市町
（5%）

派遣 実施

委託

策定

受講設置 参加

津
波
ハ
ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

地元調
整

学識者、気象台等 県 津波防災対策専門機関

ワーキンググループ

市町村

津波対策研修会 避難計画

地域
（自主防災組織）

（相互連携）

作成経費等 津波避難ビル
標識設置等

1/2
補助

助成

申請申請
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　　　　　　　　　　　積極的積極的積極的積極的なななな情報情報情報情報・・・・ノウハウノウハウノウハウノウハウのののの提供提供提供提供やややや、、、、住民住民住民住民とともにとともにとともにとともに地域地域地域地域のののの特性特性特性特性にににに応応応応じたじたじたじた避難計画避難計画避難計画避難計画をををを作成作成作成作成しししし、、、、そのそのそのその作成作成作成作成ノウハウノウハウノウハウノウハウ
　　　　　　　　のののの普及普及普及普及をををを図図図図るるるるモデルモデルモデルモデル事業事業事業事業のののの取組取組取組取組によりによりによりにより、、、、本県本県本県本県はははは津波避難計画等津波避難計画等津波避難計画等津波避難計画等のののの策定策定策定策定にににに関関関関するするするする市町村支援市町村支援市町村支援市町村支援のののの役割役割役割役割をををを十分十分十分十分にににに
　　　　　　　　果果果果たしているとたしているとたしているとたしていると考考考考えられるためえられるためえられるためえられるため、、、、財政援助財政援助財政援助財政援助についてはについてはについてはについては行行行行わないわないわないわない。。。。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　　　　　　　　　　津波避難津波避難津波避難津波避難ビルビルビルビル指定支援指定支援指定支援指定支援のうちのうちのうちのうち、、、、市町村市町村市町村市町村へのへのへのへの補助金補助金補助金補助金はははは支出支出支出支出しないことにしたしないことにしたしないことにしたしないことにした。。。。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　【事業の内容】
　　　　　　・津波ハザードマップ作成支援 2,081 千円
　　　　　　・地域津波避難計画策定支援 11,966 千円

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
　対象市町村の津波対策を示す指標として、津波ハザードマップの策定支援市町数及び地域津波避難計画策定支援市町数
の整備状況をそれぞれ次のとおり設定する。
　なお、目標値はそれぞれ以下のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 16,071千円

一般財源
国庫支出金

その他

H26
9市町
（45%） 困難

H26
20市町
（100%）

2,024千円

14,047千円
14,047千円

H24

津波地域避難計画
の策定支援市町数

480Ｈ

年　度

H23

3市町
（15%）
1市町
（5%）

従事時間
人件費

財
源

津波ハザードマップ
作成支援市町数

当初予算額

H23

目　　標　　値
指　　標　　名

困難

現　　在　　値

派遣 実施

委託

策定

受講設置 参加

津
波
ハ
ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

地元調
整

学識者、気象台等 県 津波防災対策専門機関

ワーキンググループ

市町村

津波対策研修会 避難計画

地域
（自主防災組織）

（相互連携）
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

   総合計画
　での位置づけ

災害や犯罪、事故がなく、安全で安心して暮らせること

災害に強いまちの構築

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

災害に強いまちをつくる

防災危機管理体制の強化

　　　　平成平成平成平成23232323年年年年3333月月月月にににに発生発生発生発生したしたしたした東日本大震災東日本大震災東日本大震災東日本大震災はははは、、、、地震地震地震地震とととと津波津波津波津波のののの複合災害複合災害複合災害複合災害であったためであったためであったためであったため避難生活避難生活避難生活避難生活がががが長期化長期化長期化長期化したしたしたした。。。。またまたまたまた道路損道路損道路損道路損
壊等壊等壊等壊等によりによりによりにより補給補給補給補給ルートルートルートルートがががが随所随所随所随所でででで遮断遮断遮断遮断されされされされ、、、、物資物資物資物資のののの円滑円滑円滑円滑なななな供給供給供給供給にににに支障支障支障支障をををを来来来来したしたしたした。。。。

　①　避難生活が長期化したときの備蓄方針がない
　②　避難生活の長期化や、補給ルートの遮断も想定した備蓄物資供給訓練がない
という問題点が浮き彫りになった。

・避難生活が長期化したときも住民の生活を守れるよう、備蓄基本計画を整備し市町村の備蓄物資供給活動を支援す
る
・市町村における補給ルートの遮断や長期避難を想定した避難所での訓練を通じて、備蓄基本計画やその供給・支援
内容について精査する

政策事前評価書（避難所備蓄物資点検事業）

地域防災力強化事業
（細事項名称：避難所備蓄物資点検事業）

総務部防災危機管理局

防災企画課
事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称 H25次回評価予定年度
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

長期的長期的長期的長期的なななな避難生活避難生活避難生活避難生活にもにもにもにも対応対応対応対応できるできるできるできる『『『『備蓄基本計画備蓄基本計画備蓄基本計画備蓄基本計画』』』』をををを整備整備整備整備するするするする

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業

④④④④目標目標目標目標
　・備蓄基本計画については、県内市町村の備蓄指針にも影響するため、平成24年度の早い段階での作成を目指す
　・避難所備蓄物資の点検については、備蓄基本計画に従って随時点検を行うものとする

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）6,126千円

一般財源
国庫支出金

その他

H25 H26

指　　標　　名

避難所備蓄物資の
点検

備蓄基本計画の作
成

現　　在　　値

＜備蓄基本計画の内容>
・東日本大震災における避難所の運営実態（避難所受け入れ人数、物資補給ルート、必要な物資の品目・数量等）を調
査
・市町村に対して、避難生活の長期化にも対応できる備蓄物資の品目、数量、備蓄方法の指針を、『備蓄基本計画』の
作成により明示
・『備蓄基本計画』に基づき、供給される物資が有効に利用されるまでの過程について、市町村における補給ルートの遮
断や長期避難を想定した避難所での訓練により検証

0

目　　標　　値

H24 作成完了 困難

人件費 1,063千円

H24
2,000千円

年　度
見込額

従事時間

合　　計
2,000千円 0千円 0千円 0千円 4,000千円

H27 H28

4,000千円
0千円

2,000千円 2,000千円

0千円
252Ｈ 252Ｈ 504Ｈ

2,126千円1,063千円

財
源

H23 0

H25 点検着手 普通H23

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

   避難所備蓄物資点検事業避難所備蓄物資点検事業避難所備蓄物資点検事業避難所備蓄物資点検事業 （Ｈ２４年度～）    

※※※※市町村市町村市町村市町村においてにおいてにおいてにおいて、、、、補給補給補給補給ルートルートルートルートのののの遮断遮断遮断遮断やややや長期長期長期長期

避難避難避難避難をををを想定想定想定想定したしたしたした避難所避難所避難所避難所でのでのでのでの訓練訓練訓練訓練をををを実施 実施 実施 実施 

 平成 25 年度以降、 
①補給ルートの遮断を想定した備蓄物資

供給訓練 
②備蓄資機材（発電機・投光器等）動作点検 
③食糧備蓄の供給方法（賞味期限間近物資の

入替等） 

備蓄物資備蓄物資備蓄物資備蓄物資のののの点検 点検 点検 点検 

長期避難 
対応検証 

避難所運営実態調査 避難所運営実態調査 避難所運営実態調査 避難所運営実態調査 ・ ・ ・ ・ 備蓄基本計画備蓄基本計画備蓄基本計画備蓄基本計画のののの作成 作成 作成 作成 

（実態調査内容） 
避難所受け入れ人数、物資補給ル
ート、必要な物資の品目・数量等 
（備蓄基本計画内容）  
・備蓄物資の品目・数量・備蓄方法 
・備蓄方法の指針（現物又は流通備
蓄のあり方） 

２
４
年
度 
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

   【事業内容】
　　　・避難所運営実態調査 267 千円
　　　・備蓄基本計画策定 1,560 千円

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
　・備蓄基本計画については、県内市町村の備蓄指針にも影響するため、平成24年度の早い段階での作成を目指す
　・避難所備蓄物資の点検については、備蓄基本計画に従って随時点検を行うものとする

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

2,889千円

H23

目　　標　　値
指　　標　　名

困難

現　　在　　値

従事時間
人件費

財
源

備蓄基本計画の作
成

当初予算額

0H23

0

1,062千円

1,827千円
1,827千円

H24

避難所備蓄物資の
点検

252Ｈ

年　度

H25 点検着手 普通

H24 作成完了

　　　　東日本大震災東日本大震災東日本大震災東日本大震災をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、避難生活避難生活避難生活避難生活がががが長期化長期化長期化長期化したときのしたときのしたときのしたときの備蓄方針備蓄方針備蓄方針備蓄方針やややや、、、、補給補給補給補給ルートルートルートルートのののの遮断等遮断等遮断等遮断等もももも想定想定想定想定したしたしたした備蓄物備蓄物備蓄物備蓄物
資供給訓練資供給訓練資供給訓練資供給訓練はははは、、、、本県本県本県本県においてもにおいてもにおいてもにおいても必要不可欠必要不可欠必要不可欠必要不可欠

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

   避難所備蓄物資点検事業避難所備蓄物資点検事業避難所備蓄物資点検事業避難所備蓄物資点検事業 （Ｈ２４年度～）    

※※※※市町村市町村市町村市町村においてにおいてにおいてにおいて、、、、補給補給補給補給ルートルートルートルートのののの遮断遮断遮断遮断やややや長期長期長期長期

避難避難避難避難をををを想定想定想定想定したしたしたした避難所避難所避難所避難所でのでのでのでの訓練訓練訓練訓練をををを実施 実施 実施 実施 

 平成 25 年度以降、 
①補給ルートの遮断を想定した備蓄物資

供給訓練 
②備蓄資機材（発電機・投光器等）動作点検 
③食糧備蓄の供給方法（賞味期限間近物資の

入替等） 

備蓄物資備蓄物資備蓄物資備蓄物資のののの点検 点検 点検 点検 

長期避難 
対応検証 

避難所運営実態調査 避難所運営実態調査 避難所運営実態調査 避難所運営実態調査 ・ ・ ・ ・ 備蓄基本計画備蓄基本計画備蓄基本計画備蓄基本計画のののの作成 作成 作成 作成 

（実態調査内容） 
避難所受け入れ人数、物資補給ル
ート、必要な物資の品目・数量等 
（備蓄基本計画内容）  
・備蓄物資の品目・数量・備蓄方法 
・備蓄方法の指針（現物又は流通備
蓄のあり方） 

２
４
年
度 
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

・ 国の原子力安全委員会ＷＧにおいて、従来のＥＰＺ（防災対策重点充実地域：８～１０㎞）に相当する区域を、緊急防護措置を準
　備する区域（ＵＰＺ）とし、その範囲を概ね３０㎞に拡大する素案が示された。
・九州電力玄海原子力発電所から３０㎞圏内に糸島市が位置するため、圏内の住民が圏外に避難する広域避難計画を予め策定
　する必要があり、県において広域避難基本計画を策定する予定である。
・ 平成２４年度に、その検証のための訓練を実施し、その結果をフィードバックして県地域防災計画（原子力災害対策編）の策定、
　関係市における広域避難個別計画の策定の支援を行う必要がある。　
　

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

・地域防災計画（原子力災害対策編）の見直しがなされるまでの間に、九州電力玄海原子力発電所で大規模事故が発生した場合
には、同原子力発電所から３０km圏内に居住する糸島市民を安全に避難させることができない。

・地域防災計画（原子力災害対策編）の見直しがなされるまでの間に、九州電力玄海原子力発電所で大規模事故が発生した場合
　に備え、最も緊急的に対策が必要な人的被害の最小化を図ることを目的に、平成２３年度中に策定する県の広域避難基本計画
　の検証のため、県及び関係市等が共同で広域避難（市の区域を越える避難）に係る実動訓練を実施する。
・当該訓練の結果をフィードバックして、平成２４年度中に関係市が策定する広域避難個別計画の策定支援を行う。
・県民に対して原子力災害について啓発を図るため、放射線の基礎知識や避難時の注意点などを分かりやすく解説したパンフレッ
　トを作成し配布する。

政策事前評価書（原子力災害教育訓練対策事業）

原子力災害教育訓練対策事業
総務部防災危機管理局

防災企画課
事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称 H26次回評価予定年度

災害に強いまちをつくる

防災危機管理体制の強化

   総合計画
　での位置づけ

災害や犯罪、事故がなく、安全で安心して暮らせること

災害に強いまちの構築

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

・地域防災計画（原子力災害対策編）の見直しがなされるまでの間に、九州電力玄海原子力発電所で大規模事故が発生した場合
に備え、同原子力発電所から３０km圏内に居住する糸島市民を安全に避難させる体制を整えること。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

　

（１）県・関係市協議

３　原子力災害避難啓発パンフレットの作成・配布
　（１）原子力災害に係る基礎知識の周知・啓発のため、啓発パンフレットを作成し配布　

　 　
　

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業

④④④④目標目標目標目標
　　　玄海原子力発電所から30km圏内に居住する糸島市民が安全に避難できる体制を整えるために
　　実施する訓練の回数を指標とし、毎年度１回の実施を目標とする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　 　 　

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

２　関係市における広域避難個別計画の策定支援

普通普通

財
源

人件費 8,432千円 42,160千円8,432千円8,432千円

0千円
2,000Ｈ 2,000Ｈ 2,000Ｈ 2,000Ｈ 2,000Ｈ 10,000Ｈ

6,331千円 6,331千円 6,331千円 6,331千円6,331千円

8,432千円 8,432千円

合　　計
31,655千円

H27 H28

31,655千円
0千円

5回

73,815千円

１　原子力災害広域避難訓練（広域避難計画に基づく実動訓練を県総合防災訓練の中で実施）
（１）関係機関協議等
　　　・関係機関（県・糸島市・警察・消防等）における協議の実施
　　　・住民説明会の開催
（２）実動訓練の実施
　　・３０㎞圏内の糸島市の住民を、市の区域を越えて、概ね３０㎞圏外の地域に避難させる

指　　標　　名

　　・糸島市の住民の集合場所への集合訓練、集合場所から避難先の避難施設までの移動訓練、避難所の開設訓練等

6,331千円 6,331千円 6,331千円 6,331千円
H26H24

6,331千円
年　度
見込額

従事時間

目　　標　　値

3回H23 0 H26

H25

　

訓練実施回数

現　　在　　値

　

H28

福岡県 糸島市
関係機関

警察･消防等
福岡市

避難計画
方針策定

避難計画
骨子策定

関係機関調整会議

住民説明会

実動訓練

広域避難個別計画策定

交通機関等

要避難地域

避難先地域

糸島市
福岡市

集合場所 住民の避難

連絡・調整

住民

避難指示の伝達

・避難誘導

・避難所の開設

・食料、飲料水の提供

・生活必需品の給与等

避難所

住民

福岡県実動訓練の流れ

徒歩

要援護者

自家用車等

自主防・
消防団

県民への周知・啓発
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　　　　　　　　　　　　　　　住民住民住民住民のののの生命生命生命生命をををを守守守守るためるためるためるため、、、、原子力災害発生時原子力災害発生時原子力災害発生時原子力災害発生時にににに速速速速やかにやかにやかにやかに避難避難避難避難できるできるできるできる体制体制体制体制をををを整整整整えておくことはえておくことはえておくことはえておくことは重要重要重要重要であるであるであるである。。。。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　 　
　

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
　　　玄海原子力発電所から30km圏内に居住する糸島市民が安全に避難できる体制を整えるために
　　実施する訓練の回数を指標とし、毎年度１回の実施を目標とする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 14,763千円

一般財源
国庫支出金

その他

H23

指　　標　　名

2,000Ｈ

年　度

8,432千円

6,331千円
6,331千円

当初予算額
H24

3回 普通0 H26 H28 5回

目　　標　　値

従事時間
人件費

財
源

訓練実施回数 普通

現　　在　　値

　

福岡県 糸島市
関係機関

警察･消防等
福岡市

避難計画
方針策定

避難計画
骨子策定

関係機関調整会議

住民説明会

実動訓練

広域避難個別計画策定

交通機関等

要避難地域

避難先地域

糸島市
福岡市

集合場所 住民の避難

連絡・調整

住民

避難指示の伝達

・避難誘導

・避難所の開設

・食料、飲料水の提供

・生活必需品の給与等

避難所

住民

福岡県実動訓練の流れ

徒歩

要援護者

自家用車等

自主防・
消防団

県民への周知・啓発
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

　度に増設。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

○　緊急時モニタリング機器（サーベイメータ）を整備し、当該機器を使用する人材の育成、調査マニュアルの策定が重要
　である。

○　緊急時モニタリング機器（サーベイメータ）による放射能調査結果の情報伝達の仕組み作りが重要である。

○　緊急時に県民の安全を確保するためには、放射能拡散の予測が不可欠である。国が運用している予測システム
　（SPEEDI）はEPZ内(原発から10㎞圏内）を予測範囲としているため、EPZ外である福岡県をカバーしておらず、福岡県への
　情報伝達機能も有していない。

○緊急時モニタリング体制の整備
　・緊急時モニタリング機器（サーベイメータ）の整備
　・緊急時モニタリング機器を使用する県職員、糸島市職員を対象に緊急時放射能調査マニュアルの策定
　・緊急時の放射能調査に対応できる人材の育成（放射能研修の実施）

○放射能調査情報の集約・発信体制の整備

○緊急時における放射能拡散予測システムの構築

   総合計画
　での位置づけ

災害や犯罪、事故がなく、安全で安心して暮らせ
ること

災害に強いまちの構築

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

○　福島原発事故を受け、平成23年3月から水道水や降下物（雨やチリ等）に含まれる放射性物質の測定を毎日実施している。

災害に強いまちをつくる

防災危機管理体制の強化

○　文科省の「全国放射能調査体制の強化」に伴い、モニタリングポスト(6台)、ゲルマニウム半導体検出器(１台)等を平成23年

政策事前評価書（放射能測定体制強化事業）

放射能測定体制強化事業
（緊急時モニタリング体制強化事業）

環境部
環境保全課

事業開
始年度

H24　事業名称
H26

次回評価予定年度
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

○　緊急時のモニタリング機器の整備、使用する人材の育成、放射能調査結果の情報伝達の仕組み作りにより、緊急時のモニ
　タリング体制を確立する。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
性質

④④④④目標目標目標目標
○　緊急時のモニタリング体制の整備を示す指標として、緊急時モニタリング機器の台数及び当該機器を用い測定を実施する
　　職員を対象とした放射線測定研修会の開催回数を設定する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 127,083千円

一般財源
国庫支出金

その他

H26 7回
放射線測定研修
(研修回数) H23 1回

高線量用サーベイ
メータ（整備台数） H23 0台

事業概要

補完

H23当初予算予算額

4,749千円

H25 H26

指　　標　　名
NaI式サーベイメータ
（整備台数）

現　　在　　値 目　　標　　値

当該事業との相違点
国が全国的な環境放射能
のレベルを調査するもの

放射能測定調査費

環境中の放射能及び放射線量レベル
を把握し、公衆の被ばく線量の推定を
行う

事業名

人件費 11,169千円

H24
97,144千円

年　度
見込額

従事時間

97,144千円

17,097千円

合計
6,421千円 6,421千円 109,986千円
6,421千円 6,421千円 109,986千円

2,649Ｈ 703Ｈ 703Ｈ 4,055Ｈ
2,964千円2,964千円

H23 0台

財
源

普通

普通

H26 6台 普通

H26 34台
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
・・・・国国国国においてにおいてにおいてにおいて、、、、原発原発原発原発からからからから30303030㎞㎞㎞㎞圏内圏内圏内圏内ををををUPZUPZUPZUPZとしてとしてとしてとして設定設定設定設定するとのするとのするとのするとの考考考考ええええ方方方方がががが示示示示されされされされ、、、、新新新新たにたにたにたにUPZUPZUPZUPZにににに入入入入るるるる地域



（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

   総合計画
　での位置づけ

災害や犯罪、事故がなく、安全で安心して暮らせること

安全・安心を実感できる治安の確保

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

犯罪や事故のない社会をつくる

暴力団の壊滅
薬物乱用防止対策の推進

政策事前評価書（「暴力団の存在しない福岡県」実現事業）

「暴力団の存在しない福岡県」実現事業
警察本部
暴力団対策部組織犯罪対策課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

全国に類を見ない厳しい暴力団情勢

○　平成23年銃器発砲事件発生件数は全国最多
○　爆発物使用事件等暴力団による犯罪が凶悪化
○　暴力団犯罪の証拠収集が困難化

暴力団を容認する土壌が未だに存在

○　暴力団に資金提供を続ける事業者や暴力団と密接
　な関係を有する事業者などが未だに存在
○　暴力団排除気運の更なる高揚を図るため、暴力団
　排除条例を一部改正（平成２３年１０月）

全国初！暴力団排除教育の実施

○　青少年の暴力団犯罪被害防止及び暴力団加入阻
　止を目的として平成23年度から専任講師による暴力
　団排除教育を全国で初めて実施
○　生徒及び教職員からの反応は極めて良好、次年度
　以降の継続実施が強く求められている

暴力団を容認する土壌が未だに存在

全国に類を見ない厳しい暴力団情勢 武器供給源・資金源対策の強化

改正暴力団排除条例の効果的活用

暴力団排除教育の継続的実施

武器供給源・資金源対策の強化

改正暴力団排除条例の効果的活用

暴力団排除教育の継続的実施

武器・資金源にターゲットを絞った検挙対策の強化

改正暴力団排除条例を活用した新たな暴力団対策の推進

総合的な暴力団排除教育の推進

課　　題

対　応　策

○　勧告、警告等とは
　　 暴排条例の規定に違反した場合に行うものをいう。
○　通報とは
　　 指名停止措置要綱等に基づく暴力団と密接な交際を有する
     事業者等の通報をいう。

中学校 高等学校 計
実施校 330 154 484

受講生徒 108,981 96,743 205,724

【暴力団排除教育実施状況】

H19 H20 H21 H22 H23
銃器発砲事件 15 13 4 8 18
爆発物使用事件 0 1 2 0 5

【銃器発砲等事件の発生状況】

H22 H23
条例違反(勧告・警告等) 3 4
自治体への通報 8 19

【条例違反適用及び通報状況】(件）
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質

④④④④目標目標目標目標

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

14,402千円
102,096千円

0千円
14,402千円
14,402千円

272,085千円

事業名 事業概要

暴力団排除総合対策事業
　福岡県暴力団排除条例を
実効あるものとするために各
種事業を実施するもの。

62,118千円
　新規事業及び暴力団排除
条例に関する事業の実施

28,273千円

H25 H26

基幹

H23当初予算額 当該事業との相違点

　資金源対策のためのインフ
ラ整備及び報復事案等を阻
止するための資機材の整備

H24

73,292千円
年　度
見込額

従事時間

合　　計

0千円 0千円 102,096千円

H27 H28

13,440Ｈ 13,440Ｈ 13,440Ｈ 40,320Ｈ
169,989千円56,663千円

0千円

56,663千円人件費 56,663千円

財
源

73,292千円

暴力団排除のまち福岡実現事業

　暴力団の資金源対策強化、
暴力団と決別する事業者に
対する報復事案阻止対策を
実施するもの。

基幹

14,402千円

　 暴力団の組織基盤である人的供給源、資金源、武器供給源の全てに対して対策を講じ、これら全ての対策が相まる
 ことにより、暴力団を弱体化・壊滅させ、「暴力団の存在しない福岡県」の実現を目指すもの。

　　長期的には暴力団の弱体化・壊滅を推進し、暴力団勢力の減少を目指していく。
　　ただし、暴力団の資金源対策等により暴力団の社会からの隔離を図ったとしても、急激にその構成員数等を減少させ
 ることは困難であり、暴力団勢力の減少については指標を数値化することは困難である。
　　よって本事業については、より評価可能な「武器・資金源にターゲットを絞った検挙対策の強化」「改正暴力団排除条例
 を活用した新たな暴力団対策の推進」「総合的な暴力団排除教育の推進」について、効果を示していくことにより、事業の
 評価を実施していく。（当該内容についても、指標の数値化は困難である。）
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質

④④④④目標目標目標目標

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

　　　特になし

基幹 62,118千円
　新規事業及び暴力団排除
条例に関する事業の実施

事業名 事業概要

暴力団排除総合対策費

129,955千円

56,663千円
13,440Ｈ

73,292千円

H23当初予算額 当該事業との相違点
　福岡県暴力団排除条例を
実効あるものとするために各
種事業を実施するもの。

従事時間
人件費

財
源

当初予算額 73,292千円
H24年　度

　　 事業を実施する必要が認められる。
　　・　現下の厳しい暴力団情勢に的確に対応するため、及び改正暴力団排除条例を実効あるものとするため、当該

　資金源対策のためのインフ
ラ整備及び報復事案等を阻
止するための資機材の整備

暴力団排除のまち福岡実現事業

　暴力団の資金源対策強化、
暴力団と決別する事業者に
対する報復事案阻止対策を
実施するもの。

基幹 28,273千円

　　長期的には暴力団の弱体化・壊滅を推進し、暴力団勢力の減少を目指していく。
　　ただし、暴力団の資金源対策等により暴力団の社会からの隔離を図ったとしても、急激にその構成員数等を減少させる
 ことは困難であり、暴力団勢力の減少については指標を数値化することは困難である。
　　よって本事業については、より評価可能な「武器・資金源にターゲットを絞った検挙対策の強化」「改正暴力団排除条例
 を活用した新たな暴力団対策の推進」「総合的な暴力団排除教育の推進」について、効果を示していくことにより、事業の
 評価を実施していく。（当該内容についても、指標の数値化は困難である。）
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

　　　女性・子ども等の社会的弱者が被害者となる性犯罪、ひったくりの発生件数及び犯罪率（人口１０万人当たりの発生件
　　数）は、いずれも全国と比較してかなり高い状況で推移しており、県民の犯罪に対する不安感を増大させるとともに、
　　福岡県のイメージダウンにもつながっている。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

　　　路上等において発生する性犯罪やひったくりは、容易に犯行が可能な犯罪であり、また、夜間・早朝等の人通りの少ない
　 場所の犯行が多く、目撃者など犯人に結びつく証拠や情報が少ないことなどが大きな課題となっている。
      

　 高い解像度と暗視機能がある高性能カメラを整備し、被疑者に結びつく客観的証拠を収集して被疑者の早期検挙を図る。

犯罪や事故のない社会をつくる

県民の身近で発生する犯罪の抑止対策の推進

   総合計画
　での位置づけ

災害や犯罪・事故がなく、安全で安心して暮らせること

安全・安心を実感できる治安の確保

政策事前評価書（犯罪の起きにくい社会づくり推進事業）

犯罪の起きにくい社会づくり推進事業
警察本部
刑事部刑事総務課

事業開
始年度

Ｈ24　事業名称 Ｈ26次回評価予定年度

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

女性女性女性女性・・・・子子子子どもがどもがどもがどもが被害者被害者被害者被害者となるとなるとなるとなる性犯罪性犯罪性犯罪性犯罪、、、、ひったくりのひったくりのひったくりのひったくりの多発多発多発多発

犯罪犯罪犯罪犯罪のののの起起起起きにくいきにくいきにくいきにくい社会社会社会社会づくりのためのづくりのためのづくりのためのづくりのための高性能高性能高性能高性能カメラカメラカメラカメラのののの整備整備整備整備

県内の性犯罪、ひったくりの現状

発生件数 発生件数 発生件数

H23 65件 1.29件 ・・・全国ワースト５位 485件 9.62件 ・・・全国ワースト２位 716件 14.20件 ・・・全国ワースト７位

H22 76件 1.51件 ・・・全国ワースト２位 470件 9.33件 ・・・全国ワースト２位 855件 16.97件 ・・・全国ワースト７位

H2１ 84件 1.67件 ・・・全国ワースト２位 355件 7.06件 ・・・全国ワースト３位 1557件 30.94件 ・・・全国ワースト３位

H20 122件 2.43件 ・・・全国ワースト１位 385件 7.65件 ・・・全国ワースト５位 1559件 30.99件 ・・・全国ワースト３位

年
ひったくり

犯罪率犯罪率

強姦 強制わいせつ

犯罪率
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

　　高い解像度と暗視機能がある高性能カメラの整備により、
　　　　○　夜間等でも被疑者に結びつく客観的証拠の収集が可能となり、被疑者を早期に割り出し、事件の早期検挙が図られる
　　　　○　被疑者の早期検挙により、その後の発生を抑止して県民の安心感を醸成する
 等により、県民の安全・安心の確保と幸福度の向上を図る。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

28,299千円

4,599Ｈ

Ｈ２８

年　度
見込額

財
源

28,299千円

人件費 19,390千円

28,299千円

4,599Ｈ 4,599Ｈ
19,390千円

困難

指　　標　　名
現　　在　　値

刑法犯認知件数 Ｈ２３

従事時間

H24
143,067千円

70000件

　

　○　刑法犯認知件数の減少
　　　 犯罪抑止対策の効果を測る指標として「刑法犯認知件数」を設定する。

目　　標　　値

84,897千円
H27 H28

84,897千円
0千円

0千円
合　　計

0千円
13,797Ｈ

58,170千円

困難

28,299千円

73421件 H２６ 71000件

H25 H26

19,390千円

28,299千円 28,299千円 0千円



４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　　 県下の性犯罪等の犯罪情勢にかんがみ、早期検挙による県民の不安感の解消と犯罪発生の抑止を図り、
　　増加傾向にある性犯罪に歯止めをかけるためにも、当該事業を実施する必要がある。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

　　　特になし

従事時間
人件費

財
源

当初予算額

指　　標　　名

19,390千円

28,299千円
28,299千円

4,599Ｈ

目　　標　　値

困難Ｈ２８

現　　在　　値

　○　刑法犯認知件数の減少
　　　  犯罪抑止対策の効果を測る指標として「刑法犯認知件数」を設定する。

年　度 H24
47,689千円

刑法犯認知件数 Ｈ２３ 73421件 70000件H２６ 71000件 困難

高高高高
性性性性
能能能能
カカカカ
メメメメ
ララララ
のののの
整整整整
備備備備

被被被被
疑疑疑疑
者者者者
をををを
早早早早
期期期期
にににに
検検検検
挙挙挙挙

○○○○　　　　事件事件事件事件のののの早期解決早期解決早期解決早期解決
○○○○　　　　客観的証拠客観的証拠客観的証拠客観的証拠のののの保全保全保全保全
○○○○　　　　犯人犯人犯人犯人のののの追跡追跡追跡追跡
○○○○　　　　捜査員捜査員捜査員捜査員のののの効率運用効率運用効率運用効率運用

主効果主効果主効果主効果（（（（検挙検挙検挙検挙））））

副次効果副次効果副次効果副次効果（（（（抑止抑止抑止抑止））））

○○○○　　　　同一犯同一犯同一犯同一犯のののの犯行抑止犯行抑止犯行抑止犯行抑止
○○○○　　　　検挙検挙検挙検挙によるによるによるによる犯罪者等犯罪者等犯罪者等犯罪者等
　　　　へのけんへのけんへのけんへのけん制制制制
○○○○　　　　事件解決事件解決事件解決事件解決によるによるによるによる安心安心安心安心
　　　　感感感感のののの醸成醸成醸成醸成

発
生
件
数
の
減
少

県
民
の
幸
福
度
向
上

客客客客
観観観観
的的的的
証証証証
拠拠拠拠
のののの
確確確確
保保保保
がががが
可可可可
能能能能
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①　　　　現状現状現状現状

　○　犯罪が複雑化、多様化、スピード化する中、県下では、けん銃発砲事件の発生や強盗事件、子ども・女性を
　　狙った性犯罪が多発するなど、未だ県民の不安を掻き立てる犯罪が後を絶たない。

②②②②　　　　解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

　○　遺失物等の即時照会不能による手配、連絡の遅延（低水準な県民サービス）
　○　記録媒体での情報伝達に起因する情報漏洩の危険（紛失、盗難等による情報流出）
　

○○○○　　　　交番等交番等交番等交番等へのへのへのへの情報通信情報通信情報通信情報通信ネットワークネットワークネットワークネットワークのののの整備拡充整備拡充整備拡充整備拡充
　　現在、警察署まで整備されている情報通信ネットワークを県内全２２５交番まで延伸し、リアルタイムでの情報
　共有等による交番の機能強化を推進

総合計画
での位置づけ

災害や犯罪、事故がなく、安全で安心して暮らせること

安全・安心を実感できる治安の確保

犯罪や事故のない社会をつくる

治安を確保するための基盤の充実・強化

  【  【  【  【交番機能交番機能交番機能交番機能のののの強化強化強化強化のののの必要性必要性必要性必要性】】】】

　○　リアルタイムでの情報の共有及び活用が困難（本部・警察署との情報格差の存在、業務の合理化への障壁）

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

　【【【【他県他県他県他県とのとのとのとの比較比較比較比較】】】】
　○　平成２３年４月現在、交番等へのネットワークの整備率は０．６％と低く、また、全国的にも下位に位置し
    ている。　　

政策事前評価書（交番ネットワーク整備事業）

交番ネットワーク整備事業
警察本部
総務部情報管理課

事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称 Ｈ２６次回評価予定年度

　　　こうした情勢の中、交番等では、警察の最前線においてあらゆる事案に即応し、県民の安全安心の確保に努
　　めているが、情報通信ネットワークが未整備であるため、警察署等で扱われる犯罪情報や防犯情報などの各種
　　情報伝達に制約を受けている。

交番数 225箇所 駐在所数 107箇所

整備済み 2箇所 整備済み 0箇所

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

遺失届出 114984件 134428件 139329件 141645件 145644件

拾得届出 136406件 500068件 487195件 522089件 559635件

遺失者に返還 55966件 69265件 73170件 77551件 81611件

【本県の交番等へのネットワーク整備状況】

【県内の遺失物及び拾得物の処理状況】

（県警察調べ）

（県警察調べ）

整備率 0.60% 全国順位 ４３位
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①　　　　事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

　○　ネットワークシステムを活用した交番の機能拡充により、県民のニーズに応えた安全かつ安心な地域社会
　　の実現と県民生活の利便性の向上

　○　ネットワーク整備による情報セキュリティの強化

②②②②　　　　事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③　　　　関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④　　　　目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
総見込額（人件費含む）

一般財源



４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　・　交番ネットワークは、住民に身近な警察サービスの向上（遺失物の届出、返還等）はもとより、捜査
　　情報の即時共有化や業務効率化により、性犯罪やつきまとい等の前兆事案への先制的なパトロール及び
　　警戒活動が実現可能となり、本県における体感治安の向上に寄与するものである。
　・　全ての交番を対象とし、ネットワーク導入の効果を高め、ひいては、住民サービスの向上に繋げる。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

①①①①　　　　事業概要事業概要事業概要事業概要

②②②②　　　　関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③　　　　実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用

一般財源
国庫支出金

その他

人件費

財
源

交番ネットワーク整備

当初予算額

13,863千円
3,288Ｈ

H24

36,096千円

　　本事業は県下全交番へのネットワークの整備を目標とするため、「ネットワーク整備交番数」を指標とする。

容易

現　　在　　値

　　特になし

指　　標　　名

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

目　　標　　値

Ｈ２６Ｈ２３

49,959千円

225箇所

　　総事業額（人件費含む）

2箇所

従事時間

年　度
36,096千円



（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

・飲酒運転撲滅活動に関する知識、経験を有する者を市町村等の求めに応じ派遣する必要

・県民の飲酒運転撲滅気運が希薄化している。

○市町村、交通に関わる関係機関、事業者等と連携し、「飲酒運転撲滅運動の推進に関する条例」に基づく施策を総合的に実
施

・事業者、飲食店営業者、酒類販売業者、駐車場所有者などに職員や緊急雇用による「飲酒運転撲滅啓発支援員」が直接訪問
し、条例の説明、飲酒運転撲滅のための取組みを要請
・事業者における「飲酒運転撲滅宣言企業」登録制度、飲食店における「飲酒運転撲滅宣言の店」登録制度の浸透、宣言登録
の促進を図る。

・「飲酒運転撲滅宣言企業」、「飲酒運転撲滅宣言の店」登録制度の制度内容周知が必要
・飲酒運転による検挙者の中には、アルコール依存症を疑われる者が多数存在する。
・県の執行機関、市町村、事業者団体等の連携による対策が必要

・事業者、飲食店営業者、酒類販売業者、駐車場所有者などに対する条例内容の周知徹底を図り、飲酒運転撲滅のために協
力を得ることが必要

・県警OBや医療経験者などを「飲酒運転撲滅活動アドバイザー」として派遣する取り組みや、各市町村ごとに２名程度を委嘱す
る「飲酒運転撲滅活動推進員」を派遣

・飲酒運転撲滅連絡会議を設置し、「飲酒運転撲滅推進総合計画」を策定

○本県では、平成２２年（１月～１２月）の飲酒運転事故件数が３３７件と全国ワースト１位であり、平成２３年については、前年を
８０件下回る２５７件となったものの、引き続き全国ワースト上位である。飲酒運転による検挙者も後を絶たず、飲酒運転は極め
て深刻な社会問題となっている。

○飲酒運転は重大事故につながる犯罪行為であり、県民生活にとって大きな脅威となっている。制定された条例に基づく施策
を推進し、飲酒運転事故件数のさらなる減少を図ることが課題

○県議会では、飲酒運転の撲滅に向けた議員提案条例の制定へ向けて、「飲酒運転撲滅条例調整会議」が設置され検討が重
ねられた。本条例については、平成２４年２月議会において制定がなされたところである。

・県民への広報啓発を徹底するため、ポスター、チラシの作成や情報発信イベントなどの集中キャンペーンを実施

・アルコール問題対策として、飲酒運転違反者への受診指導、依存症と診断された者への受療指導、問題飲酒行動がある者の
飲酒行動是正に取り組む。

政策事前評価書（飲酒運転撲滅運動推進事業）

飲酒運転撲滅運動推進事業
新社会推進部
生活安全課

事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称 Ｈ２６次回評価予定年度

犯罪や事故のない社会をつくる

飲酒運転の撲滅

   総合計画
　での位置づけ

災害や犯罪、事故がなく安全に安心して暮らせる
こと

道路交通の安全確保

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

飲酒運転交通事故件数の推移

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

(4) (5) (5) (4) (1) (2)

650 366 284 296 337 257

上段( )：全国順位

下段　 ：事故件数
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要
（１）条例広報費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １，３５７千円

（２）飲酒運転撲滅キャンペーン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ７，８８６千円

（３）アルコール問題対策費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １８，９０６千円

（４）事業者（企業）取組促進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ５，３４０千円

（５）飲食店取組促進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２６，９３５千円

（６）酒類販売業者・駐車場等取組促進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６，２４０千円

（７）飲酒運転撲滅連絡会議　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １，２１５千円
　　・県の執行機関、市町村、特定事業者の団体等により構成

（８）飲酒運転撲滅活動促進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２，５５１千円

④④④④目標目標目標目標
○飲酒運転撲滅気運の醸成を測る指標として、「飲酒運転撲滅宣言企業登録数」、「飲酒運転撲滅宣言の店登録数」を設定する

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 93,196千円

一般財源
国庫支出金

その他

H27

　　・｢飲酒運転撲滅推進総合計画｣の策定

　　・飲酒運転撲滅活動アドバイザーの派遣

　　○｢飲酒運転撲滅宣言の店｣（来店者に車両利用の有無を確認するなど、飲酒運転の撲滅に取り組む旨の宣言を行った
　　　飲食店）制度の周知徹底及び運用

　　　・登録システムの構築、運営

　　○｢飲酒運転撲滅宣言企業｣（飲酒運転の撲滅を宣言し、従業員等に対する啓発、社内処分等について定めた飲酒運転
　　　撲滅推進計画の策定に努める事業者）制度の周知徹底及び運用

　　・若者向けリーフレット作成、配布

　　・飲酒運転撲滅活動推進員の研修等

　　　・登録システムの構築、運営
　　　・飲酒運転撲滅宣言の手引き作成等

　　　・飲酒運転撲滅啓発支援員（緊急雇用）が直接訪問し制度周知
　　　・ポスター、チラシ等の作成

　　　・飲酒運転撲滅計画策定手引きの作成等

　　　・飲酒運転撲滅啓発支援員（緊急雇用）が直接訪問し制度周知

　　・違反者に対する受診指導
　　・アルコール依存症と診断された者に対する受療指導等
　　・問題飲酒行動該当者への｢飲酒行動是正プログラム｣の実施委託等

　　・ドライバー、家庭・職場への広報啓発（期間集中キャンペーン）

Ｈ２８ 7,000件

　　・条例周知ポスター、チラシ等の作成

○飲酒運転撲滅条例では、事業者の責務、飲食店の責務が規定されるとともに、飲食店や飲酒運転違反者への罰則が規定さ
れるなどしており、県民への十分な周知を行う必要がある。
○県が飲酒運転撲滅に率先して取り組む姿勢を明確に示し、本県における飲酒運転撲滅気運を効果的に高め、飲酒運転及び
飲酒運転事故の抑制、撲滅を図る。

困難Ｈ２３

0千円

財
源

29,686千円
40,744千円

70,430千円

0 Ｈ２６

5,400Ｈ
0千円 22,766千円

0千円
5,400Ｈ

0千円 0千円

Ｈ２８ 7,000件 困難

40,744千円

合　　計H28

29,686千円

H24
70,430千円

年　度
見込額

従事時間
人件費 22,766千円

現　　在　　値

Ｈ２３ 0 Ｈ２６

目　　標　　値

5,000件 困難

5,000件

H25 H26

指　　標　　名

困難
飲酒運転撲滅宣言
の店登録数

飲酒運転撲滅宣言
企業登録数

0千円 0千円 0千円 0千円
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　条例内容の県民生活への浸透を図り、制定の効果を高めるため、事業実施の必要がある。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　特になし

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要
（１）条例広報費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １，３５７千円

（２）飲酒運転撲滅キャンペーン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ７，８８６千円

（３）アルコール問題対策費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １８，９０６千円

（４）事業者（企業）取組促進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ５，３４０千円

（５）飲食店取組促進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２６，９３５千円

（６）酒類販売業者・駐車場等取組促進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６，２４０千円

（７）飲酒運転撲滅連絡会議　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １，２１５千円
　　・県の執行機関、市町村、特定事業者の団体等により構成

（８）飲酒運転撲滅活動促進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２，５５１千円

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 93,197千円

一般財源
国庫支出金

その他

困難 Ｈ２８

　　・飲酒運転撲滅活動推進員の研修等

　　　・飲酒運転撲滅宣言の手引き作成等

　　・飲酒運転撲滅啓発支援員（緊急雇用）が直接訪問し制度周知
　　・ポスター、チラシ等の作成

　　・｢飲酒運転撲滅推進総合計画｣の策定

7,000件
飲酒運転撲滅宣言
企業登録数 Ｈ２３

　　・条例周知ポスター、チラシ等の作成

　　・ドライバー、家庭・職場への広報啓発（期間集中キャンペーン）

　　・飲酒運転撲滅活動アドバイザーの派遣

0

7,000件 困難

　　・アルコール依存症と診断された者に対する受療指導等
　　・問題飲酒行動該当者への｢飲酒行動是正プログラム｣の実施委託等

　　　・登録システムの構築、運営

Ｈ２６

　　　・飲酒運転撲滅啓発支援員（緊急雇用）が直接訪問し制度周知

0

Ｈ２６

指　　標　　名

困難

目　　標　　値

Ｈ２８

　　　・登録システムの構築、運営

困難5,000件

5,000件

H24

飲酒運転撲滅宣言
の店登録数

5,400Ｈ

年　度

Ｈ２３

従事時間
22,767千円

70,430千円
29,686千円
40,744千円

現　　在　　値

　　・若者向けリーフレット作成、配布

　　・違反者に対する受診指導

　　　・飲酒運転撲滅計画策定手引きの作成等

　　○｢飲酒運転撲滅宣言の店｣（来店者に車両利用の有無を確認するなど、飲酒運転の撲滅に取り組む旨の宣言を行った
　　　飲食店）制度の周知徹底及び運用

　　○｢飲酒運転撲滅宣言企業｣（飲酒運転の撲滅を宣言し、従業員等に対する啓発、社内処分等について定めた飲酒運転
　　　撲滅推進計画の策定に努める事業者）制度の周知徹底及び運用

人件費

財
源

当初予算額
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

 

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
○　飲酒運転の経験について、一般人が４８％であるのに対し、アルコール依存症者は７５％との調査結果が報告されている。
○　アルコール依存症者は県内に３万２千人いると推計されているが、専門医療機関への受診率は約２％と推計されており、治療
　を受けていないアルコール依存症者が多数いると推計される。また、アルコール依存症の疑いのある者（多量飲酒者や習慣飲酒
　者等）も県内に１４万４千人いると推計されている。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））
(1)　本人・周囲の気づき
　○　アルコール依存症は治療が必要な病気であるが、本人に病識がなかったり、または否認することから、家族も気づきにくい。
　○　節度を超えた不適切な飲酒が繰り返されることにより、本人が気付かないうちにアルコール依存症に至る危険がある。

(2)　相談・医療へのつなぎ
　○　アルコール依存症であると家族が気づいたとしても、本人が相談や医療機関になかなか行かない。

(3)　断酒の継続
　○　アルコール依存症からの回復は「断酒」が不可欠であるが、「断酒」を続けることが難しい。

○　アルコール依存症の自己チェックの普及を図り、アルコール依存症の発見に繋げる。

○　家族や事業主などの周囲の者におけるアルコール依存症者への対応力を向上させ、アルコール依存症者に対する医療機関
　への受診、治療に繋げる。

○　自助グループの活動を活性化させることで、アルコール依存症の治療（断酒）の継続を促進させる。

政策事前評価書（アルコール依存症支援事業）

アルコール依存症支援事業
保健医療介護部
健康増進課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

　犯罪や事故のない社会をつくる

　飲酒運転の撲滅

   総合計画
　での位置づけ

　災害や犯罪、事故がなく、安全で安心して暮ら
せること

　道路交通の安全確保

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
　○　アルコール依存症者及びその疑いのある者の減少により、県民の健康増進を図るとともに、もってアルコール依存症者によ
　　る飲酒運転の減少にもつなげる。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要
(1)　アルコール依存症に関する講習会の開催
　ア　アルコール依存症関連問題講習会の開催
　　○　一般県民を対象として、適正飲酒やアルコール関連問題（不適切な飲酒が引き起こす健康問題、事故、家族問題、職業問
　　　題等）に関する理解を深めるための講習会を開催する。

　イ　アルコール依存症講習会の開催
　　○　事業主を対象に、職場におけるアルコール関連問題について啓発するとともに、アルコール依存症自己チェックによるアル
　　　コール依存症従業員の早期発見や、医療機関の紹介や家族への対応方法などに関する講習会を開催する。
　　○　患者を持つ家族を対象にアルコール依存症者への対応方法に関する講習会を開催する。

(2)　アルコール依存症自己チェックの取組促進
　○　市町村、企業等の健診時等によるアルコール依存症自己チェックの実施を働きかける。

(3)　相談支援体制の強化
　○　精神保健福祉センター及び各保健福祉環境事務所におけるアルコール関連問題の相談への対応力を向上させるため、事
　　例検討会等の研修を実施し、支援体制の強化を図る。
　○　自助グループの会員（特に相談対応を行う者）を対象にした研修会を開催し、自助グループの相談体制の強化を図る。

　　【事業の内容】
　　　　・アルコール依存症に関する講習会の開催 9,698 千円
　　　　・アルコール依存症自己チェックの取組促進 557 千円
　　　　・相談支援体制の強化 2,011 千円

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
　なし

④④④④目標目標目標目標
　○　アルコール依存症者及びアルコール依存症の疑いのある者の減少により、県民の健康増進を図るとともに、アルコール
　　依存症者による飲酒運転の減少にもつなげることが目標であり、指標として飲酒運転事故件数を設定する。なお、目標値
　　は以下のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

困難

107,045千円

70,247千円

0千円
16,662Ｈ

財
源

0千円 0千円 0千円

12,266千円 12,266千円
0千円

23,416千円23,416千円

12,266千円 12,266千円 0千円 0千円

0千円 0千円

合　　計
36,798千円

H27 H28

36,798千円
0千円

H24
12,266千円

年　度
見込額

従事時間

12,266千円

人件費 23,416千円

0千円 0千円

5,554Ｈ 5,554Ｈ 5,554Ｈ

現　　在　　値 目　　標　　値

H25 H26

指　　標　　名

飲酒運転事故件数 H23 257件 130件H26 193件 困難 H28
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　　・アルコール依存症者は、アルコール依存症を否認するものであるため、広く一般県民を対象とする講習会にアル
　　　　コール依存症者が参加するか疑問である。
　　　･アルコール相談は従来から実施していたものであるため、新たな研修は必要ない。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　・自己チェックの取組の普及を図ることで、アルコール依存症者の気づきを促進させる。
　　　・精神保健福祉センター及び各保健福祉環境事務所の相談事例や他自治体の相談事例を活用して相談技術の向
　　　　上を図る。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要
(1)　アルコール依存症講習会の開催
　○　事業主を対象に、職場におけるアルコール関連問題について啓発するとともに、アルコール依存症自己チェックによるアル
　　　コール依存症従業員の早期発見や、医療機関の紹介や家族への対応方法などに関する講習会を開催する。
　○　患者を持つ家族を対象にアルコール依存症者への対応方法に関する講習会を開催する。

(2)　アルコール依存症自己チェックの取組促進
　○　市町村、企業等の健診時等によるアルコール依存症自己チェックの実施を働きかける。

(3)　相談支援体制の強化
　○　自助グループの会員（特に相談対応を行う者）を対象にした研修会を開催し、自助グループの相談体制の強化を図る。

　　【事業の内容】
　　　　・アルコール依存症に関する講習会の開催 4,953 千円
　　　　・アルコール依存症自己チェックの取組促進 557 千円
　　　　・相談支援体制の強化 279 千円

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
　なし
　　　

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
　○　アルコール依存症者及びアルコール依存症の疑いのある者の減少により、県民の健康増進を図るとともに、アルコール
　　依存症者による飲酒運転の減少にもつなげることが目標であり、指標として飲酒運転事故件数を設定する。なお、目標値
　　は以下のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

困難

14,710千円

130件

年　度

飲酒運転事故件数 H23 257件 H26 193件 困難 H28

8,921千円

5,789千円
5,789千円

0千円

H24

2,116Ｈ
0千円

指　　標　　名

従事時間
人件費

財
源

当初予算額

現　　在　　値 目　　標　　値
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

全国の飲酒運転事故発生件数

福岡県の飲酒運転事故発生状況（H23)

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

政策事前評価書（飲酒運転撲滅対策事業）

飲酒運転撲滅対策事業
警察本部
交通部交通企画課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

犯罪や事故のない社会をつくる

飲酒運転の撲滅

   総合計画
　での位置づけ

災害や犯罪、事故が無く、安全で安心して暮らせること

道路交通の安全確保

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

　 本県では、３児童が亡くなる海の中道での飲酒運転事故（Ｈ１８）、高校生２名が亡くなる粕屋町での飲酒運転事故（Ｈ
２２）などの痛ましい事故が発生しているにも関わらず、平成２２年（一昨年）には、飲酒運転による交通事故の発生件数
が全国ワーストとなり、翌平成２３年（昨年）の発生件数は減少したものの、未だワースト２位に留まるなど、飲酒運転によ
る交通事故は高い水準で推移している。

5.8%

62.6%

13.6%

18.0%

0.25mg/l以上

0.25mg/l未満

基準値以下・検知不能 酒酔い

2.7%

54.3%
16.3%

26.7%

0.25mg/l以上
0.25mg/l未満

基準値以下・検知不能 酒酔い



３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質 H24当初予算額 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

257件 130件

 死者数」を設定する。

－－ H28

H27 120人 困難

困難H23

飲酒運転撲滅運動の推
進に関する条例対策費

事業名

29,686千円
飲酒運転撲滅運動の推進に関する条例の運
用に係る広報や運用のための必要経費

基幹

事業概要

202,835千円

財
源

158,454千円52,818千円52,818千円

0千円
12,528Ｈ 12,528Ｈ 12,528Ｈ 37,584Ｈ

28,604千円
15,777千円

18,086千円 5,259千円 5,259千円

合　　計
10,518千円 10,518千円 0千円 0千円 44,381千円

H27 H28H24
23,345千円

年　度
見込額

従事時間

5,259千円 5,259千円 5,259千円

人件費 52,818千円

現　　在　　値

H22 170人 －

目　　標　　値

　　飲酒運転による交通事故の発生抑止が目標であるため、指標として「飲酒運転による交通事故発生件数」「交通事故

－ －

H25 H26

指　　標　　名

交通事故死者数

飲酒運転による交通
事故発生件数

－

　○　違反者の徹底検挙による飲酒運転事故の未然防止
　　   警察の取締りを巧妙に逃れながら飲酒運転を敢行する悪質違反者の徹底検挙

　○　飲酒運転撲滅気運の高揚
　　   希薄化した飲酒運転撲滅気運の高揚と定着化

　　　　           【  事業内容  】
○　指導取締りの強化
　　より精度の高い取締り資機材による違反者の徹底検挙
○　飲酒運転を許さない社会環境づくりの推進
　・　飲酒運転抑止のための各種広報啓発活動の強化
　・　飲酒運転の代償や危険性を理解させる交通安全教育の実施

飲
酒
運
転
の
撲
滅

○　指導取締りの強化
　　 より精度の高い取締り資機材（デジタル式アルコール測定器）の導入により、違反者を徹底検挙する。

○　 飲酒運転を許さない社会環境づくりの推進
　◆　広報啓発活動
　　　・  飲酒運転を思いとどまらせる広報啓発活動
　　　　  ドライバーに最も近いメディアであるラジオを利用し、ドライバーに呼びかけ、飲酒運転を思いとどまらせる放送を行う。
　
　　　・  飲酒運転の悪質性・危険性を訴える広報啓発活動
　　　　  映画館のスクリーン広告を活用し、他の情報と遮断された高い集中状態の観客に対し、飲酒運転撲滅意識を醸成す
　　　 る広報啓発を実施する。
　
　　　・  県民の飲酒運転撲滅気運を高める広報啓発活動の強化
　　　　  飲酒運転の増加する時期や過去に重大な飲酒運転事故が発生した時期等を捉え、繁華街等の街頭ビジョンでの広報
   　  活動を行うほか、県警ホームページに飲酒運転関連コンテンツを追加し、飲酒運転の現状や危険性等の情報を発信し、
　　　 飲酒運転撲滅気運の向上に繋げる。
 
　◆　交通安全教育
　    ・  飲酒運転の代償や危険性を理解させる交通安全教育の実施
　        飲酒運転事故被害者遺族の「生の声」を収録した講習用映画を作成し、事故の背景や被害者遺族の感情等を受講者
       に理解させ、飲酒運転撲滅意識の醸成に繋げる。
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
性質 H24当初予算額 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用

　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

飲酒運転撲滅運動の推進に関する条例の運
用に係る広報や運用のための必要経費

基幹

事業概要

76,163千円

事業名

H27 120人 困難

H28 130件

飲酒運転撲滅運動の推
進に関する条例対策費

29,686千円

12,528Ｈ

年　度

　    県下の飲酒運転による交通事故情勢にかんがみ、より強力に取締りを推進し、飲酒運転撲滅気運の醸成と定着化
   を図るためにも当該事業を実施する必要がある。

－H22

－ －257件 －

　　　特になし

　　飲酒運転による交通事故の発生抑止が目標であるため、指標として「飲酒運転による交通事故発生件数」「交通事故死者
 数」を設定する。

－

人件費

財
源

飲酒運転による交通
事故発生件数

当初予算額

52,818千円
従事時間

170人 －

23,345千円
18,086千円
5,259千円

H24

交通事故死者数

H23

目　　標　　値
指　　標　　名

困難

現　　在　　値

○　指導取締りの強化
　　 より精度の高い取締り資機材（デジタル式アルコール測定器）の導入により、違反者を徹底検挙する。

○　 飲酒運転を許さない社会環境づくりの推進
　◆　広報啓発活動
　　　・  飲酒運転を思いとどまらせる広報啓発活動
　　　　 ドライバーに最も近いメディアであるラジオを利用し、ドライバーに呼びかけ、飲酒運転を思いとどまらせる放送を行う。
　
　　　・  飲酒運転の悪質性・危険性を訴える広報啓発活動
　　　　  映画館のスクリーン広告を活用し、他の情報と遮断された高い集中状態の観客に対し、飲酒運転撲滅気運意識を醸
  　　 成する広報啓発を実施する。
　
　　　・  県民の飲酒運転撲滅気運を高める広報啓発活動の強化
　　　　 飲酒運転の増加する時期や過去に重大な飲酒運転事故が発生した時期等を捉え、繁華街等の街頭ビジョンでの広報
   　  活動を行うほか、県警ホームページに飲酒運転関連コンテンツを追加し、飲酒運転の現状や危険性等の情報を発信し、
　　　 飲酒運転撲滅気運の向上に繋げる。
 
　◆　交通安全教育
　    ・  飲酒運転の代償や危険性を理解させる交通安全教育の実施
　        飲酒運転事故被害者遺族の「生の声」を収録した講習用映画を作成し、事故の背景や被害者遺族の感情等を受講者
       に理解させ、飲酒運転撲滅意識の醸成に繋げる。

　　　　           【  事業内容  】
○　指導取締りの強化
　　より精度の高い取締り資機材による違反者の徹底検挙
○　飲酒運転を許さない社会環境づくりの推進
　・　飲酒運転抑止のための各種広報啓発活動の強化
　・　飲酒運転の代償や危険性を理解させる交通安全教育の実施

飲
酒
運
転
の
撲
滅
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（様式　１号）

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
A 放射性物質が含まれる食品の安全対策

・

・ 　しかし、放射性セシウムに汚染された可能性のある牛肉が本県へも流通し、流通調査や検査を実施した。

B　 生食用食肉の安全対策
・

・ 　食肉の生食については、危険性についてこれまで繰り返し周知していたが、未だ生肉を好んで食べる人が多い。

・ 　腸管出血性大腸菌は、小児、高齢者等ハイリスク者が罹患した場合、症状が重篤になりやすい。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））
A 放射性物質が含まれる食品の安全対策

今後、放射性物質に汚染された食品が流通する可能性がないといえない。

B　 生食用食肉の安全対策
生食用食肉取扱事業者が規格基準を遵守し、生食用食肉による食中毒の発生を防止する。
ハイリスク者が食肉を生で食べないようにする。

A 放射性物質が含まれる食品の安全対策
新たな地域や品目に係る汚染の可能性のある食品が本県に流通した場合は、流通調査及び必要な検査を実施する。

B　 生食用食肉の安全対策

生食食肉を取り扱う事業者が規格基準を遵守するよう監視指導及び検査を実施する。

消費者に対し、食肉の生食の危険性、特にハイリスク者が食肉を生で食べないよう正しい知識の普及、啓発を行う。

政策事前評価書（食の安全対策推進事業）

食の安全対策推進事業
(放射性物質汚染食品及び生食用食肉
の安全対策)

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度
事業所
管部課

名

保健医療介護部
保健衛生課

暮らしの安全・食の安全を守る

食の安全・安心の確保

　平成23年3月の福島原発事故の影響により、福島県及び近隣の自治体において出荷段階で農産物等食
品の放射性物質について計画的な検査が行われ、暫定規制値を超過した農産物等においては、出荷制限
等の措置がなされている。

　平成23年4月に富山県等の飲食店において、牛肉の生食による腸管出血性大腸菌食中毒が発生したこと
を受け、同年10月生食用食肉の規格基準が設定された。

   総合計画
　での位置づけ

 　　災害や犯罪、事故がなく、安全で安心して
　　　暮らせること

食の安全・安心の確保

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要
A 放射性物質が含まれる食品の安全対策

B　 生食用食肉の安全対策

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

32,532千円

普通

5,995千円
5,995千円

12 H26 18

財
源

5,995千円 5,995千円
5,995千円

H24

14,547千円4,849千円4,849千円

0千円
1,150Ｈ 1,150Ｈ 1,150Ｈ 3,450Ｈ

17,985千円
0千円

0千円 0千円
合　　計

17,985千円
H27 H28

5,995千円
年　度
見込額

従事時間
4,849千円

現　　在　　値

H28 36

　食品の安全性を確保し、県民の健康を保護する観点から、放射性物質に汚染された食品並びに規格基準
に合致しない生食用食肉を排除し、安全な食品の流通、提供を図るとともに、食品の安全に関する正しい知
識や情報を県民に適切に提供し、安全・安心に配慮した食生活を推進する。

目　　標　　値

H23

H25 H26

指　　標　　名

普通

　食品の安全性を確保し、県民の健康を保護すること及び安全・安心に配慮した食生活の推進が目標であ
り、指標として食の安全に係る意見交換会等の開催回数を設定する。
　なお、目標値は以下のとおりとする。

食の安全に係る意
見交換会等開催回
数

人件費

県内流通判明 〔既に超過判明〕

違反食品

 規制値超過

 規制値以内

食
の
安
全
・
安
心

放射性物質
汚染可能性食品

流通調査

検査

排除

流通可能

食
の
安
全
・
安
心

小児、高齢者等ハイリスク者対象のリーフレットの作成・配布

PTA、地域の老人会等意見交換による啓発、正しい知識の普及
消費者

生食用食肉を
取り扱う事業者

生食用食肉の規格基準の遵守を監視指導・検査
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要
A 放射性物質が含まれる食品の安全対策

B　 生食用食肉の安全対策

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用



（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

1 ふくおか子育てマイスターの認定
・子育てに関する最新の知識等の習得（事故防止、感染症対策等）のための研修を実施し、研修修了者を認定

2 ふくおか子育てマイスターの活動支援
・市町村・シルバー人材センター・社会福祉協議会と協力し、ふくおか子育てマイスターの職域開拓（保育所・地域子育て
支援拠点施設等）等を実施
・活動事例の紹介や情報提供を実施

政策事前評価書（高齢者子育て支援推進事業）

高齢者子育て支援推進事業
福祉労働部
子育て支援課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

   総合計画
　での位置づけ

高齢者や障害者が安心してはつらつと生活でき
ること

70歳現役社会づくりの推進

高齢者が活躍する社会をつくる

共助社会づくりへの参加促進

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

○（保育サービスの潜在的ニーズ）
・子どもの数は減少傾向にあるものの、現在働いていない幼い子どものいる母親で就業希望のある者は多く、今後、保育ニー
ズは高まっていく【参考１】

○（子育て家庭の不安感）
・家族の少人数化や核家族の増加など家族形態の変容【参考２】、都市化などによって地域のつながりが希薄化
・母親の社会からの孤立感・疎外感、育児に対する負担・不安感が増大。【参考３】

○（急速な高齢化）
・既に高齢化率が２１％を超える超高齢社会。さらに２０１２年以降は、いわゆる『団塊の世代』が６５歳以上の高齢期を迎える
ことにより、ここ数年間は、高齢化が加速度的に進行。

【子育て家庭側】
　・子育てにかかる負担や不安感の解消。

【高齢者側】
　・元気に活躍したい高齢者は多く、このような高齢者をどのように「子育て支援分野」にて活躍してもらうか、手法の検討が必
要。

【参考１】保育サービスの潜在的ニーズ

○ 子どもがいて現在就労していない親の

今後の就業意向

働きたい 46.1%

働きたくない 29.0%

わからない等 24.9%

（福岡県「子育て等に関する県民意識調査」）

　

○求められている保育ニーズ

・一時預かり、送迎

・保育施設勤務

　　　・ 育児相談  等

（総務省「労働力調査」)

2081208120812081
19851985198519851907190719071907

17741774177417741624162416241624
1426142614261426 1519151915191519

2 .572 .572 .572 .572 .722 .722 .722 .72

2 .892 .892 .892 .893 .053 .053 .053 .053 .133 .133 .133 .13 2 .472 .472 .472 .47 2 .382 .382 .382 .38

0

500
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1500
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昭和５５年 ６０年 平成２年 ７年 １２年 １７年 ２２年

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

一般世帯数(千世帯) １世帯あたり人員(人)

　　子育て支援に豊かな知識・経験を有する高齢者が活躍できる仕組みづくりが必要

【参考２】
　福岡県の一般世帯数及び１世帯あたり人員

かなりある（あった）    24.9%  

少しはある（あった）     57.6% 

以前はあったがいまは特にない      7.7% 

特にない      9.8% 

 

【参考３】
　子育ての悩みや不安の有無

（不安や悩みの内容）
「子どもの心身の発達に応じたしつけや教育が
よくわからない」31.1%（心理面）
「子どもの教育費や稽古ごとにお金がかかる」
　　28.9%（環境面）
(Ｈ20福岡県子育て等に関する県民意識調査)

（総務省「国政調査」）
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
・子育て支援に元気な高齢者が活躍できる社会の実現を目指す。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要
・高齢者が持つ豊かな知識や経験を生かして、「子育て支援分野」で活躍できる仕組みづくりを行う。

【事業の内容】
　　・ふくおか子育てマイスター養成事業
　　・高齢者、県民の気運の醸成事業
　　・子育てマイスターの活動支援

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標
・子育て支援に高齢者が活躍できる仕組みの構築度合いを示す指標として、「ふくおか子育てマイスター」認定数を設定する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

0人 H26 1,200人 普通

H25 H26年　度
見込額

財
源

H24
17,794千円
17,794千円

13,356千円4,452千円4,452千円
1,056Ｈ

53,382千円

0千円
1,056Ｈ 1,056Ｈ 3,168Ｈ

0千円
17,794千円 17,794千円

合　　計
17,794千円 17,794千円 0千円 0千円 53,382千円

H27 H28

従事時間
人件費 4,452千円

マイスター認定数

現　　在　　値

H23

66,738千円

目　　標　　値
指　　標　　名

5,899千円
4,506千円
7,389千円

県

●福岡県シルバー人材

センター連合会

●県社会福祉協議会

(支援員を各１名配置)

子育てマイス
ター研修委託

保育所

(短時間勤務職員　等)

地域子育て支援センター

（育児相談、世代間交流　等）

子育子育子育子育てててて
マイスターマイスターマイスターマイスター

シルバー人材センター会員

（託児所・送迎・家事援助　等）

子育て

支援現場

で活躍

活動支援

シルバー人材

センター

福祉人材センター

養成

登録

高
齢
者

-138-



４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
①子育てマイスター研修受講希望者の利便性の向上を図る必要がある。
②子育てマイスターの活動における事故発生時の対応を支援する必要がある。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
①相談窓口を一本化するため、70歳現役応援センター内に「子育て支援相談コーナー」を設置し、シルバー人材センター
連合会に委託
　　※70歳現役応援センター　・・・　高齢者の就業や社会参加など、多様な選択肢を提供する総合支援拠点施設
②子育てマイスター活動時の保険料を負担

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】
　　・ふくおか子育てマイスター養成事業
　　・高齢者、県民の気運の醸成事業
　　・子育てマイスターの活動支援

（その他の変更点）
　　・ボランティア保険加入補助

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
・子育て支援に高齢者が活躍できる仕組みの構築度合いを示す指標として、「ふくおか子育てマイスター」認定数を設定する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 17,723千円

一般財源
国庫支出金

その他

1,200人

382千円
7,050千円

89千円

4,452千円

13,271千円
13,271千円

1,056Ｈ

0人

目　　標　　値

普通H26マイスター認定数

当初予算額
年　度 H24

人件費

財
源

H23

指　　標　　名
現　　在　　値

従事時間

5,839千円

 

福
岡
県

　　　　
    70    70    70    70歳現役応援歳現役応援歳現役応援歳現役応援センターセンターセンターセンター

　
　
 
 

高齢者高齢者高齢者高齢者
（（（（子育子育子育子育てててて支援分野支援分野支援分野支援分野でのでのでのでの活躍活躍活躍活躍をををを希望希望希望希望））））

相談

市町村
（子育て支援担当課）

市町村ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ

市町村社会福祉協議会

地域子育て支援拠点

保育所

子育て家庭

ボランティア団体
子育てサークル

活動支援
情報提供
 職域開拓

連
携

相談、
就労等

託児、
送迎等

世代間
交流等相談

ふくおか子育て
マイスター紹介

ふくおかふくおかふくおかふくおか子育子育子育子育ててててマイスターマイスターマイスターマイスターのののの
活躍活躍活躍活躍のののの場場場場

相談

子育てマイスター
紹介

  子育  子育  子育  子育てててて支援相談支援相談支援相談支援相談コーナーコーナーコーナーコーナー

 （運営委託）
    シルバー人材センター連合会
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
　○認知症高齢者等が住み慣れた地域で安心して生活できるよう、民家等を活用し利用者のニーズに柔軟に対応しながら、
　　通い、泊まり、訪問などのサービスを提供する「宅老所」の開設、運営が1980年代半ばから草の根的に取り組まれてきた。

　○平成18年度の介護保険法の改正により、「宅老所」をモデルとした小規模多機能型居宅介護事業所が創設された。

　○しかし、介護保険サービスを受けることができない高齢者等への生活支援など、介護保険制度の枠を超えたニーズに
　　柔軟に対応できる「宅老所」は、現在も地域で必要とされている。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））
　○既存の「宅老所」は、民家等を活用しているため、防災設備やバリアフリー対策が不十分なものが多い。

　○「宅老所」は、介護保険制度に位置付けられたものではないため、市町村や地域住民の理解が不十分であり、地域での
　　連携体制の構築が困難な状況にある。

○既存の「宅老所」について、防災対策等を進め、サービスの質の向上を図る。

○市町村等の「宅老所」に対する理解を深め、「宅老所」と地域との連携促進を図る。

   総合計画
　での位置づけ

高齢者や障害者が安心してはつらつと生活できること

高齢者が安心して暮らせる地域づくりの推進

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

政策事前評価書（宅老所支援事業）

　宅老所支援事業
保健医療介護部
高齢者支援課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

高齢者が安心して生活する社会をつくる

地域包括ケアの推進
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

○既存の「宅老所」について、防災対策等を進め、サービスの質の向上を図る。
○市町村等の「宅老所」に対する理解を深め、「宅老所」と地域との連携促進を図る。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】

　・　防災設備の設置費用、バリアフリー化に対する助成 35,800 千円
　・　「宅老所」の職員を対象とした防災対策等の研修の実施 1,686 千円
　・　宅老所見学会の実施 389 千円
　・　研究会の開催 2,522 千円

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 134,419千円

一般財源
国庫支出金

その他

37,638千円

「宅老所」が地域で果たす役割や地域との連携のあり方について研究を行い、地域で求められる宅老所のあり方や、行政の支
援策を検討することが目標であるため、具体的な指標を示すことは困難である。

H25 H26年　度 H24
40,397千円
38,027千円

37,638千円

人件費 10,836千円 18,746千円3,955千円3,955千円

見込額

従事時間
0千円 0千円

0千円

合　　計
115,673千円

H27 H28
0千円 0千円

113,303千円
0千円

2,370千円
2,570Ｈ 938Ｈ 938Ｈ 4,446Ｈ

0千円

財
源

0千円2,370千円 0千円

37,638千円 37,638千円

県

宅老所

市町村

関係機関

・医療機関

・介護機関

○市町村等への「宅老所」に対する理解の促進

  ・宅老所見学会の実施

  ・宅老所の経営者と市町村の担当課長等による研究会の開催

○既存の「宅老所」への支援

・防災設備の設置費用、バリアフリー化に対する助成
・「宅老所」の職員を対象とした防災対策等の研修の実施 地域における

連携体制の構築
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　　財源財源財源財源についてはについてはについてはについては、、、、緊急雇用創出事業臨時特例基金及緊急雇用創出事業臨時特例基金及緊急雇用創出事業臨時特例基金及緊急雇用創出事業臨時特例基金及びびびび高齢者等保健福祉基金高齢者等保健福祉基金高齢者等保健福祉基金高齢者等保健福祉基金をををを活用活用活用活用することとしたすることとしたすることとしたすることとした。。。。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

「宅老所」が地域で果たす役割や地域との連携のあり方について研究を行い、地域で求められる宅老所のあり方や、行政の支
援策を検討することが目標であるため、具体的な指標を示すことは困難である。

従事時間
人件費

財
源

年　度

　　　　公的公的公的公的サービスサービスサービスサービスだけではだけではだけではだけでは十分十分十分十分にににに対応対応対応対応できないできないできないできない高齢者等高齢者等高齢者等高齢者等のののの支援支援支援支援につながるにつながるにつながるにつながる施策施策施策施策がががが評価評価評価評価されたされたされたされた。。。。
　　　　市町村市町村市町村市町村がががが、、、、宅老所宅老所宅老所宅老所のののの現状現状現状現状やそのやそのやそのやその必要性必要性必要性必要性をををを十分十分十分十分にににに理解理解理解理解しししし、、、、宅老所宅老所宅老所宅老所とのとのとのとの連携体制連携体制連携体制連携体制をつくっていくことがをつくっていくことがをつくっていくことがをつくっていくことが望望望望ましいとされましいとされましいとされましいとされ
たたたた。。。。
　　　　宅老所宅老所宅老所宅老所へのへのへのへの支援支援支援支援をををを行行行行うにうにうにうに当当当当たってはたってはたってはたっては、、、、宅老所宅老所宅老所宅老所とととと地域地域地域地域とのとのとのとの連携連携連携連携のありのありのありのあり方方方方にににに関関関関するするするする研究研究研究研究やややや、、、、県県県県がががが支援支援支援支援するするするする宅老所宅老所宅老所宅老所のののの基準基準基準基準
づくりがづくりがづくりがづくりが必要必要必要必要であるであるであるである。。。。
　　　　当該事業当該事業当該事業当該事業についてはについてはについてはについては、、、、同様同様同様同様のののの目的目的目的目的でででで設設設設けられているけられているけられているけられている既存既存既存既存のののの基金事業基金事業基金事業基金事業をををを活用活用活用活用することですることですることですることで、、、、経済的経済的経済的経済的にににに実施実施実施実施することがすることがすることがすることが可可可可
能能能能であるであるであるである。。。。

当初予算額

6,164千円

12,597千円
H24

1,462Ｈ
12,597千円

18,761千円

県

宅老所

市町村

関係機関

・医療機関

・介護機関

○市町村等への「宅老所」に対する理解の促進

  ・宅老所見学会の実施

  ・宅老所の経営者と市町村の担当課長等による研究会の開催

○既存の「宅老所」への支援

・防災設備の設置費用、バリアフリー化に対する助成
・「宅老所」の職員を対象とした防災対策等の研修の実施 地域における

連携体制の構築
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

区　　　　　分 平成17年 平成27年 平成37年

全　国 高齢者 2,576万人 3,378万人 3,635万人

認知症高齢者 169万人 250万人 323万人

高齢者 97.4万人 130.1万人 143.3万人

認知症高齢者 9.6万人 14.2万人 18.3万人

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

（認知症に関する意識及び実態調査　H21.1　北九州市）

福岡県

全　国：高齢者介護研究会報告書（H15.6）

○高齢化の進展に伴い、認知症高齢者は今後ますます増加すると予測されており（表１参照）、認知症対策の
拡充が必要である。

○認知症は、早い段階で治療を開始するほど高い治療効果が得られる。また、早い段階から認知症本人に対し
適切に接することにより、認知症の進行を遅らせることができる。このため、早期発見・早期診断が重要であ
る。

※｢日常生活自立度｣とは、医学的な認知症の程度ではな
く、生活の状態から介護の必要度を示す認知症高齢者の
判定基準のこと。

○在宅の高齢者に対し介護サービスを提供する事業所の訪問介護員等が、認知症のおそれがある人やその家族
に対して、早い段階で「かかりつけ医」や専門医療機関を受診するよう働きかけを行うことができるよう、研
修を実施する。

　介護保険の要介護認定を受けている高齢者で、認知症
の程度が軽い人の受診率は、非常に低いと言える。

表１ 認知症高齢者数（推計値）

○本人や家族が「もの忘れ」に気づいても、加齢によるものか認知症によるものか、区別が困難である。ま
た､認知症については、病気という認識の乏しさや、「認知症であることを認めたくない」といった感情か
ら、早い段階で受診せず、症状がかなり進行してから受診するという実態が見られる（表２参照）。

福岡県：全国の推計値を基に県で推計

アルツハイマー病などが原因で、脳の機能が低下
し、記憶が薄れるなど、生活する上で支障が出てい
る状態のこと。

政策事前評価書（訪問介護員等認知症対応力向上研修事業）

認知症高齢者地域支援事業
（細事項名称：訪問介護員等認知症対応力向上研修事業）

保健医療介護部
高齢者支援課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

高齢者が安心して生活する社会をつくる

認知症高齢者への支援体制の確保

※認知症とは

表２ 認知症であるとの診断を受けた人の割合

   総合計画
　での位置づけ

高齢者や障害者が安心してはつらつと生活できること

高齢者が安心して暮らせる地域づくりの推進

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

日常生活自立度 自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ

受　診　率 1.3％ 1.8％ 5.3％ 27.5％ 54.5％ 55.2％ 70.6％

-143-



３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

　　【事業の内容】

　　訪問介護員等認知症対応力向上研修の実施　　2,117千円

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

　訪問介護員等の認知症対応力向上を示す指標として、研修修了者数を設定する。
　目標値は以下のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

0 H26 H29

0千円 0千円
0千円

15,711千円

2,117千円

訪問介護事業所等に勤務する訪問介護員や、居宅介護支援事業所に勤務する介護支援専門員に対して研修を
実施し、認知症の初期の症状に気づくことができ、本人やその家族に対して「かかりつけ医」等の医療機関へ
の早期受診を促すことができるようにする。

困難

0千円

9,360千円

0千円
2,220Ｈ

3,120千円3,120千円

2,117千円 2,117千円 2,117千円 6,351千円
0千円 0千円 0千円

合　　計

2,400

6,351千円
H24
2,117千円

年　度
見込額

従事時間

現　　在　　値 目　　標　　値

人件費 3,120千円

2,117千円

740Ｈ 740Ｈ 740Ｈ

財
源

H25 H26

指　　標　　名

困難研修修了者数 1,200H23

訪問介護員等認知症対応力向上研修（新規）

※精神科が専門医療機関である場合、③のように本人が直接受診するにはハードルが高い。
　①→②のルートを強化したい。

本人・家族
（認知症のおそれ）

①相談

　かかりつけ医
　　認知症のおそれが高いかどうかの判断
　　　・高い場合→専門医、専門医療機関へ
　　　・低い場合→安心感を与える
　　生活指導

②紹介
等

　専門医療機関
　　診断・治療
　　　（日常生活対応を含む）

③受診

かかりつけ医認知症対応力向上研修（H19～）

認知症サポート医養成研修（H19～）

認知症医療センター（H23～）

　　　　　　　　  課題
在宅の高齢者やその家族への
働きかけが必要

訪問介護員や介護支援専門員から本
人や家族への早期受診の働きかけ
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

   在宅の高齢者やその家族と接する機会が多い訪問介護員や介護支援専門員等に研修を実施することで認知症
 への対応力が向上し、認知症の早期発見と、本人やその家族への早期受診への働きかけによる効果が見込まれ
 る。
　 当該事業については、同様の目的で設けられている既存の基金事業を活用することで、経済的に実施するこ
 とが可能である。
○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　 財源については、高齢者等保健福祉基金を活用することとした。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

　訪問介護員等の認知症対応力向上を示す指標として、研修修了者数を設定する。
　目標値は以下のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

2,400 困難H26 1,200 困難 H29研修修了者数 H23 0

現　　在　　値
指　　標　　名

目　　標　　値

5,123千円

3,120千円

2,003千円
0千円
0千円

H24

740Ｈ
2,003千円

年　度
当初予算額

従事時間
人件費

財
源

訪問介護員等認知症対応力向上研修（新規）

※精神科が専門医療機関である場合、③のように本人が直接受診するにはハードルが高い。
　①→②のルートを強化したい。

本人・家族
（認知症のおそれ）

①相談

　かかりつけ医
　　認知症のおそれが高いかどうかの判断
　　　・高い場合→専門医、専門医療機関へ
　　　・低い場合→安心感を与える
　　生活指導

②紹介
等

　専門医療機関
　　診断・治療
　　　（日常生活対応を含む）

③受診

かかりつけ医認知症対応力向上研修（H19～）

認知症サポート医養成研修（H19～）

認知症医療センター（H23～）

　　　　　　　　  課題
在宅の高齢者やその家族への
働きかけが必要

訪問介護員や介護支援専門員から本
人や家族への早期受診の働きかけ
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（様式　１号）

事業所管

部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

（１）離職率の状況

　　　離職率の高い事業所と低い事業所が混在

離職率が10%未満の事業所 44.5% 離職率が30%以上ある事業所 21.8%

（２）介護職員の離職者の状況

　　　４人に３人は３年未満で退職している

１年未満 43.0% １年以上３年未満 34.6%

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

○介護技術向上事業（介護技術競技会開催事業）　

　　・介護職員の介護技術を審査する競技会を開催する。

　　・県民参加型のイベントとして、来場者に介護体験をしてもらう。

政策事前評価書（介護技術向上事業）

介護職員確保定着促進事業
（細事項名称：介護技術向上事業）

保健医療介護部

介護保険課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

適切な介護サービスを受けられる社会をつく
る

介護を担う人材確保と資質の向上

   総合計画
　での位置づけ

高齢者や障害者が安心してはつらつと生活でき
ること

適切な介護サービスの確保

介護職場の現状

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

○ 高齢者の増加に伴い、介護サービスが増大しており、このまま高齢化が進展し、団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年に
は、全国では介護職員が、２００６年と比較して２倍程度（１.８～２.２倍程度）の約２１２万人～２５５万人が必要になり、新たに約９
５万人～１３８万人が必要になることが見込まれている。

○ 介護サービスの供給が今後も着実に増大していく中で、サービスを支える質の高い介護職員の確保が大きな課題となってい
る。

○ 介護従事者は、仕事に対するやりがいや希望を抱きながら職業生活をスタートする者が多くみられるが、その離職状況をみ
ると、全産業の平均離職率より介護全体の離職率は高くなっており、定着が図られていない。

○ 高齢社会の基盤を支える介護という職業が、県民から尊重され、介護分野に従事する一人一人が、意欲・誇り、やりがいや希
望を持って働くことができる魅力的な職業になっていない。
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
○ 介護従事者が意欲と誇りを持って働くことができる介護現場の実現。
○ 県民に対して、介護技術に関する周知を図る。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要
１　介護技術向上事業（介護技術競技会開催事業）　
　　・介護職員の介護技術を審査する競技会を開催
　　　　開催予定日：平成24年11月11日（介護の日）、出場予定者：介護従事者（約15名）

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度
H23 － H26 80人 普通

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　②②②②　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　・副賞や施設利用料等の経費の見直しを行った。財源については、高齢者等保健福祉基金を活用することとした。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要
１　介護技術向上事業（介護技術競技会開催事業）　
　　・介護職員の介護技術を審査する競技会を開催。

　 　　・県民参加型のイベントとして、来場者に介護体験をしてもらう。

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

H23 － H26 80人 普通

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

0千円

0千円

3,000Ｈ
37,944千円12,648千円12,648千円

0千円

0千円
9,000Ｈ

・介護従事者が意欲と誇りを持って働くことのできる介護現場の実現が目標であり、指標として介護技術競技会出場者
数を設定する。なお、目標値は以下のとおりとする。

0千円15,308千円 15,308千円

指　　標　　名
現　　在　　値 目　　標　　値

介護技術競技会出場者数

　・介護ニーズが高まるなか、介護職員の確保・定着を図っていくことが重要である。当該事業については、同様の目的
で設けられている既存の基金事業を活用することで経済的に実施することが可能である。

年　度
当初予算額

財
源

15,308千円

人件費

H24

15,308千円

3,000Ｈ 3,000Ｈ

12,648千円

8,267千円

3,000Ｈ
8,267千円

45,924千円

83,868千円
H27 H28

0千円
合　　計H25 H26

従事時間
人件費

財
源

H24
15,308千円

年　度
見込額

従事時間
12,648千円

介護技術競技会出場者数

15,308千円

指　　標　　名 現　　在　　値 目　　標　　値

・介護従事者が意欲と誇りを持って働くことができる介護現場の実現が目標であり、指標として介護技術協議会出場者
数を設定する。なお、目標値は以下のとおりとする。

20,915千円

45,924千円
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

【国等の動向】
　障害者基本法（平成２３年８月一部改正）
　　・　障害者は、地域社会において他の人々と共生することを保障されること（３条関係）
　　・　障害の有無にかかわらず、児童生徒が共に教育を受けられるように配慮すること（１６条関係）
　　・　障害のある児童生徒と障害のない児童生徒との交流及び共同学習を積極的に進めること（１６条関係）

　中央教育審議会特別委員会論点整理（平成２２年１２月）
　　　『居住地校との交流及び共同学習は、居住地の小・中学校等の児童生徒等とともに学習し、交流することで地域
　　 　とのつながりを持つことができることから、これを進める必要がある。』

【福岡県の状況】
　特別支援学校の児童生徒は居住地とのつながりが薄く、交流が不足している。
　居住地校との交流及び共同学習（以降、『居住地校交流』とする。）実施のための仕組みが整えられていない。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

【市町村】
　保護者から居住地校交流実施の要望があっても、主体的な対応ができていない。

【居住地校】
　ノウハウがないため障害の種類や内容に応じた適切な配慮及び指導が困難である。
　特別支援教育に関する知識が十分でなければ、児童生徒の状況などを把握できない。

【特別支援学校】
　居住地校交流において、適切な学習形態及び内容などの設定が難しい。

１　特別支援教育アドバイザーの配置
（１）居住地校交流の実施　：　モデル地域を指定し、特別支援教育アドバイザーの指導により居住地校交流を実施する。
（２）自立・社会参加に向けた情報提供・相談支援

２　居住地に対する特別支援学校の専門性を生かした支援
（１）特別支援学校によるサテライト教室での支援
（２）居住地校交流のための教材作成

３　居住地における理解促進
（１）研修会の開催
（２）理解啓発リーフレット作成

４　運営協議会の開催

障害者が自立して生活できる社会をつくる

障害者の社会参加の促進

   総合計画
　での位置づけ

高齢者や障害者が安心してはつらつと生活でき
ること

障害者の地域生活支援

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

政策事前評価書（障害のある子どもの居住地校交流事業）

障害のある子どもの居住地校交流事
業

教育庁教育振興部
義務教育課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

『居住地校との交流及び共同学習（居住地校交流）』とは

　特別支援学校の児童生徒が、授業の一環として、自分の住ん
でいる地域の小・中学校等（居住地校）の学校行事に参加した
り、一部の教科学習を共に受けたりする等の活動を行うこと。

　 障害のある児童生徒が、将来、居住地において自立した生活を行い、社会参加することが
できるようにするため、居住地校交流を円滑に実施するとともに、居住地における自立・社会
参加のための基盤整備を図ることが必要
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

　
②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

　特別支援学校の児童生徒と居住地校の児童生徒との交流及び共同学習を実施するとともに、居住地に対する特別支援学校の
専門性を生かした支援の充実や、居住地における理解促進を図ることで、障害のある児童生徒が地域において自立した生活を行
い、社会参加するための教育面での仕組みについて調査研究する。

H22 87.6% H26 普通

普通

H28

4,857千円人件費

H22

H26 100%

100%

H26

1,152Ｈ 1,152Ｈ

－

指　　標　　名

100%

個別の教育支援計画
を作成している割合
（上段：小学校　下段：中学校）

H22 92.1%

特別支援学校児童生
徒の居住地における社
会性等の向上

普通H26

現　　在　　値 目　　標　　値

　障害のある児童生徒の地域における自立した生活と社会参加の推進を示す指標として、特別支援学校児童生徒の居住地にお
ける社会性等の向上と個別の教育支援計画を作成している小・中学校の割合を指標とする。
　目標値はそれぞれ以下のとおりとする。

H24
22,515千円

年　度
見込額

従事時間

合　　計
22,515千円 22,515千円 0千円 0千円 67,545千円

H27H25

22,515千円 67,545千円
0千円

4,857千円4,857千円

82,116千円

14,571千円

0千円
3,456Ｈ1,152Ｈ

財
源

22,515千円 22,515千円



４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　居住地校交流の円滑な実施のための仕組構築を最優先とし、居住地校交流の実践及び調査研究に特化するため。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　居住地校交流の実践（特別支援教育アドバイザー派遣）及び協議会の設置のみ実施する。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　障害のある児童生徒が、将来、居住地において自立した生活を行い、社会参加することができるようにするため、
特別支援学校と居住地校の間において交流及び共同学習が円滑に実施できる仕組みを整え、県内市町村、小・中
学校及び特別支援学校に示す。

　指定するモデル地域において、特別支援アドバイザーの助言・援助により居住地校交流を実践し、その結果を基に協議
会で調査研究を行う。

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

9,344千円

H26

普通

　特別支援教育アドバイザーの指導による居住地校交流の実践及び協議会による調査研究の進捗を示す指標として、交流を行っ
た居住地校（相手校）数及び協議会の開催回数を指標とする。
　目標値はそれぞれ以下のとおりとする。

３ヵ年計
9回

目　　標　　値

従事時間

現　　在　　値

H23 0

H24

協議会の開催回数

年　度

指　　標　　名

H23

5,499千円

人件費

財
源

交流を行った居住地
校（相手校）数

当初予算額

3,845千円

0

5,499千円

912Ｈ

普通

H26
３ヵ年計

のべ108校

実践結果の集約・分析・検証　　学校間において円滑に実施できるようにする手引きの作成

（県：モデル地域へ特別支援教育アドバイザーの派遣）

連絡・調整

特別支援教育アドバイザー　　〔面談　企画・立案　実施〕

助言・援助

市町村立小学校 市町村立中学校

助言・援助

県立特別支援学校（小学部）

（モデル地域）

県立特別支援学校（中学部）

交流及び共同学習の実施

市町村教育委員会等関係部局

研究協議会の実施
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

【これまでの県の取り組み】
＜障害者自立支援法に基づく指導・監査として実施＞
　・障害者施設運営に関する集団指導（毎年実施）等において虐待防止への取り組みの必要性などを施設長等管理者に指導
　・県庁ホームページに虐待防止に関する情報を掲載
　・虐待（疑義）通報に対し、入所者処遇の確認、改善指導を実施

＜障害者虐待防止法（Ｈ23.9.17公布、Ｈ24.10.1施行）＞
　以下のとおり、県・市町村の援助内容が規定された
１　県の役割
　　・障害者虐待に係る通報義務、救済制度等に関する県民等への広報、啓発活動
　　・市町村間相互の連絡調整、相談機関の紹介、情報の収集・分析などの市町村への援助
　　・施設での虐待案件への対応のための指導・監査実施、措置状況等の公表
　　・福祉事務所等関係機関、民間団体との連携体制の整備及びその周知
２　市町村の役割
・虐待（疑義）事案に関する通報の受理
　　・家庭での虐待（防止）への対応：一時居室の確保、立入調査、警察への援助要請、養護者への相談・指導等
　　・施設での虐待（防止）への対応：事実関係の確認、県への届出、被虐待者の安全確認・保護（転出含む）等
３　その他
・虐待（疑義）事案の発見者に対する通報を義務化

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

　・施設運営上に問題が見受けられる施設に個別に実地指導する際に、併せて虐待防止についても指導しており、指導が不徹底
　・障害者自立支援法では市町村の具体的な責務が不明確であり、また市町村職員の虐待に関する知識も不十分であることから
　　現在、県が主体的に現地調査を実施
　・虐待を受けた本人からの事実確認が困難な事例が多く、判断基準も明確にされていないため、虐待の認定が困難［表１］

○障害者虐待の早期発見に向けた、通報義務化に関する県民への啓発
○市町村による迅速な対応を確保するための、市町村の役割認識、必要な体制の整備
○市町村職員等の専門的知識・実務対応能力の向上
○施設での障害者虐待防止のため、施設長・職員の虐待に関する認識を強化
○市町村への指導、増大が見込まれる虐待（疑義）案件への施設監査に対応するための、県の体制整備

   総合計画
　での位置づけ

高齢者や障害者が安心してはつらつと生活でき
ること

障害者の地域生活支援

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

政策事前評価書（障害者虐待防止対策事業）

障害者虐待防止対策事業
福祉労働部
障害者福祉課

事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称 Ｈ２６次回評価予定年度

障害者が自立して生活できる社会をつくる

障害者の権利擁護

虐待の背景・要因 構成比％
周囲の者の障害特性に対する理解が不足 41.6
障害者がＳＯＳのサインが出せない 33.3
障害者が虐待を受けている自覚がない 31.6
※相談支援事業者に対する相談事例についての
　アンケート結果（相談件数610件：複数回答可）
※平成２１年度厚生労働省資料より

［表１］障害者虐待の特性
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
　障害者虐待の早期発見に向けた県民への啓発、障害者虐待事案への市町村の迅速な対応確保のための体制整備支援、
施設での障害者虐待防止のための施設長・職員の認識を強化し、虐待疑義への施設監査体制の強化を図る

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

（障害者権利擁護、虐待防止に関する啓発パンフレット） （市町村の対応能力の向上支援）

（障害者権利擁護、虐待防止に関する 　（市町村の対応能力の向上支援） 　（施設・事業所に対する指導監査の強化）

　意識啓発のためのシンポジウム） 　（施設・事業所に対する指導監査の強化）

【事業の内容】
・ 虐待防止法にかかる啓発活動、シンポジウムの実施 2,211 千円
・ 市町村の対応能力の向上支援 3,676 千円
・ 施設・事業所に対する指導監査の強化 2,546 千円

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

　　障害者虐待の早期発見に向けた県民への啓発、市町村の迅速な対応確保のための体制整備等が目標であるが、
　具体的な指標を示すことは困難である。

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

H25 H26H24

人件費 37,072千円

8,433千円
年　度
見込額

従事時間

合　　計
206,109千円

8,433千円 8,433千円 3,986千円 3,986千円 33,271千円



４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

　　　　　　　　　　　　シンポジウムシンポジウムシンポジウムシンポジウムのののの実施実施実施実施についてはについてはについてはについては、、、、法改正法改正法改正法改正のののの啓発啓発啓発啓発はははは第一義的第一義的第一義的第一義的にはにはにはには国国国国のののの責務責務責務責務とととと考考考考えられることえられることえられることえられること、、、、またまたまたまた、、、、参加人数等参加人数等参加人数等参加人数等がががが
　　　　　　　　限定限定限定限定されることからされることからされることからされることから、、、、他他他他のののの広報媒体広報媒体広報媒体広報媒体のののの活用活用活用活用によるによるによるによる対応対応対応対応をををを検討検討検討検討するためするためするためするため。。。。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

　　　　　　　　　　　　シンポジウムシンポジウムシンポジウムシンポジウムのののの実施実施実施実施をををを取取取取りやめりやめりやめりやめ、、、、県県県県ホームページホームページホームページホームページやややや県広報県広報県広報県広報のののの活用活用活用活用によるによるによるによる対応対応対応対応としたとしたとしたとした。。。。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

（障害者権利擁護、虐待防止に関する啓発パンフレット） （市町村の対応能力の向上支援）

（障害者権利擁護、虐待防止に関する 　（市町村の対応能力の向上支援） 　（施設・事業所に対する指導監査の強化）

　意識啓発） 　（施設・事業所に対する指導監査の強化）

【事業の内容】
・ 虐待防止法にかかる啓発活動の実施 1,441 千円
・ 市町村の対応能力の向上支援 3,676 千円
・ 施設・事業所に対する指導監査の強化 2,246 千円

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

　　障害者虐待の早期発見に向けた県民への啓発、市町村の迅速な対応確保のための体制整備等が目標であるが、
　具体的な指標を示すことは困難である。

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

25,629千円

7,363千円
5,036千円

従事時間
人件費

財
源

6,079Ｈ

当初予算額

2,327千円

H24
32,992千円

年　度

[県ホームページ、
県広報紙による啓発]

[関係者向けﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ配布]
相談員、民生委員、社会福祉協議
会、障害者団体、医療関係者、障
害福祉サービス事業者、相談支援
事業所等

【福岡県障害者福祉課】

【市町村相談窓口】
【障害福祉サービス事業所】

虐待防止･権利擁護研修の実施

【市町村相談窓口】
体制整備
事例検討会の実施
権利擁護関係機関連絡会議
の実施など

【障害福祉サービス事業所】
集団指導、実地指導の実施

配　布

実　施

対応支援

指導監査実　施
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
○　生産年齢人口が減少に転じる中、活力ある社会を築いていくためには女性の活躍は不可欠であるが、固定的性別役割分担
　意識は未だに根強く残っており、社会・経済活動における指導的地位への女性の進出は不十分である。
○　県内における女性の社会進出の現状として、企業管理職、市町村議員の女性比率は１０％程度、自治会長や農業委員は５％
　前後と不十分な状況となっている。

　

地方議会地方議会地方議会地方議会におけるにおけるにおけるにおける女性議員比率女性議員比率女性議員比率女性議員比率

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））
○　今後、女性自らが意欲や能力を更に高め、社会のあらゆる分野の指導的地位で力を発揮していくためには、女性リーダーを
　育成するとともに、そうした女性たちの目標となる実際に活躍しているロールモデルを掘り起こし、紹介していくことが必要である。

１１１１　　　　指導的地位指導的地位指導的地位指導的地位でででで実践的実践的実践的実践的にににに活躍活躍活躍活躍するするするする女性女性女性女性のののの人材育成人材育成人材育成人材育成（（（（ふくおかふくおかふくおかふくおか女性女性女性女性いきいきいきいきいきいきいきいき塾塾塾塾））））
　　　 全国的に活躍している女性先駆者や有識者による講義や討論、課題研究等を通して、リーダーとして求められる知識や幅
　　広い視野、高い社会性を身につけるとともにネットワークを活かしながら、地域や企業等における指導的地位で活躍する、これ
　　からの女性リーダーを育成する。

２２２２　　　　いきいきといきいきといきいきといきいきと活躍活躍活躍活躍しているしているしているしている女性女性女性女性（（（（ロールモデルロールモデルロールモデルロールモデル））））のののの発掘発掘発掘発掘・・・・紹介紹介紹介紹介
　　　地域や企業等において女性たちの目標となる、身近なロールモデルを発掘、紹介し、後に続く女性を増やす。

政策事前評価書（ふくおか女性いきいき事業）

ふくおか女性いきいき事業
新社会推進部
男女共同参画推進課

事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称 Ｈ２６次回評価予定年度

女性が活躍する社会をつくる

政策・方針決定過程への参画促進

   総合計画
　での位置づけ

女性がいきいきと働き活躍できること

指導的地位への女性の進出促進

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策



３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

○　地域活動や社会・経済活動など様々な分野での指導的地位で活躍する女性の人材育成を進めるとともに、目標となるロール
　　モデルを発掘・紹介し、後に続く女性を増やす。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】
　○ふくおか女性いきいき塾の開催 ６，５８２千円
　○いきいきと活躍している女性の先駆者（ロールモデル）の発掘・紹介 ２，１３４千円

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標
○　地域や企業等において、指導的地位で活躍する女性を増やすことを目標とし、先駆的に活躍している、数多くの様々なロール
　　モデルを発掘・紹介するため、ロールモデルの登録者数を指標とする。
○　目標値は、あすばるのホームページで紹介しているロールモデルの登録者数を、現在値（１００名）の３倍増（３００名）とする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

指　　標　　名

26,148千円

0千円

0千円

0千円
0Ｈ

8,716千円 8,716千円

100名

目　　標　　値

財
源

8,716千円 8,716千円 8,716千円

合　　計
26,148千円

H27 H28

26,148千円
0千円 0千円

H24
8,716千円

年　度
見込額

従事時間 0Ｈ 0Ｈ 0Ｈ
0千円0千円人件費 0千円

Ｈ２３

現　　在　　値

Ｈ２６ 300名 困難

H25 H26

ロールモデルの登録
者数

（（（（地域活動地域活動地域活動地域活動でのでのでのでのイメージイメージイメージイメージ）））） （（（（企業企業企業企業でのでのでのでのイメージイメージイメージイメージ））））

　　　　　　　　　　　　ふくおかふくおかふくおかふくおか女性女性女性女性いきいきいきいきいきいきいきいき塾塾塾塾

○人材育成
　（セミナー、討議、課題研究、報告書作成等）

○ネットワーク形成・交流

&»�!(*

�”�Î�¬%l

/�
³/��¬ �”�/�
³�”

�¬�”1��:�”�¬
³43%l

�&�Å
Õ

�é�]�o�3�o


y�ß�é�tG�Ç�¼�Ù

�Ð��

���&�Å
Õ �é:b:::J:h::�e-l


y�ß�é�t0y

�Ç�¼�Ù�Ð

�����Z�H�é��1ñ�e-l

�Å
Õ �â$Í�B"›�æ�tG

�Ò�á�¿��

�T�f�C�o

�ç�<

�é�½��

�Z�H

��1ñ(o�¬�Z�H�Z�H �Z�H�Z�H

�é�é�é�é(»�(»�(»�

(»�"’�¾"’�¾ "’�¾"’�¾ �n�n�n�n�t0y�t0y�t0y

�t0y


¡�:
¡�: 
¡�:
¡�:

�n�n�n�n�"�G�"�G�"�G

�"�G

�n�n�n�n�Å
Õ�Å
Õ�Å
Õ

�Å
Õ �n�n�n�n9ú9ü9û9ú9ü9û 9ú9ü9û9ú9ü9û

�n�n�n�n�Ò!¸�Û�Ò!¸�Û�Ò!¸�Û

�Ò!¸�Û

¯�¯�¯�¯�9Ö/��¬

�”�/�
³%l�”�¬�ó�éó!¹9Ö�Ã4F
¡�:

�æ�Å�Ì�� %¤!�(o�ó�é"“!ª

9Ö$ 
³"›/à�: �”:D:Z:7:P:M:2�n:U:h:F:h:R:G�ó�é

ó!¹

9Ö9ú9ü9û �n:X:h:a:g:M:2:;�å�ä �Ã4F�Å
Õ �æ�Å�Ì�� �s0#

9Ö)D�&
³ �”9ü:�9í �å�ä�þ�^�tG �æ�Å�Ì�� ó!¹

$ 
³$ 
³ $ 
³$ 
³

�n�n�n�n&»�ã�tG&»�ã�tG&»�ã�tG&»�ã�tG

�”�”�”�”�þ�^�tG�þ�^�tG �þ�^�tG�þ�^�tG

�æ�Å�Ì���æ�Å�Ì�� �æ�Å�Ì���æ�Å�Ì���0�É"›�þ
Ï�0�É"›�þ
Ï�0�É"›�þ
Ï�0�É"›�þ
Ï

�ó�é�ó�é �ó�é�ó�é

�Z�H�Z�H �Z�H�Z�H

�é�é�é�é1t�´���"1t�´���"1t�´���"1t�´���"

�”.$�”.$

�”.$�”.$

�¿�È�¿�È�ã�¿�È�¿�È�ã �¿�È�¿�È�ã�¿�È�¿�È�ã

�t0y�t0y�t0y�t0y �Ò�á�¿���Ò�á�¿�� �Ò�á�¿���Ò�á�¿��9Ô9Ô9Ô9Ô�`�o�^�U�:�^�`�o�^�U�:�^�`�o�^�U�:�^�`�o�^�U�:�^9Õ9Õ9Õ9Õ�é�é�é�é"’�‡"’�‡ "’�‡"’�‡

�n�n�n�n&«
z&«
z&«
z&«
z

�n�n�n�n
q�Ú�t!ª
q�Ú�t!ª
q�Ú�t!ª


q�Ú�t!ª

�d9ô9ü�”�±�Ž.y

�ó�é �•0¿�d�þ�^

�â�é �D�@�^�:���,���6�*�Z�f�é4?�Å

"õ"õ"õ"õ


d�y
d�y
d�y
d�y�n�n�n�n�@�6�;�b�o�"�@�6�;�b�o�"�@�6�;�b�o�"�@�6�;�b�o�"�»�‘�»�‘�»�‘�»�‘�”�”�”�”�T�f�2�o�T�f�2�o�T�f�2�o�T�f�2�o

�ã�Ò�á�ã�Ò�á�ã�Ò�á�ã�Ò�á

�C�6�"���6�J�C�6�"���6�J�C�6�"���6�J�C�6�"���6�J

"õ!µ�Z�R�+ó!¹"õ!µ�Z�R�+ó!¹"õ!µ�Z�R�+ó!¹"õ!µ�Z�R�+ó!¹�.�f�2�o�.�f�2�o�.�f�2�o�.�f�2�o�Ÿ�Ÿ�Ÿ�Ÿ�½�Ô�ë���½�Ô�ë�� �½�Ô�ë���½�Ô�ë��

� � � � 

B�B�B�B�B+B�B�B�B�B+B�B�B�B�B+B�B�B�B�B+�t0y�t0y�t0y

�t0yB�B)B�BNB�B)B�BNB�B)B�BNB�B)B�BN�Z�H�56Ÿ(*�Z�H�56Ÿ(*�Z�H�56Ÿ(*�Z�H�56Ÿ(*

BèBèBèBèB¨B·B¦B•B‚B¦B¨B·B¦B•B‚B¦B¨B·B¦B•B‚B¦

B¨B·B¦B•B‚B¦BéBéBéBéB1B1B1B1"’�‡"’�‡"’�‡"’�‡B¶B¶B¶B¶&«
z&«
z&«
z&«
z����������



４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　・今後、女性自らが意欲や能力を更に高め、社会のあらゆる分野の指導的地位で力を発揮できる、男女共同参画社会
　　を実現するため、本事業による取組を進める必要がある。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
 　　・特になし

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
○　地域や企業等において、指導的地位で活躍する女性を増やすことを目標とし、先駆的に活躍している、数多くの様々なロール
　　モデルを発掘・紹介するため、ロールモデルの登録者数を指標とする。
○　目標値は、あすばるのホームページで紹介しているロールモデルの登録者数を、現在値（１００名）の３倍増（３００名）とする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

指　　標　　名

0千円

8,716千円
8,716千円

H24

0Ｈ

年　度

従事時間
人件費

財
源

ロールモデルの登録
者数

当初予算額

Ｈ２３

目　　標　　値

困難

現　　在　　値

100名 Ｈ２６ 300名

8,716千円

（（（（地域活動地域活動地域活動地域活動でのでのでのでのイメージイメージイメージイメージ）））） （（（（企業企業企業企業でのでのでのでのイメージイメージイメージイメージ））））

　　　　　　　　　　　　ふくおかふくおかふくおかふくおか女性女性女性女性いきいきいきいきいきいきいきいき塾塾塾塾

○人材育成
　（セミナー、討議、課題研究、報告書作成等）

○ネットワーク形成・交流

経営者、役員等議会議員、審議会委

員、農業委員会長等

各団体のリーダー

今後の活動が期待され

る各団体のﾘｰﾀﾞｰ候補
今後の活躍が期待さ

れる女性の幹部候補

団体で積極的に
活動している

メンバー
意欲のある女性

幹部職員

女性女性女性女性のののの能力能力能力能力

発揮発揮発揮発揮・・・・活躍活躍活躍活躍

企業企業企業企業・・・・大学大学大学大学・・・・団体団体団体団体・・・・
ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯ・・・・市町村市町村市町村市町村

協力協力協力協力

＊議員、審議会等委員への参画

＊民間企業における管理職への登用

＊社会的起業、ｺﾐｭﾆﾃｨ・ﾋﾞｼﾞﾈｽへの参画

＊ＮＰＯ・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱなど民間団体における実践

＊自治会、ＰＴＡなど地域活動における参画

社会社会社会社会・・・・経済活動経済活動経済活動経済活動、、、、地域活動地域活動地域活動地域活動におけるにおけるにおけるにおける

指導的地位指導的地位指導的地位指導的地位へのへのへのへの女性女性女性女性のののの進出拡大進出拡大進出拡大進出拡大

委託委託委託委託

いきいきといきいきといきいきといきいきと活躍活躍活躍活躍しているしているしているしている（（（（ロールモデルロールモデルロールモデルロールモデル））））
のののの発掘発掘発掘発掘・・・・紹介紹介紹介紹介・・・・人材活用人材活用人材活用人材活用
○ＨＰ、情報誌への掲載
○地域でのパネルディスカッションの開催

県県県県

交流交流交流交流・・・・ネットワークネットワークネットワークネットワーク形成形成形成形成、、、、メンターメンターメンターメンターとしてとしてとしてとしてバックアップバックアップバックアップバックアップ

県男女共同参画県男女共同参画県男女共同参画県男女共同参画センターセンターセンターセンター「「「「あすばるあすばるあすばるあすばる」」」」

いきいきといきいきといきいきといきいきと活躍活躍活躍活躍しているしているしているしている女性先駆者女性先駆者女性先駆者女性先駆者
（（（（ロールモデルロールモデルロールモデルロールモデル））））のののの発掘発掘発掘発掘・・・・紹介紹介紹介紹介
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

    　   ○配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数（表１）   　○身近での配偶者等からの暴力への対応について（表２）

出典：内閣府調査 　

　　出典：福岡県「男女共同参画社会に向けての意識調査(平成22年)」

出典：内閣府「男女間における暴力に関する調査（平成２１年）」

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

政策事前評価書（配偶者からの暴力被害者支援体制強化事業）

配偶者からの暴力被害者支援体制強
化事業

新社会推進部
男女共同参画推進課

事業開
始年度

H２４　事業名称 H26次回評価予定年度

   総合計画
　での位置づけ

女性がいきいきと働き活躍できること

社会的・経済的に厳しい状況を強いられている女性の支援

社会的・経済的に厳しい状況を強いられている女性を支える

配偶者からの暴力の防止

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

（１）配偶者からの暴力は、生命や身体を脅かす犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害である。
（２）配偶者からの暴力は家庭内で行われるため、外部からの発見が難しく、また、暴力を受けても多くの人が相談しないた
め、暴力がエスカレートし、命にかかわる重大な被害が発生することもある。

（ａ）医師等医療関係者は被害者の怪我等の治療を通じ、被害を発見しやすい立場にあり、被害者を相談につなぐ重要な役
割を担っていることを認識してもらうことが急務である。

（ｂ）住民と接する機会が多い市町村において、被害者を早期に支援へ結びつける仕組みづくりが必要である。

（ｃ）若年者において交際相手との間で暴力の被害が発生しており、被害者に対して適切な助言及び情報提供が必要であ
る。

（ａ）医療関係者に対して、配偶者からの暴力についての理解の促進や被害者への適切な対応方法の周知を図ることで、被
害者を早期の相談に繋げる。

（ｂ）家庭問題の相談を受ける市町村職員に対して、　配偶者からの暴力について理解を深めてもらい、被害者を早期の相
談に繋げる。

（ｃ）高校の養護教諭及び行政の相談員に対して、若年者における交際相手からの暴力被害の相談に対応するための知識
を習得させ、適切な相談を実施する。
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3,696
3,977

3,670
3,2793,139

58,528
62,078

68,196
72,792 77,334
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H18 H１９ H２０ H２１ Ｈ２２
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10000
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40000
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60000

70000

80000

福岡県

全国

13.6

85.2

1.3

あった

まったくない

無回答

○交際相手からの被害経験＜女性＞（表３）

○県の相談件数は約４千件で推移（表１）
○身近での暴力への対応が不十分（表２）
　身近で暴力を見聞きした際に「何もできなかった（２９．３％）」
が一番多く、「相談機関などを紹介（１２．７％）」「相談支援セ
ンターや警察に通報（５．８％）」など相談機関に繋がったのは
１０％前後に止まっている。
○交際相手から被害を受けた経験がある女性が１３．６％（表
３）
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標
　被害の早期発見や被害者を早い段階で相談につなぐことが目的であるために、相談窓口の周知を図る。
　指標として「相談窓口の周知度」を設定する。
　目標値は、平成２０年度　２９％（内閣府調査）の倍の　６０％とする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 17,364千円

一般財源
国庫支出金

その他

2,103千円 2,103千円 0千円 0千円

Ｈ２６ 60% 困難

2,103千円 2,103千円2,103千円

H24
2,103千円

11,055千円3,685千円3,685千円

0千円
874Ｈ 874Ｈ 874Ｈ 2,622Ｈ

合　　計
6,309千円

H27 H28

6,309千円
0千円

年　度
見込額

従事時間

財
源

人件費 3,685千円

H25 H26

現　　在　　値 目　　標　　値

29%

指　　標　　名

相談窓口の周知度 Ｈ２０

医療関係者や学校関係者による被害者への助言や情報提供などの対応を充実させるとともに、市町村における支援体制
を強化し、被害者を早い段階で相談につなぎ、重大な被害を未然に防ぐ。

（ａ）医療関係者向け被害者対応マニュアルの策定
　医師会、歯科医師会等医療関係団体で構成する連絡会議を設置し情報共有や連携を図り、併せて被害者対応マニュアルを策定

（ｂ）医療関係団体への講師派遣
　配偶者からの暴力について理解し、被害者への適切な対応を促すため、地域医師会等医療関係団体が主催する研修会に講師を派遣

（ｃ）市町村における対応の充実を図るための研修会の開催
　被害者に相談窓口等の支援情報を提供するため、家庭を訪問したり、家庭問題の相談を受ける市町村の職員に対して必要な基礎的知識を

習得する研修会を実施

（ｄ）若年者からの相談対応の充実を図るための研修会の開催
　高校生等若年者から、交際相手からの暴力被害についての相談があった際、相談員等が適切に対応をするために必
要な知識を習得する研修会を実施

　

　　県

　

　　　　　　　　市町村

　
　

　医師会等医療関係団
体

　　　養護教諭・相談員
等

　　　　　　　　研修

　　　　　　　　講師派遣

　連絡会議
（マニュアル策定）実施 参加

　

　　　　　　　　研修

　
　
情
報
提
供

　
　
　
発
見

被
害
者

　
早
期
に
相
談

　

配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　特になし

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
　被害の早期発見や被害者を早い段階で相談につなぐことが目的であるために、相談窓口の周知を図る。
　指標として「相談窓口の周知度」を設定する。
　目標値は、平成２０年度　２９％（内閣府調査）の倍の　６０％とする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 5,788千円

一般財源
国庫支出金

その他
874Ｈ

Ｈ２０

年　度

3,685千円

2,103千円
2,103千円

従事時間
人件費

財
源

当初予算額
H24

29% Ｈ２６ 60%

　医療関係者や学校関係者による被害者への助言や情報提供などの対応を充実させるとともに、市町村における支
援体制を強化し、被害者を早い段階で相談につなぎ、重大な被害を未然に防ぐ必要があるため。

相談窓口の周知度

目　　標　　値
指　　標　　名

困難

現　　在　　値

　

　　県

　

　　　　　　　　市町村

　
　

　医師会等医療関係団
体

　　　養護教諭・相談員
等

　　　　　　　　研修

　　　　　　　　講師派遣

　連絡会議
（マニュアル策定）

実施 参加
　

　　　　　　　　研修

　
　
情
報
提
供

　
　
　
発
見

被
害
者

　早
期
に
相
談

　

配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

（ａ）医療関係者向け被害者対応マニュアルの策定
　医師会、歯科医師会等医療関係団体で構成する連絡会議を設置し情報共有や連携を図り、併せて被害者対応マニュアルを策定

（ｂ）医療関係団体への講師派遣
　配偶者からの暴力について理解し、被害者への適切な対応を促すため、地域医師会等医療関係団体が主催する研修会に講師を派遣

（ｃ）市町村における対応の充実を図るための研修会の開催
　被害者に相談窓口等の支援情報を提供するため、家庭を訪問したり、家庭問題の相談を受ける市町村の職員に対して必要な基礎的知識を習

得する研修会を実施

（ｄ）若年者からの相談対応の充実を図るための研修会の開催
　高校生等若年者から、交際相手からの暴力被害についての相談があった際、相談員等が適切に対応をするために必要な
知識を習得する研修会を実施
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（様式　１号）
事業所管

部課名

１０の事項
中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
○地域防犯活動団体による地域防犯活動と女性と子どもの安全をみまもる企業運動が一体となった「安全・安心まちづくり県民
運動」の展開により、刑法犯認知件数は減少しているが、性犯罪（強姦・強制わいせつ）の認知件数はほぼ横ばいであり、
人口あたりの発生率も全国的に高水準（H22全国ワースト2位）で推移している。
○性犯罪の被害者の約5割が16歳から23歳で、事件の約7割は屋外であり、職場や学校からの帰宅中の発生が多い。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））
○若い女性への自己防衛に関する啓発不足、性犯罪の凶悪性や被害の重大性について社会の認識が希薄であること
及び企業における従業員・顧客への性犯罪抑止対策が進んでいない状況である。
　→　企業運動を更に活性化し、女性が働きやすい環境整備など社会全体の性犯罪等抑止気運を盛り上げることが必要。

(1) 女性と子どもの安全をみまもる企業運動の推進
①「女性と子どもの安全みまもり企業」の募集
　　性犯罪防止の県民運動に参画する企業を募集し、活動ステッカーの配布や企業の従業員教育等のための情報提供を行う。

②みまもり企業の性犯罪抑止活動の支援・促進
　みまもり企業の活動を県、県警察が支援し、企業での取組を促進させる。
〈支援例〉
　顧客用リーフレットの配布、性犯罪情報の提供、優良企業の表彰、みまもり企業研修会の開催、
　みまもり企業と協働した地元タレントを起用した性犯罪抑止イベントの開催

(2)性犯罪が起きにくいまちの環境づくり推進事業
　性犯罪多発地域の住民や企業に対し、性犯罪多発地域における防犯環境調査上の課題と改善点について情報提供することに
　より注意喚起・啓発を行い、防犯活動の促進を図る。

(3)市町村と連携した性犯罪抑止対策事業
　性犯罪抑止シンボルマーク（福岡市）の共有や政令市等と連携した効果的な啓発活動を実施する。
　また、保護者向け性犯罪防犯リーフレットを作成し、市町村教育委員会を通じた配布やＰＴＡ総会等での啓発を行う。

女性がいきいきと働き活躍できること

社会的・経済的に厳しい状況を強いられている女
性の支援

社会的・経済的に厳しい状況を強いられている
女性を支える

性犯罪、ストーカー対策

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

   総合計画
　での位置づけ

H26次回評価予定年度

政策事前評価書（女性・子どもの安全・安心まちづくり推進事業）

安全・安心まちづくり推進事業
（女性・子どもの安全・安心まちづくり推進事業）

新社会推進部

生活安全課

事業開
始年度

H24　事業名称

人口あたりの強姦・強制わいせつの発生率順位（全国ワースト２）

強姦
H18 H19 H20 H21 H22

１位 福岡県 福岡県 福岡県 東京都 和歌山県

２位 熊本県 宮崎県 香川県 福岡県 福岡県
３位 大阪府 大阪府 熊本県 大阪府 愛媛県
４位 茨城県 宮城県 大阪府 千葉県 宮崎県
５位 香川県 沖縄県 東京都 兵庫県 大阪府

強制わいせつ
H18 H19 H20 H21 H22

１位 大阪府 大阪府 大阪府 大阪府 大阪府
２位 広島県 東京都 東京都 東京都 福岡県
３位 福岡県 福岡県 京都府 福岡県 京都府
４位 東京都 広島県 宮城県 京都府 東京都
５位 京都府 京都府 福岡県 兵庫県 広島県

刑法犯認知件数総数と性犯罪認知件数の推移

0

200

400

600

800

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ H２１ H２２

0

50000

100000

150000

200000

性犯罪件数 刑法犯総数

＊福岡県生活安全課「犯罪統計（平成15年～平成22
年）」により作成。

＊福岡県生活安全課「犯罪統計（平成18年～平成22年）」、「国勢調査人口」により作成。
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
○地域・事業者と連携した性犯罪防止のための新たな県民運動を展開し、社会全体で性犯罪を許さない気運醸成を図る。
　
○性犯罪が起きにくいまちの環境づくりを促進する。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
性質

④④④④目標目標目標目標

の安全みまもり企業数を設定する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

女性と子どもの安全みまもり企業の
募集、研修会の実施、防犯環境調
査・調査結果による啓発

　　本事業の目的は、女性と子どもが被害者となる性犯罪抑止を目的に、企業と地域が連携した運動の展開により

H26
2000

事業所 普通 H28

女性と子どもの安全
みまもり企業（事業
所数）

Ｈ23年当初予算額

目　　標　　値現　　在　　値

当該事務事業との相違点事業概要

地域防犯活動団体への支援

性犯罪の起きにくい社会づくりを推進するものである。企業運動の活性化の度合いを測る指標として、女性と子ども

安全・安心まちづくり推進事業
（地域防犯活動活性化支援）

H27

3000
事業所H22

161
事業所

H28

6,682千円
0千円

1,499千円
1,228千円

0千円

普通

30,798千円
合　　計

人件費

H25 H26

地域防犯活動団体支援 補完 14,854千円

7,539千円

1,499千円

事　　業　　名

H24
2,727千円

年　度
見込額

従事時間 5,364Ｈ

財
源

2,727千円 2,727千円

22,617千円7,539千円7,539千円 － －

安全・安心まちづくり推進事業
（女性子どもの安全・安心まちづくり推進事

業）

企業運動の推進、
性犯罪が起きにく
いまちの環境づくり

補完 926千円

8,181千円

1,788Ｈ 1,788Ｈ 1,788Ｈ －

2,727千円 2,727千円

0千円
－

指　　標　　名

県（生活安全課）

企
　
業

女
性
と
子
ど
も
の

安
全
み
ま
も
り
企
業

危険回避能力の向上

防犯パトロールの拡大・強化

地域防犯活動団体への支援

防犯環境整備の促進

公募 支援 みまもり企業研修会の開催

【性犯罪が起きにくいまちの環境づくり推進事業】

県（生活安全課）

性
犯
罪
が
起
き
に
く
い
ま
ち

県民による自主防犯

防犯団体によるパトロール

みまもり企業による
パトロール、環境整備

市町村による環境整備

多発地区住民による
自主防犯

支援

性犯罪が起きにくい環境調査結果による啓発

 

 

～１７００の地域防犯団体 

(約１３万人)が地域防犯 

活動を展開～ 

【県の施策】（地域防犯活動団体への支援） 

 

 

「「「「女性女性女性女性とととと子子子子どものどものどものどもの安全安全安全安全をみまもるをみまもるをみまもるをみまもる企業運動企業運動企業運動企業運動」」」」のののの推進 推進 推進 推進 

・ 女性従業員に対する防犯研修会等防犯教育

の実施 

・ 事業所及び周辺の防犯環境の整備 

・ 顧客や地域に対する情報提供・啓発 

 

・ 地域における見守り・防犯活動 

（「防犯パトロール中」のステッカー貼付 等） 

・ 地域の防犯ボランティア活動への支援 

安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり県民運動 県民運動 県民運動 県民運動 

地域運動(県民) 

 

企業運動(事業者) 

 

【女性と子どもの安全をみまもる企業運動の推進】

【市町村と連携した性犯罪抑止対策事業】

県（生活安全課） 市町村

啓発
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　　女性と子どもが安心して暮らせるまちづくりを実現するため、企業運動と地域運動を展開し、犯罪の起きにくい
　 社会づくりを推進する必要がある。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　特になし

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
性質

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

の安全みまもり企業数を設定する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

普通 H28
3000

事業所

事　　業　　名 事業概要 Ｈ24年当初予算額 当該事務事業との相違点

10,266千円

　　本事業の目的は、女性と子どもが被害者となる性犯罪抑止を目的に、企業と地域が連携した運動の展開により
性犯罪の起きにくい社会づくりを推進するものである。企業運動の活性化の度合いを測る指標として、女性と子ども

普通

女性と子どもの安全
みまもり企業（事業
所数） H22

161
事業所

2000
事業所H26

7,539千円人件費

財
源

当初予算額

1,788Ｈ

年　度

従事時間

2,727千円
1,228千円
1,499千円

H24

目　　標　　値現　　在　　値
指　　標　　名

地域防犯活動団体への支援
安全・安心まちづくり推進事業
（地域防犯活動活性化支援）

地域防犯活動団体支援 補完 14,854千円

県（生活安全課）

企
　
業

女
性
と
子
ど
も
の

安
全
み
ま
も
り
企
業

危険回避能力の向上

防犯パトロールの拡大・強化

地域防犯活動団体への支援

防犯環境整備の促進

公募 支援 みまもり企業研修会の開催

【性犯罪が起きにくいまちの環境づくり推進事業】

県（生活安全課）

性
犯
罪
が
起
き
に
く
い
ま
ち

県民による自主防犯

防犯団体によるパトロール

みまもり企業による
パトロール、環境整備

市町村による環境整備

多発地区住民による
自主防犯

支援



（様式　１号）
事業所管

部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状



３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

50,694千円
従事時間

0千円

16,898千円 16,898千円
4,008Ｈ

0千円
23,421千円

16,898千円

0千円
12,024Ｈ4,008Ｈ 4,008Ｈ

H24
23,421千円

70,263千円23,421千円

120,957千円

23,421千円 23,421千円

財
源

人件費

23,421千円

　○　子どもと女性の自己防衛能力の向上（抑止対策）
　○　性犯罪の実態解明に必要な情報収集と科学捜査の推進による検挙向上（検挙対策）

により、性犯罪の発生を抑止し、「子どもと女性が安心して住める街」を実現する。

　　「性犯罪の抑止」が目標であるが、性犯罪に関する具体的な指標を示すことは困難である。

見込額
合　　計
70,263千円

H27 H28
0千円

H25年　度 H26

子子子子
どどどど
もももも
とととと
女女女女
性性性性
がががが
安安安安
心心心心
しししし
てててて
住住住住
めめめめ
るるるる
街街街街
のののの
実実実実
現現現現

性性性性
犯犯犯犯
罪罪罪罪
抑抑抑抑
止止止止

抑抑抑抑
止止止止
対対対対
策策策策

関係機関・団体
との緊密な連携

防犯教育の強化

戦略的な広報
啓発活動

実戦的護身術ＤＶＤの制作、普及

関係機関・団体との協働による効果的な
広報啓発イベントの開催

ターゲット層の意識・
行動の改善

自己防衛能力の向上

社会全体の防犯気運
の醸成

犯罪の起きにくい社会
環境の構築

前兆事案管理システムの構築

防犯カメラ解析資機材の整備

ＤＮＡ型資料採取のための資機材の整備

検検検検
挙挙挙挙
対対対対
策策策策

性的犯罪検挙件数の
向上

性的犯罪者を社会
から長期隔離

早期検挙による
連続犯の防圧

先制・予防的活動の
強化

初動捜査の高度化

容疑者絞り込み
の効率化
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

　　　特になし

40,319千円

　　「性犯罪の抑止」が目標であるが、性犯罪に関する具体的な指標を示すことは困難である。

16,898千円

23,421千円
23,421千円

H24

4,008Ｈ従事時間
人件費

財
源

当初予算額
年　度

　　　県内の性犯罪の情勢を踏まえ、性犯罪並びにその前兆事案に関するあらゆる情報並びに証拠を収集し、性犯罪を
　抑止して、子どもと女性が安心して住める街を実現するために、当該事業を実施する必要がある。

子子子子
どどどど
もももも
とととと
女女女女
性性性性
がががが
安安安安
心心心心
しししし
てててて
住住住住
めめめめ
るるるる
街街街街
のののの
実実実実
現現現現

性性性性
犯犯犯犯
罪罪罪罪
抑抑抑抑
止止止止

抑抑抑抑
止止止止
対対対対
策策策策

関係機関・団体
との緊密な連携

防犯教育の強化

戦略的な広報
啓発活動

実戦的護身術ＤＶＤの制作、普及

関係機関・団体との協働による効果的な
広報啓発イベントの開催

ターゲット層の意識・
行動の改善

自己防衛能力の向上

社会全体の防犯気運
の醸成

犯罪の起きにくい社会
環境の構築

前兆事案管理システムの構築

防犯カメラ解析資機材の整備

ＤＮＡ型資料採取のための資機材の整備

検検検検
挙挙挙挙
対対対対
策策策策

性的犯罪検挙件数の
向上

性的犯罪者を社会
から長期隔離

早期検挙による
連続犯の防圧

先制・予防的活動の
強化

初動捜査の高度化

容疑者絞り込み
の効率化
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
○本県の少子化の現状
　・合計特殊出生率は、平成15・16年の1.25を底に、平成22年は1.44と上昇傾向
　・出生数は、平成17年の43,421人を底に、平成22年は46,818人
　　　→依然として少子化傾向は続いている。第２次ベビーブーム世代は40歳代に差しかかっており、少子化対策は緊喫の課題
　・婚姻件数は、平成18年以降、3万件前後で推移。平均初婚年齢は上昇
　　　→少子化の要因とされる未婚化・晩婚化は進行
　・わが国の場合、結婚し出産するのが大多数
　　　→結婚応援は少子化対策として有効

＜福岡県の少子化の現状＞ (人口動態統計）
平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

合計特殊出生率 1.26 1.30 1.34 1.37 1.37 1.44
出生数 43,421 45,304 46,393 46,695 46,084 46,818
婚姻件数 28,715 30,006 29,486 30,017 29,419 29,247

夫 29.4歳 29.5歳 29.7歳 29.8歳 29.9歳 30.1歳
妻 28.0歳 28.0歳 28.3歳 28.3歳 28.5歳 28.7歳

○県民の意識（福岡県子育て等に関する県民意識調査、平成20年）
　・独身でいる理由　「適当な相手にまだめぐり会わないから」57.3%が最多
　・早く結婚したい独身者は増加（13.9%(H15)→22.9%（H20)）

○平成17年度から、独身男女に出会いの機会を提供し結婚のきっかけづくりを行う事業を実施
　・「出会い応援団体」として登録する企業・団体が、ボランティアで出会いの場を提供
　・出会い応援団体、イベント回数、参加者数は年々増加

＜実施状況＞
平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 累計

97団体 149団体 187団体 211団体 236団体 283団体 －
58件 46件 108件 201件 227件 371件 1,011件

852名 1,497名 3,540名 5,036名 7,142名 10,421名 28,490名
56組 99組 232組 490組 594組 979組 2,450組

(13.1%) (13.2%) (13.1%) (19.5%) (16.6%) (18.8%) (17.2%)

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））
○職業や勤務先を絞った出会いイベントのニーズが高く、不特定多数を対象としたイベントよりカップル成立率の向上が
　　期待できるが、イベントや出会い応援団体の地域偏在が著しく、北九州、筑豊地区での団体間出会いイベントの活性
　　が望めない。
○異性との交流を積極的に行えない参加者、カップル成立後に交際へ発展させられない参加者も多い

○出会い応援団体の交流促進
　　出会い応援団体同士の交流等のコーディネート・アドバイス、イベントでの司会進行　等　
　　独身従業員のいる会社、企業数に比較して登録団体が少ない北九州地区を中心に開拓し、イベント実施方法の指導　等

○結婚サポートセミナーの開催
　　自己分析やコニュニケーションスキルアップ講座を開催

○イベント参加者等に対する個別相談の実施
　　出会いイベント後の個別相談（イベント参加者を対象、事前予約制、面談及び電話相談）
　　結婚サポートセミナー会場での個別相談会

若者が結婚・子育てに希望を持てる社会をつ
くる

若者が結婚・子育てに希望を持つ社会づくりの推
進

結婚応援の推進

事業開
始年度

H24 次回評価予定年度 H26　事業名称 出会い・結婚応援事業
福祉労働部
子育て支援課

   総合計画
　での位置づけ

安心して子育てができること

政策事前評価書（出会い・結婚応援事業）

平均初
婚年齢

イベントでのカップ
ル成立組数（率）

出会い応援団体数
イベント回数
延べ参加者数

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
　・独身男女に出会いの機会を提供する「出会い応援団体」の活動への支援強化等により、カップル成立率を向上させ、
 　成婚組数の増加を図る
　・社会全体で結婚を応援する気運のさらなる醸成

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】
○出会い応援団体の登録、出会いイベントの情報発信  (5,575千円)
・出会い応援団体の登録
・出会いイベント情報を、ホームページや「あかい糸めーる」で発信

　　　　 ・出会いサポーターによるイベント参加の勧誘や交際支援を推進

○出会い応援団体の交流促進 (5,323千円)
・新たに結婚応援コーディネーターを配置（１名）
・参加対象者の範囲が絞られる出会い応援団体同士の交流等を促進
　　出会い応援団体同士の交流等のコーディネート・アドバイス、イベントでの司会進行　等　
・出会い応援団体の開拓
　　独身従業員のいる会社、企業数に比較して登録団体が少ない北九州地区を中心に開拓。イベント実施の指導

○結婚サポートセミナーの開催 (677千円）
・異性との交際経験が少なく、自信が持てない独身者をサポートするため、自己分析やコニュニケーションスキルアップ講座
　を開催。

○イベント参加者等に対する個別相談の実施 (5,144千円)
・カップル成立に結びつかない参加者や、カップル成立後、交際・結婚に進展しない参加者を支援することで、結婚を後押し
・結婚相談に経験豊かな相談員を配置（１名）
　　出会いイベント後の個別相談（イベント参加者を対象、事前予約制、面談及び電話相談）
　　結婚サポートセミナー会場での個別相談会

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標
　イベントにおけるカップル成立率を向上させ、成婚組数の増加を図ることを目的としており、これらを指標とする。
　なお、目標値は以下のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 50,157千円

一般財源
国庫支出金

その他

現　　在　　値

16.3%

150組

指　　標　　名
イベントにおけるカッ
プル成立率

H17～22
平均

H17～22
累計

年　度 H24

成婚組数

財
源

16,719千円

30% 困難

見込額 16,719千円 16,719千円 16,719千円
H27 H28

目　　標　　値

H23～26
累計 300組 困難

合　　計

H26

50,157千円
H25 H26

16,719千円 50,157千円
0千円

16,719千円

0千円
従事時間 0Ｈ

0千円人件費

　　　　　　　　　　　　　　　　相相相相　　　　談談談談
　・フォローアップ

　・アドバイス

イベントイベントイベントイベント
出会いサポーター

による後押し

独　身　男　女

委託事業者

・開拓
・指導

・助言

イベント情報
の連絡、相談

ＨＰ、メルマガ

によるイベント

情報発信

参加

福岡県
委託

出会出会出会出会いいいい
応援団体応援団体応援団体応援団体
（ホテル等）

主催

開拓

コーディネート

カップル結婚結婚結婚結婚

交際進展

交
流

相談員 結婚応援コーディネーター

セミナーセミナーセミナーセミナー

開催

出会出会出会出会いいいい
応援団体応援団体応援団体応援団体
（独身男女）

出会出会出会出会いいいい
応援団体応援団体応援団体応援団体
（独身男女）
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　　　　出会い応援団体や出会い応援イベントを直接把握している、出会いコーディネーターがイベント参加者等の
　　　　　相談を受けることで、カップル成立率、成婚率の向上のために、的確な相談対応等が可能となる。
○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　　　結婚応援コーディネーター（1名）が、相談員を兼務する。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】
○出会い応援団体登録 （5,555千円）
　・出会い応援団体の登録（地域偏在の解消を図るため、北九州地区の集中的開拓）
　・出会い応援団体が実施するイベント情報を、ホームページや「あかい糸めーる」で発信

　　　　 　・出会いサポーターによるイベント参加の勧誘や交流促進

○結婚サポートセミナーの開催 （677千円）
　　異性との交流が苦手な独身者やイベント参加に戸惑う独身者をサポートし、カップル成立率の向上を図る。
　・内容　　　マナーアップ、自己分析、コニュニケーションスキルアップなどの専門家による講座
　・福岡会場(男女各２回)、北九州会場(男女各１回)　　参加者数　１回当たり５０名程度　

○出会い応援団体間の交流促進、イベント参加者等（5,308千円）
　　カップル成立率の向上を図るため、出会い応援団体（職場・職域）間の交流を促進
　・内容　独身者を抱える事業所等の勧誘、団体間交流のコーディネート・アドバイス、会場等を提供する出会い応援団体
　　　　　への働きかけ、交流会司会　等
　　イベントに参加するもののカップル成立に結びつかない参加者の支援や、カップル成立後、なかなか交際に進展しない
　参加者をフォローすることで、交際を後押し
　・結婚相談に経験豊かな相談員（１名）を配置し、出会いイベント後の相談、結婚サポートセミナー会場での相談に対応する。

②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
　目的は、イベントにおけるカップル成立率を向上させ、成婚組数の増加を図ることなので、これらを指標とする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 17,240千円

一般財源
国庫支出金

その他

現　　在　　値 目　　標　　値
指　　標　　名

イベントにおけるカッ
プル成立率

H17～22
平均

16.3%

300組 困難

H26 30% 困難

H23～26
累計

5,700千円

11,540千円
11,540千円

1,352Ｈ

年　度

従事時間

当初予算額

H17～22
累計

150組

H24

成婚組数

人件費

財
源

　　　　　　　　　　　　　　　　相相相相　　　　談談談談
　・フォローアップ

　・アドバイス

イベントイベントイベントイベント
出会いサポーター

による後押し

独　身　男　女

委託事業者

・開拓
・指導

・助言

イベント情報
の連絡、相談

ＨＰ、メルマガ
によるイベント

情報発信

参加

福岡県
委託

出会出会出会出会いいいい
応援団体応援団体応援団体応援団体
（ホテル等）

主催

開拓

コーディネート

カップル結婚結婚結婚結婚

交際進展

交
流

相談員 結婚応援コーディネーター

セミナーセミナーセミナーセミナー

開催

出会出会出会出会いいいい
応援団体応援団体応援団体応援団体
（独身男女）

出会出会出会出会いいいい
応援団体応援団体応援団体応援団体
（独身男女）
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

 ・「保育に欠ける児童」の保育に要する費用の一部を補助することにより、待機児童の解消を図る。
 ・補助金の一部を保育料の軽減に充当させることで、保護者の経済的負担の軽減を図る。
 ・県は、補助を実施した市町村に対して、「安心こども基金」を財源として間接補助

   総合計画
　での位置づけ

安心して子育てができること

子育てを応援する社会づくり

・福岡都市圏を中心に待機児童数が増加【表１】
・福岡県子育て応援基金（H21.2設置）を活用して、保育所等を整備【表２】
・国は、待機児童解消先取りプロジェクトの一環として、平成23年9月30日に児童福祉施設最低基準を満たす「届出保育
施設（いわゆる認可外保育施設）」に対する補助制度（認可外保育施設運営支援事業）を創設【表３】

安心して子どもを生み育てることができる社会をつくる

保育サービスの充実

・福岡都市圏を中心に待機児童数が増加
・届出保育施設は、認可保育所より一般的に高い料金となっており、保護者の負担大【表４】

H26次回評価予定年度

政策事前評価書（待機児童解消先取りプロジェクト事業）

待機児童解消先取りプロジェクト事業
福祉労働部
子育て支援課

事業開
始年度

H24　事業名称

　                                 【表１】待機児童数の推移

　　　　　　　　　　　                               （単位：人）

            ※各年4月1日現在

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３
631 819 1,029
13 33 34
644 852 1,063

福岡都市圏
その他
県計

           【表２】保育所整備の状況
                             （単位：人）

H21実績 H22実績 H23予定
384 1,144 2,149
175 619 898
559 1,763 3,047県計

福岡都市圏
その他

【表３】「先取り」プロジェクトの動向

H22.10
　待機児童の早急な解消を図るため、内閣総理大臣指
示により「待機児童ゼロ特命チーム」を設置

H22.11
　「国と自治体が一体的に取り組む待機児童の解消
『先取り』プロジェクト」を取りまとめ
○国の補助事業メニュー

H23年度
モデル市町村で実施
（待機児童１０人以上）

H24年度
待機児童がいる全市町村で拡大実施予定

【表４】各施設の保育料比較

（単位：円/月）

届出保育施設 認可保育所
保育料 39,000 27,000
※全年齢児の平均額で算出
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

補助基準額                                    （単位：円／月）
年齢区分 0歳児 1.2歳児 3歳児 4歳以上
補助基準 72,000 39,000 15,000 12,000

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
・・・・該当該当該当該当なしなしなしなし

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

57,443千円
合　　計

0千円 0千円 0千円
H25 H26

人件費 338千円

指　　標　　名

困難待機児童解消数

・待機児童が発生している市町村を対象に、国が平成23年度に新たに制度化した「認可外保育施設運営支援事業」と同
様のスキームの事業を実施することで、待機児童の解消を促進
・本件事業に係る補助金を保育料軽減に活用することで、保育に欠ける児童の保護者負担の軽減を促進
※ 国が、平成24年度も「認可外保育施設運営支援事業」を実施する場合は、当該事業を活用
（国1/2　県1/4　市町村1/4）

【事業内容】
○最低基準を満たす届出保育施設を利用し、待機児童の解消と利用者の負担軽減を図る市町村に補助を実施
実施主体 ： 待機児童が発生している市町村で､県から計画の承認を受け､最低基準を満たす届出保育施設を活用して
待機児童
の解消を図る市町村
対象児童 ： 市町村が定める保育の実施基準に基づき｢保育に欠ける｣とされた児童で､施設の利用定員が20人以上で
ある最低基準（第32条及び第33条を満たした施設に入所している児童）

0人

・児童福祉施設最低基準を満たす、質の確保された届出保育施設に対し、「保育に欠ける」児童の保育に係る費用の一
部を助成することで、市町村の待機児童解消を図ることがあるため、「待機児童数」を指標とする。

現　　在　　値 目　　標　　値

H24
57,105千円

年　度
見込額

従事時間

57,105千円
H27

57,105千円
0千円

57,105千円

0千円
80Ｈ 80Ｈ

338千円

H23 1,063人 H26 H28 0人

財
源

困難

H28
0千円

　 対象市町村
 （待機児童

  県

「待機児童ゼロ計画」提
県による「待機児童ゼロ計画」採択

   県

  3/4

対象市町
村

補助金　　　　　　補助金

  施設

児童福祉施設最低基準を満たす、質の確
保された届出保育施設に対し、「保育に
欠ける」児童の保育に係る費用の一部を
助成

待機児童解消

保護者負担軽
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　①①①①　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
・特になし

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要
【待機児童ゼロ計画の採択】

【待機児童解消先取りプロジェクト事業】

補助基準額                                    （単位：円／月）
年齢区分 0歳児 1.2歳児 3歳児 4歳以上
補助基準 72,000 39,000 15,000 12,000

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
該当なし

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金
基金繰入金

・市町村の待機児童解消の選択肢として当該制度の活用を図り、市町村の待機児童解消を支援することができ、補助
金の一部を保育料の軽減に活用することで、保護者の経済的な負担を軽減できるため、当該事業を実施する。

52,475千円

【事業内容】
○最低基準を満たす届出保育施設を利用し、待機児童の解消と利用者の負担軽減を図る市町村に補助を実施
実施主体 ： 待機児童が発生している市町村で､県から計画の承認を受け､最低基準を満たす届出保育施設を活用して
待機児童
の解消を図る市町村
対象児童 ： 市町村が定める保育の実施基準に基づき｢保育に欠ける｣とされた児童で､施設の利用定員が20人以上で
ある最低基準（第32条及び第33条を満たした施設に入所している児童）

H23

指　　標　　名

困難待機児童解消数

当初予算額

従事時間
人件費

財
源

0人 困難1,063人 H26

・児童福祉施設最低基準を満たす、質の確保された届出保育施設に対し、「保育に欠ける」児童の保育に係る費用の一
部を助成することで、市町村の待機児童解消を図ることがあるため、「待機児童数」を指標とする。

338千円

52,137千円
17,379千円

0千円

H24

80Ｈ
34,758千円

年　度

H28 0人

　 対象市町村
 （待機児童

  県

「待機児童ゼロ計画」提

  　　　　 国

　安心こども基金

　　　県
子育て応援基

                    1/2                     3/4(1/2)
4/4

 市町村

待機児童解消及び保護者の負担軽減を図
るため、児童福祉施設最低基準を満たす、
質の確保された届出保育施設に対し、「保
育に欠ける児童」の保育に係る費用の一部
を補助

待機児童解消

保護者負担軽

内閣府

意見を付して提出

ゼロ計画の採
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
○子育て応援の店
　・業界単位（理美容業等）やチェーン展開している店舗（外食産業等）の登録促進（H18年度～）　
　・登録率の低い小売店や飲食店等の個店単位での登録促進（H23年度）
　・商店街単位での加入促進をモデル的に実施（H23年度20商店街）
　・登録店舗数は、15,764店舗（H24.1.31現在）で全国1位【図１】

○「ふくおか・みんなで家族月間」キャンペーン
　・11月の期間中、協賛団体の協力を得て、子育てや家族に関する催しを県内各地で集中的に実施
　・協賛団体は着実に増加（H21：70団体　→　H22：140団体　→　H23：200団体）

【図１】「子育て応援の店」登録数の推移

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））
○子育てに悩みや不安を持つ人の割合は増加傾向【図２】
○「子育て応援の店」は、提供サービスの向上を期待する意見があり、また県民の認知度の一層の向上も必要【図３】
○「ふくおか・みんなで家族月間」の県民への一層の浸透が必要

【図２】子育てに悩みや不安を持つ人の割合 【図３】「子育て応援の店」の認知状況、利用状況等

（出典：福岡県「子育て等に関する県民意識調査」平成20年度）

○子育てを社会全体で応援する気運の更なる醸成を図る。
○子育て応援の店

　・「子育て応援パスポート」登録者を対象に、メールによる「子育てに関するイベント」や「子育て支援情報」等の配信

○「ふくおか・みんなで家族月間」キャンペーン
　・「福岡県の子育て応援プレ・イベント」を開催し、「ふくおか・みんなで家族月間」の県民への更なる周知を図る。
　・年度毎にテーマを設定し、平成24年度は「男性の子育て参加」として実施

（出典：福岡県「保育サービス実態調査」平成22年度）

　・「子育て応援パスポート」の導入、「子育て応援商店街」の拡充により、「子育て応援の店」の登録拡大、県民への定
着促進を図る。

政策事前評価書（ひろげよう！にこにこ子育ての輪事業）

ひろげよう！にこにこ子育ての輪事業
福祉労働部
子育て支援課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

安心して子どもを生み育てることができる社会をつくる

地域における子育て支援

   総合計画
　での位置づけ

安心して子育てができること

子育てを応援する社会づくりの推進

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策
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56.4%

57.5%

7.6%

7.8%

11.0%
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H15

H20

かなりある 少しはある 以前はあり、今はない 特にない 無回答
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利用利用利用利用したことはなしたことはなしたことはなしたことはな
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２２２２ 　　　　認知者認知者認知者認知者のののの

利用状況利用状況利用状況利用状況
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

・「子育て応援の店」の登録店舗数を、平成26年度末までに20,000店舗に拡大
・「ふくおか・みんなで家族月間」キャンペーンの市町村、企業等との連携強化による県民への一層の浸透
・男性の子育て参加意識の醸成

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

・既登録店舗の登録更新、子育て応援の店ホームページの運営
・「子育て応援商店街」の拡充
・「子育て応援パスポート」の導入によるサービスの拡充
・「福岡県の子育て応援プレ・イベント」の開催
・協賛団体、開催イベント等の充実

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標
○社会全体で子育てを応援する気運の醸成を示す指標として「子育て応援の店」の登録店舗数を設定する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他
4,563Ｈ 4,563Ｈ

0千円
4,563Ｈ 13,689Ｈ

H26 20,000店舗

22,242千円 22,242千円
22,242千円 0千円

H25 H26 H27
22,242千円

財
源

22,242千円

57,714千円19,238千円19,238千円

困難

66,726千円0千円
H28H24

22,242千円
年　度
見込額

従事時間
人件費 19,238千円

現　　在　　値 目　　標　　値

○「子育て応援の店推進事業」、「ふくおか・みんなで家族月間キャンペーン」の取組を連携、拡充することにより、「社会
全体で子育てを応援する気運」の更なる醸成を図る。

【事業の内容】
961千円

2,820千円
10,200千円

124,440千円

2,036千円
6,225千円

0千円

合　　計

66,726千円

指　　標　　名

-「子育て応援の店」
登録店舗数

-H23 16,352店舗 -

業務委託

登録申込

サービス提供

利用

協力依頼

取組同意

のぼり配付

子育て応援情報提供

県

委託先

商店街

子育て応援商店街

子育て応
援の店・商
店街HP

子育て応援
パスポート

子育て応援の店

登録・審査
パスポートサービス
協力依頼

県　民

子育て家庭

応援パスポート発行
子育て応援の店
の情報配信

応援パスポート
利用申込

子育てイベント・子育
て応援情報の配信 家族月間中「子育て応

援の店」「子育て応援

商店街」で特別サービ

ス」の提供

「子育て応援パスポー

ト」登録者に「家族月

間」イベント情報の配

信

業務委託

協賛・取組の働きかけ

実施内容のとりまとめ

県

委託先

キャンペーンの実
施

福岡県の子育て
応援プレ・イベント

全市町村・企業等

県　民

イベント・サービス

取組の広報・
紹介

連　　携
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
・「男性の子育て参加意識の醸成」については、別事業で実施

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要
　○子育て応援の店推進事業

　○「ふくおか・みんなで家族月間」キャンペーン

・既登録店舗の登録更新、子育て応援の店ホームページの運営
・「子育て応援商店街」の拡充
・「子育て応援パスポート」の導入によるサービスの拡充
・「ふくおか・みんなで家族月間」キャンペーンの周知経費
・協賛団体、開催イベント等の充実

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

○次世代育成支援行動計画（後期計画：計画期間H22～26）において、設定している目標値

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

H24

4,563Ｈ

6,205千円
4,307千円

H26 20,000店舗H23

目　　標　　値
指　　標　　名

19,238千円

17,558千円
17,558千円

年　度

- -16,352店舗 -

36,796千円

【事業の内容】

従事時間
人件費

財
源

「子育て応援の店」
登録店舗数

当初予算額

困難

現　　在　　値

・「子育て応援の店」は、サービス利用者とサービス提供を行う企業、店舗等の双方にとって、メリットのある
取組であり、推進していく必要がある。

2,065千円
2,036千円

・「ふくおか・みんなで家族月間」の拡充については、従来の取組方法の見直し等により行うため、「福岡県
の子育て応援プレ・イベント」については予算措置しない。

2,945千円

業務委託

子育て応援の店登録申込み

子育て応援パスポートの発行

子育て応援の店・商
店街情報の発信

子育て応援パス
ポート利用申込み子育て応援の店の利用

子育て応援サービスの提供

協力依頼

取組同意

のぼり配付

子育て応援情報提供

登録・審査
パスポートサービス協力依頼

子育て応援イベント・子育て
応援情報の配信

県

委託先

子育て応援の
店・子育て応
援商店街HP

子育て応援
パスポート

商店街

子育て応援商店街

子育て応援の店

県　民

子育て家庭

業務委託

イベントイベントイベントイベント・・・・サービスサービスサービスサービス

取組の広報・紹介

協賛・取組の
働きかけ

実施内容の
とりまとめ

県 委託先

「ふくおか・みんなで家族月間」
キャンペーン

県内全市町村・企業等 県民
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

○要件を満たせば里親になれる一方で、里親養育では「退行」や「試し行動」など困難を来す場合がある。

○施設入所児童のうち、専門的なケアを必要としないなど、里親委託が可能と思われるものが１割以上ある。

○里親希望者は増えているが、制度の内容や養育の実状は十分に知られていない。

○国は家庭的養護を現在の３倍に増やす方針を発表した。

○県においては、社会的養護を必要とする児童のうち、９割は施設養護、１割が家庭的養護（里親委託）である。

○里親委託は施設と比較して委託までの手続きが煩雑で、委託が進みにくい。

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

○　児童相談所における里親委託推進体制の整備を図り、里親委託率の更なる向上を図る。

○　里親の資質向上の取組や養育中の里親に対する支援を充実させ、子どもの健全な育成を図る。

政策事前評価書（里親委託推進事業）

児童虐待防止対策強化事業
（里親委託推進事業）

福祉労働部
児童家庭課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

   総合計画
　での位置づけ

安心して子育てができること

きめ細かな対応が必要な子どもへの支援

きめ細かな対応が必要な子どもを支える

社会的養護の充実

○国の社会的養護の将来像

＜現在＞ ＜想定される将来像＞

施設９割、里親等１割 家庭養護を概ね３分の１に

施設養護 33,562 人 施設養護 26,200 人程度

家庭養護 4,055 人
家庭養護 12,100 人程度

施設入所
施設への
入所要請

施設措置

里親委託
里親の
選定

里親に委託
児童の打診

里親へのオリ

エンテーション 面会 外出 外泊
児童相談所援
助方針会議

里親委託
措置

児童とのマッチング

○措置に係る児童相談所の業務の比較

○社会的養護の体系

乳児院（68人）、児童養護施設（598人）

里親（102人）、ファミリーホーム（9人）

里親等委託率

　　　　14.3％

家庭的養護

施設養護

※（ ）は22年度末の措置人数

乳児院 １３人 

児童養護施設 ７４人 （在籍児童の約 １１％）

○施設措置児童のうち里親委託が可能と思われる子どもの数

（H23.3.1在籍児童について児童相談所調べ） 

（在籍児童の約 １８％）
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

事業内容

対　象

事業実施

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

Ｈ２６ Ｈ２８

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

○国において、施設養護から家庭養護への政策転換（里親委託等を３分の１まで引き上げ）が行われたことを踏まえ、
県として一層の里親委託推進を図る。

（１）里親制度の普及啓発と里親登録の推進を図るため、里親説明会を実施。

5,166千円

10,335千円

　

（４）児童相談所による里親支援を充実させるため、３児相（福岡・久留米・田川）に里親担当児童福祉司を配置すると
ともに、３児相（大牟田・宗像・京築）に里親委託等推進員（非常勤）を配置。

　 登録里親、市町村住民

（２）里親が施設や子どもへの理解を深め、相互の信頼関係構築や里親の養育技術向上を図るため、里親施設実習を実施。

（３）養育経験のない里親が施設入所中の子どもを短期間預かり、養育経験を重ねることで、養育技術の向上及び受入児童
の拡大を図るため、養育体験事業（トライアル里親）の実施。

1,723千円

Ｈ２３
（H22実績） 14.3%

1,723千円

488Ｈ 488Ｈ
2,058千円

0千円

合　　計

里親委託を推進し、子どもの健全な養育を図ることが目的であるため、「里親等委託率」を指標として設定する。

16,509千円

1,722千円
1,723千円

2,058千円
488Ｈ

H25 H26
3,445千円 3,445千円

年　度
見込額

従事時間

1,722千円

H24
3,445千円

1,722千円

人件費 2,058千円
1,464Ｈ

6,174千円

5,169千円

普通

財
源

   児童相談所

指　　標　　名

普通里親等委託率

現　　在　　値 目　　標　　値

18% 21%

里
親
担
当
児
童
福
祉
司

里親の養育技術向上・受入可能児童拡大

マッチング ・委託後訪問 ・相談対応

里親制度の普及啓発・里親登録推進
市町村住民

里　親

○養育体験
（トライアル里親）

○訪問支援

○里親説明会

支援

○里親施設実習
里親の資質・養育技術向上

児童相談所

里
親
委
託
等
推
進
員
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

Ｈ２６ Ｈ２８

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

21%

 ・家庭において、特定の大人との愛着関係の下で養育する家庭的養護は、子どもの健全な養育を図る上で効果的であ
り、家庭的養護が適当な子どもについては、これまでも里親委託を推進し、里親登録数及び里親委託率は年々増加して
いる。
 ・国も、家庭的養護（里親委託）を現在の３倍に増やす方針を発表した。

H24

　　　特になし

14.3%

年　度

従事時間
2,058千円

3,445千円
1,723千円
1,722千円

488Ｈ
人件費

財
源

18% 普通里親等委託率

目　　標　　値
指　　標　　名

5,503千円

里親委託を推進し、子どもの健全な養育を図ることが目的であるため、「里親等委託率」を指標として設定する。

当初予算額

Ｈ２３
（H22実績） 普通

現　　在　　値

里
親
担
当
児
童
福
祉
司

里親の養育技術向上・受入可能児童拡大

マッチング ・委託後訪問 ・相談対応

里親制度の普及啓発・里親登録推進
市町村住民

里　親

○養育体験
（トライアル里親）

○訪問支援

○里親説明会

支援

○里親施設実習
里親の資質・養育技術向上

児童相談所

里
親
委
託
等
推
進
員



（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

政策事前評価書（施設退所児童等自立支援促進事業）

児童虐待防止対策強化事業
（（（（施設退所児童等自立支援促進事業施設退所児童等自立支援促進事業施設退所児童等自立支援促進事業施設退所児童等自立支援促進事業））））

福祉労働部
児童家庭課

事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称 Ｈ２６次回評価予定年度

   総合計画
　での位置づけ

安心して子育てができること

きめ細やかな対応が必要な子どもへの支援

きめ細やかな対応が必要な子どもを支える

社会的養護の充実

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

○　児童養護施設を退所した子どもは、家族の援助が期待できないため、自ら稼いだお金で、住まいや衣服を整え、生活
しなければならない。また、家庭の事情や養育環境から、社会性の欠如や、コミュニケーションが不得手、就労意欲が低い
子どもがみられる。

○　施設を退所した子どもが置かれている状況について【図１】
　　・就職した者の３３％（１１２人中３７人）が就職後１年以内に離職。
       （一般高卒の全国平均１７％（厚労省調査））

　　・再就職後の雇用の多くが非正規雇用で、就業が不安定。

　　・転職後、状況が把握出来なくなることが多い。

○　東京都の調査では、施設退所者の生活保護受給割合は７９．３９‰【図２】 。
      ２０～３９歳の全国平均２．９９‰（厚労省調査）。
　

 【図１】県調査結果（H23.8月)
転職有 56

就職・ 就職 121 正規 112 転職無 49
進学者132 非正規 9 不明 7

進学 11

（再就職の状況）
６ヶ月 23 正規 5

転職有 56 １年以内 14 非正規 18
１年以上 11 無職 5
不明 8 不明 28

施設退所者の生活保護受給状況

受けてい
ない,
87.7%

受けてい
る, 7.9%

受けたこ
とがある,

4.4%

【図２】

n=592人

出典：『東京都における児童養護施設等退所者への
アンケート調査報告書』 （H23.8月東京都福祉保健局）

○退所後に、日常生活や仕事上の困難を抱えながら過ごしており【図３】
　 親身になって相談できる周囲の人間関係や支援体制が不十分である。

退所後、望ましい支援

0.23
0.348

0.423
0.443

0% 10% 20% 30% 40% 50%

食事等生活全般

経済的支援

n=67

退所後、困ったこと

0.117
0.128
0.143

0.223
0.251
0.254

0.296

0% 10% 20% 30% 40%

住民票等の手続

炊事

生活費

孤立感、孤独感

n=67

退所後、困った時の相談先

0.103

0.135

0.14

0.146

0.158

0.16

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

職場の上司、同僚

親族・兄弟

施設の友人、先輩

施設長

親、保護者

誰にも相談せず

施設職員

n=67

出典：『東京都における児童養護施設等退所者へのアンケート調査報

【【【【図図図図３３３３】】】】○○○○児童養護施設等退所者児童養護施設等退所者児童養護施設等退所者児童養護施設等退所者

・施設退所児童等が生活や就職について気軽に相談でき、親身になって話しを聞いてくれる「居場所」
　を提供する。
・相談・対応をする専門員を居場所に配置する。
・居場所につどう仲間同士の交流による相互扶助を目的としたネットワークを構築する。
・施設在所児童がソーシャルスキルを習得できるよう講習会を実施する。
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

22,350千円

普通

696千円

0千円

H26 1,800人

10,827千円
財
源

3,609千円 3,609千円
3,609千円

232千円232千円

3,609千円

165Ｈ

7,218千円 7,218千円

3,609千円3,609千円

55Ｈ 55Ｈ

合計

10,827千円

21,654千円
H24
7,218千円

年　度
見込額

従事時間
人件費 232千円

55Ｈ

現　　在　　値 目　　標　　値

H25 H26

指　　標　　名

利用者数（延べ） Ｈ２３ 実績なし

　福岡市と連携し、ＮＰＯを活用して、児童養護施設等の入所児童や施設退所者の相談に応じるとともに、
退所者が相互に意見交換や情報交換等を行えるよう居場所づくりや自助グループ活動を支援する。

○　実施主体
　　ＮＰＯ法人「青少年の自立を支える福岡の会」（Ｈ２３年７月から福岡市の委託を受けて事業実施中）

○　事業概要
　　(ア) 退所者の相談支援
　　(イ) 退所者の居場所づくり支援
　　(ウ) 退所者の自助グループ活動の育成支援
　　(エ) 在所児童への自立支援

委託

福岡市

県

委託

連携

児童養護施設等
（市所管）

連携

�=%,6C/��É.3%l

Bè�Ò�²%¤



４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　・特になし

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

7,450千円

H26 1,800人

年　度

従事時間

7,218千円
3,609千円
3,609千円

H24

55Ｈ

Ｈ２３ 実績なし

人件費

財
源

利用者数（延べ）

当初予算額

232千円

指　　標　　名

普通

現　　在　　値 目　　標　　値

・児童養護施設を退所した子どもは、精神的にも経済的にも家族の援助が期待できないため、多くの困難
　や不安を抱え生活しており、相談支援が必要である。
・家庭の事情や養育環境から、社会性の欠如や、コミュニケーションが不得手、就労意欲が低い子どもが
　みられるため、離職率が高く、再就職をしても非正規雇用で雇用が不安定であるという現状を改善する
　必要がある。
・実施の方法は、ＮＰＯや他の地方公共団体との連携・協力により施策効果を高めることが期待でき、
　妥当である。

 施設退所児童等の「居場所」の利用が自立へ繋がるため、その利用者数を指標とした。

委託

福岡市

県

委託

連携

児童養護施設等
（市所管）

連携

児童養護施設等
（県所管）

青少年自立支援室（ＮＰＯ委託）

 ①退所者の相談支援
 ②居場所づくり支援

 ③自助グループ活動の育成支援
 ④入所中の児童への自立支援

施設退所児童等自立支援促進事業のスキーム
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

○　スーパーセミナー合宿（平成２１～２３年度）では、生徒の学習意欲・リーダーシップを向上させることができた。

○　しかし、義務教育段階では、基礎的な知識・技能等を課題解決のために活用する力が弱い（全国学力・学習状況調査）。

○　加えて、高校での指導においても、基礎的な知識・技能等を活用して課題を解決する探究活動の充実が必要である。

○　さらに、新学習指導要領において、基礎的な知識・技能等を

　　活用して思考力・判断力・表現力を高め、課題解決力を

　　育成することとなっており、教員の指導力の向上が

　　急務である。

（例）

　

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

○　現代社会の課題に対して、自ら課題を設定して、主体的・科学的に調査・研究する力を育成する必要がある。　

○　教員は、思考力・判断力・表現力を高め、課題解決能力を育成する指導力を向上させる必要がある。

○　生徒に次のような観点の力を身に付けさせる学習活動により、課題解決能力を総合的に育成する。

　・今後の多様性に富む社会において、異なる価値観をもった集団と共存する力

　・最先端の知識・技能等に触れ、自ら課題を設定し、課題について科学的に探究する力

　・自分の意見とは異なった意見や価値観をもつ人と議論し、新しい課題解決策を導き出す力

　・自ら課題を見出し解決するだけでなく、自らの人生観、世界観、価値観を築いていく力

政策事前評価書（高校生知の創造力育成セミナー事業）

高校生知の創造力育成セミナー事業
教育庁教育振興部
高校教育課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

   総合計画
　での位置づけ

子ども・若者が夢を抱き、将来に向かってはばた
けること

子どもの学力の向上や個性・能力の伸長

個性や能力に富み、学力・体力を備えた子ど
もを育てる

個性や能力を伸ばす教育の充実

○　現代は、知識基盤社会化やグローバル化の進展のなかで社会の諸課題が複雑化しており、２１世紀を生きる子ども
　　たちには、課題解決能力の育成が必要である。

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

※活用
活用とは、習得した知識や技能を、実生活の様々な場面
で直面する課題にあてはめて考察すること。

○　教員が生徒の知識・技能等を活用する力及び課題解決能力を育成するための指導力を身に付け、各学校において
　　授業改善を図り課題解決型の探究学習を推進する。

○　高校での指導は、基礎的な知識・技能の習得に重点がおかれ、
　　 それを活用する指導・探究する指導が不足している。

・遺伝子学（生物）

・生命の尊厳（現代社会）

・生活の質（家庭科）

臓器移植の是非についての
議論

活　用

思考力・判断力・表現力の育成

課題解決能力の向上
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
○事前研修（プレセミナー）を実施し、課題解決能力育成のための基本的な姿勢を身に付けさせる。
○合宿を実施し、熟考・熟議をとおしてコミュニケーション能力を育成するとともに、課題解決能力を総合的に身に付けさせる。
○合宿での発表をとおして、思考力・判断力・表現力を育成する。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

１　事前研修（九州大学を会場としての熟考！熟議！！ふくおか
高校生知の創造塾！！！の事前学習、７月上旬予定）　

１，０９３千円
２　熟考！熟議！！ふくおか高校生知の創造塾！！！

（２泊３日の合宿、８月予定） ７，０２７千円

３　事後研修（熟考！熟議！！高校生ふくおか知の創造塾！！！
の事後学習、８月～翌年３月） ４１０千円

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

　　参加者：知の創造塾で、議論によって課題を解決する能力が向上しましたか。

　　　　　　Ａ）できるようになった　Ｂ）少しできるようになった　Ｃ）あまり変化なかった　Ｄ）全く変化はなかった

　　　　　　Ａ）大変思う　Ｂ）少し思う　Ｃ）あまり思わない　Ｄ）思わない

これらのA及びB評価の合計値で評価する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 62,862千円

一般財源
国庫支出金

その他

指　　標　　名

－

所属長の事後評価

現　　在　　値

H23 －

H23 －

目　　標　　値

－ －

－ 普通－

H26 90% 普通

H26

人件費 6,999千円

年　度
見込額

従事時間

H25 H26

知の創造塾は、生徒が表現力・判断力・思考力を身に付け、課題解決能力を向上させることを目的としており、進学
実績等の数値では表すことができないため、参加者及び校長へのアンケート結果を事業の指標としている。

合　　計
13,955千円 13,955千円 0千円 0千円 41,865千円

H27 H28

41,865千円
0千円

13,955千円 13,955千円 13,955千円

0千円
1,660Ｈ 1,660Ｈ 1,660Ｈ 4,980Ｈ

20,997千円6,999千円6,999千円

90%

財
源

－

参加者の事後評価

H24
13,955千円

　　所属長：知の創造塾参加者が、授業やホームルーム活動、学校行事等において課題解決能力や議論する力を
　　　　　　　発揮するようになったと思いますか。

《教員》
・知識・技能の活用力育成方法の習得

《教員》
・議論によって思考力・判断力・
表現力を高める指導方法の習得

《教員》
・共通講義
・ファシリテートの技法

課題解決能力の向上

《生徒》
・共通講義
・サブテーマ講義
・事前学習の指示

事前研修

《生徒》
・サブテーマ議論、調査
・メインテーマ発表、議論

《生徒》
・調査など議論内容の深化

熟考!熟議!!高校生ふくおか知の創造塾!!!

事後研修 キャリア形成指導者演習

各学校へ還元
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　　　・知の創造塾で教員が身に付けた指導力は、各学校における授業改善に生かすことができる。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　　・キャリア形成指導者演習は各学校で実施。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

１　事前研修（九州大学を会場としての熟考！熟議！！ふくおか
高校生知の創造塾！！！の事前学習、７月上旬予定）　

１，０９３千円
２　熟考！熟議！！ふくおか高校生知の創造塾！！！

（２泊３日の合宿、８月予定） ７，０２７千円

３　事後研修（熟考！熟議！！高校生ふくおか知の創造塾！！！
の事後学習、８月～翌年３月） ４１０千円

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

　　参加者：知の創造塾で、議論によって課題を解決する能力が向上しましたか。

　　　　　　Ａ）できるようになった　Ｂ）少しできるようになった　Ｃ）あまり変化なかった　Ｄ）全く変化はなかった

　　　　　　Ａ）大変思う　Ｂ）少し思う　Ｃ）あまり思わない　Ｄ）思わない

これらのA及びB評価の合計値で評価する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 12,021千円

一般財源
国庫支出金

その他

H23

目　　標　　値
指　　標　　名

普通参加者事後評価

従事時間
人件費

財
源

－

当初予算額

現　　在　　値

知の創造塾は、生徒が表現力・判断力・思考力を身に付け、課題解決能力を向上させることを目的としており、進学
実績等の数値では表すことができないため、参加者及び校長へのアンケート結果を事業の指標としている。

　　所属長：知の創造塾参加者が、授業やホームルーム活動、学校行事等において課題解決能力や議論する力を
　　　　　　　発揮するようになったと思いますか。



（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
○　平成２３年度まで実施した理数オリンピックコンテストの参加者が増加するなど、理系生徒を中心に科学技術への関心は
　高まってきている。
○　国際比較において、科学技術を学ぶことへの楽しさを感じている生徒の割合が低い。
○　科学技術に関する知識や技能を日常生活や社会生活の中で活用する力（数学的リテラシー・科学的リテラシー）の
　育成が不足している。

＜学習や関心などに関する調査（ＰＩＳＡ調査２００６）＞
国際平均

① ６７％
② ６３％
③ ５１％

＜リテラシーに関するＰＩＳＡ調査＞

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

○　科学技術活動の文系生徒を含めた広がりが十分でない。（部活動加入率：全体63％、科学技術系部活動1.1％）

○　次代の科学技術系人材育成のための科学技術に対する好奇心や意欲を喚起する観察、実験などの体験的な活動

　（科学技術系活動）を充実する必要がある。

○　科学技術を学ぶことへの楽しさを感じている生徒の割合を高めること。

○ 科学技術に関する知識や技能を日常生活や社会生活の中で活用する力（数学的リテラシー・科学的リテラシー）の育

　成を図ること。

○　高校生科学技術活動デザインコンペ、高校科学技術フェア及び高校生科学技術ネットワークをを通して科学技術等に興味・
　関心を持つ科学技術系人材の裾野を広げる。
○　高校科学技術コンテスト及び科学的思考力向上セミナーにおいて世界を牽引する研究者や開発者の卵を発掘し、その素養
　や能力を伸ばすための取組を行う。

２０００年調査 ２００９年調査
９位／６５ヶ国
５位／６５ヶ国科学的リテラシー

数学的リテラシー
２位／３２ヶ国
１位／３２ヶ国

２６％（５６位／５７ヶ国）
５０％（５２位／５７ヶ国）
５８％（５２位／５７ヶ国）

日本（高校生）

授業で実験したことからどのような結論が得られるか求められる。
科学のことについて学ぶことに関心がある。
科学の知識を得ることは楽しい。

質問内容

   総合計画
　での位置づけ

子ども・若者が夢を抱き、将来に向かってはばた
けること

子どもの学力の向上や個性・能力の伸長

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

個性や能力に富み、学力・体力を備えた子ど
もを育てる

個性や能力を伸ばす教育の充実

政策事前評価書（次世代の科学技術を担う人材育成事業）

次世代の科学技術を担う人材育成事
業

教育庁教育振興部
高校教育課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
○　科学技術系活動の活性化を図り、その裾野を広げる。
○　科学技術に興味・関心がある生徒を国際社会で活躍する優秀な科学技術系人材に育成する。
○　「日本学生科学賞」（ＪＳＳＡ）や「高校生科学技術チャレンジ」（ＪＳＥＣ）における出展数を増やす。
○　「科学の甲子園」で入賞を目指す。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】
１　高校科学技術委員会（大学教授や高校関係者等の有識者で構成）

 　７０１千円
２　科学技術活性化事業 ８，４２１千円
（１）高校生科学技術活動デザインコンペ
（２）高校生科学技術フェア
（３）高校生科学技術ネットワーク

３　科学技術系人材養成事業 ８，９５２千円
（１）高校生科学技術コンテスト
（２）科学的思考力向上セミナー

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標
　　科学技術に関する交流の場を通じて、科学技術系部活動の質を高めることと国際社会で活躍する優秀な科学技術系人材の
　育成を目標とし、科学技術系部活動の加入率や活動成果並びに平成２３年度から実施されている「科学の甲子園」の成果を指
　標として設定した。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 65,631千円

一般財源
国庫支出金

その他

H25 H26

指　　標　　名

－

「科学の甲子園」全
国大会

科学技術系部活動
加入率

現　　在　　値

Ｈ２３ 予選 －

目　　標　　値

－ －

－

人件費 3,803千円

H24
18,074千円

年　度
見込額

従事時間

合　　計
18,074千円 18,074千円 0千円 0千円 54,222千円

H27 H28

54,222千円
0千円

18,074千円 18,074千円 18,074千円

0千円
902Ｈ 902Ｈ 902Ｈ 2,706Ｈ

11,409千円3,803千円3,803千円

Ｈ２３ 1.1% －

Ｈ２６ 1位 困難

Ｈ２６ 2.0%

財
源

普通

３０点 普通
全国規模のコンテス
ト出展数 Ｈ２３ １４点 Ｈ２６－ － －

　全国大会

国際科学技術コンテスト
（個人戦）

科学の甲子園

（学校対抗戦）

科学技術活性化事業

参加

科学技術系人材養成事業

世界大会

ＪＳＳＡ
ＪＳＥＣ

出

展

出場 出場
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

・高校生科学技術活動デザインコンペについては、より効果が見込める事業内容へ変更したため。
・高校生科学技術フェアについては、生徒の活動内容を中心とするように変更したため。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
・科学技術活性化事業は、科学技術系人材育成事業に統合し実施する。
・高校生科学技術活動デザインコンペは、生徒の発表方法を工夫し、高校生科学技術フェアのなかで実施。
・高校生科学技術フェアは、科学者や研究者等による講演会を実施せず、生徒中心の活動とする。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】
　・高校生科学技術委員会　　　　　 ４２１千円
　・科学技術系人材育成事業　　７，３４８千円

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
　　科学技術に関する交流の場を通じて、科学技術系部活動の質を高めることと国際社会で活躍する優秀な科学技術系人材の
　育成を目標とし、科学技術系部活動の加入率や活動成果並びに平成２３年度から実施されている「科学の甲子園」の成果を指
　標として設定した。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 10,670千円

一般財源
国庫支出金

その他

Ｈ２３

目　　標　　値
指　　標　　名

普通

現　　在　　値

従事時間
人件費

財
源

科学技術系部活動
加入率

当初予算額

予選 －Ｈ２３

－ －1.1% －

－－

2,901千円

7,769千円
7,769千円

H24

「科学の甲子園」全
国大会

688Ｈ

年　度

Ｈ２６ 1位 困難

Ｈ２６ 2.0%

３０点 普通
全国規模のコンテス
ト出展数 Ｈ２３ １４点 Ｈ２６－ － －

　全国大会

国際科学技術コンテスト
（個人戦）

科学の甲子園
（学校対抗戦）

世界大会

ＪＳＳＡ
ＪＳＥＣ

出場 出場出場

高校生科学技術フェア

高校生科学技術ネットワーク

科学的思考力向上セミナー

高校生科学技術コンテスト

科学技術系人材養成事業
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（様式　１号）
事業所管
部課名

10の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
○　グローバル化が進む中、我が国の持続的発展には世界的な視野をもった向上心のある人材が不可欠である。
　特に、義務教育段階においては、国際社会で活躍することに対する興味・関心を高め、世界のコミュニケー
　ションのツールとしての英語運用能力を高めるとともに、将来海外へ留学したり、国際ビジネスへ積極的に
　参入したりする意欲や志を培う必要がある。
○　福岡県内の中学校３年生が卒業までに英語検定３級を取得する割合は、過去３年間の平均が１５％程度と
　低い状況である。
○　小・中学生が、学校の授業以外に英語圏の外国人と会話ができる機会としては、姉妹校交流や留学生との
　交流等が考えられるが、英語で行うキャンプや交流活動のプログラム等を県内で実施している学校や市町村
　は少ない。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

○　小・中学生が外国人との英語によるコミュニケーションを体験する機会が少ない。
○　福岡県内の中学校３年生が卒業までに英語検定３級を取得する割合が低い。

１　小学生英語体験ひろば
　　ALT（外国語指導助手）、留学生、教員等で編成するキャラバンを県内３ヶ所に派遣し、小学生が音楽やゲームなどを楽
　しみながら英語に親しむ活動を行うことができる英語体験ひろばを開設する。

２　中学生英語宿泊体験
　　中学生が、英語を公用語とする宿泊施設で、英語を用いた日常生活、授業、スポーツ等の体験活動を行う。

３　中学生海外英語生活体験
　　中学生が、シンガポールを訪問し、異文化交流体験や企業訪問等を通して実際に英語を用いてコミュニケーションを行う。
　また、現地企業や現地の日本企業視察、関係者との交流、ホームステイ等を通して英語を学ぶ意欲と英語を常時コミュニ
　ケーションの道具として使う能力を身に付ける。

４　中学生英語体験報告会
　　シンガポールを訪問した中学生による体験報告や体験に基づいた提言等を行う公開報告会を実施する。

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

  総合計画
　での位置づけ

子ども・若者が夢を抱き、将来に向かってはばたけること

子どもの学力の向上や個性・能力の伸長 個性や能力を伸ばす教育の充実

政策事前評価書（英語で世界にチャレンジする小中学生育成事業）　

英語で世界にチャレンジする小中学生育成
事業

教育庁教育振興部

義務教育課
　事業名称

事業開
始年度

H24 次回評価予定年度 H26

個性や能力に富み、学力・体力を備えた子どもを育てる

中学３年時の英検３級取得状況

（Ｈ20～22年度）

H20 H21 H22

福岡県 16.0% 14.6% 15.1%

全国平均 21.4% 20.8% 19.7%

資料：（財）日本英語検定協会

プログラム 学校数 市町村数

Englishキャンプ 6 (2.8%) 2 (0.9%)

留学生との交流 8 (3.8%) 0 (　0%)

姉妹校交流 12 (5.7%) 3 (1.4%)

212校中 59市町村※中

文部科学省「平成２３年度公立中学校・中等学校における
『国際共通語としての英語力向上のための５つの提言と具
体的施策』に係る状況調査」

※政令市除く。学校組合含む。

外国人との交流活動プログラムの実施状況
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
 ○　小学生及び中学生が、英語だけで行う活動や宿泊体験、外国人との交流等を通して、英語への興味・関心や国際社会

 　で活躍することに対する意欲向上を図ることを目的とする。　　
 　【小学生】英語へのモチベーションの向上を図る。　　　

　【中学生】　・　異なる文化や生活習慣及び仕事に対する考え方等を学ぶ機会を与え、英語をコミュニケーションのツールと
　して用いる能力を育成する。　　　　
 ・　参加した中学生が、既に取得している英語検定



４４４４　　　　評評評評　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　　海外英語生活体験は、ホームステイ等を通して実用的な英語のコミュニケーションが行えるなどの面があるが、
　　高額な費用を必要とするのに対し、参加できる中学生の数や日程の組み方に制限が生じる。
　　　そのため費用対効果の観点からは見直しが必要である。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　小学生英語体験ひろば及び中学生英語宿泊体験のみ実施する。

①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要
（１）小学生英語体験ひろば
　　①　英語体験活動プログラム策定委員会を設置
　　②　ＡＬＴや留学生等による英語体験活動プログラムを実施
　　③　実績報告書を小学校等に配付し、英語体験活動プログラムを普及

（２）中学生英語宿泊体験
　　①　英語宿泊体験活動プログラム策定委員会を設置
　　②　英語しか使えない環境での宿泊体験活動プログラムを実施
　　③　体験報告会の開催による中学生の英語力向上に向けた啓発
　　④　参加生徒の英語受験・取得状況を確認

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

○　児童生徒の英語学習や将来の仕事、夢に対する興味・関心を高めるとともに、英語のコミュニケーション
　能力の向上を示す指標として、参加者に対するアンケートの結果、意欲向上が見られた児童の割合及び参加
　した中学生のうち３年生時における英検３級合格率を設定する。
　目標値はそれぞれ以下のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

普通

15,136千円

３ヵ年計
80％以上 普通H26

H26
３ヵ年計

90％以上
参加した中学生のうち３年生
時における英検３級合格率 H23 0

H23 0

現　　在　　値 目　　標　　値
指　　標　　名

参加者で意欲向上が見られた
児童の割合

人件費 5,144千円

当初予算額 9,992千円
9,992千円

財
源

従事時間 1,220Ｈ

年　度 H24

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

期　　間 場　　所 人数 内容 指導者

福岡地区 60人

北九州地区 60人

筑後地区 60人

夏季・冬季

休業中（３日間）

･英語で自己紹介

･ﾘｽﾞﾑや歌を用いた英語活動

･世界の異なる文化を発見

･世界の子どもの遊び体験 　など

･ＡＬＴ

･留学生

･指導主事

期　　間 場　　所 人数 内容 指導者

８月中～下旬

      2泊3日

ﾊｳｽﾃﾝﾎﾞｽ

（長崎県）
100人

･日常英会話

･施設内での実践英会話

･英語による教科指導

　　　（数学・理科等）

･ｽﾎﾟｰﾂ講座、芸術講座　　など

･ＡＬＴ

･外国人ｽﾀｯﾌ

･指導主事
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

１　鍛えよう！ほめよう！学校の教育力向上プロジェクト
（１）学校の教育力を向上させる取組の推進

（２）地区実践交流会の開催

（３）効果的な実践ガイドの発行

２　学校支援推進事業
（１）学校支援リーフレット家庭・地域版の発行
（２）学校支援リーフレット教員版の発行
（３）県民運動実践リーダー養成講座の開催

・課題解決に向けた各学校の取組改善が不十分であると考えられる。

   総合計画
　での位置づけ

子ども・若者が夢を抱き、将来に向かってはばた
けること

学校・家庭・地域の教育力の向上

豊かな人間性や志を持ち、たくましく生きる子
ども・若者を育てる

教育力向上福岡県民運動の推進

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

　地域住民等を対象に、各市町村や地域における運動実践の中核となるリーダーを育成するための実践的な養成講座
を行い、育成されたリーダーが学校と地域のコーディネートを推進し、さらなる県民運動の推進を図る。

政策事前評価書（教育力向上福岡県民運動推進事業）

教育力向上福岡県民運動推進事業
教育庁教育企画部
企画調整課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

・県下６地区に設置した教育力向上福岡県民運動地区推進会議を中心に、学校支援体制が整備され、アクションプラン
に沿った  取組が推進できたが、未だ４つの本質的課題（学ぶ意欲の低下、自尊感情の低下、規範意識の低下、体力等
の低下）が改善されていない。

・子どもの意欲の向上や自信につながる効果的な取組を実践し、一定の効果を上げている学校もあるが、それが全校に
は広がっていない。

　　　子どもを「鍛えて、ほめて、可能性を伸ばす」ことを目指し、家庭や地域の協力を得ながら学校が主体的に実施する
　　取組を支援する。

　　　地区推進会議が主体となり、上記（１）で効果が高いと認められる事例の発表や、事例を基にした討論会を実施する

　　　地区実践交流会で発表された事例や討論されたポイント等を取りまとめ、他の学校の取組に反映させることができ
　　る実践的なガイドブックを発行する。

子どもが抱える本質的な課題の現状
（「全国学力・学習状況調査」「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」より）

福岡県 全国 福岡県 全国 福岡県 全国
小 48.4 52.0 51.1 54.7 55.0 58.3
中 31.9 34.3 34.6 37.9 37.6 41.8

福岡県 全国 福岡県 全国 福岡県 全国
小 73.0 73.4 73.6 74.6 72.3 74.4
中 58.3 60.8 58.1 61.2 60.7 63.1

福岡県 全国 福岡県 全国 福岡県 全国
小 85.8 86.3 87.3 88.5 88.3 89.2
中 85.8 87.5 88.1 88.6 89.6 90.1

【体力等】体力テスト合計点

福岡県 全国 福岡県 全国 福岡県 全国
小・男子 53.22 54.18 53.74 54.19 53.35 54.36
小・女子 52.98 54.84 53.01 54.59 52.92 54.89
中・男子 39.59 41.50 39.75 41.36 39.43 41.71
中・女子 45.46 48.38 45.39 47.94 44.87 48.14

【規範意識】「学校のきまり（規則）を守っていますか」という問いに対し、「当てはまる」「どちらか
といえば当てはまる」と回答した児童・生徒の割合（％）

【学ぶ意欲】「家で自分で計画を立てて勉強をしていますか」という問いに対し、「している」「どちら
かといえばしている」と回答した児童・生徒の割合（％）

【自尊感情】「自分にはよいところがあると思いますか」という問いに対し、「当てはまる」「どちらか
といえば当てはまる」と回答した児童・生徒の割合（％）

H21H20 H22

H22

H20 H21

H20 H21

H22

H20 H21 H22
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

　○　家庭や地域が県民運動に対する理解を深め、学校を支援していく体制を構築する。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 166,230千円

一般財源
国庫支出金

その他

年　度 合　　計

　「福岡の教育ビジョン」に示された子どもが抱える４つの本質的な課題を克服する指標として、「全国学力・学習状況調
査」及び「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」から、次のとおり設定する。目標値は、それぞれ次のとおりとする。

H24
38,385千円 38,385千円 38,385千円

H25 H26

4,038Ｈ 4,038Ｈ

115,155千円
0千円

38,385千円

人件費 17,025千円

見込額

従事時間

　○　４つの本質的課題の解決を図るためのコンセプトを、「福岡の子どもを、鍛えて、ほめて、可能性を伸ばそう！」と設
　　定し、これに沿った各学校の取組の質的向上を図る。

0千円 0千円 115,155千円
H27 H28

51,075千円17,025千円
4,038Ｈ 12,114Ｈ

0千円

17,025千円

財
源

38,385千円 38,385千円

教育力向上福岡県民運動推進事業

教育力向上
県民運動
推進会議

民間企業、学識
経験者、教育関

係者等

教育力向上
県民運動

地区
推進会議

学識経験、関係教育
委員会、学校・家

庭・地域の代表者等

○鍛えよう！ほめよ
　う！学校の教育力
　向上プロジェクト
○学校支援推進事業
○推進派遣講座
○ホームページ

県推進方針の策定 地区推進方針の策定

学校

実践的取組

家庭 地域

支

援

支

援

取組推進

指導

報告

～福岡がめざす子ども～

志をもって意欲的に学び、自律心と思いやりの心をもつ、たくましい子どもの育成

委
託

家　　庭　　、　　地　　域　　の　　協　力

県・県推進会議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学学学学　　　　　　　　校校校校
・達人を活用した学習支援　・人間関係づくりの指導法を学ぶ
・健全な体と心を育む年間を通した活動
・学校や地域を誇りに思うための継続的な地域文化・伝統芸能
継承活動

地区推進会議

「福岡がめざす子ども」の育成
　　　　　　～子どもが抱える本質的な課題の解決

目 的

事業実施形態

実践交流会実践交流会実践交流会実践交流会にににに向向向向けてのけてのけてのけての支援支援支援支援 実践実践実践実践ガイドガイドガイドガイドのののの作成作成作成作成・・・・啓発啓発啓発啓発

鍛鍛鍛鍛えようえようえようえよう！！！！ほめようほめようほめようほめよう！！！！学校学校学校学校のののの教育力向上教育力向上教育力向上教育力向上プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト

取組取組取組取組のののの支援支援支援支援

（小学校）

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

①学ぶ意欲の向上 H２２ 55.0% H２６ 58.3% 普通

②自尊感情の向上 H２２ 72.3% H２６ 74.4% 普通

③規範意識の向上 H２２ 88.3% H２６ 90.3% 普通

目標値現在値
指　　標　　名

全国学力・学習状況調査のうち、「家で自分で計画を立てて勉
強をしていますか」という問いに対し、「している」「どちらかとい
えばしている」と回答する児童の割合の増加

全国学力・学習状況調査のうち、「自分にはよいところがあると
思いますか」という問いに対し、「当てはまる」「どちらかといえば
当てはまる」と回答する児童の割合の増加

全国学力・学習状況調査のうち、「学校のきまり（規則）を守って
いますか」という問いに対し、「当てはまる」「どちらかといえば当
てはまる」と回答する児童の割合の増加

（中学校）

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

①学ぶ意欲の向上 H２２ 37.6% H２６ 41.8% 普通

②自尊感情の向上 H２２ 60.7% H２６ 63.1% 普通

③規範意識の向上 H２２ 89.6% H２６ 91.6% 普通

目標値現在値

全国学力・学習状況調査のうち、「家で自分で計画を立てて勉
強をしていますか」という問いに対し、「している」「どちらかとい
えばしている」と回答する生徒の割合の増加

指　　標　　名

全国学力・学習状況調査のうち、「自分にはよいところがあると
思いますか」という問いに対し、「当てはまる」「どちらかといえば
当てはまる」と回答する生徒の割合の増加

全国学力・学習状況調査のうち、「学校のきまり（規則）を守って
いますか」という問いに対し、「当てはまる」「どちらかといえば当
てはまる」と回答する生徒の割合の増加

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

小学校５年生男子 H２２
５３．３５点

全国比 ―1．01点 H２６ 全国平均を上回る 普通

小学校５年生女子 H２２
５２．９２点

全国比 －1．97点 H２６ 同上 普通

中学校２年生男子 H２２
３９．４３点

全国比 ―2．28点 H２６ 同上 普通

中学校２年生女子 H２２
４４．８７点

全国比 ―3．27点 H２６ 同上 普通

指　　標　　名
現在値 目標値

④体力の向上
「全国体力・運動能力、運動習慣等
調査」の体力合計点
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　　リーフレット等の紙媒体はすでに多種あるので、広報等の手段としては別の手段を検討すること。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　取組の充実を図ることで課題を解決させるとともに、その成果を発表する場を設けることで広報を図る。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

　「福岡の教育ビジョン」に示された子どもが抱える４つの本質的な課題を克服する指標として、「全国学力・学習状況調
査」及び「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」から、次のとおり設定する。

（小学校）

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

①学ぶ意欲の向上 H２３ 50.6% H２６ 58.3% 普通

②自尊感情の向上 H２３ 69.0% H２６ 74.4% 普通

③規範意識の向上 H２３ 87.9% H２６ 90.3% 普通
全国学力・学習状況調査のうち、「学校のきまり（規則）を守って
いますか」という問いに対し、「当てはまる」「どちらかといえば当
てはまる」と回答する児童の割合の増加

目標値現在値
指　　標　　名

全国学力・学習状況調査のうち、「家で自分で計画を立てて勉
強をしていますか」という問いに対し、「している」「どちらかとい
えばしている」と回答する児童の割合の増加

全国学力・学習状況調査のうち、「自分にはよいところがあると
思いますか」という問いに対し、「当てはまる」「どちらかといえば
当てはまる」と回答する児童の割合の増加

委
託

家　　庭　　、　　地　　域　　の　　協　力

県・県推進会議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学学学学　　　　　　　　校校校校
・達人を活用した学習支援　・人間関係づくりの指導法を学ぶ
・健全な体と心を育む年間を通した活動
・学校や地域を誇りに思うための継続的な地域文化・伝統芸能
継承活動

地区推進会議

「福岡がめざす子ども」の育成
　　　　　　～子どもが抱える本質的な課題の解決

目 的

事業実施形態

実践交流会実践交流会実践交流会実践交流会にににに向向向向けてのけてのけてのけての支援支援支援支援 実践実践実践実践ガイドガイドガイドガイドのののの作成作成作成作成・・・・啓発啓発啓発啓発

鍛鍛鍛鍛えようえようえようえよう！！！！ほめようほめようほめようほめよう！！！！学校学校学校学校のののの教育力向上教育力向上教育力向上教育力向上プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト

取組取組取組取組のののの支援支援支援支援

（中学校）

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

①学ぶ意欲の向上 Ｈ２３ 44.1% H２６ 46.1% 普通

②自尊感情の向上 Ｈ２３ 60.4% H２６ 63.1% 普通

③規範意識の向上 Ｈ２３ 91.0% H２６ 93.0% 普通

目標値現在値

全国学力・学習状況調査のうち、「家で自分で計画を立てて勉
強をしていますか」という問いに対し、「している」「どちらかとい
えばしている」と回答する生徒の割合の増加

指　　標　　名

全国学力・学習状況調査のうち、「自分にはよいところがあると
思いますか」という問いに対し、「当てはまる」「どちらかといえば
当てはまる」と回答する生徒の割合の増加

全国学力・学習状況調査のうち、「学校のきまり（規則）を守って
いますか」という問いに対し、「当てはまる」「どちらかといえば当
てはまる」と回答する生徒の割合の増加

※中学校の学ぶ意欲、規範意識の向上の目標値については、H２３年度の実績値を踏まえ目標値を修正する。

教育力向上福岡県民運動推進事業

教育力向上
県民運動
推進会議

民間企業、学識
経験者、教育関

係者等

教育力向上
県民運動
地区

推進会議

学識経験、関係教育
委員会、学校・家

庭・地域の代表者等

○鍛えよう！ほめよ
　う！学校の教育力
　向上プロジェクト
○推進派遣講座
○ホームページ

県推進方針の策定 地区推進方針の策定

学校

実践的取組

家庭 地域

支

援

支

援

取組推進

指導

報告

～福岡がめざす子ども～

志をもって意欲的に学び、自律心と思いやりの心をもつ、たくましい子どもの育成
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　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 21,480千円

一般財源
国庫支出金

その他

人件費

財
源

年　度
当初予算額

11,118千円

10,362千円
10,362千円

H24

2,637Ｈ従事時間

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

小学校５年生男子 H２２
５３．３５点

全国比 ―1．01
点

H２６
全国平均を

上回る 普通

小学校５年生女子 H２２
５２．９２点

全国比 －1．97
点

H２６ 同上 普通

中学校２年生男子 H２２
３９．４３点

全国比 ―2．28
点

H２６ 同上 普通

中学校２年生女子 H２２
４４．８７点

全国比 ―3．27
点

H２６ 同上 普通

④体力の向上
「全国体力・運動能力、運動習慣等
調査」の体力合計点

指　　標　　名
現在値 目標値
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

○　共助・共生の地域づくりに向けて、人と人とのつながりの大切さが再認識されている。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

○　親子や地域の人減関係が希薄化している中、子どもの頃からの社会貢献的な活動の機会が少なくなっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○　日本の子どもたちは、誉められたり認められたりする経験が少なくなっている。

○　地域の課題（安全・安心、環境保全、社会福祉）の中から、子どもたちが自分たちで解決していけるようなテーマについて学
　　 習、実践していく「子ども社会力養成塾」を開設することで、子どもの規範意識や自尊感情を高める。

○　子どもたちが、社会の一員であることの自覚や地域づくりを担っていく役割や責任があることを体験できるような「子ども地域
　　 貢献隊」を設置・養成する。

   総合計画
　での位置づけ

子ども・若者が夢を抱き、将来に向かってはばた
けること

学校・家庭・地域の教育力の向上

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

政策事前評価書（子どもの社会力育成推進事業）

子どもの社会力育成推進事業
教育庁教育企画部
社会教育課

事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称 Ｈ２６次回評価予定年度

豊かな人間性や志を持ち、たくましく生きる子ど
も・若者を育てる

教育力向上福岡県民運動の推進

○　諸外国と比べてボランティア活動の経験が少ない。
　　　◆現在ボランティア活動を行っている若者（１８～２４歳）の割合
　　　　　・アメリカ　１７．６％　　　　・韓国　８．２パーセント　　　・日本　５．６パーセント
　　　【第８回世界青年意識調査Ｈ２１　内閣府】

○　「自分は孤独である」と感じている若者の割合も高く、自分にはよいところがあるなど積極的に評価する自尊感情が低い状況
にある。
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
○　子どもたちの規範意識や自尊感情を高めることができるようにする。
○　子どもたちが、社会の一員としての自覚や役割を実感できるようにする。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

○　子どもたちが、社会貢献活動を通して地域に関わることにより、社会の一員としての自覚や役割を実感できるようにする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 18,585千円

一般財源
国庫支出金

その他

H27 H28

地域貢献隊の活用

指　　標　　名

H25 H26
2,400千円 2,400千円

H24
2,400千円

年　度

普通

○　県内８箇所に運営委員会を設置し、地域の課題（安全・安心、環境保全、社会福祉）の中から、子どもたちが自分たちで解決し
ていけるようなテーマについて学習、実践していく「子ども社会力養成塾」を実施する。

現　　在　　値 目　　標　　値

320Ｈ２５ Ｈ２６ 640

人件費 3,795千円 3,795千円3,795千円

見込額

従事時間
11,385千円

○　地域の行事・イベント等で、子どもたちが自分たちにできる役に立つことを実践していく「子ども地域貢献隊」を設置・養成する。

普通

合　　計

7,200千円
7,200千円

900Ｈ 900Ｈ 900Ｈ

0千円

0千円 0千円

0千円
2,700Ｈ

財
源

2,400千円

Ｈ２３ 0

2,400千円 2,400千円

社会の一員としての自覚や役割（人の役に立つことや誉められることの喜び）を実感できる子どもたち

規範意識・自尊感情の高まり 地域から必要とされる存在

「子ども地域貢献隊」によるボランティア活動

○地域の祭りやイベントにおける清掃、運営補助等のボランティア活動

○公民館、公園等の環境整備等

「子ども地域貢献隊」の設置・入隊　（モデル８箇所）

「子どもの社会力育成塾」の実施　（モデル８箇所）

○運営委員会の設置　　○参加対象者：小学生４年生～中学生（計２０名程度）

○募集範囲：中学校区　　○活動期間：６月～翌年３月（年間９回程度）
○活動内容：テーマ活動（７回）・・開講式、講義、グループワーク、活動実践、交流
活動（２回）・・夏季集中宿泊研修、実践発表会

○活動テーマ：環境保全、社会福祉、安全・安心のまちづくり

○共助・共生の地域づくり　←　人と人とのつながりの大切さが再認識

○子どもの頃からの社会貢献活動の機会が少ない　○誉められたり認められたりする経験が少ない
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

○　子どもたちが、社会貢献活動を通して地域に関わることにより、社会の一員としての自覚や役割を実感できるようにする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 6,195千円

一般財源
国庫支出金

その他
900Ｈ

目　　標　　値
指　　標　　名

320 普通0 Ｈ２５

人件費

財
源

2,400千円
H24年　度

2,400千円

3,795千円
従事時間

Ｈ２３地域貢献隊の活用

当初予算額

現　　在　　値

○　県内８箇所に運営委員会を設置し、地域の課題（安全・安心、環境保全、社会福祉）の中から、子どもたちが自分たちで解決し
ていけるようなテーマについて学習、実践していく「子ども社会力養成塾」を実施する。

○　地域の行事・イベント等で、子どもたちが自分たちにできる役に立つことを実践していく「子ども地域貢献隊」を設置・養成する。

Ｈ２６ 640 普通

社会力社会力社会力社会力（（（（自自自自らららら参画参画参画参画してしてしてして社会社会社会社会をををを変変変変えていこうとするえていこうとするえていこうとするえていこうとする力力力力））））のののの育成育成育成育成はははは、、、、今今今今のののの子子子子どもたちにどもたちにどもたちにどもたちに必要必要必要必要なななな力力力力でありでありでありであり、、、、本質的本質的本質的本質的なななな教育課題教育課題教育課題教育課題
であるであるであるである規範意識規範意識規範意識規範意識やややや自尊感情自尊感情自尊感情自尊感情のののの低下低下低下低下のののの解決解決解決解決にににに向向向向けてもけてもけてもけても効果効果効果効果がががが見込見込見込見込まれるまれるまれるまれる事業事業事業事業であるであるであるである。。。。

社会の一員としての自覚や役割（人の役に立つことや誉められることの喜び）を実感できる子どもたち

規範意識・自尊感情の高まり 地域から必要とされる存在

「子ども地域貢献隊」によるボランティア活動

○地域の祭りやイベントにおける清掃、運営補助等のボランティア活動

○公民館、公園等の環境整備等

「子ども地域貢献隊」の設置・入隊　（モデル８箇所）

「子どもの社会力育成塾」の実施　（モデル８箇所）

○運営委員会の設置　　○参加対象者：小学生４年生～中学生（計２０名程度）

○募集範囲：中学校区　　○活動期間：６月～翌年３月（年間９回程度）
○活動内容：テーマ活動（７回）・・開講式、講義、グループワーク、活動実践、交流
活動（２回）・・夏季集中宿泊研修、実践発表会

○活動テーマ：環境保全、社会福祉、安全・安心のまちづくり

○共助・共生の地域づくり　←　人と人とのつながりの大切さが再認識

○子どもの頃からの社会貢献活動の機会が少ない　○誉められたり認められたりする経験が少ない
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
・青少年アンビシャス広場ボランティアの高齢化等によりボランティアが不足している広場が増えてきている。

・若い世代の広場に対する認知度が低い。
・ボランティアを希望する学生が必要とするボランティアに関する情報が少ない。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））
・広場ボランティアの高齢化・固定化等。
・大学や学生等に対してアンビシャス運動や広場についての周知・広報不足
・ボランティアに関する青少年アンビシャス運動推進室と大学等との連携がない。
・広場のボランティア希望についての情報発信が少ない。

・広場ボランティアに関する情報の提供
・学生ボランティア登録制度の構築
・学生ボランティアの広場への派遣

政策事前評価書（アンビシャス広場学生ボランティア派遣事業）

アンビシャス広場学生ボランティア派遣
事業

新社会推進部
青少年課

事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称 Ｈ２６次回評価予定年度

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

   総合計画
　での位置づけ

子ども・若者が夢を抱き、将来に向かってはばた
けること

学校・家庭・地域の教育力の向上

豊かな人間性や志を持ち、たくましく生きる子
ども・若者を育てる

青少年アンビシャス運動の推進

・広場に来る子どもたちに近い年齢の大学生や高校生などの若い世代がボランティアとして広場に関わることを希望する広場が
多い。

平成２３年度第１回県政モニター
運動を知っている 広場を知っている

２０代以下 65.0% 32.5%
３０代 63.3% 30.6%
４０代 70.6% 41.1%
５０代 75.0% 45.5%
６０代 73.4% 44.4%
７０代以上 43.8% 31.3%
　調査期間　H23.7.1～11
　調査対象　250名（回答者245名）

広場の困っていること
①運営の中心となるスタッフの確保・世代交代 24.7%
②ボランティアの確保 22.6%
③運営資金の確保 16.6%
④参加する子どもの減少 14.1%
⑤保護者の理解 6.2%
⑥地域団体の理解 4.6%
⑦学校の理解 4.5%
⑧その他 4.6%
⑨無回答 2.1%
　　平成２３年度　アンビシャス広場アンケート調査による
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

・若い世代に青少年アンビシャス運動や広場の周知を図る。
・学生にボランティア活動の情報や場を提供することで、ボランティアを希望する学生の需要に応える。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標
・１広場当たり年間３人の学生をボランティアとして２６７広場（２３年度広場数）に派遣

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

48,119千円

42,497千円

財
源

－ － H26 801人

14,166千円14,166千円

0千円
3,360Ｈ 3,360Ｈ 3,360Ｈ 10,080Ｈ

0千円
1,874千円 1,874千円 1,874千円

5,622千円
H27 H28

5,622千円

合　　計
1,874千円 1,874千円 0千円 0千円

H24
1,874千円

年　度
見込額

従事時間
人件費 14,166千円

目　　標　　値

困難

H25 H26

指　　標　　名
学生ボランティアの
派遣

現　　在　　値

・学生がボランティアとして気軽に参加できる仕組みを作ることにより、青少年アンビシャス広場でのボランティア不足の解消や
広場活動の充実を図り、広場活動の活性化を促す。

大学

県

青年リーダー養成事業実行委員会
（事務局：青少年アンビシャス運動推進室）

地域企画運営委員会
（県下６地区に設置）

広場学生

ボランティア
登録

運営経費

ボランティア派遣

ボランティア研修
ボランティア保険の加入

活動証書の交付
図書カードの贈呈

交付金

広報

実績報告

実績報告
運営経費精算

派遣調整

〈構成〉アンビシャス広場代表者

　　　　 青年リーダー代表者

　　　　 各教育事務所社会教育室職員

　　　　 青少年アンビシャス運動推進室（事務局）

〈業務〉大学等への広報、学生ボランティアの募集・登録

　　　　 全体調整　等

〈構成〉青年リーダー代表者

　　　　 教育事務所社会教育室（事務局）

　　　　 青少年アンビシャス運動推進室職員（事務局）

〈業務〉学生ボランティアの研修、保険手続き事務、

　　　　 活動証書交付、実績報告、運営費会計　等
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
特になし

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
・年間３人の学生をボランティアとして２６７広場（２３年度広場数）に派遣

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

16,040千円

学生ボランティアをアンビシャス広場に参加できる仕組みを作ることで、広場のボランティア不足の解消や広
場活動の充実、活性化を図ることができ、また、学生にボランティア活動の情報や場を提供することによりボ
ランティア希望の学生の需要に応え、若い世代に青少年アンビシャス運動や広場の周知を図る効果が期待
できる。

H26 801人

14,166千円

1,874千円
1,874千円

H24

3,360Ｈ

年　度

従事時間

－

目　　標　　値

人件費

財
源

学生ボランティアの
派遣

当初予算額

－

指　　標　　名

困難

現　　在　　値

大学

県

青年リーダー養成事業実行委員会
（事務局：青少年アンビシャス運動推進室）

地域企画運営委員会
（県下６地区に設置）

広場学生

ボランティア
登録

運営経費

ボランティア派遣

ボランティア研修
ボランティア保険の加入

活動証書の交付
図書カードの贈呈

交付金

広報

実績報告

実績報告
運営経費精算

派遣調整

〈構成〉アンビシャス広場代表者

　　　　 青年リーダー代表者
〈構成〉青年リーダー代表者

　　　　 教育事務所社会教育室（事務局）

〈構成〉青年リーダー代表者

　　　　 教育事務所社会教育室（事務局）

　　　　 青少年アンビシャス運動推進室職員（事務局）

〈業務〉学生ボランティアの研修、保険手続き事務、

　　　　 活動証書交付、実績報告、運営費会計　等

〈構成〉アンビシャス広場代表者

　　　　 青年リーダー代表者

　　　　 各教育事務所社会教育室職員

　　　　 青少年アンビシャス運動推進室（事務局）

〈業務〉大学等への広報、学生ボランティアの募集・登録

　　　　 全体調整　等
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題
①①①①現状現状現状現状

・・・・ 平成23年県政モニターアンケートによると、依然として青少年アンビシャス運動への認知度が低い。
（どんな運動か知っている・・・・１５．５％　アンビシャス広場を知っている・・・・６．９％）

・・・・ 「青少年アンビシャス運動第3期への提言　第3章　今後の青少年アンビシャス運動推進方針」において参加団体の連携強化を
図ることがうたわれており、例えば、参加団体、地域住民、大学等が主体となって企画運営する交流体験型の地域フェスティバル
などの具体的な連携事業を通じて参加団体の連携強化を図ることが必要となっている。

・ 平成22年に県内の小中学生を対象に実施した自尊感情調査結果によると、自尊感情が高い小学生の割合が３９．８％
中学生が１８．８％と依然低い状態にある。それに対して、広場に参加している子どもの場合、小学生で自尊感情の高い割合が
４２．６％、中学生が３０．７％と参加していない児童生徒より高い傾向にある。
【平成23年度県政モニターアンケート抜粋】

【自尊感情の高い子どもの割合の推移（青少年アンビシャス運動推進室調査結果）】(平成22年度実施）

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

・ 青少年アンビシャス運動の認知度を高める
・ 広場や参加団体のさらなる交流・連携を促進し、運動の拡大、活性化を図ることが必要。
・ 保護者や地域指導者に対して子どもの自尊感情を高めることが重要であることを啓発する必要がある。

・ アンビシャス運動フェスティバルを開催することで、広く県民に対しアンビシャス運動についてPRする。
また、体験型プログラムを中心とした住民参加型のフェスティバルとすることで、運動への理解促進を図り、
より地域に根付いた県民運動となることを目指す。

・ フェスティバルの実施を行政主導ではなく、地域に構築された広場や参加団体のネットワークを活用したフェスティバルを実施
することで広場や参加団体のさらなる交流・連携を促進し、運動の拡大、活性化を図る。

・ 役割体験活動を行い子どもたちが達成感・充実感を得ることで自尊感情の向上を図るとともに、フェスティバルに集まる保護者や
地域の指導者に子どもの自尊感情を高めることの重要性を啓発する。

政策事前評価書（アンビシャス体験フェスティバル事業）

アンビシャス体験フェスティバル事業
新社会推進部
青少年課青少年アンビシャス運動推進室

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

   総合計画
　での位置づけ

子ども・若者が夢を抱き、将来にむかってはばた
けること

学校・家庭・地域の教育力の向上

問1２》            「アンビシャス広場」について知っていましたか。次の中から１１１１つだけつだけつだけつだけ選
んで、別添の回答票に番号を記入してください。

豊かな人間性や志を持ち、たくましく生きる子ど
も・若者を育てる

青少年アンビシャス運動の推進

問11》            「青少年アンビシャス運動」について知っていましたか。
次の中から１１１１つだけつだけつだけつだけ選んで、別添の回答票に番号を記入してください。

　　　１　どんな運動か知っている

　　　２　名前だけは知っている（聞いたことがある）

　　　１　自らボランティアとして参加している

　　　２　子どもが行ったことがあり、よく知っている

　　　３　知らない

　　　４　その他（具体的に　　　　　　　　　　　） 　　　４　知らない

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

　　　３　名前だけは知っている（聞いたことがある）

　　　５　その他（具体的に

　自尊感情の高い子どもの割合（小学生）

40.5
37.6

39.4 39.8

47 45.6

41.8 42.6

0

10

20

30

40

50

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

％

全県

広場

（（（（問問問問11111111）））） 1 2 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4

女 性 男 性
２ ０ 代
以 下

３ ０ 代 ４ ０ 代 ５ ０ 代 ６ ０ 代
７ ０ 代
以 上

北九州 福 岡 筑 豊 筑 後

回 答 者 数 245 129 116 40 49 51 44 45 16 64 117 23 41
件 数 計 245 129 116 40 49 51 44 45 16 64 117 23 41
（ ％ 計 ） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

38 22 16 3 4 11 10 8 2 6 15 4 13
15.5% 17.1% 13.8% 7.5% 8.2% 21.6% 22.7% 17.8% 12.5% 9.4% 12.8% 17.4% 31.7%

128 72 56 23 27 25 23 25 5 39 60 13 16
52.2% 55.8% 48.3% 57.5% 55.1% 49.0% 52.3% 55.6% 31.3% 60.9% 51.3% 56.5% 39.0%

77 34 43 14 18 14 10 12 9 19 41 6 11
31.4% 26.4% 37.1% 35.0% 36.7% 27.5% 22.7% 26.7% 56.3% 29.7% 35.0% 26.1% 26.8%

2 1 1 0 0 1 1 0 0 0 1 0 1
0.8% 0.8% 0.9% 0.0% 0.0% 2.0% 2.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.9% 0.0% 2.4%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

・地域の人材を活かした活動なのか、学校も関わる活動なのかがよく分かっていない。

 

地 区 別
合 計

性 別 年 代 別

1

2

3

4

（パーセンテージは、各属性毎の回答者数に対する割合）

無 回 答

４　その他（具体的に）

（（（（問問問問１２１２１２１２）））） 1 2 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4

女 性 男 性
２０ 代
以 下

３ ０ 代 ４ ０ 代 ５ ０ 代 ６ ０ 代
７０ 代
以 上

北九州 福 岡 筑 豊 筑 後

回 答 者 数 245 129 116 40 49 51 44 45 16 64 117 23 41
件 数 計 245 129 116 40 49 51 44 45 16 64 117 23 41
（ ％ 計 ） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

6 2 4 0 1 2 1 2 0 0 3 1 2
2.4% 1.6% 3.4% 0.0% 2.0% 3.9% 2.3% 4.4% 0.0% 0.0% 2.6% 4.3% 4.9%

11 5 6 1 2 4 3 0 1 2 6 1 2
4.5% 3.9% 5.2% 2.5% 4.1% 7.8% 6.8% 0.0% 6.3% 3.1% 5.1% 4.3% 4.9%

77 44 33 12 12 15 16 18 4 18 30 11 18
31.4% 34.1% 28.4% 30.0% 24.5% 29.4% 36.4% 40.0% 25.0% 28.1% 25.6% 47.8% 43.9%

145 74 71 27 33 28 23 24 10 43 76 9 17
59.2% 57.4% 61.2% 67.5% 67.3% 54.9% 52.3% 53.3% 62.5% 67.2% 65.0% 39.1% 41.5%

6 4 2 0 1 2 1 1 1 1 2 1 2
2.4% 3.1% 1.7% 0.0% 2.0% 3.9% 2.3% 2.2% 6.3% 1.6% 1.7% 4.3% 4.9%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4

5

無 回 答

（パーセンテージは、各属性毎の回答者数に対する割合）

1

合 計
性 別 年 代 別 地 区 別

2

3
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
・ 各地域で自主的、主体的なフェスティバルを開催することで広場や参加団体のさらなる交流・連携を促進し、運動の拡大・活性化

を図る。
・ フェスティバルに集まる保護者や地域主導者に対して、子どもたちの自尊感情を向上させる必要性を啓発し、志を持ったたくましい

青少年の育成を図る。
②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

（補助金額：1地域実行委員会あたり50万円以内、補助対象地域：２地域/年）

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標
・青少年アンビシャス運動を実際体験することで、運動への理解促進を図ることを目指しているため、指標として「アンビシャス体験
フェスティバル参加者数」を設定する。
・自尊感情啓発セミナーの有効性を図る指標として「自尊感情の高い子の割合（小学生）」の向上を目標値として設定する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

困難

H26
2000人

（1地域） 困難－

財
源

5,924千円

－

17,772千円5,924千円5,924千円

0千円
1,405Ｈ 1,405Ｈ 1,405Ｈ 4,215Ｈ

0千円
1,697千円 1,697千円 1,697千円

5,091千円
H27 H28

5,091千円

合　　計
1,697千円 1,697千円 0千円 0千円

H24
1,697千円

年　度
見込額

従事時間
人件費

H２２ 39.80%

目　　標　　値

H26 50%
自尊感情の高い子
の割合

アンビシャス体験
フェスティバル参加
者数

現　　在　　値

H25 H26

指　　標　　名

22,863千円

地域住民

自尊感情啓発セミナー

・講演会等の啓発事業

（実施）

協力開催

参
加

（申請） （補助）

（連携）

補助対象事業

地域体験フェスティバル

・体験活動

・団体の活動紹介

・運動の広報

参
加

各地域のフェスティバル実行委員会

【対象地域】複数の市町村にまたがる地域

【構成】アンビシャス広場

　　　　アンビシャス団体

　　　　市町村

　　　　地域住民等ボランティア
【事業】地域体験フェスティバルの実施
【実施地域】県内6地域を3年間で一巡

各教育事務所社会教育室県

（青少年アンビシャス運動推進室）

（実施）
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
・・・・一過性一過性一過性一過性ののののイベントイベントイベントイベントとならないようにとならないようにとならないようにとならないように、、、、地域主導地域主導地域主導地域主導によりによりによりにより自主的自主的自主的自主的・・・・主体的主体的主体的主体的にににに企画運営企画運営企画運営企画運営することですることですることですることで地域地域地域地域にににに根根根根ざしたざしたざしたざした県民運動県民運動県民運動県民運動
とするためにとするためにとするためにとするために必要必要必要必要であるであるであるである。。。。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
・・・・特特特特になしになしになしになし

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要（補助金額：1地域実行委員会あたり50万円以内、補助対象地域：２地域/年）

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
・青少年アンビシャス運動を実際体験することで、運動への理解促進を図ることを目指しているため、指標として「アンビシャス体験
フェスティバル参加者数」を設定する。
・自尊感情啓発セミナーの有効性を図る指標として「自尊感情の高い子の割合(小学生)」の向上を目標値として設定する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

H26 50% 困難

H26
2000人

（1地域） 困難

1,405Ｈ

年　度

現　　在　　値

従事時間

H２２

－

39.8%

人件費

財
源

アンビシャス体験
フェスティバル参加
者数

当初予算額

5,924千円

1,697千円
1,697千円

H24

自尊感情の高い子
の割合

－

目　　標　　値
指　　標　　名

7,621千円

地域住民

自尊感情啓発セミナー

・講演会等の啓発事業

（実施）

協力開催

参
加

（申請） （補助）

（連携）

補助対象事業

地域体験フェスティバル

・体験活動

・団体の活動紹介

・運動の広報

参
加

各地域のフェスティバル実行委員会

【対象地域】複数の市町村にまたがる地域

【構成】アンビシャス広場

　　　　アンビシャス団体

　　　　市町村

　　　　地域住民等ボランティア
【事業】地域体験フェスティバルの実施
【実施地域】県内6地域を3年間で一巡

各教育事務所社会教育室県

（青少年アンビシャス運動推進室）

（実施）
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

　　（従来事業の評価）　生徒指導上大きな効果が実感されており今後も継続が必要（校長アンケート）
※　新１年生による集団宿泊の必要性

　年　　度 Ｈ１２ Ｈ１５ Ｈ１８ Ｈ２１ Ｈ２２

年　　度 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

○　１年生は他学年に比べ中途退学者率、不登校生徒出現率が高い。
　　・学校生活・学業不適応や進路変更による中途退学者が多い。
　　・不登校のきっかけとして友人関係をめぐる問題が多い。
○　１年生に対して、高校生活への理解や必要な資質を育てることが必要である。

１年生を対象に、２泊３日の集団宿泊研修を実施

○  高校生活にスムーズに移行できるための早期導入教育（中学校生活と高校生活の違い、各校の学校文化や
　　 ３年間の学校生活リズム等について理解させる指導）も効果的に行う。
○　学校生活で自助や共助の精神を発揮させることにより、自尊感情や規範意識を育成、中途退学や不登校等の
　　 問題行動を減少させる。

　　・　学ぶ意欲の向上や体力向上への意識改革。

○　具体的な目標
　　・　他人との関わりの中で自助及び共助の精神を学ぶ。
　　・　集団としての達成感を味わい、学年集団内の好ましい人間関係づくり、帰属意識の高揚。

政策事前評価書（高校生自助と共助を学ぶ宿泊体験事業）

高校生自助と共助を学ぶ宿泊体験事業
教育庁教育振興部
高校教育課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

805
(2.6%)

594
(2.4%)

543
(2.1%)

○　自助や共助の精神を育み、夢や志をもって、３年間の高校生活を心豊かに送るための礎とする。

   総合計画
　での位置づけ

子ども・若者が夢を抱き、将来に向かってはばた
けること

豊かな心を持った子ども・若者の育成

豊かな人間性や志を持ち、たくましく生きる子
ども・若者を育てる

実体験を重視した教育の推進

＜高等学校における体験活動＞
○　集団宿泊訓練「規律と友情の体験学習」（昭和５６～平成２０年度）　→　学校生活への早期適応指導を実施
○　「克己心育成のための宿泊体験事業」 （平成２１～２３年度）　　　→　たくましい心を持った生徒の育成を実施

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

　　（主な成果）不登校や中途退学者の減少（右表）、限界に挑戦する姿勢が身についた（生徒アンケート）
                困難なことに挑戦することの大切さを理解した（生徒アンケート）

581
(2.2%)

    ・これまで、全県立高校で学校生活へのスムーズな移行や必要な資質を育てる活動として長年実施され、定着している

                自分に自信を持つことができ、今後の学校生活を積極的に過ごすことができる（生徒アンケート）

    ・集団宿泊の形態は、上記の目的を達成するために最も効果的な方法であり、今後も継続が必要である。

1年次の不
登校生徒

720
(2.7%)

809
(3.1%)

726
(2.8%)

1年次中途
退学者数

1290
(3.9%)

808
(2.9%)

479
(1.9%)

572
(2.3%)

1年次中途退学者在籍比

2.1%
2.4%2.6%

2.9%

3.9%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

Ｈ１２ Ｈ１５ Ｈ１８ Ｈ２１ Ｈ２２

1年次不登校生徒在籍比

2.2%2.3%
1.9%

2.8%
3.1%

2.7%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

○　高校生活にスムーズに移行できるための指導を効果的に実施する。
　・中学校生活との違い、各校の学校文化、３年間の学校生活リズム等を理解させる。

○　集団宿泊体験活動は、上記の目的を達成するために最も効果的な方法である。

　・　学ぶ意欲の向上や体力向上への意識改革を行う。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

学校生活不適応生徒を減少させ、心豊かに夢や志をもった高校生活を送らせる。
　・不登校となったきっかけの中で、学校に関係する事由による者の減少を指標とし、22年度の人数から150名の減少を目指す。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 716,025千円

一般財源
国庫支出金

その他 0千円
0千円

　　　○　研修の具体的内容
　　　　・　班別集団行動による自然等体験活動　　（清掃登山や海岸清掃等において班員で助け合い達成感を味わう）

－ －
不登校のきっかけが学校
に係る事由の人数

H25 H26

　・学年集団内の人間関係づくり、帰属意識の高揚、学ぶ意欲・体力の向上への意識改革を行う。

H24

48,052千円
48,052千円 48,052千円 48,052千円

財
源

0千円 0千円
H28

144,156千円

合　　計
144,156千円

H27年　度
見込額

人件費 190,623千円
従事時間

48,052千円 48,052千円

45,214Ｈ 135,642Ｈ
571,869千円

45,214Ｈ
190,623千円

45,214Ｈ
190,623千円

Ｈ２２

　　　　・　学校生活オリエンテーション　　　　         （学校の歴史、高校生活や学習方法等の指導）

　　　　・　東日本大震災から学ぶ自助・共助研修　（被災地支援に派遣された本県職員等の講話、協議）

290人Ｈ２６ 普通443人 －

指　　標　　名
現　　在　　値 目　　標　　値

　１年生を対象に、２泊３日の集団宿泊研修を実施　　　　　　　　　　　　　４８，０５２千円　　　　　　

○　学校生活で自助や共助の精神を発揮させることにより、自尊感情や規範意識を育成し、中途退学や不登校等の問
　　 行動を減少させる。

　　　　・　テーマ別協議・発表会　　　　　　　         　（社会人講師招聘、班別協議・まとめ、発表等）

　　　　・　集団による宿泊体験活動　　　　        　　（集団内での規律を学ぶ集団生活・宿泊）

１年生対象の集団宿泊研修
＜自助と共助の精神を学ぶ宿泊体験活動＞

学年集団内の好ましい
人間関係づくり

自尊感情・規範意識
の育成

夢や志をもった
高校生活

（不登校・中途退学の減少）
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】

　　　○　実施内容   集団宿泊体験活動をとおして自助と共助の精神を学ぶ

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

学校生活不適応生徒を減少させ、心豊かに夢や志をもった高校生活を送らせる。
　・不登校となったきっかけの中で、学校に関係する事由による者の減少を指標とし、22年度の人数から150名の減少を目指す。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 231,271千円

一般財源
国庫支出金

その他

不登校のきっかけが学校
に係る事由の人数

H24年　度

　　　○　対       象   全県立高校の１年生全員

－ － 普通

　　　○　実施期間   ２泊３日

Ｈ２６ 290人

　　 県立高校1年次における宿泊体験は、不登校や中途退学者の減少、学校生活へのスムーズな移行や必要
　資質を育てる活動として長年実施され、定着しており、効果を上げているため、今後も継続が必要である。

443人

　

　　バス借上料予算を減額する。

目　　標　　値

　　平成22年度実績に基づき、バス借上料を減額することとする。

指　　標　　名

従事時間

当初予算額

現　　在　　値

－

　高校生自助と共助を学ぶ宿泊体験事業　　　　　　　　　　　　　４０，６４８千円

人件費

財
源

Ｈ２２

190,623千円

40,648千円
40,648千円

45,214Ｈ

 

県 立 高 等 学 校 等 の １ 年 生 

県立特別支援学校の児童生徒（小学部・中学部・高等部） 

集団体験活動を通じて、自尊感情や規範意識の育成 

及び学年集団内の好ましい人間関係づくりを行う。 

夢や志をもった学校生活 

 
 

自然等体験活動、学校生活オリエンテーション、集団宿泊体験、 

テーマ別協議・発表会 

各学校の特性を生かして、自助と共助の精神を学ぶ集団宿泊訓練を実施 

 

小学部：自然体験学習等 

中学部：集団体験学習等 

高等部：社会体験学習等 

高等学校自助と共助を学ぶ宿泊体験事業 県立特別支援学校
体験学習推進事業 
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

＜県立高等学校における不登校生徒の状況＞

※学習への取組や学校への復帰等に意欲がもてるようになった生徒

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（



３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

・不登校中退防止連絡会議の実施 197 千円
・訪問相談員の配置 13,752 千円
・スクールソーシャルワーカーの配置 2,537 千円

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 116,493千円

一般財源
国庫支出金

その他

高等学校不適応防止
対策事業

県立高等学校へのスクールカウン
セラーの配置

基幹 17,234千円

指　　標　　名

－
不登校生徒在籍比

率

【事業の内容】

事業名 事業概要

－

○臨床心理に関して高度な専門的知識・経験をもつスクールカウンセラーを配置し、訪問相談員、スクールソーシャル
　ワーカーと連携することで、効果的な指導を行う。

　高等学校不適応防止対策事業

H23年当初予算額

現　　在　　値 目　　標　　値

スクールカウンセラーは校内にてカウンセリ
ングを行う。

当該事務事業との相違点

人件費 22,345千円

H24
16,486千円

年　度
見込額

従事時間

合　　計
16,486千円 16,486千円 0千円 0千円

H28

22,345千円22,345千円

財
源

15,641千円 15,641千円
845千円 845千円

H２２ 1.97% －

○不登校生の学校復帰が目的であり、平成２６までに全国在籍比１．８４％（Ｈ２２)以下になることを目標にする。

　高等学校における不登校生徒の解消と社会的な自立の支援をするため、訪問指導員を配置。周辺の学校を含めた
  不登校生徒宅へ継続的に訪問し、学校復帰に向けた学習支援や教育相談を実施する。なお、訪問相談員だけでは
  対応が難しい場合、専門的知識を持ったスクールソーシャルワーカーと連携して様々な視点から不登校・中途退学
  防止の充実を図る。

Ｈ２６ 1.84%

67,035千円

困難

0千円
5,300Ｈ 5,300Ｈ 15,900Ｈ

2,535千円

49,458千円
46,923千円

H27

845千円

H25 H26

15,641千円

5,300Ｈ

不
登
校

中
途
退
学

ニートやフリーターなど
社会的問題の温床と
なる

不登校生徒や家庭への支援を行う

訪問相談員
スクールソーシャルワーカー（SSW)

  解決に向けた支援

  不登校不登校不登校不登校・・・・中途退学中途退学中途退学中途退学のののの解決解決解決解決

SC連携
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

　　　 家庭への働きかけや、関係機関等と連携して生徒を取り巻く環境等の改善を図ることが効果的である。
　　　・不登校中退防止連絡会議の機能である学校とスクールソーシャルワーカーとの連絡・調整は、高校教育課で行う。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

　　　・訪問相談員を各１３学区の拠点校１校に１名ずつ配置するとともに、スクールソーシャルワーカーを４地区に１名ずつ
　　　 配置し、すべての県立高等学校を対象校とする。対象校は、必要に応じて、拠点校に派遣要請を行う。
　　　・不登校中退防止連絡会議は設置しない。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

・訪問相談員の配置 6,877 千円
・スクールソーシャルワーカーの配置

9,011 千円

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 38,233千円

一般財源
国庫支出金

その他

指　　標　　名

○臨床心理に関して高度な専門的知識・経験をもつスクールカウンセラーと訪問相談員、スクールソーシャルワーカーと
　連携することで、効果的な指導を行う。

事業名

　高等学校不適応防止対策事業

当該事務事業との相違点

現　　在　　値

スクールカウンセラーは校内にてカウンセリ
ングを行う。

高等学校不適応防止
対策事業

従事時間
人件費

財
源

不登校生徒在籍比
率

当初予算額
年　度

－ －1.97% －H２２

事業概要 H24年当初予算額

22,345千円

15,888千円
12,885千円
3,003千円

H24

5,300Ｈ

目　　標　　値

Ｈ２６ 1.84% 困難

　　　・訪問相談員だけでは対応が困難な生徒に対しては、専門的知識を持つスクールソーシャルワーカーにより、

県立高等学校へのスクールカウン
セラーの配置

基幹 17,234千円
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（様式　１号）

事業所管

部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

※出典：非行統計（福岡県警）より

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

○　自立支援の推進
　専任スタッフが常駐する施設で、相談、生活改善、就労・就学支援を行う。

○　就労体験
　非行少年に理解のある事業所での就労体験を通じて、認められる喜びや協調性・責任感の大切さ、労働の喜びなどを少年たちが
実感し、働くことへの関心を持つきっかけとする。

○　啓発
　・PTAなどの求めに応じて講師を派遣
　・広く県民にアピールするイベントの開催

   総合計画
　での位置づけ

子ども・若者が夢を抱き、将来に向かってはばたけること

少年の非行防止と健全育成

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

豊かな人間性や志を持ち、たくましく生きる子ども・若者を育
てる

少年の非行防止と健全育成

政策事前評価書（非行少年等の自立促進事業）

非行少年等の自立促進事業
新社会推進部
青少年課

事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称 Ｈ２６次回評価予定年度

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22
年

人

0
5
10
15
20
25
30
35
40

％

刑法犯少年 再犯者数

再犯率 非行者率

刑法犯少年刑法犯少年刑法犯少年刑法犯少年とととと再犯者再犯者再犯者再犯者のののの現状現状現状現状

○　本県の刑法犯少年は、H18年度からの知事部局、警察本部、県教
育委員会の連携した取組みにより、H15年のピーク(12,134人）から半
減（H22　6,203人）したが、平成22年の再犯者は1,848人でH15年から
の減少率は36%にとどまり、再犯者率は34.5%で、全国平均を３ポイン
ト上回って推移するなど全国的に高水準で推移し、再犯者の減少が課
題

○　非行少年の約７割が審判不開始、不処分で、処分や適切な矯正教
育を受けずに地域社会へ戻ってきており、その少年の多くが自分の戻
るべき居場所もなく、再犯に至るという悪循環を繰り返している。

○　少年院仮退院者で、平成22年中に保護観察を終了した者のうち、

無職者の再犯率は約46％で、有職者の再犯率（約９％）の約５倍

区　分 H19 H20 H21 H22
刑法犯少年 8,252 7,085 6,195 6,203

非行者率 16.1 14.1 12.5 12.6

再犯者数 2,219 2,018 1,897 1,848

再犯率 32.7 35.1 36.6 34.5

○　再犯を防止し安全で安心な地域社会の構築のためには、地域社会が適切に支援していくことが必要であ

り、非行少年やその保護者に対する地域の理解を深めることが必要

○　保護処分を受けていない少年（非行が深化しない段階）の社会的自立を支援するため、体制や受け皿

の充実が必要

○　非行少年等の自立・立ち直りには、家庭・学校・地域社会で孤立した少年を受け入れて、専任スタッフに

よる生活改善から就職に至るまでの支援が必要
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
　・　少年非行の防止や、非行少年の立ち直りを支援する社会機運を醸成し、刑法犯少年検挙補導人員の減少を目指す。
　・　非行等の問題を抱える少年に対し、非行が深化する前に社会的自立を支援する体制や受け皿をつくり、再度の非行を防止し、
　再犯者の減少を目指す。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要
１　非行少年の自立支援推進事業 ２　非行少年等の就労体験事業

【事業の内容】
　・非行少年等を受け入れ、自立をサポートする市町村事業への助成

14,130千円

３　非行防止地域講座事業

【事業の内容】
　・県内の雇用協力事業所における、非行少年等の就労体験を委託

2,602千円

４　非行少年の立ち直り支援フォーラムの開催

○県民意識醸成のためのフォーラム開催（講演とパネルディスカッションで構成）

○対象は、一般県民、市町村、ＰＴＡ、更生保護団体、経済団体など

【事業の内容】
　・ＰＴＡ等が主催する非行防止等の研修会に講師を派遣 【事業の内容】
　・派遣に係る講師謝金・旅費等（１００回） 2,199千円 　・講師謝金・旅費、広報ちらし・ポスター、会場借上等 1,385千円

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標
　非行少年の立ち直りが目的であるため、事業効果を図る指標として「刑法犯少年検挙補導人員」、「再犯者数」を設定する。
　○刑法犯少年検挙補導人員H19→H22　24.8%減の減少実績と同程度の減少率を維持し、H26年度までに同人員を4,700人以下に減少

　○再犯者数H19→H22　16.7%減の減少実績と同程度の減少率を維持し、H26年度までに再犯者数を1,600人以下に減少

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

97,276千円

再犯者数

刑法犯少年検挙補
導人員

0千円 0千円 60,948千円
H27 H28

困難

Ｈ２６ 4,700

Ｈ２６

困難

指　　標　　名
目　　標　　値現　　在　　値

1,600

H26H25

1,848

60,948千円
0千円

20,316千円 20,316千円 20,316千円

合　　計

0千円
2,872Ｈ 2,872Ｈ 2,872Ｈ 8,617Ｈ

36,328千円12,109千円12,109千円

20,316千円 20,316千円見込額

Ｈ２２ 6,203

Ｈ２２

財
源

年　度
20,316千円
H24

12,109千円人件費
従事時間

県

　　　　　　　　　　　　　　（３市町村）
　
○活動拠点（居場所）の開設
○支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等設置
○支援活動等の実施

非行少年
・

保護者等
相談・紹介

市町村

助成（補助率１／２）

　　調整・受入　（６０名）

　○　建設業、電気工事業、飲食業、ガソリ
ンスタンドなどで、職場見学、講習、職場
体験

県

弁護士会家庭裁判所
警察署・少

年
ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

ＮＰＯ法人福岡県就労支援事業者機構

保護観察所

雇用協力事業者（機構の会員）

市町村

委　託

就労体験事業の実施

非行等の問題を抱える少年

連　携

県（直接執行）

　

元保護観察官　　　　・非行少年の
元少年育成指導官 　　立ち直り支援
元警察官　　　　　 　  ・非行防止対策
保護司、ＮＰＯ等　 　 ・街頭補導など

ＰＴＡ等が主催する研修
会

主催者

参加者

保護者
地域住民
青少年育成指導者
教職員等

ＰＴＡ
自治会
青少年育成団体
学校等

申　請

派　遣

講　師 テーマ

        暴力団への加入阻止
        を講話に加味
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　　仕組みや制度の構築にとどまらず、関係者が取り組みやすいような運用の仕方を検討する必要があるため。
　　　また、事業の規模や対象経費の範囲については、費用対効果の検証が必要であるため。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
事業１ 　補助対象経費から活動拠点借上料、専門職員人件費を除外。補助対象を３市町村から２市町村に見直し。
事業２ 　受け入れ人数を60名から50名に見直し。
事業３ 　意見交換型の学習会への派遣を中心とし、実施回数を100回から80回に見直し。
事業４ 　広報経費の見直し。会場借り上げ経費の見直し。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業
　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

１　非行少年等の自立推進事業 ２　非行少年等の就労体験事業

【事業の内容】
　・非行少年等を受け入れ、自立をサポートする市町村事業への助成

6,958千円

３　非行防止地域ミーティング事業

【事業の内容】
　・県内の雇用協力事業所における、非行少年等の就労体験を委託

2,366千円

４　非行少年の立ち直り支援県民フォーラムの開催

○県民意識醸成のためのフォーラム開催（講演とパネルディスカッションで構成）

○対象は、一般県民、市町村、ＰＴＡ、更生保護団体、経済団体など

【事業の内容】
　・ＰＴＡ等が主催する非行防止等の研修会に講師を派遣 【事業の内容】
　・派遣に係る講師謝金・旅費等（８０回） 1,756千円 　・講師謝金・旅費、広報ちらし、会場借上等 862千円

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
　非行少年の立ち直りが目的であるため、事業効果を図る指標として「非行者率」、「再犯者率」を設定する。
　○非行者率：過去最低であった昭和43,44年当時10.8人を下回る9.8人（刑法犯少年補導検挙人員4,700人）以下をめざす。
　○再犯者率：平成19年から平成22年までの全国平均値である31.0%を参考として、それを下回る30.0%以下をめざす。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

※非行者率：10～19歳までの人口1,000人当たりに刑法犯少年の占める割合
　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用 ※再犯者率：14歳以上の刑法犯少年に占める再犯者の割合

　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

指　　標　　名

困難

現　　在　　値 目　　標　　値

H22

人件費

財
源

非行者率

当初予算額
H24

再犯者率

2,872Ｈ

年　度

従事時間

H26H22

9.8人 困難12.6人 H26

困難

12,109千円

11,942千円
11,942千円

34.5% 困難

H28 9.8人以下

30.0%以下

24,051千円

H2830.0%

県

　　　　　　　　　　　　　　（３市町村）
　
○活動拠点（居場所）の開設
○支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等設置
○支援活動等の実施

非行少年
・

保護者等
相談・紹介

市町村

助成（補助率１／２）

　　調整・受入　（６０名）

　○　建設業、電気工事業、飲食業、ガソリ
ンスタンドなどで、職場見学、講習、職場
体験

県

弁護士会家庭裁判所
警察署・少

年
ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

ＮＰＯ法人福岡県就労支援事業者機構

保護観察所

雇用協力事業者（機構の会員）

市町村

委　託

就労体験事業の実施

非行等の問題を抱える少年

連　携

県（直接執行）

　

元保護観察官　　　　・非行少年の
元少年育成指導官 　　立ち直り支援
元警察官　　　　　 　  ・非行防止対策
保護司、ＮＰＯ等　 　 ・街頭補導など

ＰＴＡ等が主催する研修
会

主催者

参加者

保護者
地域住民
青少年育成指導者
教職員等

ＰＴＡ
自治会
青少年育成団体
学校等

申　請

派　遣

講　師 テーマ

        暴力団への加入阻止
        を講話に加味

（２市町村）

（５０名）
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
　　【図１】悪いとは思わない行為(抜粋) 【図２】検挙補導された刑法犯少年数（人）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２
7,085 6,196 6,203

14.1 12.5 12.56

【図３】学校における暴力行為の件数（件）
Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２
1,569 1,615 1,387

216 184 204

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

○規範意識育成事業では、対象を小・中学校に限定しており、高等学校までつながりのある学習ができていない。

○規範意識育成事業では、学校の実態に応じて、５テーマから３テーマ選択するようにしていたが、発達段階に応じた学習テー
マを設定し、規範意識の育成を効率的に行う必要がある。

○各学校で年に１つのテーマについて有償の外部講師を派遣した規範意識育成学習会を行い、この学習会については、必ず
保護者と共に学ぶ場として設定する。

○対象の学校種を小・中学校のみから高等学校、特別支援学校まで拡げ、規範意識育成の取組が継続的・系統的に行えるよ
うにする。

○児童生徒の発達段階に応じた学習テーマを県が設定し、段階に応じた規範意識の育成を効率的に行えるようにする。

○教育力向上福岡県民会議における本県の子どもの本質的な課題の一つとして、「規範意識の低下」が明示され、本県が取り
組むべき最重要課題となっている（参考【図１】）。

○規範意識育成事業、規範教育推進事業の成果から、検挙補導された刑法犯少年数【図２】、学校における暴力行為の数【図
３】が減少傾向にある。

○非行者率（10～19歳までの少年人口1,000人当たりに刑法犯少年が占める割合）は減少傾向にあり、２１年度から全国ワース
ト１位から３位となるも依然上位にある。特に、シンナーの乱用によって検挙・補導された少年は１１年連続全国ワーストワンで
ある。

○児童生徒への規範意識向上に向けての学習については継続して行っているが、保護者に対する啓発の場を設定できていな
い。

   総合計画
　での位置づけ

子ども・若者が夢を抱き、将来に向かってはばたけること

少年の非行防止と健全育成

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

豊かな人間性や志を持ち、たくましく生きる子ども・若者を育てる

少年の非行防止と健全育成

刑法犯少年数
非行者率

暴力行為
小・中学校
高等学校

政策事前評価書（保護者と学ぶ児童生徒の規範意識育成事業）

保護者と学ぶ児童生徒の規範意識育成事業
教育庁教育振興部
義務教育課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

35.9

32.9

41.0

54.6

38.9

60.3

18.2

22.4

18.8

28.2

31.1

40.2

0 20 40 60 80

たばこを吸う

無断で外泊する

パチンコをする

酒を飲む

無断で学校を休む

ポルノ雑誌・アダルトビデオをみる

中２

高２

＜青少年に関する意識及び行動調査　　福岡県Ｈ１３
＞
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

○○○○規範意識向上学習会規範意識向上学習会規範意識向上学習会規範意識向上学習会のののの実施実施実施実施
【【【【対象校種対象校種対象校種対象校種】】】】
　公立小学校(3年生以上)、県立・公立中学校、県立・公立高等学校(中等教育含む)、県立・公立特別支援学校
【【【【学習学習学習学習テーマテーマテーマテーマ】】】】
　上記スキーム図参照

○○○○保護者保護者保護者保護者とととと共共共共にににに学学学学ぶぶぶぶ学習会学習会学習会学習会へのへのへのへの講師講師講師講師のののの派遣派遣派遣派遣

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標
　非行防止の基盤となる児童・生徒の規範意識の向上を示す指標として刑法犯少年検挙補導人員を設定する。
　目標値は以下のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 79,488千円

一般財源
国庫支出金

その他

○以上の取り組みにより、社会のルールを守る理解を深め、非行行為に走らない判断力や行動力を育成し、非行防止の基盤と
なる児童生徒の規範意識の向上を図り、平成２６年度までに少年の刑法犯検挙補導人員を４，７００人以下とする。

　上記の学習会のうち保護者も参加する学習会（1回/年）については、専門的な人材を外部講師（有償）として学校
に招き、学習会を実施する。
　なお、外部講師については、大学、ＮＰＯ法人等と連携し各校が決定する。

○保護者が児童生徒と共に規範意識について学ぶことで、保護者の規範に対する意識や養育に関する責任感を高め、さらに
学校と家庭との連携を図り、児童生徒の規範意識向上に取り組む。
○公立小学校、県・公立中学校（中等教育前期含む）、県・公立高等学校(中等教育後期含む)、県・公立特別支援学校におい
て、発達段階や校種に応じた学習会を実施することで、児童生徒の規範意識向上のための、一貫した取組を行う。

H25 H26

指　　標　　名
刑法犯少年検挙補
導人員

現　　在　　値 目　　標　　値

人件費 2,834千円 8,502千円

H24
23,662千円

年　度
見込額

従事時間

合　　計
23,662千円 23,662千円 0千円 0千円 70,986千円

H27 H28

70,986千円
0千円

23,662千円 23,662千円 23,662千円

0千円
672Ｈ 672Ｈ 672Ｈ 2,016Ｈ

2,834千円2,834千円

H22 6,203人 H26 4,700人 困難



４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

○○○○規範意識育成学習会規範意識育成学習会規範意識育成学習会規範意識育成学習会のののの実施実施実施実施
【【【【対象校種対象校種対象校種対象校種】】】】
　公立小学校(3年生以上)、県立・公立中学校、県立・公立高等学校(中等教育含む)、県立・公立特別支援学校
【【【【学習学習学習学習テーマテーマテーマテーマ】】】】
　上記スキーム図参照

○○○○児童生徒



（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

政策事前評価書（「非行少年を生まない社会づくり」推進事業）

「非行少年を生まない社会づくり」推進事業
警察本部
生活安全部少年課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

豊かな人間性や志を持ち、たくましく生きる子ども・若者を育てる

少年の非行防止と健全育成

   総合計画
　での位置づけ

子ども・若者が夢を抱き、将来に向かってはばたけること

少年の非行防止と健全育成

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

●　刑法犯少年検挙補導人員(全国ワースト第5位)
　　                    5,316人(前年比-887人、-14.3%)
●　非行者率（全国ワースト第4位）
　　           10.7人（前年比-1.9人）～ 全国平均7.9人
　※　非行者率　  ～10歳から19歳までの少年人口1,000人
　　　　　　　　　  当たりに刑法犯少年が占める割合
●　不良行為少年の補導人員
　　                   100,563人(前年比+833人、+0.8%）
●　初発型非行（全国ワースト第5位）
　　                   3,984人（前年比-742人、-15.7%）
　※　刑法犯少年全体に占める割合            ～ 74.9%
　※　初発型非行 ～ 万引き、オートバイ盗、自転車盗、
                    占有離脱物横領の4罪種
●　シンナー乱用少年の検挙補導人員
                        （12年連続全国ワースト第1位）
                          42人（前年比-16人、-27.6%）
●　暴走族グループ数・構成員
    （グループ数全国ワースト第4位、構成員全国ワースト第3位）

　　         グループ数35（前年比-15ｸﾞﾙｰﾌﾟ、-30.0%）、
　               構成員598人（前年比-162人、-21.3%）

●　再犯者率
　　１４歳以上の刑法犯少年に占める再犯者の割合

平成23年における県内の少年非行情勢

　　 知事部局、教育庁、県警察合同の総合的な非行防止対策事業(平成21年度から平成23年度）を推進した結
　 果、事業目標である「平成23年までに刑法犯少年の検挙補導人員を6,400人以下」という目標を達成した。
　　 しかし、県下の少年非行情勢は、非行者率や再犯者率等が、全国的に見ると高水準で推移している状況に
   あり、これらの少年非行の背景には、少年自身の規範意識の低下とコミュニケーション能力の低下、あるい
   は、少年が自分の居場所を見出せず、孤立し、疎外感を抱いていることなどが指摘されている。

○　「指導カード」を活用した街頭補導活動強化
○　万引き及び乗り物盗防止のための広報啓発
　・　少年サポートセンター等による非行防止教室の開催
○　薬物乱用防止対策の強化
　・　シンナー密売事犯取締りによる供給源の遮断
　・　薬物乱用防止教室による需要源の遮断
○　暴走族等の悪質な非行集団に指向した取締りの強化 等

少年非行防止対策の強化 非行少年の立ち直り支援の強化

○　非行少年や保護者に手を差し伸べる立ち直り支援
　・　警察官、少年サポートセンター及びスクールサポー
　　ターによる連絡・面接活動等の推進
　・　親子懇談会の実施
○　(社)福岡県少年補導員連絡協議会による立ち直り支援
　・　少年警察学生サポーターによる学習支援
　・　少年警察学生サポーター等による社会奉仕体験活動、
　　スポーツ活動等の実施　　等

深夜深夜深夜深夜 は いかいは いかいは いかいは いかい ・・・・ 喫煙等喫煙等喫煙等喫煙等 のののの 不良行為不良行為不良行為不良行為 はははは 非行非行非行非行 へのへのへのへの
入口入口入口入口 ですですですです 。。。。 不良行為不良行為不良行為不良行為 をををを 繰繰繰繰 りりりり 返返返返 しているとしているとしているとしていると暴力団暴力団暴力団暴力団
にににに 引引引引 きききき込込込込まれますまれますまれますまれます

注注注注　　　　　　　　　　　　意意意意

本日は次の行為で注意しました。

□　その他（　　　　　　　　　　　　　）

□　喫　煙□　深夜はいかい

福岡県警察       　　　　警察署

暴力団に関する相談は

少年問題に関する相談は悩まず下記少年サポートセンターへ

名　　　　称 電　話　番　号 担当地区

中央少年サポートセンター ０９２－５８８－７８３０ 福岡地区

福岡少年サポートセンター ０９２－８４１－７８３０ 福岡市

北九州少年サポートセンター ０９３－８８１－７８３０ 北九州市

飯塚少年サポートセンター ０９４８－２１－３７５１ 筑豊・京築地区

久留米少年サポートセンター ０９４２－３０－７８６７ 筑後地区

　℡０９２－６２２－０７０４福岡県警察本部暴追福岡県警察本部暴追福岡県警察本部暴追福岡県警察本部暴追ダイヤルダイヤルダイヤルダイヤル

福岡県非行少年を生まない社会づくりネットワーク会議

指導カード 非行防止教室の開催状況

（表面） （裏面）

福岡

全国

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0
犯罪少年(福岡)

うち 再犯者

全国の再犯者率(%)

福岡の再犯者率(%)

H18 H19 H20 H21 H22 H23

7,224 6,777 5,747 5,178 5,357 4,548
うち再犯者 2,449 2,219 2,018 1,897 1,848 1,673

33.9 32.7 35.1 36.6 34.5 36.8
7位 10位 7位 3位 7位 7位

30.0 30.3 31.2 31.3 31.5 32.7全国の再犯者率(%)

犯罪少年(福岡)

全国順位
福岡の再犯者率(%)

社会奉仕体験活動（落書き消し） スポーツ活動

平成２４年１月３０日現在

※　指導カードとは、警察職員が、深夜はいかいや喫煙などの不良行為を行っ
ている少年に対して、不良行為の自省を促すために交付するカードをいう。

※　スクールサポーターとは、学校及び地域における児童・生徒の非行防止及び犯罪被害防
止に係る活動を行う非常勤職員をいう。
※　少年警察学生サポーターとは、少年の非行防止・健全育成に携わる大学生ボランティアを
いう。

高水準で推移する少年非行情勢
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 44,610千円

一般財源
国庫支出金

その他

26年

26年

財
源

人件費 34,734千円11,578千円11,578千円

0千円
2,746Ｈ 2,746Ｈ 2,746Ｈ 8,238Ｈ

0千円
3,292千円 3,292千円 3,292千円

9,876千円
H27 H28

9,876千円

合　　計
3,292千円 3,292千円 0千円 0千円

H24
3,292千円

年　度
見込額

従事時間
11,578千円

現　　在　　値

22年 34.5% ― ― ― 

22年

H25 H26

指　　標　　名

― 

再犯者率

非行者率

【事業内容】

12.6人 困難

困難

目　　標　　値
目標値

9.8人
(刑法犯少年検挙補導人員4,700人）

30.0%

― ― 

　○　街頭補導活動の強化、薬物乱用防止教室等の開催、非行集団の取締り等による少年非行防止対策の推進
　○　非行少年に対する連絡・面接活動をはじめ、親子懇談会、社会奉仕体験活動等による立ち直り支援活動の推進
  などにより、非行者率、再犯者率を減少させ、「非行少年を生まない社会づくり」を目指す。

　 　少年非行の防止が目標であるため、指標として「非行者率」、「再犯者率」をそれぞれ設定する。

　　　　※　「非行者率」～10～19歳までの人口1，000人当たりの刑法犯少年が占める割合
　　　　※　「再犯者率」～14歳以上の刑法犯少年に占める再犯者の割合

非非非非
行行行行
少少少少
年年年年
をををを
生生生生
まままま
なななな
いいいい
福福福福
岡岡岡岡
県県県県
のののの
実実実実
現現現現

○　少年非行防止対策の強化
　◆　指導カードを活用した街頭補導活動の強化
　　・　深夜はいかい、喫煙等の不良行為少年の補導に際し「指導カード」を交付して
      自省を促す
　◆  薬物乱用防止対策及び暴走族等の悪質な非行集団に指向した取締りの強化　等
　　・　シンナー等乱用少年の検挙・補導、広報啓発活動による蔓延化の防止

警察官による先制的非行防止活動 　　非行に走る少年の減少

○　非行少年の立ち直り支援の対策
　◆　非行少年や保護者に手を差し伸べる立ち直り支援
　　・　プロスポーツ団体と連携したスポーツ活動　等
　◆　(社)福岡県少年補導員連絡協議会による立ち直り支援
　　・　少年警察学生サポーター等による学習支援、清掃活動、農業体験
　　・　少年補導員や少年警察学生サポーターによる社会奉仕体験活動、スポーツ活動 等

少年警察ボランティア等による立ち直り支援活動 　　再非行に走る少年の減少
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 14,870千円

一般財源
国庫支出金

その他

30.0%

指　　標　　名

H24

再犯者率

2,746Ｈ

年　度

従事時間
11,578千円

3,292千円
3,292千円

― 22年

― ― 12.6人 ― 

― 34.5%

人件費

財
源

非行者率

当初予算額

現　　在　　値

困難

　　　特になし

目　　標　　値
目標値

9.8人
(刑法犯少年検挙補導人員4,700人） 困難22年

― 26年

26年

　 高水準で推移する非行者率や再犯者率を減少させるためには、関係機関・団体等と連携した街頭補導活動の推進
や非行少年に手を差し伸べる立ち直り支援等を推進する必要がある。

非非非非
行行行行
少少少少
年年年年
をををを
生生生生
まままま
なななな
いいいい
福福福福
岡岡岡岡
県県県県
のののの
実実実実
現現現現

○　少年非行防止対策の強化
　◆　指導カードを活用した街頭補導活動の強化
　　・　深夜はいかい、喫煙等の不良行為少年の補導に際し「指導カード」を交付して
      自省を促す
　◆  薬物乱用防止対策及び暴走族等の悪質な非行集団に指向した取締りの強化　等
　　・　シンナー等乱用少年の検挙・補導、広報啓発活動による蔓延化の防止

警察官による先制的非行防止活動 　　非行に走る少年の減少

○　非行少年の立ち直り支援の対策
　◆　非行少年や保護者に手を差し伸べる立ち直り支援
　　・　プロスポーツ団体と連携したスポーツ活動　等
　◆　(社)福岡県少年補導員連絡協議会による立ち直り支援
　　・　少年警察学生サポーター等による学習支援、清掃活動、農業体験
　　・　少年補導員や少年警察学生サポーターによる社会奉仕体験活動、スポーツ活動 等

少年警察ボランティア等による立ち直り支援活動 　　再非行に走る少年の減少

　 　少年非行の防止が目標であるため、指標として「非行者率」、「再犯者率」をそれぞれ設定する。

　　　　※　「非行者率」～10～19歳までの人口1，000人当たりの刑法犯少年が占める割合
　　　　※　「再犯者率」～14歳以上の刑法犯少年に占める再犯者の割合
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
○　本県のメタボリックシンドロームの該当者及び予備群の割合は、４０歳以上の男性で２人に１人、５０歳以上の女性で５人に1人
となっているが、国の調査では、７割以上の者が生活習慣改善に取組んでいない状況にある。また、生活習慣の一つである運動
習慣のある者の割合は、本県では、男女とも３０代 で最も低く、以降は年代とともに増加する傾向にある。
○　これまでは、健康２１世紀福岡県大会や糖尿病予防出前講座など、主に集団を対象としたイベントや健康教室の実施、チラシ
やホームページ等での情報提供による普及啓発を中心に行い、県民の自主的な健康づくりの支援に取り組んできた。
○　現在、生活習慣の改善にパソコンやスマートフォンなどのITの活用が進んでおり、企業や健保組合において健康状態や生活
習慣の改善につながっている報告があるが、内容が運動中心になっているものや、その利用には経費がかかるなど、活用できる
者は限られている。
○　今後は、これまでの取組に加え、個人に積極的に働きかけるため、ITを活用して、県民１人ひとりに合った生活習慣の改善に
つなげていく必要がある。

【メタボリックシンドローム該当者・予備群の割合】 【運動習慣がある者の割合】

（※平成18年県民健康・栄養調査）

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

○　健康づくりのために、必要な生活習慣の改善をするつもりはあるが、取り組めていない者が７割を占める。
○　生活習慣改善に取り組んでいない理由として、例えば、運動をしない理由は、「仕事（家事・育児）が忙しくて時間がない」という
者が約５割を占めている。

【生活習慣改善の取組状況】 【運動をしない理由】 　　【特定保健指導実施率の性別・年齢別比較】

(※平成21年国民健康・栄養調査）

○　県民がいつでもどこでも健康づくりに取り組めるよう、ITを活用する健康チェックツールを開発し、福岡県のホームページ上に健
康づくりのポータルサイトを作成して、各種健康関連情報やイベント情報等を併せて提供できるようにする。

○　企業においても健康チェックツールを活用して、従業員の健康管理を行う。

   総合計画
　での位置づけ

　誰もが元気で健康に暮らせること

　県民の健康の保持増進

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

　生涯を通して健康で過ごせる社会をつくる

　健康づくりの推進

政策事前評価書（県民健康づくり支援事業）

県民健康づくり支援事業
保健医療介護部
健康増進課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

女性

0

20

40

60

80

100

２０－２９ ３０－３９ ４０－４９ ５０－５９ ６０－６９ ７０～
年齢

％

該当者 予備群

男性

0

20

40

60

80

100

２０－２９ ３０－３９ ４０－４９ ５０－５９ ６０－６９ ７０～
年齢

％

該当者 予備群

24.2

27.5

36.5

35.3

30.1

23.1

9.2

14

0% 50% 100%

女性

男性

既にできている

するつもりはあり、頑張ればできる

するつもりはあるが、自信がない

するつもりがない

7割以上の者が生活習慣改善に取り組んでいない

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

20 - 29 30 - 39 40 - 49 50 - 59 60 - 69 70+

男

女

１　仕事（家事・育児）が忙し
　くて時間がない　（45.9%）

２　体が弱い(24.0％)

３　年をとった　　（19.8%）
４　運動・スポーツは好きでは
　ない　　　　　　（11.2%）

５　仲間がいない　  （7.7%）
　
　※平成21年体力・スポーツに
　　関する世論調査(内閣府）
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

○　１人ひとりの健康状態や生活習慣・体力に合った健康づくりに取り組めるよう、ITを活用して県民の自主的な健康づくりの支援
を行い、生活習慣の改善を図る。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　【事業の内容】
○県民健康づくり支援事業検討委員会 2,054 千円
○健康チェックツール・ポータルサイトの作成 34,790 千円
○普及啓発事業 1,015 千円

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標
○  自分の健康に関心を持ち、健康づくりに取り組む県民を増やし、1人ひとりに必要な生活習慣改善を図ることが目標である
ため、健康づくりポータルサイトにアクセスする件数及び特定健診受診率を指標とする。なお、目標値は以下のとおりとする。

なお、特定健診受診率については、24年度に改訂する次期健康増進計画において、目標数値の見直しをすることもあり得る。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

指　　標　　名

特定健診受診率
(全保険者)

健康づくりポータル
サイト　アクセス件数

70% 困難

H24
37,859千円

H25 H26

600Ｈ 600Ｈ

現　　在　　値

H20 34.0% H26

目　　標　　値

H23 -

年　度
見込額

従事時間

1,928千円

人件費 7,657千円

財
源

35,931千円

合　　計
2,787千円 2,787千円 0千円 0千円

困難

H27 H28

H28 70%

892千円

0千円 0千円

1,895千円
892千円

1,895千円

0千円 0千円
1,816Ｈ

0千円

困難H26 10万件／年

56,150千円

3,712千円

43,433千円
39,721千円

0千円
3,016Ｈ

12,717千円2,530千円2,530千円

○ 検討委員会への参画
○ 健康情報サイト作成協力(案)
○ 一般県民への普及啓発(案)

○ 管内市町村・企業等への
事業説明

○ 一般県民への普及啓発

【検討内容】
○ 健康チェックツールの内容
○ 健康づくりポータルサイトの内容
○ 事業評価内容・方法等
○ 普及啓発の方法等

○ システム検証
○ 管理者研修
○ 事業評価のための意見聴取

○ 健康チェックツールの開発
○ 健康づくりポータルサイトの作成
○ サーバーの管理

厚生労働省

福岡県福岡県福岡県福岡県
（（（（健康増進課健康増進課健康増進課健康増進課））））

県民健康県民健康県民健康県民健康づくりづくりづくりづくり支援事業検討委員会支援事業検討委員会支援事業検討委員会支援事業検討委員会

一部国庫補助（１／２）
「糖尿病等予防戦略事業」

○ 検討委員会への参画(代表）

○ 管内市町村・企業等への
事業説明

○ 一般県民への普及啓発

作成委託機関作成委託機関作成委託機関作成委託機関 モニターモニターモニターモニター事業所事業所事業所事業所

保健福祉保健福祉保健福祉保健福祉(環境環境環境環境)事務所事務所事務所事務所

委託

福岡県保健環境研究所福岡県保健環境研究所福岡県保健環境研究所福岡県保健環境研究所
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　　・ポータルサイトを継続



（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
○　がんは死因の第１位であり、３人に１人ががんで死亡している。また、生涯のうちにがんに罹る可能性は２人に１人と推計
　されている。
○　本県の平成２１年度の全がん死亡率は、全国平均を上回っており、全国ワースト７位である。
○　がんの早期発見を目的に実施しているがん検診受診率も、本県は全国平均を下回り、下位である。
（本県順位（平成２２年度推計）：胃がん４２位、大腸がん４３位、肺がん４５位、乳がん４２位、子宮がん３６位）

　　　　　　　　

○　がん検診により早期に発見されたがんを治療することは、がんによる死亡率を減らすだけでなく、治療による身体的苦痛
　を減らし、療養生活の質を高め、経済的負担の軽減に繋がり、さらには医療費の適正化の効果が期待できる。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））
○　がんの早期発見を目的とした検診受診率は、少しずつ伸びているが、死亡率や罹患率の伸びが大きくなる40代・50代の
　受診率は低く（図１参照）、その年齢の対象者の大半は企業等で就業し、県や市町村からの働きかけが行いにくい。
○　また、企業等で働く者の未受診理由は、「検診へ行くタイミングがない」「自覚症状がないから」「お金がかかるから」が多い
　が（図２参照）、検診の場所や日時、検診に関する正しい知識を提供できていない。

○　これまで、県では広く一般住民を対象として、啓発活動を行ってきたが、今後は、企業や団体と連携し、きめ細かく普及
　啓発を行うことが重要なので、次のとおり対応する。
①「福岡県がん検診受診促進会議※（仮称）」の設置
　　本県のがん検診受診率向上の取組に賛同する企業・団体が参加し、従業員とその家族に対し検診受診勧奨や啓発に
　取り組む際の、がんに関する知識の習得や勧奨方法、各企業の取組状況などの意見交換を行う。
②「がん検診推進企業（仮称）」及び「がん検診推進員（仮称）」の登録
　・　事業に参加する企業等を「がん検診推進企業（仮称）」として登録（目標一万社）する。
　・　当該企業には、職員の内から「がん検診推進員（仮称）」を配置してもらい、啓発活動の担い手とする。
③県による取組
　・　「がん検診推進企業（仮称）」及び「がん検診推進員（仮称）」の活動を支援するための情報提供、講師等派遣。
　・　県民啓発のための「がん検診啓発大会」の開催や、イメージキャラクターを活用した広報等の啓発。

H26次回評価予定年度

　生涯を通して健康で過ごせる社会をつくる

　がん対策の推進

政策事前評価書（がん検診受診率向上対策事業）

がん対策推進事業
（細事項名称：がん検診受診率向上対策事業）

保健医療介護部
健康増進課

事業開
始年度

H24　事業名称

   総合計画
　での位置づけ

　誰もが元気で健康に暮らせること

　県民の健康の保持増進

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

福岡県がん対策推進計画の目標と達成状況

基準
(H17)

H18 H19 H20 H21
目標
(H27)

100.8 97.2 94.3 93.5 89.0 80.6

本県の75歳未満がん死亡率の推移 (人口10万対)

○表２　乳がん治療費ステージ別医療費（5年間分)

1期 乳房切除 1,019 98.998.998.998.9

2期 乳房切除＋放射線 1,493 93.393.393.393.3

3期a 薬物＋手術＋放射線 6,440

3期b/c薬物 6,641

4期 薬物 3,976 31.431.431.431.4

※出典

ステージ 治療内容
費用年額

(千円)

５年生存率：「がんの統計'10」がん研究振興財団

医療費:「がん治療費.com」（NPO法人TeamNET）

71.371.371.371.3

５年相対
生存率

(%)

○図１　本県の市町村がん検診受診率

年齢階層別年齢階層別年齢階層別年齢階層別・・・・男女別検診受診率男女別検診受診率男女別検診受診率男女別検診受診率

（（（（平成平成平成平成20年度年度年度年度））））
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4.0%

6.0%

8.0%
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14.0%

40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75歳以上

胃がん（男）福岡県

胃がん（女）福岡県

○図２　企業に働く者(40代・50代)の意識

検診検診検診検診をををを受受受受けないけないけないけない理由理由理由理由((((NNNN====55555555））））
（（（（ 複数回答複数回答複数回答複数回答））））
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本県のがん検診受診率（国民生活基礎調査）(推計）　(%)

胃がん 大腸がん 肺がん 乳がん 子宮がん

基準(H16) 20.1 16.3 10.0 18.5 19.4

H19 25.4 20.0 16.2 17.9 20.0

H22 26.6 20.2 17.4 27.6 29.8

目標(H24) 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
　　がん検診受診率は３０％に満たない水準でとどまっており、働く世代（40代・50代の企業等で働く者を中心とした）の
　受診率向上を目指す。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標
　各がん検診の受診率を指標として設定する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度
受診率 胃 H22 26.6% H26 50% 困難

子宮 H22 29.8% H26 50% 困難
肺 H22 17.4% H26 50% 困難
乳 H22 27.6% H26 50% 困難
大腸 H22 20.2% H26 50% 困難

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他
8,052千円

7,759千円

24,156千円8,052千円
0千円

303Ｈ 303Ｈ

財
源

8,051千円 8,051千円

1,840Ｈ

48,309千円
8,051千円

56,068千円
H28

24,153千円

合　　計
16,103千円 16,103千円 0千円 0千円

8,052千円

1,234Ｈ
人件費 5,203千円 1,278千円1,278千円

従事時間

16,103千円
年　度
見込額

H25 H26

指　　標　　名

H24

　H19年度に策定したがん対策推進計画において、H24年度のがん検診の受診率５０％以上を目標としており、H26年度
もこれを維持することを当面の目標とする。
　ただし、H24年度に次期計画を策定する予定であり、目標数値の見直しもありうる。

現　　在　　値 目　　標　　値

H27

県 （健 康 増 進 課 ）

（１ ）が ん 検 診 受 診 促 進 会 議 の 開 催
（２ ）啓 発 教 材 作 成 委 員 会
（３ ）「が ん 検 診 推 進 員 」の 配 置
（３ ）キ ャ ッ チ フ レ ー ズ の 募 集 、 決 定

市 町 村
が ん 検 診 の 啓 発 ・実 施

　 　 県 民 の
　 　 が ん 検 診 受 診 率 向 上

企 業 等 で 働 く４ ０ 代 、 50代 の 者 の 検 診 受 診 率 向
上

保 健 所
出 前 講 座 の 実 施

委 託

実 施実 施

実 施

○ 働 く世 代 を 対 象 と し た キ ャ ン ペ ー ン 、 フ ォ ー ラ ム
○ が ん 検 診 受 診 啓 発 大 会 の 開 催

教 材 印 刷

直 接 実 施

活 用
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
　各がん検診の受診率を指標として設定する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度
受診率 胃 H22 26.6% H26 50% 困難

子宮 H22 29.8% H26 50% 困難
肺 H22 17.4% H26 50% 困難
乳 H22 27.6% H26 50% 困難
大腸 H22 20.2% H26 50% 困難

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

財
源

46,432千円

1,234Ｈ
41,229千円

人件費
従事時間

5,203千円

当初予算額
年　度 H24

41,229千円

指　　標　　名
現　　在　　値

　「　「　「　「がんがんがんがん検診推進員検診推進員検診推進員検診推進員」」」」がががが活用活用活用活用するするするする情報誌情報誌情報誌情報誌のののの作成作成作成作成、、、、配布配布配布配布をををを民間団体等民間団体等民間団体等民間団体等にににに委託委託委託委託してしてしてして行行行行うこととしているがうこととしているがうこととしているがうこととしているが、、、、事業事業事業事業のののの積極的推積極的推積極的推積極的推
進進進進をををを図図図図るためにはるためにはるためにはるためには、、、、県県県県のののの直接実施直接実施直接実施直接実施とすることがとすることがとすることがとすることが適当適当適当適当であるであるであるである。。。。

　　「　　「　　「　　「がんがんがんがん検診推進員検診推進員検診推進員検診推進員」」」」がががが活用活用活用活用するするするする情報誌情報誌情報誌情報誌のののの作成作成作成作成、、、、配布配布配布配布についてはについてはについてはについては、、、、県県県県のののの直接実施直接実施直接実施直接実施としとしとしとし、、、、必要必要必要必要なななな人員人員人員人員についてはについてはについてはについては緊急緊急緊急緊急
雇用対策事業雇用対策事業雇用対策事業雇用対策事業をををを活用活用活用活用するするするする。。。。

　H19年度に策定したがん対策推進計画において、H24年度のがん検診の受診率５０％以上を目標としており、H26年度
もこれを維持することを当面の目標とする。
　ただし、H24年度に次期計画を策定する予定であり、目標数値の見直しもありうる。

目　　標　　値

福岡県がん検診推進事業（がん検診受診率向上対策）概要図（案）



（様式　１号）

事業所管

部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

　重症神経難病は、脳を中心とした神経細胞が変化しておこる神経疾患のうち原因不明で治療法がない難病のことである。
　中でも筋萎縮性側索硬化症（以下ＡＬＳ）は、全身の筋肉が痩せて力が入らなくなり、徐々に寝たきりになり、最後は呼吸すらで
きなくなる難病であるが、知覚等は正常であり、意思疎通や日常生活上の身辺のきめ細かな世話に大きな労力を要する。
　重症神経難病患者を在宅介護する家族等は２４時間３６５日の介護のため身体的かつ肉体的に疲労が蓄積しており、一時的
休息（レスパイト）なしには在宅療養の継続は困難な状況である。
　重症神経難病患者のレスパイト入院は、人工呼吸器の管理を要するため、介護施設等では実施できず、病院で実施する必要
があるが、病状は安定していることから医療保険上の診療報酬は手間に見合う単価ではなく、特に夜間の職員不足により対応が
困難としてレスパイト入院受け入れを断る病院も少なくない。

（Ｈ２２年度末）

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

【家族側】
　人工呼吸器を使用する重症神経難病患者の家族介護者は、２４時間３６５日の介護のため疲労が蓄積しており、レスパイト
なしには在宅療養を継続することが困難。

【受入病院側】
　重症神経難病患者のレスパイト入院は、病状が安定していることから医療保険上の診療報酬は手間に見合う単価ではない
ため、特に夜間の職員不足により対応が困難として断る病院も少なくない。

【患者側】
　在宅療養が長期化している重症難病患者は、通常の訪問診療では受けられる検査が限られている。
　在宅療養で２４時間使用している人工呼吸器や吸引器等の医療機器や電源装置の点検が一定期間毎に必要である。

　人工呼吸器を使用する重症神経難病患者の家族介護者が必要とするときにレスパイト入院できる病院を確保するため、
レスパイト入院を受け入れた医療機関に、看護・介護職員の一時的な配置増に必要な費用（診療報酬と必要経費の差額
相当額）の助成を行う。

県内ＡＬ
Ｓ患者

うち在宅
療養患
者

うち人工
呼吸器
使用患
者

329 222 64

   総合計画
　での位置づけ

　誰もが元気で健康に暮らせること

　難病患者等の支援

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

　生涯を通して健康で過ごせる社会をつくる

　難病患者等への支援の充実

政策事前評価書（在宅重症難病患者レスパイト入院事業）

難病患者地域支援ﾈｯﾄﾜｰｸ事業
(細事項名称：在宅重症難病患者ﾚｽﾊﾟｲﾄ入院事
業)

保健医療介護部

健康増進課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度



３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

　費用の助成を行うことで、レスパイト入院の受入可能な医療機関を増やす。
　家族介護者は、必要な時に一時的休息を取れるようになり、重症難病患者の在宅療養が継続できる。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

　在宅で人工呼吸器を使用する重症神経難病患者を介護する家族等
からの申請を受け、レスパイト入院の受け入れ医療機関を調整し、
受け入れた医療機関に看護・介護職員の一時的な配置増に必要な
費用（18,670円/日）の助成を行う。
　患者１人当たり、１回１４日以内、同一年度中２回までの実施とする。

　【事業の内容】
129 千円

33,457 千円

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質 H23当初予算額

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

当該事務事業との相違点

重症神経難病患者
が入転院を必要と
したときに受け入
れ可能な医療機関
の確保・連絡・調整

重症神経難病患者
入院施設確保等事
業

補完 9,596
重症神経難病患者が医療目的の入院
や転院を必要とした際の入転院施設の
確保に関する連絡・調整を行う。

事業名 事業概要

H25 H26

指　　標　　名

レスパイト延入院者数

受入医療機関数

現　　在　　値

H23 -

目　　標　　値

H24
33,586千円

年　度
見込額

従事時間

16,793千円

0千円 0千円

合　　計
33,586千円 33,586千円 0千円 0千円

376千円376千円

16,793千円

105Ｈ
人件費 443千円

89Ｈ 89Ｈ

16,793千円
16,793千円

H23 -

H26 128

財
源

0千円 0千円 0千円

16,793千円 16,793千円

1,195千円

101,953千円

50,379千円

100,758千円
50,379千円

H26 16

　・レスパイト入院受入医療機関への助成
　・本事業説明会・研修会の開催

　家族介護者が必要な時に一時的休息を取ることにより、重症難病患者の在宅療養が継続できるようにすることが目標
であり、指標としてレスパイト入院受入医療機関数とレスパイト延入院者数を設定する。なお、目標値は以下のとおりと
する。

0千円
283Ｈ

普通

H27 H28

普通
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　　本事業実施にかかる説明会等は既存事業で実施できる。
　　　事業対象者全員が、制度利用上限日数まで利用するとは限らないと考えられる。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　本事業実施にかかる説明会は、既存事業で実施する。
　　　利用見込者数及び利用見込日数は、すでに当該事業を実施している他都府県の実施状況を踏まえたものとする。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　在宅で人工呼吸器を使用する重症神経難病患者を介護する家族等
からの申請を受け、レスパイト入院の受け入れ医療機関を調整し、
受け入れた医療機関に看護・介護職員の一時的な配置増に必要な
費用（18,670円/日）の助成を行う。
　患者１人当たり、１回１４日以内、同一年度中２回までの実施とする。

　【事業の内容】
　・レスパイト入院受入医療機関への助成 18,297 千円

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質 H24当初予算額

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

現　　在　　値

事業名 事業概要 当該事務事業との相違点

重症神経難病患者
入院施設確保等事
業

重症神経難病患者
が入転院を必要と
したときに受け入
れ可能な医療機関
の確保・連絡・調整

補完 9,596

人件費

財
源

受入医療機関数

当初予算額

-H23

-

380千円

18,297千円
9,149千円
9,148千円

H24

レスパイト延入院者数

90Ｈ
0千円

従事時間

年　度

H23

指　　標　　名
目　　標　　値

H26 16

重症神経難病患者が医療目的の入院
や転院を必要とした際の入転院施設の
確保に関する連絡・調整を行う。

普通

98 普通

18,677千円

H26

　家族介護者が必要な時に一時的休息を取ることにより、重症難病患者の在宅療養が継続できるようにすることが目標
であり、指標としてレスパイト入院受入医療機関数とレスパイト延入院者数を設定する。なお、目標値は以下のとおりと
する。
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
・福岡県（郡部）の生活保護は、不況の影響により保護人員が大幅に増加している。
  本県の生活保護費のうち、医療扶助費が56％（H22年度）を占めており、医療扶助の適正実施が大きな課題。
・特に、一昨年、大阪市等において向精神薬の重複処方問題が発覚。本県においても、直方市において向精神薬の転売事件が
　発覚。また、昨年2月分レセプトに係る向精神薬重複処方実態調査では、県が所管する郡部の生活保護受給者のうち、２１５人
　が重複処方であることが判明。

＊向精神薬重複処方実態調査結果 福岡県（郡部）の生活保護
H23年2月時点での医療扶助における向精神薬の重複処方 19 20 21 22

（保護人員）
県 田 川 １２０件 ９，９６６人
粕 屋 １８件 ４，１５５人
宗像・遠賀 １９件 ３，１１７人 福岡県（郡部）の生活保護費に占める医療扶助費の割合
嘉穂・鞍手 ２７件 １，９６６人
京 築 ２９件 ２，５０３人
筑 紫 ２件 　　６５６人

計 ２１５件

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））
・生活保護版レセプト管理システムを活用し、電子レセプトをチェックした際に、向精神薬等の重複処方（重複受診）が
　あったとしてもそれが不適切か否かについて判断するには、専門的医学知識が必要になるため、ケースワーカーでは
　判断ができない。
・電子レセプトのチェック、嘱託医との協議、主治医からの意見聴取・協議、生活保護者への指導には、医療職が関与することが
　必要である。

適正受診指導員（薬剤師、保健師、看護師、精神保健福祉士等）による県保健福祉（環境）事務所巡回支援。（外部委託）

粕 屋 ７日／月 × １２月　＝８４日
宗像・遠賀 ７日／月 × １２月　＝８４日
田 川
(嘉穂・鞍手)
南 筑 後
(筑紫、北筑後)
京 築 ７日／月 × １２月　＝８４日

３．６日

３日

× ４週 × １２月　＝ １７２日

７２日

H26次回評価予定年度

× ２週 ×

政策事前評価書（適正受診指導事業）

生活保護安定運営対策等事業
（適正受診指導事業）

福祉労働部
保護・援護課

事業開
始年度

H24　事業名称

社会的に厳しい状況にある生活困窮者等を支える

医療扶助の適正化

１２月　＝

年　　　　　度

生活保護人員 20,780

   総合計画
　での位置づけ

誰もが元気で健康に暮らせること

生活保護受給者等の自立支援・適正実施の推進

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

21,071 22,071 22,848

福岡県（郡部）　　単位：百万円

年度

19

20

21

22

生　活
保護費

うち、医療
扶助費

構成比
（％）

29,670 16,890 56.9

30,555 17,594 57.6

32,225 18,359 57.0

33,441 18,740 56.0
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的
各保健福祉(環境)事務所に派遣した適正受診指導員による指導により、重複処方（重複受診）を改善することによって、
医療扶助費の削減や転売行為（違法行為）の防止につながる。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標
適正受診指導を行うことで平成23年2月時点の向精神薬重複処分件数215件の是正を図る。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

776千円

年　度

H28 215件 普通

H24

財
源

従事時間
3,880千円776千円776千円 776千円

0千円
184Ｈ 184Ｈ 184Ｈ 184Ｈ 184Ｈ 920Ｈ

0千円
68,205千円13,641千円13,641千円

合　　計
13,641千円 13,641千円 13,641千円 13,641千円 68,205千円

H27 H28
13,641千円

H23 - H26 130件

13,641千円 13,641千円 13,641千円

人件費 776千円

見込額

現　　在　　値 目　　標　　値

72,085千円
H25 H26

指　　標　　名

普通適正受診指導件数

レセプト審査委
託業者による向
精神薬重複処方
者の抽出

レセプト管理シス
テムを活用し、適
正受診指導員によ
る医療機関受診レ
セプトのチェッ
ク、検討

嘱託医協議を行
い、問題がある
と思われるケー
スについては
CWとともに病
院調査

再度嘱託医協議
を行い、不適正
と判断される場
合は、再びCWと
ともに病院指導

重複処方（重複
受診）と判断さ
れた当該被保護
者への指導

薬物依存の恐れが
ある場合は主治医
と連携し、重点的
に指導

転売等犯罪行為が
行われている可能
性がある場合は、
九州厚生局、所轄
警察署又は薬務課
に情報提供
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
重複処方（重複受診）か否かの判断、嘱託医との協議、主治医からの意見聴取・協議、生活保護者への指導には
医療職が関与する必要があるため。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
特になし。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
適正受診指導を行うことで平成23年2月時点の向精神薬重複処分件数215件の是正を図る。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

普通130件 普通- H26 H28 215件

H24

184Ｈ

当初予算額
年　度

従事時間

13,641千円

人件費

財
源 13,641千円

776千円

H23

目　　標　　値
指　　標　　名

現　　在　　値

適正受診指導件数

14,417千円

レセプト審査委託
業者による向精神
薬重複処方者の抽
出

レセプト管理シス
テムを活用し、適
正受診指導員によ
る医療機関受診レ
セプトのチェッ
ク、検討

嘱託医協議を行
い、問題がある
と思われるケー
スについては
CWとともに病
院調査

再度嘱託医協議
を行い、不適正
と判断される場
合は、再びCWと
ともに病院指導

重複処方（重複
受診）と判断さ
れた当該被保護
者への指導

薬物依存の恐れがある場
合は主治医と連携し、重
点的に指導

転売等犯罪行為が行われ
ている可能性がある場合
は、九州厚生局、所轄警
察署又は薬務課に情報提
供
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

政策事前評価書（地域コミュニティ活性化支援事業）

地域コミュニティ活性化支援事業
企画・地域振興部
市町村支援課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

人、地域のつながりを再生する

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

   総合計画
　での位置づけ

心のぬくもりと絆を実感できる社会であること

地域コミュニティの再生・活性化

　○全国的に人口減少や少子高齢化による担い手不足等のため、自治会や町内会等の地域コミュニティ（※）の
　　持つ自治機能が低下している。

　○本県においても、この地域コミュニティにおける地縁的共同体意識が希薄化し、地域のまとまりの力が弱体
　　化するなどにより、今まで地域で解決できていたこと（地域の防災・防犯、環境美化、高齢者や子どもの見
　　守り等）への対応が困難となっている。

　○県内の多くの市町村が、地域コミュニティの活性化を重要課題に掲げながら、その手法を模索している。

　※「地域コミュニティ」とは、地域住民が人と人との信頼関係に根ざした共同体意識を持ち、相互にコミュニ
　　ケーションを取りながら地域の事柄に取り組んでいる「地域社会」であり、自治会、町内会、行政区等のい
　　わゆる地縁団体や、小学校区等を単位として設置される校区コミュニティ組織等が該当する。（高齢者の見
　　守り等、特定の目的のために組織されたＮＰＯや住民グループ等は該当しない。これらの団体は、地域コミ
　　ュニティ活動の連携先あるいは協働相手として位置づけられる。）

　○県内市町村においては、地域コミュニティの重要性を認識しているものの、その活性化への取組について
　　は、「初めの一歩」が踏み出せずにいる地域も多く、進捗しているとはいい難い。
　・市町村行政にとっては、地域コミュニティ活性化についての先進事例の情報収集や、状況の似た他市町村と
　　の意見交換等により活性化のノウハウを入手する機会が少ない現状がある。
　・地域コミュニティにおいては、少子高齢化による担い手不足やライフスタイルの多様化に加え、地域活動の
　　動機付けになるような機会そのものが少ない現状がある。

１　人材育成・情報提供事業
　（１）県内１５広域圏域ごとの市町村職員研修会・意見交換会
　　　地域コミュニティの活性化を担当する市町村職員の人材育成を図るため、必要なノウハウや知識について成功事例
　　を基にケーススタディにより学ぶ研修会を行い、効果的・実践的な取組につなげる。（県内１５圏域ごとに１回ずつ、計
　　１５回開催）
　（２）地域コミュニティ情報誌「きずな」（仮称）の発行等による先行事例情報提供の充実
　　　県内の地域コミュニティにおける先進的な活動事例等を掲載する情報誌を発行し（年２回、各回2,500部）、中心的担
　　い手である高齢者の活動への動機付け等を行うとともに、県ホームページに掲載している情報を随時更新し、地域コ
　　ミュニティ活性化に結びつける。

２　地域コミュニティ活性化の先行事例となる取組を行う市町村への財政支援（｢地域のきずなづくり推進事業｣（仮称））
　　具体的成果が見込まれる市町村（県内２団体）の取組を財政支援し、他の市町村の取組に向けた先行事例をつくりあ
　げる。この事例を上記１の各事業で活用し広く全県的にフィードバックすることで、県内の他の地域コミュニティ活性化に
　つなげ、全体的底上げを図る。

○今後特に力を入れるべき施策

22人

24人

26人

26人

31人

人 10人 20人 30人 40人

教育

農林水産業対策

企業誘致

人口定住

コミュニティ活性化

「地域力創造に関する首長アンケート」（福岡県分、平成

２０年１１月）より

※単位…選択した首長の数

○貴市町村において、現在の住民自治の仕組

みや体制を新しくするなどの必要性があると思

いますか。

はい

50.5%

いいえ

49.5%

「地域自治組織の現状と課題」報告書（平成２３年

３月、(財)地域活性化センター）における市町村アン

ケートより

○上記で「はい」と回答の場合、その理由は何ですか。

2.7%

1.3%

5.2%

1.7%

24.6%

33.5%

25.4%

33.2%

0% 20% 40% 60%

８．その他

７．一部の地域で、地縁組織以外の住民自治

組織があり、それを モデルに他の地域でも設

置したいため。

６．地縁組織や地域住民から、組織の再編や

統合、新設の要望がある ため。

５．公共施設（公民館等）のサービスの運営

主体と合わせる ため。

４．集落機能の維持のみでなく、地域の活性

化が必要なため。

３．集落が小規模・高齢化し、集落機能が低

下してきたため。

２．多様化する住民ニーズすべてに対応でき

ないことが懸念され、住民自治機能を強化す

る ため。

１．地縁組織の担い手が固定化・不足してい

るため。

「地域自治組織の現状と課題」報告書（平成２３年３月、

(財)地域活性化センター）における市町村アンケートより
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
性質 Ｈ２３当初予算額

先行実施 1,048千円

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

　○地域コミュニティ活性化のためには市町村の取組が不可欠である。この事業は市町村の当該取組を支援する事業で
　　あるため、県の支援を活用し地域コミュニティ活性化に取り組む市町村数を指標として設定する。

合併市町村への情
報提供等

当該事務事業との相違点

対象市町村は合併市町村が中心

事業概要

困難H23 28市町村 H26

財
源

4,772千円 4,772千円 4,772千円

従事時間
6,577千円

1,560Ｈ 1,560Ｈ
28,501千円6,577千円 4,385千円

2,772千円
4,772千円 4,772千円 2,772千円

6,577千円
1,560Ｈ 1,040Ｈ

4,385千円

合　　計

19,860千円

H27 H28

2,772千円
19,860千円

0千円
0千円

1,040Ｈ

2,772千円

6,760Ｈ

40市町村

人件費

見込額

市町村合併支援事
業費

　  ○自治会や町内会等の地域コミュニティが自立して様々な地域の課題に取り組めるよう、県と市町村が協働してその
　　　活性化を目指すとともに、先行事例を全県的にフィードバックし、他の地域コミュニティの活性化につなげる仕組みを
　　　構築する。

指　　標　　名
現　　在　　値

事　業　名

目　　標　　値

年　度

困難

地域コミュニティ活性
化に取り組む市町村
数

　　○自治機能が低下し、衰退しつつある旧来の地域コミュニティが、NPOや住民グループ等と連携して地域の様々な課題
　　　に取り組み、自立的に活動できるよう、県と市町村が協働してその再構築を促し、活性化を目指す。

　　○新たに先行事例をつくり全県的にフィードバックすることにより、他の地域コミュニティの活性化につなげる好循環を
　　　確立する。

H28 50市町村

48,361千円
H25 H26H24

4,772千円
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

　○地域コミュニティ活性化のためには市町村の取組が不可欠である。この事業は市町村の当該取組を支援する事業で
　　あるため、県の支援を活用し地域コミュニティ活性化に取り組む市町村数を指標として設定する。

50市町村

地域コミュニティ活性
化に取り組む市町村
数 困難

現　　在　　値

　○自治機能が低下し、衰退しつつある旧来の地域コミュニティが、ＮＰＯや住民グループ等と連携して地域の様々な課題
　　に取り組み、自立的に活動できるよう、県と市町村が協働してその再構築を促し、活性化を目指す。

年　度
当初予算額 3,948千円

40市町村 困難28市町村 H26 H28

従事時間
人件費

財
源

4,385千円

3,948千円

H24

1,040Ｈ

H23

目　　標　　値
指　　標　　名

8,333千円

　　・現状や課題の重大さを踏まえ県が取り組む必要性はあるが、全県的に地域コミュニティを活性化するという目標に照
　 　 らし、県内４ブロックごとにそれぞれの地域で事業を展開することで、より効果的・効率的に事業を実施できる。その観
　　 点から、個別の事業内容（特に財政支援の枠組み）について、再検討する必要がある。

　　・人材育成事業において、研修会を県内４ブロックごとに１回ずつ計４回開催することとし、また、すでに市町村合併支
　　　援事業で実施している地域コミュニティ活動事例報告会（自治会長等の地域活動従事者も対象）を新たに追加した。
　　・財政支援の枠組みを、県内４ブロックから１団体ずつの提案型により支援する内容へ見直すことで費用対効果の向上
　　　を図った。
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（様式　１号）
事業所管

部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

○　アジア諸国の経済成長を背景に世界のエネルギー需要は大幅に増加する見通し（表１）である一方、楽観的に見ても2030年
　　 台には石油生産がピークを迎える見通し。今後、化石燃料の需給はますます逼迫していく見通し。
○　国内では、東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故の影響により、電力需給が逼迫（不安定化）。
○　平成２３年８月には再生可能エネルギー固定価格買取法が成立（平成２４年７月施行）しており、既に民間事業者・地方公共団
　　 体において再生可能エネルギー導入に向けた動きが活発化している。

（出典：IEA World Energy Outlook 2004） （県が市町村アンケート等を基に独自に集計）

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

○　わが国のエネルギー供給の安定確保のためには、省エネルギー・エネルギーの効率的利用を図るとともに、再生可能エネル
　　 ギーの導入促進（エネルギー源の多様化・分散化）を図ることが不可欠。
　　 （わが県の再生可能エネルギー導入量（平成２２年度末）は約３０万kw（表２））
○　市町村を中心に地域が一体となって取り組む先導的で他地域への波及が期待できる優れた取り組みが不足している。
○　再生可能エネルギー利用モデルの成功例のアイデア・手法が共有化されていない。

１　再生可能エネルギー導入等支援システムの構築
　　　　市町村・民間事業者が再生可能エネルギーの導入検討を行うために必要となる情報（日照量、風況、標高等）を他県に先行
　　して、データベース化・マップ化し、一般に公開することにより再生可能エネルギーの導入促進を図る。
２　「地産地消型」再生可能エネルギー利用モデルの導入支援
　　　　市町村が行う地域資源を活用した再生可能エネルギーの導入可能性調査、及び市町村単独もしくは市町村・企業が協働し
　　て行う再生可能エネルギー設備導入への助成を実施。
３　「災害対応（地域貢献型）」再生可能エネルギー導入モデルへの支援
　　　　福岡県と災害協定を締結する民間事業者が行う、災害発生時に利用可能な再生可能エネルギー設備導入への助成を実
　　施。
４　産学官連携による研究開発の推進
　　　　産学官連携による研究開発を支援。
５　再生可能エネルギー県民フォーラム（仮称）の開催
　　　　再生可能エネルギーによるエネルギー自給力の向上、地域の活性化をテーマとしたフォーラムを開催。　　
６　「再生可能エネルギー先端技術展（仮称）」の開催
　　　　再生可能エネルギー分野に対する民間企業の関心を高めるため、再生可能エネルギーに特化した展示会を開催し、県内企
　　業が再生可能エネルギー分野へ新規参入する契機を作る。
７　再生可能エネルギーファンドに関する調査研究
　　　　九州が一体となって再生可能エネルギーの導入促進を図るため、官民が共同出資する「九州エネルギーファンド（仮称）」の
　　設立に向けた調査研究を実施。

Ｈ26次回評価予定年度

多様なエネルギーを確保する

地域の特色を活かした再生可能エネルギーの導入促進

政策事前評価書（再生可能エネルギー導入促進事業）

再生可能エネルギー導入促進事業
企画・地域振興部
総合政策課
エネルギー政策室

事業開
始年度

Ｈ24　事業名称

   総合計画
　での位置づけ

環境と調和し、快適に暮らせること

多様なエネルギーの確保と効率的な利用の促進

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

（表１）世界のエネルギー需要見通し
世界のエネルギー需要は、2030年には2002年比で60％増加する見込み。

56%

45%
42%

39% 36%
15%

10%
10%

9%
9%

7%

12%

13%

14%

15%

12%

18%

19%

20%

21%

4%

4%

5%

5%

6%

1%

4%

4%

5%

5%

4%

5%

5%

6%

7%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

1971 2002 2010 2020 2030

（石油換算百万トン）

5,536

10,345

12,194

14,404

16,487

OECD（日韓除く）

旧ソ連等

中国

アジア（日韓含む）

中南米

中東

アフリカ

（表２）福岡県における再生可能エネルギー導入量
＜平成22年度末現在＞

玄海原発１号機（55.9万kW）の約半分

住宅用 37,364 件 140,289.6 ｋＷ

非住宅用 778 件 16,310.8 ｋＷ

25 件 17,290.3 ｋＷ

16 件 20,985.0 ｋＷ

0 件 0.0 ｋＷ

19 件 104,755.0 ｋＷ

18 件

30 件

2 件

38,252 件 299,630.6 ｋＷ

バイオマス燃料製造

発
電

太陽光発電

風力発電

地熱発電

熱
利
用

太陽熱利用

件数

水力発電

バイオマス発電

再生可能エネルギー
導入量

バイオマス熱利用

合計
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

○　エネルギー源の多様化・分散化のため、地域の特色を活かした「地産地消型」再生可能エネルギー利用モデルの普及を促進。
○　災害対応拠点となる民間事業者の独自電源の確保のため、再生可能エネルギーを活用した非常電源システムの導入を促進。
○　再生可能エネルギーの本格的普及のため、産学官連携による技術革新の促進、民間企業の新規参入による企業間競争を促
　　 進し、再生可能エネルギー設備の低コスト化を図る。
○　アジアへの輸出・進出等を視野に県内中小企業の育成を図り、地域経済の活性化・地域振興につなげる。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

・再生可能エネルギー導入検討に必要な適地指標（日照量・風況等）や国や県の施策情報等をワンス

  トップで入手できるシステムを構築しホームページで公開

  

・再生可能エネルギー設備の率先導入・誘致を行うため、市町村が実施する可能性等調査事業への助

  成（対象：市町村　　補助率：500万円以内）

・再生可能エネルギー発電設備を活用したエネルギー地産地消モデルの構築のため、市町村単独又

  は市町村と非営利団体・民間事業者の協働により実施する設備導入事業への助成

　（対象：市町村　　補助率：1/2以内（5,000万円以内））

  

・福岡県と災害協定を締結する民間事業者が行う災害発生時に利用可能な再生可能エネルギー導入

  に限った設備導入の助成（対象：市町村　　補助率：1/3以内（3,000万円以内））

・エネルギーの地産地消、再生可能エネルギーの普及促進を図るため、地域の特色を活かした先進市

  町村の取組事例等を紹介

・再生可能エネルギーに特化した産業界向けの専門展示会の開催

・産学官による研究開発の支援

・九州が一体となって再生可能エネルギーの導入を図るため、官民が共同出資する再生可能エネル

  ギーファンドの調査研究

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

　　  目的は再生可能エネルギーの普及であり、再生可能エネルギー導入容量を指標とする。
　　　また、目標値は以下のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

年　度
見込額

財
源

従事時間
329,064千円109,688千円



４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
        再生可能        再生可能        再生可能        再生可能エネルギーエネルギーエネルギーエネルギーのののの普及普及普及普及をををを図図図図るためるためるためるため、、、、導入促進事業導入促進事業導入促進事業導入促進事業をををを優先的優先的優先的優先的にににに実施実施実施実施することとしすることとしすることとしすることとし、、、、技術革新技術革新技術革新技術革新（（（（エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー産業産業産業産業
　　 　　 　　 　　 のののの育成育成育成育成・・・・集積集積集積集積））））についてはについてはについてはについては情報発信情報発信情報発信情報発信のみをのみをのみをのみを実施実施実施実施することとしたすることとしたすることとしたすることとした。。。。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　　「　　　　「　　　　「　　　　「災害対応災害対応災害対応災害対応（（（（地域貢献地域貢献地域貢献地域貢献））））型型型型」」」」再生可能再生可能再生可能再生可能エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー導入導入導入導入モデルモデルモデルモデルへのへのへのへの支援支援支援支援はははは「「「「地産地消型地産地消型地産地消型地産地消型」」」」モデルモデルモデルモデルのののの中中中中でででで実施実施実施実施。。。。
　　　 　　　 　　　 　　　 産学官連携産学官連携産学官連携産学官連携によるによるによるによる研究開発研究開発研究開発研究開発のののの推進推進推進推進、、、、再生可能再生可能再生可能再生可能エネルギーファンドエネルギーファンドエネルギーファンドエネルギーファンドにににに関関関関するするするする調査研究調査研究調査研究調査研究についてはについてはについてはについては、、、、よりよりよりより効果的効果的効果的効果的なななな事事事事
　　　　　　　　業運営業運営業運営業運営をををを図図図図るためるためるためるため引引引引きききき続続続続きききき事業手法等事業手法等事業手法等事業手法等をををを検討検討検討検討することとしたすることとしたすることとしたすることとした。。。。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

・再生可能エネルギー導入検討に必要な適地指標（日照量・風況等）や国や県の施策情報等をワンス

  トップで入手できるシステムを構築しホームページで公開

・再生可能エネルギー設備の率先導入・誘致を行うため、市町村が実施する可能性等調査事業への助

  成（対象：市町村　　補助額：500万円以内）

・再生可能エネルギー発電設備を活用したエネルギー地産地消モデルの構築のため、市町村単独又

  は市町村と非営利団体・民間事業者の協働により実施する設備導入事業への助成

　（対象：市町村　　補助額：１億円以内（市町村単独事業：総事業費の1/2以内）（市町村と民間事業者

   等の協働事業：総事業費の1/3以内かつ市町村が民間事業者等に補助する額の2/3以内））

   

・エネルギーの地産地消、再生可能エネルギーの普及促進を図るため、地域の特色を活かした先進市

  町村の取組事例等を紹介

・再生可能エネルギーに特化した産業界向けの専門展示会の開催

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

　　  目的は再生可能エネルギーの普及であり、再生可能エネルギー導入容量を指標とする。
　　　また、目標値は以下のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

困難H28 580,000

年　度

再生可能エネル
ギー導入容量（kw）

H24

Ｈ26Ｈ22 465,000 困難299,630

現　　在　　値

当初予算額

従事時間
人件費

財
源

10,340Ｈ
43,594千円

369,618千円
369,618千円

目　　標　　値
指　　標　　名

413,212千円

導入促進

エネルギー産業
の支援・育成

　１　再生可能エネルギー導入等支援システム構築　（10,320千円）

　３　再生可能エネルギー県民フォーラム（仮称）の開催　（2,626千円）

　２　市町村・民間事業者による再生可能エネルギー設備導入への支援　（351,163千円）

　４　再生可能エネルギー先端技術展の開催　（4,000千円）

（共通）

（県民啓発）

（市町村補助）

　５　事務費　（1,509千円）
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①現状

○エネルギー情勢の逼迫に伴い電力コストの上昇が危惧される中で、小水力、風力、太陽光等を活用した再生可能エネルギ
ーを生み出す技術が鋭意研究されている。農村地域においても新技術を活用し、エネルギー対策に貢献していくための環境
整備が求められている。

○農村地域においては、発電が可能なエネルギー源となる場所が点在している。これらの地域資源を有効に活用し再生可能
エネルギーを生み出すことにより、防虫灯やビニールハウス、かんがい・排水用ポンプなどの営農で必要とする電力需要に対
応していく必要がある。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

○農村地域の地域資源（小水力、風力、太陽光等）が持つ再生可能エネルギーへの有益性に対する認識が、県内の市町村や
農業団体、土地改良区等にない。

○県内には農村地域の未利用の地域資源を活用した再生可能エネルギー施設がほとんどない。

１．適地調査
　再生可能エネルギーの活用は地形条件等の自然条件に大きく左右されるため、まず県下全域の農村地域の地形や風況、
降雨状況等を分析し、発電に適した地点を抽出する。　

２．モデル地区の選定
　適地調査の結果から経済性や地元の維持管理体制等の諸条件を考慮して、山間部のような川の上流地域と、やや平坦な
中流地域、さらに平坦な下流地域などで検討し、モデル地区（３地区）を選定。

３．モデル地区の発電施設整備
　選定したモデル地区における最適な発電方式で発電施設の整備を実施する。

４．モデル地区の検証及び普及活動
　モデル地区毎の営農用電力の自給モデルを検証し、その結果を活用して普及活動を実施。

政策事前評価書（営農用電力自給モデル事業）

営農用電力自給モデル事業費
農林水産部
農村整備課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

   総合計画
　での位置づけ

環境と調和し、快適に暮らせること

多様なエネルギーの確保と効率的な利用の促進

多様なエネルギーを確保する

地域の特色を活かした再生可能エネルギーの導
入促進

県が主体となって、モデルとして発電設備整備を行い、県内の地域資源から生み出された再生
可能エネルギーが農業用施設へ活用可能なことを実証し普及を促す。

県内の農業用施設電力消費量

区分名 施設名 単位
単位当た
りの電力

(kW)

1日当たり
の電力使
用時間

(h)

年間稼働
日数
(日)

単位当たりの
年間消費電

力量
(kWh/年)

県内におけ
る施設数

県内における
年間消費電

力量
(千kWh/年)

農業消費
全体に対す

る割合

電照ハウス a 1.52 5 50 378.77 52,110 19,738 47.9

脱穀・乾燥施設 3,927 9.5

防虫用黄色蛍光灯 a 0.04 8 100 32 18,960 607 1.5

水利施設 ポンプ場（かんがい用） 台 18.5 8 110 16280 1,038 16,899 41.1

合計 合計 41,170

農業

県内の農業用施設電力消費量内訳

かんがい
排水用ポ

ンプ
41.0%

電照ハウ

ス
47.9%

脱穀・乾

燥施設
9.5%

防虫用黄
色蛍光灯

1.5%
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

○農村の地域資源（水力、風力、太陽光等）を活用して電力を生み出し、営農等で必要な電力需要に対応する自給型エネルギー
システムを構築する。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

農村地域での再生可能エネルギーの創出と自給型活用に向けた実証実験を行う

モデル地区の選定方法
段階

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質

④④④④目標目標目標目標
目標はモデル地区において営農用電力の自給モデルを検証し、システムを構築することであるため、
モデル地区数を指標とする。また、目標値は以下のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

財
源

40,038千円 24,000千円

16,000千円畜産施設における省エネ機器等
の整備

補完

20,000千円

事業名 事業概要

省エネ型畜産施設整備費

2,674Ｈ

15,000千円

Ｈ２３

H25
44,000千円

9,478千円10,524千円
2,496Ｈ 2,248Ｈ

人件費 11,274千円

H24
40,038千円

年　度
見込額

従事時間

指　　標　　名

モデル地区数

現　　在　　値 目　　標　　値

－

H23年度当初予算額 当該事務事業との相違点

ステップ３

3

15,000千円 0千円
H26 H28

0千円
H27

Ｈ２６

現地調査を実施し、
地区選定検討会に
おいて地区を選定
する

合　　計
99,038千円
79,038千円
20,000千円

0千円
7,418Ｈ

31,276千円

130,314千円

省エネ機器等の整備に対する
支援

普通

内容

管理意向調査等を
実施し、適地を絞り
込む

ステップ２

ステップ１

日照、風況、標高
データや農業用施
設の位置情報等を
GISを利用して、適
地を絞り込む

民間会社県

〔委託〕

適地調査(7,980千円)
システム構築(28,875千円)

〔直接執行〕

（県実施）
　モデル地区選定(3,183千円)
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　　　モデルモデルモデルモデル地区地区地区地区のののの選定方法選定方法選定方法選定方法をををを変更変更変更変更したためしたためしたためしたため、、、、当初計画当初計画当初計画当初計画していたしていたしていたしていたモデルモデルモデルモデル地区選定地区選定地区選定地区選定にににに係係係係るるるる業務内容業務内容業務内容業務内容のののの再検討再検討再検討再検討がががが必要必要必要必要。。。。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　　GISGISGISGISシステムシステムシステムシステムをををを活用活用活用活用しししし地形状況等地形状況等地形状況等地形状況等をををを把握把握把握把握することによりすることによりすることによりすることにより効率的効率的効率的効率的なななな現地調査現地調査現地調査現地調査をををを実施実施実施実施するするするする等等等等、、、、業務内容業務内容業務内容業務内容をををを再検討再検討再検討再検討しししし、、、、
工程工程工程工程をををを見直見直見直見直すなどすなどすなどすなど整理整理整理整理。。。。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業
　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要 モデル地区の選定方法

段階

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
目標はモデル地区において営農用電力の自給モデルを検証し、システムを構築することであるため、
モデル地区数を指標とする。また、目標値は以下のとおりとする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他
1,511Ｈ

45,328千円

6,371千円

38,957千円
38,957千円

従事時間

-

当初予算額

Ｈ２３

H24年　度

目　　標　　値

16,000千円畜産施設における省エネ機器等
の整備

補完ノリ乾燥機排気煙突の排熱をノリ
乾燥に活用するための技術開発

普通

ノリ乾燥機燃油削減技術開発費

H24年度当初予算額

人件費

財
源

モデル地区数

指　　標　　名

当該事務事業との相違点

省エネ型畜産施設整備費 補完

3Ｈ２６

8,405千円 燃料削減技術の研究開発

現　　在　　値

事業名 事業概要
省エネ機器等の整備に対する
支援

内容

ステップ３

現地調査を実施し、
地区選定検討会に
おいて地区を選定
する

ステップ１

日照、風況、標高
データや農業用施
設の位置情報等を
GISを利用して、適
地を絞り込む

ステップ２
管理意向調査等を
実施し、適地を絞り
込む

民間会社県

〔委託〕

適地調査(7,980千円)
システム構築(28,875千円)

〔直接執行〕

（県実施）
　モデル地区選定(2,102千円)

-238-



（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施　策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

次回評価予定年度

多様なエネルギーを確保する

その他多様なエネルギーの効率的利用

政策事前評価書（中小水力発電導入促進事業）

中小水力発電導入促進事業
県土整備部
河川課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26

   総合計画
　での位置づけ

環境と調和し、快適に暮らせること

多様なエネルギーの確保と効率的な利用の促進

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

・ 東日本大震災の発生を受け、今後、エネルギーの安定供給を図るためには、エネルギーの多様化、分散化等のエネルギーの
効率的利用が不可欠である。また、化石燃料の大量消費による地球規模での環境問題から再生可能エネルギー導入の機運も
高まり、各地域で果たすべき役割が非常に大きくなっている。

県管理15ダムにおけるダムの維持放流水を活用した中小水力発電を自治体や民間等に公募し、導入を促す。

・ 県が管理するダムは、洪水被害を軽減するための治水ダムと、治水機能に水道用水など利水の機能をもたした多目的ダムと
がある。
・ 県管理ダムでは、犬鳴ダムで現在、管理用小水力発電を行っている。今後、さらなるエネルギーの効率的利用を推進するた
め、全てのダムについて維持放流水を活用した中小水力発電の可能性を検討する必要がある。

県管理ダムでは、現在、維持放流水の利用として、
南畑ダムで企業局による発電と、犬鳴ダムによる
管理用発電を行っているが、他のダムでの活用は
行っていない。

紫川

遠
賀
川

大根川

今川

祓川

瑞梅寺川
④④④④

②②②②

矢部川

筑後川

有明海

多々良川

御笠川

那珂川

⑧⑧⑧⑧

玄界灘

周防灘

響灘

⑪⑪⑪⑪

⑦⑦⑦⑦

ダムダムダムダム 位置図位置図位置図位置図

建設中

管理中

補助ダム

凡 例

⑭⑭⑭⑭ ⑤⑤⑤⑤

⑥⑥⑥⑥

⑮⑮⑮⑮

①①①①

⑨⑨⑨⑨

⑫⑫⑫⑫

⑬⑬⑬⑬

⑩⑩⑩⑩

③③③③

伊良原伊良原伊良原伊良原ダムダムダムダム（（（（予予予予））））

五五五五ケケケケ山山山山ダムダムダムダム（（（（予定予定予定予定））））

藤波ダム⑮犬鳴ダム⑩ます渕ダム⑤

福智山ダム⑭牛頸ダム⑨油木ダム④

鳴淵ダム⑬山神ダム⑧力丸ダム③

猪野ダム⑫瑞梅寺ダム⑦南畑ダム②

北谷ダム⑪陣屋ダム⑥日向神ダム①
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】
　・発電可能性調査
　・委員会の開催

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

H26 H27 H28

20,000千円
30,000千円

財
源

10,000千円

8,012千円2,108千円2,952千円2,952千円
500Ｈ 1,900Ｈ

合　　計

再生可能エネルギーの有効利用を図ることが目標であり、中小水力発電の可能性調査結果を踏まえ事業化に向けて発
電可能量等の情報発信をするダム数を指標とする。なお、目標値は全ダムでの情報発信とする。

現　　在　　値 目　　標　　値

15

0千円

38,012千円

普通

0千円
30,000千円

0千円

700Ｈ

0千円0千円

従事時間
人件費

700Ｈ

20,000千円
年　度
見込額 10,000千円

指　　標　　名
中小水力発電関連
情報発信ダム数

１９，８５０千円
１５０千円

・再生可能エネルギーの有効活用を図るために、県管理ダムの維持放流水を活用した中小水力発電可能性調査を実施し、利
活用効果を把握して県及び自治体・民間等が事業を実施することで、温室効果ガスの低減は基より、エネルギーの転換、地産
地消へ寄与するものである。

H23 0 H26

H25H24

事業者なしの場合

○事業化に向けての情報発信

・放流量、発電可能量等の情報
・事業化する上での申請手続き等
の情報

中小水力発電の可能性調査

再生可能エネルギーの

庁内連絡会議（仮称）

民
間

事
業
者

財
団
等

企
業
局

市
町
村

各
部
局

情　報　発　信

管理用発電

事業者の決定

・参加事業者募集

・事業者選定委員会（仮称）
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　　　　　　・・・・15151515ダムダムダムダムからからからから、、、、6666ダムダムダムダムにににに縮小縮小縮小縮小しししし、、、、事業化事業化事業化事業化にににに向向向向けたけたけたけた検討検討検討検討をおこなうこととしたをおこなうこととしたをおこなうこととしたをおこなうこととした。。。。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】
　・発電可能性調査

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

目　　標　　値

　　　　　　　　・・・・効果的効果的効果的効果的にににに事業化事業化事業化事業化をををを進進進進めるためにめるためにめるためにめるために、、、、発電発電発電発電のののの可能性可能性可能性可能性があるがあるがあるがあるダムダムダムダムをををを絞絞絞絞りりりり効率的効率的効率的効率的にににに発電可能性調査発電可能性調査発電可能性調査発電可能性調査をおこないをおこないをおこないをおこない、、、、
    　実効性    　実効性    　実効性    　実効性があるがあるがあるがあるダムダムダムダムのののの事業化事業化事業化事業化をををを目指目指目指目指すことがすことがすことがすことが適当適当適当適当であるであるであるである。。。。

H26 6

7,212千円

普通

年　度

0

H24

700Ｈ

指　　標　　名
中小水力発電関連
情報発信ダム数

当初予算額

従事時間
人件費

財
源

2,952千円

7,212千円

再生可能エネルギーの有効利用を図ることが目標であり、中小水力発電の可能性調査結果を踏まえ事業化に向けて発
電可能量等の情報発信をするダム数を指標とする。なお、目標値は以下のとおりとする。

10,164千円

７，２１２千円

H23

現　　在　　値

事業者なしの場合

○事業化に向けての情報発信

・放流量、発電可能量等の情報
・事業化する上での申請手続き
等の情報

中小水力発電の可能性調査

再生可能エネルギーの

庁内連絡会議（仮称）

民
間

事
業
者

財
団
等

企
業
局

市
町
村

各
部
局

情　報　発
信

管理用発電

事業者の決定

・参加事業者募集

・事業者選定委員会（仮称）
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

○Ｈ２３年度に「福岡県総合計画」を交通部門から支える個別計画「福岡県交通ビジョン２０１２」を策定。
○「福岡県交通ビジョン２０１２」は、道路交通、鉄道交通、航空交通、海上交通の各交通基盤が連携を図るための施策の
　　方向性を示すもの。
○今後、個別・具体的に交通関係者（県民、交通事業者、行政）が、ハード・ソフトを組み合わせた施策を推進する必要がある。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

【交通施策推進の現状】
各交通関係者がそれぞれ施策を推進している。
　・   駅に駐車場がないため鉄道利用が不便
　・   バスと鉄道の乗り継ぎが不便

【交通施策推進の課題】
交通関係者が連携・協働した交通施策を推進する
ことが必要。

　快適な交通環境を構築するために、交
通施策の連携が必要である。このため、
学識経験者、県民、交通事業者、行政等
で構成する「交通連携施策検討協議会」
を設置し、地域の需要に応じて交通関係
者が連携する施策検討・提案を行う。
　なお、施策の推進にあたっては、ＰＤＣ
Ａ(Plan-Do-Check-Action）サイクルによ
り、施策の実効性を高める好循環の構
築を図る。

政策事前評価書（交通連携推進事業）

交通連携推進事業
県土整備部
企画交通課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

快適な生活環境をつくる

快適な生活環境の保全・創出

   総合計画
　での位置づけ

環境と調和し、快適に暮らせること

快適な生活環境の形成

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

・・・・駅駅駅駅にににに駐車場駐車場駐車場駐車場がないためがないためがないためがないため鉄道利用鉄道利用鉄道利用鉄道利用がががが不便不便不便不便
・・・・バスバスバスバスとととと鉄道鉄道鉄道鉄道のののの乗乗乗乗りりりり継継継継ぎがぎがぎがぎが不便不便不便不便

交通連携施策検討協議会交通連携施策検討協議会交通連携施策検討協議会交通連携施策検討協議会
（学識経験者、県民、交通事業者、行政などで構成）

恒常的恒常的恒常的恒常的なななな渋滞渋滞渋滞渋滞、、、、事故多発事故多発事故多発事故多発

((((効果効果効果効果))))
・・・・バスバスバスバス、、、、鉄道鉄道鉄道鉄道のののの利便性利便性利便性利便性のののの向上向上向上向上
・・・・ＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴをををを活用活用活用活用したしたしたした乗継利便性乗継利便性乗継利便性乗継利便性のののの向上向上向上向上（（（（ICICICICカードカードカードカードなどなどなどなど））））

円滑円滑円滑円滑なななな自動車交通自動車交通自動車交通自動車交通のののの流流流流れれれれ、、、、事故減少事故減少事故減少事故減少
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要
・「交通連携施策検討協議会」の開催

・交通連携検討調査の実施
　協議会において、検討された施策について調査、とりまとめを行う。 【事業の内容】
・交通連携施策の実施 ・協議会の開催 1,192千円
　①パークアンドライドの推進 ・検討調査の実施 492千円
　　パークアンドライドの推進 ・施策の実施 4,272千円
　　利用者意向調査を実施する
　　パークアンドライドの社会実験の事前・事後調査の検証をする
　②その他の施策について実施

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度
(期間累計)

18

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 68,594千円

一般財源
国庫支出金

その他

　地域毎に学識経験者、県民、交通事業者、行政などを構成員とする協議会を開催し、交通連携施策の検証と提案を行
う。

H26

0千円 0千円 0千円

普通H23 0

「交通連携施策検討協議会」において交通連携施策の検証と提案を行うことにより、交通関係者が連携・協働した交通
施策を推進することが目標であり、指標として同協議会の開催回数を設定する。なお、目標値は以下のとおりとする。

○「交通連携施策検討協議会」（学識経験者、県民、交通事業者、行政などで構成）において、ハードとソフトを組み合わ
せた施策を検討する。
○「交通連携施策検討協議会」で検討された交通連携施策を交通関係者（県民、交通事業者、行政）が協働して推進す
る。

財
源

0千円 0千円
12,000Ｈ

0千円

50,594千円22,261千円
1,440Ｈ 5,280Ｈ 5,280Ｈ

0千円

6,000千円 6,000千円 6,000千円
6,000千円 6,000千円 0千円 0千円

合　　計
18,000千円

H27 H28

18,000千円
0千円

H24
6,000千円

年　度
見込額

従事時間
人件費 6,072千円 22,261千円

現　　在　　値 目　　標　　値

H25 H26

指　　標　　名
協議会の開催（回
数）

交通連携施策検討協議会

①　交通連携に対する需要の把握
（１）交通事業者の交通連携に対する需要の把握
（２）県民の交通連携に対する需要の把握
（３）行政（県・市町村）の交通連携に対する需要の把握

②　交通連携に対する需要から、交通連携施策の検討

交通関係者（県民、交通事業者、行政）

③　交通連携施策の実施

交通連携施策の実施
（パークアンドライドの推進）

①　パークアンドライド候補地検討
（１）付近に公共用地がある
（２）付近に商業施設の駐車場がある

②　パークアンドライド候補地における利用者意向調査

③　パークアンドライドの社会実験
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要
【事業の内容】
　　・協議会の開催 1,192千円

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度
(期間累計)

18

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 3,216千円

一般財源
国庫支出金

その他

H26

　　　　パークアンドライドパークアンドライドパークアンドライドパークアンドライドのののの推進推進推進推進についてはについてはについてはについては、「、「、「、「交通連携施策検討協議会交通連携施策検討協議会交通連携施策検討協議会交通連携施策検討協議会」」」」においてにおいてにおいてにおいて協議協議協議協議をををを行行行行うこととしうこととしうこととしうこととし、、、、初年度初年度初年度初年度からのからのからのからの実施実施実施実施
についてはについてはについてはについては、、、、見送見送見送見送ることとしたることとしたることとしたることとした。。。。

「交通連携施策検討協議会」において交通連携施策の検証と提案を行うことにより、交通関係者が連携・協働した交通
施策を推進することが目標であり、指標として同協議会の開催回数を設定する。なお、目標値は以下のとおりとする。

目　　標　　値

　　　　交通連携施策交通連携施策交通連携施策交通連携施策のののの実施実施実施実施（（（（パークアンドライドパークアンドライドパークアンドライドパークアンドライドのののの推進推進推進推進））））についてはについてはについてはについては、、、、県内県内県内県内のののの実施状況等実施状況等実施状況等実施状況等もももも踏踏踏踏まえまえまえまえ、「、「、「、「交通連携施策検討協交通連携施策検討協交通連携施策検討協交通連携施策検討協
議会議会議会議会」」」」においてにおいてにおいてにおいて、、、、十分十分十分十分にににに協議協議協議協議をををを行行行行うううう必要必要必要必要があるがあるがあるがある。。。。

2,024千円

1,192千円
1,192千円

0千円

H24

480Ｈ
0千円

年　度

従事時間
人件費

財
源

協議会の開催（回
数）

当初予算額

H23

指　　標　　名

普通

現　　在　　値

0

交通連携施策検討協議会

①　交通連携に対する需要の把握
（１）交通事業者の交通連携に対する需要の把握
（２）県民の交通連携に対する需要の把握
（３）行政（県・市町村）の交通連携に対する需要の把握

②　交通連携に対する需要から、交通連携施策の検討

交通関係者（県民、交通事業者、行政）

③　交通連携施策の実施
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

※なお、地元ビルダーの制度及び技術面のフォローアップについてはこれまで同様技術講習会等の実施により対応していく。

   総合計画
　での位置づけ

環境と調和し、快適に暮らせること

快適な生活環境の形成

快適な生活環境をつくる

快適な生活環境の保全・創出

政策事前評価書（長期優良住宅普及促進事業）

長期優良住宅普及促進事業
建築都市部
住宅計画課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

〇県は、福岡県住生活基本計画（H18～H27年度）において、目指すべき住生活の将来像である「安全・安心で、うるお
いある、いきいきとした住生活」の実現のため、「将来世代に継承できる良質な住宅ストックと良好な居住環境の形成」を
基本目標に掲げ、新たに建築される住宅の質の向上を図るための施策を推進している。

〇そのような中、国でも、長期にわたり良好な状態で使用できる優良な住宅の普及を促進し、住生活の向上と環境負荷
の低減を図ることを目的に、長期優良住宅法が施行され、その方向性が示された。（長期優良住宅の普及の促進に関
する法律、H21.6施行）

〇県内の新築住宅着工戸数に対する長期優良住宅の認定件数の割合（以下「認定割合」）については、平成21年度
10.2％、平成22年度14.0％、平成23年度（～7月）13.9％の状況にあり、良質な住宅ストックの供給割合を高めていくため
には、今後より一層建設の促進を図ることが必要である。

国土交通省発表：「長期優良住
宅建築等計画の認定実績」、
「住宅着工統計」より作成

　長期優良住宅の建設を促進するためには、消費者からの要望を挙げていくことが最も近道であると考えられるため、
消費者の理解を深めるための情報提供の在り方を検討することが重要である。
　これまでの消費者への情報提供においては、消費者が能動的に情報収集する、もしくは住宅展示場等で住宅メーカー
側から説明を受ける以外に情報を得にくいなど、情報提供の場が十分ではなかったと思われる。
　また、長期優良住宅の性能に関する情報だけでは建設の動機づけになりにくいなど、内容としても十分ではなかったこ
とが考えられるため、インセンティブとなるような情報とセットで、広く周知を行うことが必要である。

　本事業は、住宅建設の際、消費者にとって関心の高い住宅ローン返済時の負担軽減の仕組みを作り、それを消費者
へ周知することで長期優良住宅建設意欲を高めるものである。

【課題】
　住生活の向上及び環境への負荷の低減の観点から、より多くの長期優良住宅が普及することが望ましい。制度を開
始したＨ２１年時点で新築住宅における認定長期優良住宅の割合（以下「認定割合」）が１０．２％であったことから、Ｈ３
２年（福岡県住生活基本計画の目標年）時点でおよそ２倍の２０．０％とすることを目標としている。
　認定割合は、制度開始２年目であるＨ２２年時点では１４．０％と上昇したものの、３年目の時点（Ｈ２３年７月時点）で
既に伸び悩んでいる状況が見られ、更なる取組なしには目標を達成するのは困難な状況。

【原因】
　県内の新築住宅における、地元ビルダーが施工した住宅は全体の８割強を占めているのに対し、認定長期優良住宅
の場合は２割程度であったことから、長期優良住宅の建設をさらに促進するためには、地元ビルダーが建設に係る住宅
を長期優良住宅としていくことが有効であると考えられる。
　地元ビルダーが建設に係る物件に長期優良住宅が少ない原因としては、地元ビルダーが制度及び技術面で対応しき
れていないということも考えられるが、発注者である消費者の理解が十分でなく長期優良住宅の発注に結びつかないこ
とがネックになっていると考えられる。

10.2%

14.0% 13.9%

20.0%

8.8%

12.6%

13.6%

5%

10%

15%

20%

25%

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

全国

（7月末時点）

目標

福岡県

（7月末時点）

新築住宅における認定長期優良住宅の割合
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

１．県内の金融機関と提携し、各金融機関による独自住宅ローンの優遇制度の創設を行う。
２．さらに住宅ローンの優遇制度を活用した長期優良住宅の供給促進のための普及啓発を推進する。　５，０００千円

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

H26 普通

　省エネルギー対策をはじめ、耐久性、耐震性等一定の基準を満した長期優良住宅の供給促進を図り、もって、良質な
住宅ストックの形成を図ることが目標である。
　良質なストック形成の基礎となる、長期にわたり利活用できる良質な住宅の供給状況を示す指標として以下のものを
設定する。

H3214.00%

H25 H26

指　　標　　名

普通新築住宅における認定
長期優良住宅の割合

H22

現　　在　　値 目　　標　　値

16.40%

5,000千円

2,750千円 2,750千円

675千円
従事時間

H24
5,000千円見込額

人件費

年　度
5,000千円 0千円 0千円

H27 H28

20.00%

16,351千円
合　　計
15,000千円

2,250千円 2,250千円 2,250千円
2,750千円

338千円338千円
160Ｈ 80Ｈ 80Ｈ

6,750千円
8,250千円

　住宅の建設の際は半数以上の方が住宅ローンを組んで資金を調達している状況を踏まえ、住宅ローン優遇制度を創
設することでインセンティブを与え、省エネルギー性をはじめ、耐久性、耐震性等一定の基本性能を満した長期優良住
宅の供給促進を図り、もって、良質な住宅ストックの形成を図る。

0千円
320Ｈ

1,351千円

財
源



４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　仕組み自体を否定するものではないが、広報費用については極力費用を抑えて実施すること。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　広報費用のうち、住宅情報誌及び新聞への掲載記事面積を縮小し実施。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

１．県内の金融機関と提携し、各金融機関による独自住宅ローンの優遇制度の創設を行う。
２．さらに住宅ローンの優遇制度を活用した長期優良住宅の供給促進のための普及啓発を推進する。　２，８１２千円

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 3,487千円

一般財源
国庫支出金

その他

H22

目　　標　　値
指　　標　　名

普通

現　　在　　値

財
源

新築住宅における認定
長期優良住宅の割合

年　度
当初予算額

　省エネルギー対策をはじめ、耐久性、耐震性等一定の基準を満した長期優良住宅の供給促進を図り、もって、良質な
住宅ストックの形成を図ることが目標である。
　良質なストック形成の基礎となる、長期にわたり利活用できる良質な住宅の供給状況を示す指標として以下のものを
設定する。

160Ｈ
675千円

2,812千円
1,547千円
1,265千円

16.40% 普通

H24

14.00% H26

従事時間
人件費

H32 20.00%

県民

協定

優遇制度の創設

制度広報

普及啓発

ローン申込み

ローン返済

優遇融資

金融機関県
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

○○○○微小粒子状物質微小粒子状物質微小粒子状物質微小粒子状物質（（（（PMPMPMPM2222....5555））））のののの健康影響健康影響健康影響健康影響
　　　　　　　　・・・・微小粒子状物質微小粒子状物質微小粒子状物質微小粒子状物質（（（（PMPMPMPM2222....5555））））とはとはとはとは、、、、粒径粒径粒径粒径のみでのみでのみでのみで定義定義定義定義されるされるされるされる物質物質物質物質でありでありでありであり、、、、粒径粒径粒径粒径2222....5555ﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙﾏｲｸﾛﾒｰﾄﾙ以下以下以下以下のののの非常非常非常非常にににに微小微小微小微小なななな物質物質物質物質のののの総称総称総称総称
　　　　　　　　・・・・PMPMPMPM2222....5555はははは粒径粒径粒径粒径がががが非常非常非常非常にににに小小小小さくさくさくさく、、、、肺肺肺肺のののの奥深奥深奥深奥深くまでくまでくまでくまで侵入侵入侵入侵入するためするためするためするため、、、、様様様様々々々々なななな健康影響健康影響健康影響健康影響がががが指摘指摘指摘指摘されているされているされているされている大気汚染物質大気汚染物質大気汚染物質大気汚染物質。。。。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☆☆☆☆呼吸器系呼吸器系呼吸器系呼吸器系へのへのへのへの影響 影響 影響 影響 ： ： ： ： 喘息喘息喘息喘息ややややアレルギーアレルギーアレルギーアレルギー性鼻炎性鼻炎性鼻炎性鼻炎をををを悪化悪化悪化悪化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☆☆☆☆循環器系循環器系循環器系循環器系へのへのへのへの影響 影響 影響 影響 ： ： ： ： 不整脈不整脈不整脈不整脈、、、、心筋梗塞心筋梗塞心筋梗塞心筋梗塞、、、、冠動脈疾患冠動脈疾患冠動脈疾患冠動脈疾患にににに影響影響影響影響
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☆☆☆☆発発発発ガンガンガンガン性影響性影響性影響性影響　　 ： 　　 ： 　　 ： 　　 ： 肺肺肺肺ガンガンガンガンのののの死亡増加死亡増加死亡増加死亡増加
　　　　　　　　・・・・近年近年近年近年、｢、｢、｢、｢煙霧現象煙霧現象煙霧現象煙霧現象｣｣｣｣がががが度度度度々々々々観測観測観測観測されされされされ、、、、健康影響健康影響健康影響健康影響がががが懸念懸念懸念懸念されているがされているがされているがされているが、、、、そのそのそのその原因原因原因原因ががががPMPMPMPM2222....5555とのとのとのとの指摘指摘指摘指摘があるがあるがあるがある。。。。
　　　【　　　【　　　【　　　【煙霧煙霧煙霧煙霧：：：：黄砂黄砂黄砂黄砂とととと異異異異なりなりなりなり、、、、非常非常非常非常にににに粒径粒径粒径粒径のののの小小小小さなさなさなさな乾乾乾乾いたちりやほこりなどがいたちりやほこりなどがいたちりやほこりなどがいたちりやほこりなどが、、、、空中空中空中空中にににに浮遊浮遊浮遊浮遊しししし空空空空がかすむがかすむがかすむがかすむ現象現象現象現象】】】】

○○○○環境基準環境基準環境基準環境基準のののの設定設定設定設定
　　　　　　　　・・・・これらのこれらのこれらのこれらの問題問題問題問題からからからから、、、、国国国国はははは原因究明原因究明原因究明原因究明とととと対策対策対策対策のののの検討検討検討検討がががが急務急務急務急務であるとしであるとしであるとしであるとし、、、、平成平成平成平成21212121年年年年９９９９月月月月ににににPMPMPMPM2222....5555のののの環境基準環境基準環境基準環境基準をををを設定設定設定設定したしたしたした。。。。
　　　　　　　　・・・・本県本県本県本県のののの大気汚染常時監視測定局大気汚染常時監視測定局大気汚染常時監視測定局大気汚染常時監視測定局においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、粒径粒径粒径粒径のののの大大大大きなきなきなきな粒子状物質粒子状物質粒子状物質粒子状物質についてのについてのについてのについての測定体制測定体制測定体制測定体制はははは整備整備整備整備されているがされているがされているがされているが、、、、
      PM      PM      PM      PM2222....5555のののの測定機器測定機器測定機器測定機器はははは未整備未整備未整備未整備であるであるであるである。。。。

　＜　＜　＜　＜出典出典出典出典：：：：東京都 微小粒子状物質検討会報告書東京都 微小粒子状物質検討会報告書東京都 微小粒子状物質検討会報告書東京都 微小粒子状物質検討会報告書よりよりよりより引用引用引用引用＞＞＞＞

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

　　　　　　　　　　　　　　　　本県本県本県本県のののの大気汚染常時監視測定局大気汚染常時監視測定局大気汚染常時監視測定局大気汚染常時監視測定局においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、粒径粒径粒径粒径のののの大大大大きなきなきなきな粒子状物質粒子状物質粒子状物質粒子状物質についてのについてのについてのについての測定体制測定体制測定体制測定体制はははは整備整備整備整備されているがされているがされているがされているが、、、、
　　　　　　　　　　　　PMPMPMPM2222....5555のののの測定機器測定機器測定機器測定機器はははは未整備未整備未整備未整備でありでありでありであり、、、、PMPMPMPM2222....5555によるによるによるによる大気汚染状況大気汚染状況大気汚染状況大気汚染状況のののの把握把握把握把握ができていないができていないができていないができていない。。。。

○○○○常時監視機器常時監視機器常時監視機器常時監視機器のののの整備整備整備整備
　　　　　　　　・・・・PMPMPMPM2222....5555のののの生成生成生成生成にににに深深深深くくくく関関関関わっているわっているわっているわっているNOxNOxNOxNOx,,,,SOxSOxSOxSOx,,,,SPMSPMSPMSPMなどなどなどなど各種大気汚染物質各種大気汚染物質各種大気汚染物質各種大気汚染物質とととと併併併併せてせてせてせて測定測定測定測定するするするする必要必要必要必要があることからがあることからがあることからがあることから
　　　　　　　　　　　　県内県内県内県内のののの大気汚染常時監視測定局大気汚染常時監視測定局大気汚染常時監視測定局大気汚染常時監視測定局（（（（全全全全10101010カカカカ所所所所））））ににににPMPMPMPM2222....5555のののの測定機器測定機器測定機器測定機器をををを整備整備整備整備するするするする。。。。
　　　　　　　　・・・・発生源寄与割合発生源寄与割合発生源寄与割合発生源寄与割合のののの把握把握把握把握、、、、生成機構生成機構生成機構生成機構のののの解明解明解明解明のためのためのためのため、、、、成分分析機器成分分析機器成分分析機器成分分析機器をををを福岡県保健環境研究所福岡県保健環境研究所福岡県保健環境研究所福岡県保健環境研究所にににに整備整備整備整備するするするする。。。。

政策事前評価書（大気汚染対策事業）

大気汚染対策事業
(微小粒子状物質(PM2.5)観測機器整備事業)

環境部
環境保全課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

快適な生活環境をつくる
   総合計画
　での位置づけ

環境と調和し、快適に暮らせること

快適な生活環境の形成

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策



３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

 ○○○○大気汚染常時監視局大気汚染常時監視局大気汚染常時監視局大気汚染常時監視局にににに、、、、新新新新たなたなたなたな環境基準項目環境基準項目環境基準項目環境基準項目であるであるであるであるPMPMPMPM2222....5555のののの監視機能監視機能監視機能監視機能をををを追加追加追加追加しししし、、、、監視体制監視体制監視体制監視体制をををを強化強化強化強化するするするする。。。。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））
性質 Ｈ23年当初予算額

④④④④目標目標目標目標

大気汚染常時監視局大気汚染常時監視局大気汚染常時監視局大気汚染常時監視局にににに新新新新たなたなたなたな環境基準項目環境基準項目環境基準項目環境基準項目であるであるであるであるPMPMPMPM2222....5555のののの監視機能監視機能監視機能監視機能をををを追加追加追加追加しししし、、、、県内県内県内県内のののの大気汚染大気汚染大気汚染大気汚染のののの
状況状況状況状況をををを把握把握把握把握するするするする。。。。またまたまたまた、、、、効果的効果的効果的効果的なななな対策対策対策対策をををを検討検討検討検討するためするためするためするため、、、、成分分析成分分析成分分析成分分析をををを行行行行いいいい、、、、発生源発生源発生源発生源ごとのごとのごとのごとの寄与割合寄与割合寄与割合寄与割合のののの
把握把握把握把握、、、、生成機構生成機構生成機構生成機構のののの解明等解明等解明等解明等をををを行行行行うううう。。。。
新新新新たなたなたなたな環境基準項目環境基準項目環境基準項目環境基準項目であるであるであるであるPMPMPMPM2222....5555のののの監視体制監視体制監視体制監視体制のののの整備整備整備整備をををを示示示示すすすす指標指標指標指標としてとしてとしてとして、、、、大気汚染常時監視大気汚染常時監視大気汚染常時監視大気汚染常時監視
測定局測定局測定局測定局（（（（全全全全10101010カカカカ所所所所））））へのへのへのへのPMPMPMPM2222....5555測定機器測定機器測定機器測定機器のののの整備数整備数整備数整備数をををを設定設定設定設定するするするする。。。。またまたまたまた、、、、目標値目標値目標値目標値はははは全局整備全局整備全局整備全局整備とするとするとするとする。。。。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

H25 H26 H27 H28 H29 H30
0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

一般財源 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円
国庫支出金

その他
620Ｈ 620Ｈ 620Ｈ 620Ｈ 620Ｈ 620Ｈ

2,614千円 2,614千円 2,614千円 2,614千円 2,614千円 2,614千円

大気汚染防止
常時監視事業

常時監視測定機器
の保守管理

基幹
14,665千
円

Ｈ23 0局 H26 Ｈ30

財
源

0千円

19,070千円
4,523Ｈ

100,125千円

803Ｈ

10局 普通

119,195千円

100,125千円
100,125千円

0千円

10局

H24
100,125千円

年　度
見込額

従事時間
人件費 3,386千円

現　　在　　値 目　　標　　値

事業概要 当該事務事業との相違点
既存の常時監視の為の測定機器の更
新をおこなうもの
既存の常時監視の為の測定機器の保
守管理をおこなうもの

指　　標　　名

普通
PM2.5測定機器の
整備局数

事　　業　　名
公害測定備品
整備事業

常時監視測定機器
の更新整備

基幹
5,704千
円

　県内の大気汚染常時監視
　測定局（全10カ所）PM2.5の
　測定機器を整備

PM2.5自動
  測定器

　
　福岡県保健環境研究所に
　成分分析用の機器を整備

成分分析機器

 ◎
糸島

 ◎
豊前

 ◎
宗像  ◎

苅田

 ◎
田川

 ◎
柳川

 ◎
小郡

 　◎
太宰府

 ◎
香春

 ◎
直方

※北九州市、福岡市、久留米市、大牟田市においても、
　 それぞれの域内で別途整備中。
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　　　　　　　　　　　　　　　　新新新新たなたなたなたな環境基準項目環境基準項目環境基準項目環境基準項目であるであるであるであるPMPMPMPM2222....5555のののの常時監視常時監視常時監視常時監視をををを実施実施実施実施することはすることはすることはすることは適当適当適当適当であるがであるがであるがであるが、、、、機器整備機器整備機器整備機器整備にあたりにあたりにあたりにあたり
　　　　　　　　　　　　初年度初年度初年度初年度ののののコストコストコストコスト低減低減低減低減をををを検討検討検討検討するするするする必要必要必要必要があるがあるがあるがある。。。。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　　　　　　　　　　　　　　単年度単年度単年度単年度あたりのあたりのあたりのあたりのコストコストコストコスト低減低減低減低減をををを考慮考慮考慮考慮してしてしてして、、、、７７７７年年年年リースリースリースリースによるによるによるによる機器整備機器整備機器整備機器整備としたとしたとしたとした。。。。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質 Ｈ24年当初予算額

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

大気汚染常時監視局大気汚染常時監視局大気汚染常時監視局大気汚染常時監視局にににに新新新新たなたなたなたな環境基準項目環境基準項目環境基準項目環境基準項目であるであるであるであるPMPMPMPM2222....5555のののの監視機能監視機能監視機能監視機能をををを追加追加追加追加しししし、、、、県内県内県内県内のののの大気汚染大気汚染大気汚染大気汚染のののの
状況状況状況状況をををを把握把握把握把握するするするする。。。。またまたまたまた、、、、効果的効果的効果的効果的なななな対策対策対策対策をををを検討検討検討検討するためするためするためするため、、、、成分分析成分分析成分分析成分分析をををを行行行行いいいい、、、、発生源発生源発生源発生源ごとのごとのごとのごとの寄与割合寄与割合寄与割合寄与割合のののの
把握把握把握把握、、、、生成機構生成機構生成機構生成機構のののの解明等解明等解明等解明等をををを行行行行うううう。。。。
新新新新たなたなたなたな環境基準項目環境基準項目環境基準項目環境基準項目であるであるであるであるPMPMPMPM2222....5555のののの監視体制監視体制監視体制監視体制のののの整備整備整備整備をををを示示示示すすすす指標指標指標指標としてとしてとしてとして、、、、大気汚染常時監視大気汚染常時監視大気汚染常時監視大気汚染常時監視
測定局測定局測定局測定局（（（（全全全全10101010カカカカ所所所所））））へのへのへのへのPMPMPMPM2222....5555測定機器測定機器測定機器測定機器のののの整備数整備数整備数整備数をををを設定設定設定設定するするするする。。。。またまたまたまた、、、、目標値目標値目標値目標値はははは全局整備全局整備全局整備全局整備とするとするとするとする。。。。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

26,717千円

H26 Ｈ30

公害測定備品
整備事業

常時監視測定機器
の更新整備

基幹
5,467千
円

大気汚染防止
常時監視事業

常時監視測定機器
の保守管理

0局

3,386千円

23,331千円
23,331千円

H24

803Ｈ

年　度

従事時間

既存の常時監視の為の測定機器の更
新をおこなうもの
既存の常時監視の為の測定機器の保
守管理をおこなうもの

目　　標　　値

事　　業　　名 事業概要 当該事務事業との相違点

人件費

財
源

PM2.5測定機器の
整備局数

当初予算額

Ｈ23

指　　標　　名

普通

現　　在　　値

10局

基幹
17,252千
円

10局 普通

　県内の大気汚染常時監視
　測定局（全10カ所）PM2.5の
　測定機器を整備 PM2.5自動

  測定器

　福岡県保健環境研究所に
　成分分析用の機器を整備

成分分析機器

 ◎
宗

 ◎
柳

 ◎
柳川

 ◎
豊前

 ◎
苅田

 ◎
宗像

 ◎
糸島

 ◎
小郡

 ◎
田川

 ◎
直方

 ◎
香春

　◎
太宰
府

※北九州市、福岡市、久留米市、大牟田市においても、
　 それぞれの域内で別途整備中。
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（様式　１号）
事業所管
部課名

10の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

＊　カナダ、アメリカ、メキシコ、コロンビア、ペルー、ブラジル、ボリビア、パラグアイ、アルゼンチン

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

   総合計画
　での位置づけ

豊かな文化を楽しみ、幅広い分野の国際交流を
実感できること

アジアとともに発展する交流拠点の形成

国際交流・連携を深める

諸外国とのネットワークの形成

政策事前評価書（海外福岡県人会子弟招へい交流事業）

海外福岡県人会子弟招へい交流事業
新社会推進部

国際交流局交流第二課

事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称 Ｈ２５次回評価予定年度

　世界９カ国（＊）２１ヵ所にある海外福岡県人会は、ダニエル・イノウエ（アメリカ合衆国上院仮議長）氏やジョージ・アリ
ヨシ（元ハワイ州知事）氏等の著名人に代表されるように、移住国との相互理解・交流促進の懸け橋として、本県が国
際社会の中で発展していくための貴重な財産であるが、移住から長い年月が経過し、日本語や日本の伝統文化を知ら
ない世代が増えており、海外県人会の維持発展に支障が生じてきている。
　このため、平成２０年度より海外県人会の子弟（小学校高学年）及び引率者（県人会若手代表者）を招へいし、福岡で
のホームスティや学校訪問、伝統文化の体験等を通して、福岡に対する関心、興味を深めていただき、将来、移住国と
福岡を繋ぐ窓口として、又海外県人会の次代を担う中核人材、後継人材として育成してきたところである。
　しかし、依然、招へい者数は、子弟７１名、引率者（県人会若手代表者）３４名に留まるとともに、
①海外県人会によっては、対象子弟がいないなどの理由により、1名の参加者もない県人会が存在すること。
②継続した交流に繋がっていないこと。
③県民にとっての異文化体験プログラム等となっていないこと。

などから、プログラムを更に発展させ、継続して実施する必要性が生じてきている。

・世界９カ国２１海外県人会から広く子弟、引率者（若手県人会代表者）が参加しやすいプログラムとする必要がある。

・次世代を担う若者の交流を重視したプログラムとする必要がある。

・福岡県民にとっても国際感覚を醸成できる、又異文化を体験できるプログラムとする必要がある。

・事業実施要項に定める子弟、引率者（若手県人会代表者）の参加規定を一部緩和するなど、海外から参加しやすい事業とする。

・県内小学生との合同キャンプを盛り込むなど、同世代との交流を重視したプログラム等に発展させ、今後も交流が継続するような
事業とする。

・海外の文化や日系移住者の歴史等について、子弟や引率者から講演等を行っていただき、県民（小学生等）の国際感覚の育成
等を図る。
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①　　　　事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい・・・・目的目的目的目的

②②②②　　　　事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③　　　　関連事業関連事業関連事業関連事業

④④④④　　　　目標目標目標目標
　 

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 34,116千円

一般財源
国庫支出金

その他

現　　在　　値 目　　標　　値

- - - ２５年度 476人 困難

指　　標　　名

県人会を担う人材 ２３年度 370人

14,504千円7,252千円

H25 合　　計

0千円

9,806千円 19,612千円
9,806千円 19,612千円

H24
9,806千円

年　度
見込額

従事時間 1,720Ｈ

財
源

1,720Ｈ 3,440千円

9,806千円

人件費 7,252千円

0千円

引率者
子弟

海外福岡県人会子弟招へい事
業
実行委員会
（構成員）
＊福岡県国際交流センター
＊福岡県国際交流局交流第二
課
＊福岡県青少年課
＊福岡県義務教育課
（事務局）
福岡県国際交流センター
　

海外福岡県人会子弟招へい事業
選考委員会
（構成員）
＊福岡県国際交流センター
＊福岡県国際交流局交流第二課

ホストファミリー

決定通
知

申請書提出
推薦書添付
（順位付け）

申請
書
（参
加申

決定
通知

海外福岡
県人会

選考
依頼

決
定

一般県民
（センター登録者）

移住家族会

受入依頼

県
 

負担金支払

対象
者へ
説明

（参加条件）
・子弟　：原則満１１歳
・引率者：原則２０歳以上５０歳未満
　　　　　で日本語でのコミュニケー
　　　　　ションがとれること。

（交流事業内容）
☆同年代の子どもたちとの交流プログラム（小学校交流、合同合同合同合同キャンプキャンプキャンプキャンプ）
☆福岡の魅力に触れるプログラム（県内の企業、文化施設等の視察）
☆ルーツを探るプログラム（親戚・知人宅、福岡県海外移住家族会会員宅
　へのホームステイ）
☆日本文化の体験プログラム（日本語学習、和太鼓体験、書道体験等）
★子弟及子弟及子弟及子弟及びびびび若手県人会代表者若手県人会代表者若手県人会代表者若手県人会代表者（（（（引率者引率者引率者引率者））））によるによるによるによる移住国移住国移住国移住国のののの歴史歴史歴史歴史、、、、文化紹介等文化紹介等文化紹介等文化紹介等
★★★★県人会青年連絡会議開催県人会青年連絡会議開催県人会青年連絡会議開催県人会青年連絡会議開催

（事業実施手順）
・県人会との連絡調整（連絡、通知等）　・関係機関との調整
・参加子弟の決定　　　　　　　　　　　　　 ・経費の支払い
・ホストファミリーの募集

　・県人会を設立している国（カナダ、アメリカ、メキシコ、コロンビア、ペルー、ブラジル、ボリビア、パラグアイ、アルゼンチ
ン）から県人会子弟を招へいし、福岡でホームスティや学校訪問、交流キャンプなどの体験を通して、福岡・日本に対する
関心、興味を持ち、理解を深めてもらい、帰国後、海外県人会と本県との交流促進・関係強化を担う人材を育成する。
 
　・福岡県民の異文化理解、国際交流感覚の醸成を図る。

　・海外県人会の若い世代を招へいし、福岡の魅力を紹介するとともに、同世代の小学生との合同キャンプ等を通して、
将来、福岡と移住国とを繋ぐ窓口として、又県人会の次代を担う中核人材・後継人材として、育成していく。
  ・本県と海外県人会との関係強化及び海外県人会相互の連携強化。

招へいした子弟（小学校高学年）、引率者（県人会若手代表者）並びにその関係者など、福岡県との
交流の懸け橋として県人会を担い、また将来担うことができる人材数を指標とする。
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価
事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　　特になし

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業
　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②　　　　関連事業関連事業関連事業関連事業

　　　　③③③③　　　　目標目標目標目標

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用 　　総事業額（人件費含む） 17,058千円

一般財源
国庫支出金

その他

476人 困難

目　　標　　値

- - ２５年度-

H２４年　度

県人会を担う人材 ２３年度 370人

現　　在　　値
指　　標　　名

7,252千円

9,806千円
9,806千円

1,720Ｈ従事時間

当初予算額

人件費

財
源

移住国と本県との相互理解・交流促進を図り、本県の国際社会での発展に寄与するため
・各県人会が取り組む後継者育成とあわせ、本事業を実施し、より効果的な後継者育成を行い、海外県人会の円
滑な世代交代を推進する必要がある。
・海外県人会での活躍が期待される若手・中核人材を育成することにより、海外県人会活動を活性化する必要が
ある。

引率者
子弟

海外福岡県人会子弟招へい事業
実行委員会
（構成員）
＊福岡県国際交流センター
＊福岡県国際交流局交流第二
課
＊福岡県青少年課
＊福岡県義務教育課
（事務局）
福岡県国際交流センター
　

海外福岡県人会子弟招へい事業
選考委員会
（構成員）
＊福岡県国際交流センター
＊福岡県国際交流局交流第二課

ホストファミリー

決定通
知

申請書提出
推薦書添付
（順位付け）

申請
書
（参
加申

決定
通知

海外福岡
県人会

選考
依頼

決
定

一般県民
（センター登録者）移住家族会

受入依頼

県
 

負担金支払

対象
者へ
説明

（参加条件）
・子弟　：原則満１１歳
・引率者：原則２０歳以上５０歳未満
　　　　　で日本語でのコミュニケー
　　　　　ションがとれること。

（交流事業内容）
☆同年代の子どもたちとの交流プログラム（小学校交流、合同合同合同合同キャンプキャンプキャンプキャンプ）
☆福岡の魅力に触れるプログラム（県内の企業、文化施設等の視察）
☆ルーツを探るプログラム（親戚・知人宅、福岡県海外移住家族会会員宅
　へのホームステイ）
☆日本文化の体験プログラム（日本語学習、和太鼓体験、書道体験等）
★子弟及子弟及子弟及子弟及びびびび若手県人会代表者若手県人会代表者若手県人会代表者若手県人会代表者（（（（引率者引率者引率者引率者））））によるによるによるによる移住国移住国移住国移住国のののの歴史歴史歴史歴史、、、、文化紹介等文化紹介等文化紹介等文化紹介等
★★★★県人会青年連絡会議開催県人会青年連絡会議開催県人会青年連絡会議開催県人会青年連絡会議開催

（事業実施手順）
・県人会との連絡調整（連絡、通知等）　・関係機関との調整
・参加子弟の決定　　　　　　　　　　　　　 ・経費の支払い
・ホストファミリーの募集

　・海外県人会の若い世代を招へいし、福岡の魅力を紹介するとともに、同世代の小学生との合同キャンプ等を通して、
将来、福岡と移住国とを繋ぐ窓口として、又県人会の次代を担う中核人材・後継人材として、育成していく。

  ・本県と海外県人会との関係強化及び海外県人会相互の連携強化。

招へいした子弟（小学校高学年）、引率者（県人会若手代表者）並びにその関係者など、福岡県との
交流の懸け橋として県人会を担い、また将来担うことができる人材数を指標とする。
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状
○アジアンビートの意義

ＰＶ 比率 ＰＶ 比率 ＰＶ 比率

2,084,454 6,750,227 5,138,548

173,705 562,519 856,424

21％ 22％ 39%

日本語 1,641,299 78.7 5,278,002 78.2 3,125,778 60.8

言 中・簡体字 22,095 1.06 78,978 1.17 334,006 6.5

語 中・繁体字 165,506 7.94 548,118 8.12 1,233,765 24

別 韓国語 17,093 0.82 102,603 1.52 80,161 1.56

タイ語 153,207 7.35 361,812 5.36 279,537 5.44

英語 85,254 4.09 380,713 5.64 85,300 1.66

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

月間アクセス数

外国語版比率

年間アクセス数

　・福岡・日本とアジアの若者をつなぐ情報受発信の基盤

　　
21年度 22年度 23年度（4‐9月）

ユーザーが国内外に広がり、福岡・日本からアジアの若者達へ直接つながるウェブサイトとして評価され、着実に成長し
ている。

政策事前評価書（アジアンビート推進事業）

アジアンビート推進事業
新社会推進部
国際交流局交流第一課

事業開
始年度

Ｈ２４　事業名称 Ｈ２６次回評価予定年度

【アジアンビートアクセス状況】

○アジアンビートの効果

   総合計画
　での位置づけ

豊かな文化を楽しみ、幅広い分野の国際交流を
実感できること

アジアとともに発展する交流拠点の形成

本県では、若者文化の交流を促進することにより、アジアの次世代を担う若者の相互理解、連帯感を育み、アジアの交流
拠点を目指すため、平成17年度から多言語ウェブサイト「アジアンビート」による若者文化情報の発信に取り組んできた。

国際交流・連携を深める

アジア若者文化交流の推進

　・アジアに広がる人的ネットワークの構築
アジア各地域のメディアや若者文化のキーパーソンなど、これまでに蓄積された人的ネットワークにより発信力が波及
的に広がり、貴重な財産となっている。

　・福岡県のプレゼンスの向上
アジアンビートの取り組みは、多くの報道や海外の雑誌等に紹介されており、県の魅力のアピールに効果的。
ファッションや本県の祭り、食文化、地域産品などをアジアンビート独自の切り口で発信することにより、福岡・日本への
関心や好感度の向上につながる。

・外国語版アクセス比率を高めるため、インターネット利用人口が増大している中国・韓国からのアクセス増を図ることが重
要である。
・アジア各地域の特性を踏まえたコンテンツの充実と効率的な情報発信が課題である。

「アジアンビート」の発信力をさらに高め、アジアＮＯ．１若者文化情報発信サイトへと成長させ、本県の海外戦略における県
独自の強力なメディアとしての役割を果たす。

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標
ウェブサイトの認知度を評価するため、ウェブサイトの年間アクセス数を指標とする。
アジアの若者文化情報発信サイトとしての海外発信力を示す指標として、外国語アクセス比率を指標とする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む）

一般財源
国庫支出金

その他

158,010千円
0千円 0千円

68,299千円

52,670千円

0千円
5,400Ｈ 5,400Ｈ 16,200Ｈ

H24 合　　計H27

158,010千円

22,766千円

0千円

Ｈ26

52,670千円 52,670千円
52,670千円

H28

普通

226,309千円

52,670千円

Ｈ２３ 43%

目　　標　　値

年　度
見込額

22,766千円 22,766千円

財
源

人件費

H25 H26

2500万PV

従事時間 5,400Ｈ

52,670千円

外国語アクセス比率

年間アクセス数

「アジアンビート」を通じて若者文化の交流を促進することにより、アジアの次世代を担う若者の相互理解、連帯感を育み、
福岡・日本への関心や好感度を高める。

○多言語ウェブサイト「アジアンビート」運営

○アジア若者まんがアニメ交流拠点事業

H26 50%

Ｈ28

日本発のコンテンツとして人気の高いまんが、アニメ等をテーマに、アジアの若者の作品や表現を競う「第1回アジア若
者まんがアニメ選手権（仮称）」を開催し、福岡を交流拠点としてアジアの若者に向けて発信する。

○福岡”カワイイ”発信事業
海外のメディアと連携し、アジアの若者に人気の日本発”カワイイ”をアジアンビートから発信することにより、ファッショ
ン、美容、モデルコンテストといったコンテンツを充実させ、福岡のファッションを強力にアピールする。

ウェブサイト「アジアンビート」を通じ、若者文化情報を発信する。
・言語　　　  7言語（日本語、中国語〈簡体字・繁体字〉、韓国語、英語、タイ語、ベトナム語）
・コンテンツ　　ポップミュージック、まんが・アニメ、ファッション、食文化など

困難

○若者文化拠点育成事業

3500万PVＨ２３

夢を実現させた起業家やクリエイターをゲストにした講座「ヂカギキ」を開催。後日「マタギキ」としてウェブサイトに掲載
し、ウェブサイトへの誘客も図る。

現　　在　　値

1100万PV

指　　標　　名

困難-255-



４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標
ウェブサイトの認知度を評価するため、ウェブサイトの年間アクセス数を指標とする。
アジアの若者文化情報発信サイトとしての海外発信力を示す指標として、外国語アクセス比率を指標とする。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 59,505千円

一般財源
国庫支出金

その他

2500万PV

50% 普通

Ｈ28 3500万PV 困難

H26

困難

従事時間
人件費

現　　在　　値

日本発のコンテンツとして人気の高いまんが、アニメ等をテーマに、アジアの若者の作品や表現を競う「第1回アジア若
者まんがアニメ選手権（仮称）」を開催し、福岡を交流拠点としてアジアの若者に向けて発信する。

ウェブサイト「アジアンビート」を通じ、若者文化情報を発信する。
・言語　　　  7言語（日本語、中国語〈簡体字・繁体字〉、韓国語、英語、タイ語、ベトナム語）
・コンテンツ　　ポップミュージック、まんが・アニメ、ファッション、食文化など

○アジア若者まんがアニメ交流拠点事業

○福岡”カワイイ”発信事業

目　　標　　値

夢を実現させた起業家やクリエイターをゲストにした講座「ヂカギキ」を開催。後日「マタギキ」としてウェブサイトに掲載
し、ウェブサイトへの誘客も図る。

22,766千円

36,739千円
36,739千円

5,400Ｈ

○若者文化拠点育成事業

ウェブサイトの評価検証のため、サイト内においてアンケートを実施し事業効果やニーズの把握を行う。
発信力向上と費用対効果の観点から、交流イベント等の事業費を精査し節減を図った。

○多言語ウェブサイト「アジアンビート」運営

財
源

年　度

年間アクセス数

指　　標　　名

本県の魅力を海外へ発信するサイトとして成長しているといえるが、さらなる発信力向上のため、ウェブ
サイトの検証を行いながら推進することが必要。

当初予算額

Ｈ23 1100万PV

Ｈ23

H24

43%外国語アクセス比率

Ｈ26

海外のメディアと連携し、アジアの若者に人気の日本発”カワイイ”をアジアンビートから発信することにより、ファッショ
ン、美容、モデルコンテストといったコンテンツを充実させ、福岡のファッションを強力にアピールする。
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

・本県においては、県税収入の確保に向け、収入未済額の多い個人県民税及び自動車税



３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

 高額滞納に対する専門の職員を配置することにより、迅速に調査、捜索・差押を行い、時期を失することなく滞納整理を行う。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】

　高額滞納対策　　　５，７７２千円

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質 見込額 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28
補完 5,772千円

補完 8,219千円

④④④④目標目標目標目標

　高額滞納事案対策を強化し、平成２８年度までの５年間で３３．９億円を徴収する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 187,635千円

一般財源
国庫支出金

その他

H25 H26

指　　標　　名

普通徴収額

現　　在　　値 目　　標　　値

人件費 31,755千円 31,755千円

H24
5,772千円

年　度
見込額

従事時間

0千円
7,370千円

7,532Ｈ

5,772千円

31,755千円 31,755千円

合　　計
28,860千円

H27 H28

21,490千円

37,660Ｈ
1,474千円

158,775千円31,755千円
7,532Ｈ 7,532Ｈ

1,474千円

4,298千円4,298千円

H26

1,474千円

H28 33.9億円20.3億円 普通

4,298千円 4,298千円
5,772千円5,772千円

財
源

4,298千円

1,474千円 1,474千円
7,532Ｈ 7,532Ｈ

5,772千円

事　　業　　名 事業概要
高額滞納事案対策強化事業 高額滞納対策
暴力団関与事案対策事業 課税適正化及び徴収強化対策

 

滞納者

税務課

取
組
内
容

財
産
調
査

捜

索

差

押

公
　

売

配

当

高額滞納対策
強化チーム

期　　間 Ｈ２２～２３ 期　　間 Ｈ２４～２８

高額滞納対策強化
チーム（仮称）

業務内容

組　　織

 県外における高額滞納

 事案を専門に徴収

 県内・県外における高額

 滞納事案を専門に徴収

組　　織

業務内容

特命徴収班
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

　高額滞納事案については、平成２２年度～２３年度の間、県外分を専門に徴収する「特命徴収班」（４名）を税務課内に
設置しているところであり、平成２２年度の成果（徴収額４．５億円）を踏まえ、県外だけではなく、県内における高額滞納
事案にも迅速に対応する少数精鋭の専任組織を設置し、税収確保対策の強化を図る必要がある。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

　　特になし。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】
　高額滞納対策　　　５，７７２千円

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質 見込額 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28
補完 5,772千円

補完 6,408千円

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

　高額滞納事案対策を強化し、平成２８年度までの５年間で３３．９億円を徴収する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 37,527千円

一般財源
国庫支出金

その他

普通

現　　在　　値

事　　業　　名 事業概要
高額滞納事案対策強化事業 高額滞納対策
暴力団関与事案対策事業

20.3億円 普通

当初予算額

指　　標　　名

H24年　度

課税適正化及び徴収強化対策

目　　標　　値

人件費

財
源

徴収額

31,755千円

5,772千円
4,298千円

7,532Ｈ
1,474千円

H26 H28 33.9億円

従事時間

 

滞納者

税務課

取
組
内
容

財
産
調
査

捜

索

差

押

公
　

売

配

当

高額滞納対策
強化チーム

期　　間 Ｈ２２～２３ 期　　間 Ｈ２４～２８

高額滞納対策強化
チーム（仮称）

業務内容

組　　織

 県外における高額滞納

 事案を専門に徴収

 県内・県外における高額

 滞納事案を専門に徴収

組　　織

業務内容

特命徴収班
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

・本県においては、暴力団の撲滅に向けた取組を強化しているところであり、あらゆる手段を用いて暴力団の資金的基盤の
弱体化に取り組むこととしている。

・これまで税務部門においても、暴力団関係者が不動産取引に関与し、脱税や財産の隠ぺいを図るなど、非常に悪質な事案
も見られた。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

　税の公平性を維持するとともに、暴力団の資金的基盤の弱体化を図るため、県警との連携を強化し暴力団関与事案対策
を強化する必要がある。

　税務課内に「暴力団関与事案対策強化チーム（仮称）」を設置し、暴力団が関与する事案について、県警との連携を強化した
課税適正化及び徴収強化対策を実施する。

   総合計画
　での位置づけ

計画推進の基盤づくり

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

行財政改革の推進

政策事前評価書（暴力団関与事案対策事業）

県税収入確保特別対策事業
（暴力団関与事案対策事業）

総務部
税務課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

［暴力団が関与した悪質事案例］

(1)平成１９年１月、中古マンションを暴力団事務所に使用する目的で取得したにもかかわらず、不正に住宅控
　 除等の申請を行い、不動産取得税の減額の適用を受けていたことが判明したため、地方税法第７３条の３０
  （不動産取得税の脱税に関する罪）の規定に基づき、全国初の摘発。（懲役３年(執行猶予３年)、罰金１０
   万円）

(2)平成２２年１月、暴力団が宗教法人を隠れ蓑にして取得した不動産に係る不動産取得税について、前所有
   者の滞納税額を含め暴力団に追及（無償譲渡による第二次納税義務の追及）。当該不動産の公売を実施し、
　 約３，３００万円の税収を確保。

福岡県知事・福岡県公安委員会委員長・福岡県警察本部長・北九州市長・福岡市長による共同声明文(抜粋)
（H23.3.11）
　「行政においては、（略）暴力団事務所への課税の強化の検討などあらゆる手段を用いて暴力団の人的、資
金的基盤の弱体化に取り組む。」
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

・暴力団事務所について、不正に軽減措置を受けていないか、県警と連携し徹底した現地調査を実施し、課税の適正化を図る。
・高額滞納事案対策を実施する中で、暴力団が関与していることが判明した場合には、県警との連携を強化し徹底した財産調査
を実施することにより、徴収の強化を図る。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】

　暴力団が関与する事案における課税適正化及び徴収強化対策　　８，２１９千円

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質 見込額 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28
補完 8,219千円

補完 5,772千円

④④④④目標目標目標目標

　暴力団関与事案対策を強化し、平成２８年度までの５年間で３６万件の軽減措置適用の調査を実施する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 98,413千円

一般財源
国庫支出金

その他

2,701千円

3,766Ｈ

事　　業　　名 事業概要

高額滞納事案対策強化事業 高額滞納対策
暴力団関与事案対策事業 課税適正化及び徴収強化対策

3,766Ｈ

H25 H26

指　　標　　名

普通調査件数

現　　在　　値 目　　標　　値

人件費 15,878千円

H24
8,219千円

年　度
見込額

従事時間
15,878千円 15,878千円

合　　計
19,023千円

H27 H28

19,023千円
0千円

2,701千円

0千円

2,701千円 2,701千円

3,766Ｈ 3,766Ｈ 3,766Ｈ 18,830Ｈ
79,390千円15,878千円15,878千円

H26 H28 360,000件280,000件 普通

2,701千円
2,701千円 2,701千円

財
源

8,219千円 2,701千円

課税適正化対策

不動産取得税
課税状況調査

現地調査

取得時点で
暴力団事務所の場合

課税課税課税課税

軽減措置の取消

徴収強化対策

不動産取得税
高額滞納事案 財産調査等

滞納者に財産
がない場合

第二次納税義
務の追及

暴力団関係者等
による利益供与

の判明
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由
　税の公平性を維持するとともに、暴力団の資金的基盤の弱体化を図るため、県警との連携を強化し暴力団関与事案
対策を強化する必要がある。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
　　特になし。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】
　暴力団が関与する事案における課税適正化及び徴収強化対策　６，４０８千円

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

性質 見込額 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28
補完 6,408千円

補完 5,772千円

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

　暴力団関与事案対策を強化し、平成２８年度までの５年間で３６万件の軽減措置適用の調査を実施する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 22,286千円

一般財源
国庫支出金

その他

普通

現　　在　　値

暴力団関与事案対策事業 課税適正化及び徴収強化対策

高額滞納事案対策強化事業 高額滞納対策

事　　業　　名

目　　標　　値

人件費

財
源

調査件数

当初予算額

280,000件 普通H26

事業概要

H28 360,000件

15,878千円

6,408千円
6,408千円

H24

3,766Ｈ

指　　標　　名

年　度

従事時間

課税適正化対策

不動産取得税
課税状況調査

現地調査

取得時点で
暴力団事務所の場合

課税課税課税課税

軽減措置の取消

徴収強化対策

不動産取得税
高額滞納事案 財産調査等

滞納者に財産
がない場合

第二次納税義
務の追及

暴力団関係者等
による利益供与

の判明
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（様式　１号）
事業所管
部課名

１０の事項 中項目

小項目 施策

１１１１　　　　現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

①①①①現状現状現状現状

・平成２２年度における県税の収入未済額のうち、最も大きな割合を占めているのが原則として市町村が賦課徴収を行う個人県民
税であり、全体の６割を占めている。

・所得税から個人県民税への税源移譲がなされた平成１９年度から「地方税収対策本部」を設置し、これまで県による直接徴収や
市町村への職員派遣を実施している。
・平成２３年度からは、個人県民税の収入未済額の５割を占める両政令市においては、直接徴収を強化している。

・両政令市における直接徴収については、税務課内に設置している「特別徴税班」及び県税事務所に設置している「福岡地区特別
対策班」、「北九州地区特別対策班」が実施し、滞納者への捜索については、県職員の兼務発令を受けた両政令市職員と合同で
実施する。

②②②②解決解決解決解決しようとするしようとするしようとするしようとする課題課題課題課題（（（（原因原因原因原因））））

　平成２３年度から本格的に開始した両政令市における直接徴収を実施する中で、預貯金や債権など徹底した財産調査を行っても
財産が発見されず、滞納者への捜索を実施する必要がある事案が数多く見受けられた。

　福岡市及び北九州市の両政令市における滞納事案について、滞納者への捜索の準備から捜索、差押物品の公売までを統括
する専任職員を税務課「特別徴税班」に配置する。

政策事前評価書（個人住民税捜索推進事業）

県税収入確保特別対策事業
（個人住民税捜索推進事業）

総務部
税務課

事業開
始年度

H24　事業名称 H26次回評価予定年度

行財政改革の推進
   総合計画
　での位置づけ

計画推進の基盤づくり

２２２２　　　　対対対対　　　　応応応応　　　　策策策策

○収入未済額の推移

H11 H18 H19 H20 H21 H22
59 63 90 103 114 116

161 114 104 96 81 64
220 177 194 199 195 180

そ の 他 県 税

計

個 人 県 民 税

（単位：億円）

税　目
33%

15%52%

福岡市

38億円

北九州市

17億円

政令市以外

61億円

内訳

H19 H20 H21 H22 H23

地方税収対策本部地方税収対策本部地方税収対策本部地方税収対策本部（（（（特別機動班特別機動班特別機動班特別機動班））））

　職員派遣（政令市以外）

　直接徴収（政令市以外）

　研修生受入（政令市以外）

（（（（特別徴税班特別徴税班特別徴税班特別徴税班））））

（（（（特別対策班特別対策班特別対策班特別対策班(4地区）））））

　職員派遣（政令市以外）

　直接徴収（政令市、政令市以外）

直接徴収
<政令市対策を強化>

特別徴収対策

　直接徴収（福岡市）

 
県  両政令市 

 特  別  徴  税  班（６名中政令市担当６名）  

 福 岡 地 区 特 別 対 策 班（７名中  〃  １名） 兼 務 発 令 職 員 

 北九州地区特別対策班（４名中   〃  １名） 

＋ 
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３３３３　　　　事事事事　　　　業業業業　　　　案案案案

①①①①事業事業事業事業のねらいのねらいのねらいのねらい････目的目的目的目的

・両政令市との連携を図り、積極的な捜索を行うことにより、両政令市の滞納整理の技術の向上を図るとともに、滞納圧縮を図る。
・捜索から公売までを統括する専任職員を配置することにより、効果的、効率的な徴収対策が実践できる。

②②②②事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】

　捜索・公売の実施　　　６，２７５千円

③③③③関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

④④④④目標目標目標目標

　両政令市に係る滞納事案対策を強化し、平成２８年度までの５年間で１２５件以上の捜索を実施する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

⑤⑤⑤⑤担当課担当課担当課担当課によるによるによるによる事業見込額事業見込額事業見込額事業見込額
　　　総見込額（人件費含む） 110,765千円

一般財源
国庫支出金

その他

財
源

2,774千円2,774千円 2,774千円

3,501千円

H26

2,774千円

H28 125件75件 普通

3,501千円 3,501千円

79,390千円15,878千円15,878千円

13,870千円
3,766Ｈ 3,766Ｈ 3,766Ｈ 3,766Ｈ 3,766Ｈ 18,830Ｈ

2,774千円

3,501千円3,501千円
6,275千円 6,275千円 6,275千円 6,275千円

15,878千円 15,878千円

合　　計
31,375千円

H27 H28

17,505千円
0千円

H24
6,275千円

年　度
見込額

従事時間
人件費 15,878千円

現　　在　　値 目　　標　　値

H25 H26

指　　標　　名

普通
滞納者への
捜索件数

　　　北九州市（２市税事務所）

　　　福岡市（７区役所）

合同捜索 差押

【税務課】

＜捜索・公売推進員＞

捜索の企画・公売等

＜特別徴税班＞

財産調査・滞納処分等

兼務発令職員

公売捜索決定
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４４４４　　　　評評評評　　　　　　　　　　　　価価価価

事業実施事業実施事業実施事業実施のののの方向性方向性方向性方向性
　　　　１１１１　　　　実施実施実施実施
　　　　２２２２　　　　工夫工夫工夫工夫してしてしてして実施実施実施実施（　（　（　（　拡充拡充拡充拡充　　　　　　　　改善改善改善改善　　　　　　　　縮小縮小縮小縮小　）　）　）　）

上記上記上記上記のののの理由及理由及理由及理由及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容
○○○○　　　　上記上記上記上記のののの理由理由理由理由

　預貯金や債権など徹底した財産調査を行っても財産が発見されない事案については、住宅や事務所に財産を隠ぺいし
ていることも多いことから、捜索によって財産を発見し、差押を行い、公売を実施することが税収確保に繋がる有効な手段
である。

○○○○　　　　見直見直見直見直しのしのしのしの内容内容内容内容

　　特になし。

５５５５　 　 　 　 実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業実 施 事 業

　　　　①①①①事業概要事業概要事業概要事業概要

【事業の内容】

　捜索・公売の実施　　　５，１７４千円

　　　　②②②②関連事業関連事業関連事業関連事業（（（（該当該当該当該当するするするする場合場合場合場合はははは以下以下以下以下をををを記入記入記入記入することすることすることすること））））

　　　　③③③③実施実施実施実施するするするする事業事業事業事業のののの目標目標目標目標

　両政令市に係る滞納事案対策を強化し、平成２８年度までの５年間で１２５件以上の捜索を実施する。

年度 数　値 中間目標年度 中間目標値 困難度 目標年度 目標値 困難度

　　　　④④④④事業費用事業費用事業費用事業費用
　　総事業額（人件費含む） 21,052千円

一般財源
国庫支出金

その他

H24

3,766Ｈ
2,774千円

年　度

従事時間
15,878千円

5,174千円
2,400千円

75件 普通H26 H28 125件

目　　標　　値

人件費

財
源

滞納者への
捜索件数

当初予算額

指　　標　　名

普通

現　　在　　値

　　　北九州市（２市税事務所）

　　　福岡市（７区役所）

合同捜索 差押

【税務課】

＜捜索・公売推進員＞

捜索の企画・公売等

＜特別徴税班＞

財産調査・滞納処分等

兼務発令職員

公売捜索決定
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